
令和２年度 第５回 小金井市環境審議会 

 

日 時：令和３年２月８日（月）午後２時から     

場 所：小金井市役所第二庁舎８階 ８０１会議室   

（ＷＥＢでのオンライン参加可能） 

 

次    第 

 

１ 開会 

 

２ 報告事項 

 

３ 議事 

⑴ 前回審議会会議録について 

 ⑵ 第３次小金井市環境基本計画（案）に対する意見及び対応結果について 

⑶ 第３次小金井市環境基本計画（案）について 

 ⑷ その他 

 

４ その他 

 

５ 次回審議会の日程について 

 

＜配布資料＞ 

 ① 事前配布分 

 資 料 １ 令和２年度第４回小金井市環境審議会会議録 

 資 料 ２ 第３次小金井市環境基本計画（案）に対する意見及び対応結果について  

 資 料 ３ 第３次小金井市環境基本計画（案）本編（パブリックコメント後修正案） 

 資 料 ４ 第３次小金井市環境基本計画（案）資料編 
 資 料 ５ 第３次小金井市環境基本計画（案）概要版 

 ② 当日配布分 

 参考資料１ 表紙デザインイメージ 

 参考資料２ 本編デザインイメージ 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度第４回 
 

 

 

小金井市環境審議会会議録 

資料 １ 



 

 

令和２年度第４回小金井市環境審議会会議録 

 

１ 開催日 令和２年１１月１１日（水） 

２ 時 間 午前９時３０分から午前１１時４１分まで 

３ 場 所 小金井市役所本庁舎３階第一会議室 

４ 報告事項 (1) 市民ワークショップの開催結果について（資料５） 

(2) 令和２年度内部環境監査実施結果について（資料６） 

(3) 意見・提案シートの提出について（資料７） 

５ 議 題 (1) 前回審議会会議録について（資料１） 

(2) 小金井市環境報告書 令和元年度版(案)について（資料２） 

(3) 前回審議会における意見等への対応について（資料３、資料４

［第３章］） 

(4) 計画の推進体制・進行管理について（資料３［第４章］） 

(5) 計画原案について（資料３［第１章・第２章］） 

６ その他 

７ 次回審議会の日程について 

８ 出席者 (1) 審議会委員 

  会 長 池上 貴志 

  副会長 小柳 知代 

  委 員 髙橋 賢一、鈴木 由美子 

      高木  聡、羽田野 勉 

      石田  潤、中里 成子 

      長森  眞、木村 真弘 

(2) 事務局員 

  環境部長    柿﨑 健一 

  環境政策課長  平野 純也 

  環境係長    山口 晋平 

  環境係専任主査 荻原  博 

  環境係主事   鳴海 春香 

  環境係     阪本 晴子 

  緑と公園係長  小林  勢 

９ その他発言者 （株）プレック研究所 

１０ 傍聴者 ５名 
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令和２年度第４回小金井市環境審議会会議録 

 

 

池上会長   おはようございます。少しお時間早いですけれども、委員の皆さん

もおそろいですので、これより令和２年度第４回小金井市環境審議会

を開会いたします。 

 先立ちまして、事務局のほうから事務連絡及び本日の配布資料の確

認をお願いいたします。 

山口係長   事務局、山口です。事務連絡１点、配布資料の確認をさせていただ

きます。 

 事務連絡ですが、毎度のお願いで恐縮でございますが、御発言の際

のお願いでございます。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、座

席の間隔を通常より広く取っておりまして、マスクの着用もお願いし

ているところでございます。質疑応答等、御発言の際は、座席前面に

設置してございますマイクのスイッチを入れていただいた後、御自身

のお名前を先におっしゃった上での御発言に御協力をお願いいたしま

す。また、混線を避けるため、マイクのスイッチは御発言の都度オ

ン・オフしていただきますようお願い申し上げます。毎回同じお願い

で恐縮でございますが、会議録の円滑な作成に御協力よろしくお願い

いたします。 

 続きまして、資料の確認でございます。本日配りました次第の下段、

配布資料を御覧いただきたいと思います。資料１から７まで合計７点

でございます。事前に皆様に郵送させていただいたものとの内容の変

更はございません。本日、お手元に資料等不足等がございましたら事

務局までお申し付けください。大丈夫でしょうか。 

 それでは、よろしくお願いいたします。 

池上会長   ありがとうございました。何か質問はございますでしょうか。 

 なければ次第の２番の報告事項に移ります。報告事項の（１）市民

ワークショップの開催結果についていうことで、事務局のほうから説

明をお願いいたします。 

山口係長   事務局、山口でございます。資料５を御用意ください。 

 今年度は第３次環境基本計画の策定に係る市民参加によるワークシ
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ョップを２回開催いたしましたので、報告いたします。 

 １回目、環境基本計画及びみどりの基本計画に係る小学生向けワー

クショップについてでございます。小学生向けワークショップにつき

ましては、前回の審議会においても結果の概要報告はさせていただい

たところですが、本日は資料を作成いたしましたので、改めて御覧い

ただきながら報告をさせていただきたいと思います。 

 日時は９月２７日の日曜日、午後２時から４時まで、市民会館萌え

木ホールにて市内の小学校３年から６年生１８人及びその保護者１４

人、合計３２人の参加で開催いたしました。キャッチフレーズを「こ

がねいの未来を守るのは君だ！！こがねいの環境リーダーになろう」

といたしまして、４グループに分かれて環境クイズや緑、ごみ、エネ

ルギー、３つのテーマそれぞれで環境のためにできることの意見を出

し合い、各グループの意見交換やまとめ、全体発表等を行いました。

実施概要については資料裏面を御覧いただきたいと存じます。 

 ２回目でございます。先日１０月２４日土曜日に開催いたしました

市民ワークショップでございます。タイトルを「未来に誇れるこがね

いの環境をつくるために今できることを考えよう」といたしまして、

市内在住・在勤の１８歳以上の方を対象に、募集１５人に対しまして、

当日は参加者６人、少し寂しくなってしまいましたけれども、６人で

の開催となりました。令和元年度の市民ワークショップでは、第３次

環境基本計画の将来像に出来る限り市民の思いや願いを反映させるた

め、市民同士の対話を通じて小金井市の環境のいいところ、悪いとこ

ろ、過去からの変化などから将来小金井市がどのような環境を実現し

ていきたいか、また、どのような環境で暮らしていきたいかなど、目

指すべき環境像を明らかにしていただきました。 

 令和２年度、先日のワークショップでございますけれども、市民の

目線でこれなら行動できると思えるような行動を御検討いただくとと

もに、参加者にやってみよう、広めてみようという今後の行動、活動

への意欲を高めてもらうことを目的といたしました。当日は２班に分

かれまして、グループ討議１としまして、小金井市の環境を表す７つ

の分野、緑、地下水・湧水・河川、生物多様性、生活環境、景観、循

環型社会、低炭素気候変動適応等でございますが、について個人及び
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家族など身近な人と既に実行していること、また、これからやってみ

たいことの討議、グループ討議を行いました。続いて、グループ討議

の２としましては、グループ討議１でリストアップされた行動につき

まして、学生、若者、子育て世代、働く世代、シニア、全世代に分類

してもらい、書き出した行動が全世代で実行できるか確認し、それぞ

れのまとめと全体発表を行いました。実施の概要については、同じく

裏面を御覧いただきたいと思います。 

 今年度２回にわたりまして実施いたしましたワークショップで得ら

れた結果は、環境基本計画案の市民の行動、事業者の行動及び環境行

動指針への反映を検討しているところでございます。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございました。ただいまの報告につきまして、何か御質

問、コメント等ありますでしょうか。 

 長森委員、お願いします。 

長森委員   長森です。市民ワークショップのほう、参加人員が６人というのは

かなり寂しい数字のように思うんですけれども、この辺りについて、

募集の仕方について何か問題があったんじゃないかということと、こ

の結果についてどんなふう評価しておられるかお聞きしたいんですけ

れども。 

山口係長   事務局、山口でございます。ワークショップ開催募集の方法でござ

いますが、通常の市報こがねいへの掲載及びホームページでの掲載を

まず第一段階といたしまして、その時点で、ある時期までの募集人数

を見た上で、次は、前回、昨年度実施したワークショップに御参加い

ただいた皆様に直接メールを送るなど、なるべく大人数での応募をお

願いしたいと思っていたところなんですけれども、結果として７名、

当日欠席１名で合計６人での開催となってしまいました。 

 こういったものを開催していくに当たりまして、また何らか工夫が

できるのではないかとは考えておるところではございますが、結果と

してこのようになってしまったと考えてございます。 

池上会長   ありがとうございます。よろしいでしょうか。ほかにございますで

しょうか。 

木村委員   質問なんですけれども。木村です。参加された方の年齢層というの
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は大体どの程度なんですか。割と若い人がおられたのかとか、傾向が

もし分かれば。 

山口係長   事務局、山口です。内訳は、２０代がお一人、４０代がお二人、５

０代、６０代、７０代が各お一人ずつぐらいだったと思います。 

木村委員   割と比較的ばらけてはいた。 

山口係長   ばらけてはいました。 

木村委員   私は思うんですけれども、なかなかこの時期、コロナ対策以降、集

まってやるというのはなかなか人を集めるのは難しい状況なのかと思

うので、ウェブがいいかというと必ずしもそうは思わないんですけれ

ども、今後なかなか集めてやっていくというのは工夫していかないと

難しい面があるのかな。私自身もそういう立場にいますので、その辺

はよく分かっております。次回は御検討をいただければと思います。 

池上会長   ありがとうございました。ほかにございませんでしょうか。 

 ありがとうございました。それでは、（１）については以上としたい

と思います。 

 それでは、報告事項（２）令和２年度内部環境監査実施結果につい

て、事務局のほうから報告お願いいたします。 

山口係長   事務局、山口です。資料６を御用意ください。Ａ４縦の片面刷りの

ものでございます。事前に環境マネジメントシステムマニュアルとい

うものをお配りしてございます。内容については御覧いただけている

と思いますけれども、こちらの小金井市環境マネジメントシステムに

おける内部環境監査を実施いたしましたので、報告申し上げます。 

 小金井市の環境マネジメントシステムにつきましては、以前にお送

りした小金井市環境マネジメントマニュアルを御確認いただけている

と思いますが、そちらの部分については、今回、説明は省略させてい

ただきます。 

 内部環境監査とは、小金井市環境マネジメントシステム上での取組

や方法が適切に実施、維持されているかどうかを取組を実施している

当事者により点検を行うものです。 

報告される実績数値を見ているだけでは表れにくい各課の取組状況

を把握し、各課で発見した指摘に対して適切な是正措置を行うことに

より、環境マネジメントシステムの継続的改善につなげる狙いがござ
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います。 

 内部環境監査の結果は、市長、また、こちらの小金井市環境審議会、

小金井市環境市民会議に報告することとなってございます。 

 令和２年度、今年度は、学校教育部を３課、生涯学習部を３課、そ

の他、会計課、議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局

の合計１０の部署につきまして監査を実施いたしました。実施日は令

和２年７月１３日及び１５日の２日間。内部環境監査員につきまして

は、資料のとおりでございます。 

 監査結果の概要です。今年度は軽微なものも含めまして注意の指摘

を受けた部署はございませんでした。全ての部署においてチェック項

目をほぼ満たしてございまして、環境行動チェックリストにおける

日々の行動や取組が定着していることが伺われた次第です。また、前

回の監査で指摘を受けていた部署においても、内容が部署内で共有さ

れ改善がなされており、昨年度の監査で指摘を受けた電気の個人使用

についても、今年度の監査ではございませんでした。詳細は資料を御

覧ください。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。ただいまの報告で何か質問などございます

でしょうか。 

 石田委員、お願いします。 

石田委員   石田です。これ自身、内容というよりはシステム的なことを伺いた

いんですけれども、交わるには環境監査の中にチェック項目が入って

いるんですけど、これを作ってから大分たって、その間であまり変わ

っていないんじゃないかということが気になっていて、やっぱり５年、

１０年もたてば、当然、時代が変わってくるわけで、この辺の見直し

というのはどういうふうに考えられていますか。 

山口係長   事務局、山口でございます。おっしゃるとおり、制定が平成２１年

４月１日でございまして、マニュアルですけれども、最初の改定が令

和元年５月７日となってございます。最初の改定は文言等の整理にと

どまってございますので、指摘いただいたとおり、チェック項目のリ

ストというのはその間の見直し等は現在行なってはいないところでご

ざいます。ただし、その間、例えば新しい施設ができたとか、今後、
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庁舎の移転とかもございますけれども、状況としてもチェックの内容

が大きく変わるような事象というのは今まで特になかったということ

もございまして、内容については見直しというのは現在行なっていな

いところではございますけれども、反面、マンネリ化して、同じよう

なことを毎月、毎年やると、同じような結果しか出てこないというこ

ともございますので、その課もしくはその部署で独自に環境行動につ

いて何かできることがあれば、やっていただけるようなお願いという

のはしているところでございます。現状ではそのような感じです。 

 以上です。 

池上会長   石田委員、お願いします。 

石田委員   続けて石田です。分かりました。ありがとうございます。 

 監査のチェック項目を単にチェックするだけじゃなくて、前、私が

委員になったときも申し上げたんですが、良い点というのは必ずいろ

いろ取り組んでいてあるはずで、その部署で、そういうのはできるだ

け掘り起こして、こういう改善があった、それをさらに市役所の中に

広めていくとか、市民に対しても広げていくというようなことはぜひ

やっていただければというふうに思います。 

 以上です。 

山口係長   ありがとうございました。 

池上会長   ほかにございませんでしょうか。ありがとうございます。 

 それでは、以上で報告の２番を終了いたします。 

 続いて、報告の３番、意見提案シートの提出についてということで、

事務局のほうから報告をお願いいたします。 

山口係長   事務局、山口です。資料７を御用意ください。 

 意見提案シートでございますが、どのようなものかという説明を前

回はさせていただきましたけれども、会議の傍聴に来られた方が傍聴

の結果、審議会の検討内容について意見、御提案があった場合に、事

務局まで御提出いただくものでございます。 

 今回の開催日の１０日前までにシートの提出がございましたので、

本審議会に資料として提出させていただきました。詳細は資料を御覧

いただきまして、そのお取扱いにつきましては御意見等がございまし

たらお願いしたいと思います。 
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 以上です。 

池上会長   ありがとうございました。前回の審議会にも同様のシートの御提出

をいただいておりまして、今回も特にネットワーク、市民協働の観点

で自身の御意見を特に具体的にいただいているところかと思います。

内容については、事前に資料をお配りさせていただいて、委員の皆さ

んの御確認はいただいていることと思いますけれども、１つ１つこの

場で審議の時間を設けることは、今日の議題を考えると非常に難しい

ところもありますので、とはいえ、せっかくいただている貴重な意見

ですので、前回の審議会と同様に、今回の内容で議論するところで、

この意見も踏まえた上で御意見をいただいて、その場で審議するとい

うことにしたいと思います。いかがでしょうか。 

 特に今日の大事なところの議題かと思いますので、その場で議論で

きたらと思います。ありがとうございました。 

 それでは、議題のほうに移りたいと思います。次第の３番、議題

（１）前回議事録についてというところで、事務局から説明をお願い

いたします。 

山口係長   事務局、山口です。資料１令和２年度第３回小金井市環境審議会会

議録を御用意ください。 

 前回審議会における御発言については、本資料、事前にお目通しを

いただいて、御確認いただけていることと思います。訂正がございま

す場合は、ページ番号と発言、委員名及び訂正内容をお知らせくださ

い。本日審議会において御承認いただけた後は、ホームページの掲載

手続きを進めさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。それでは、議事録に関して訂正等ある場合

にはよろしくお願いいたします。 

 中里委員、お願いします。 

中里委員   中里です。１３ページ目の一番下、下から６行目の長森委員の御発

言、それから、１４ページの長森委員の御発言、３件続けてなんです

が、これは中里の発言でございます。ちなみに、長森委員にも御確認

いただければと思います。 

 私、普段ですと、やはり自分の発言部分しか確認しないケースがあ
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ります。それで、今回はたまたま発見できましたけれども、このよう

な録音が不明瞭なケースにつきましては、氏名欄は空欄にしておいて

いただいたほうがそれぞれの会員の方が御覧になって分かりやすいの

ではないか、間違いがないのではないかと感じたものですから、今後

の御検討お願いいたします。 

山口係長   ありがとうございました。そのようにいたします。 

池上会長   ほかにございませんでしょうか。 

  １点、池上から。３７ページなんですが、真ん中の池上の発言の

ところの２行目、空欄になっておりますけれども、恐らく、緑比率に

関して事務局から後で回答をいただくとしてという意味合いだったと

思いますので、後から回答していただくとしてということかと思いま

す。すみません。正確なのは覚えておりませんが、意味としてはそう

いうことだったと思います。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 それ以外にも空欄がありまして、例えば、３６ページの長森委員の

下から６行目のところも、ここは何か入るのか入らないのか私は把握

できていないんですが、「結果」と「から」の間にスペースが空いてお

りますけれども。長森委員、特に問題ございませんでしょうか。 

 じゃあ、スペースは埋めるということでお願いいたします。 

 ほかにございませんでしょうか。ありがとうございます。 

 先ほどの中里委員の意見と同じなんですが、空欄にしているところ

は聞き取れなかったところだと思いますので、目立つようにしておい

ていただけるとチェックしやすいかなというふうに思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。それでは、次の議題に移りたいと思いま

す。 

 続いて、次第の３の（２）小金井市環境報告書令和元年度版（案）

について、事務局のほうから説明をお願いします。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。資料２を御用意ください。 

 小金井市環境報告書令和元年度版（案）につきまして御説明させて

いただきます。こちらの環境報告書は、小金井市環境基本条例第２２

条に基づき、環境の状況及び環境基本計画等に基づき実施された政策
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の状況を明らかにするため、毎年度、作成、公表するものです。 

 環境報告書の構成と内容につきまして、簡単に御説明させていただ

きます。 

 まず、１ページ目の第１章はじめにでは、本報告書の狙い、位置づ

けなどを示し、小金井市における環境の保全、回復、創造の取組の中

で本報告書がどのような役割を担っているか等の説明をしてございま

す。 

 ８ページからの第２章環境啓発事業では、環境講座や環境フォーラ

ム、クリーン野川作戦など市民及び市内事業者等を対象に環境保全を

啓発していくことや良好な地球環境を確保し、将来世代へ継承するた

めの機運を醸成することを目的に、市が実施した環境啓発事業につい

て御報告してございます。 

 １３ページからの第３章基本計画の取組の進捗状況では、第２次小

金井市環境基本計画が目指す将来像、「緑・水・生きもの・人 わたし

たちが心豊かにくらすまち 小金井」を実現するために掲げる基本目

標を実現するための市の事業における具体的な取組を体系ごとに取り

まとめた小金井市環境保全実施計画の令和元年度実績と評価について

御報告してございます。 

 大変申し訳ございませんが、こちらの実績と評価について、一部分

かりにくいものがございました。現在、庁内での確認作業を並行して

実施しているところでございますので、今後、追記等させていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

 続きまして、３７ページからの第４章小金井市の環境の状況では、

７月に開催した第１回環境審議会でも御報告させていただきました大

気質調査や道路交通騒音・振動調査の結果、衛生害虫等の発生状況、

水質監視測定及び湧水調査の結果、温室効果ガス排出量等、本市の環

境の状況について御報告してございます。 

 続きまして、５２ページからの第５章市役所としての取組。こちら

では環境行動チェックリストの達成状況やグリーン購入の実績、小金

井市施設ごみゼロ化行動の実績等、市役所が行なっている環境負荷の

軽減努力について御報告してございます。 

 ６２ページの第６章環境基本計画の推進に関することでは、環境基
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本計画に示されている計画の推進体制等について御報告してございま

す。 

 続きまして、３６ページからの第７章点検評価結果についてですが、

こちらはまだ白紙となっております。この環境報告書の作成に当たっ

ては、環境審議会の御審議と御承認をいただくものとなっており、こ

れから委員の皆様からいただく御指摘や御評価について記載する欄と

なってございます。記載内容につきましては、次回の審議会まで待っ

ておりますと環境報告書の発行自体が遅れてしまうという関係上、大

変申し訳ございませんが、本審議会の議事録を元に事務局にて検討、

作成させていただきます。また、ページ数の関係もあり、いただいた

御指摘や御評価すべてを記載するのは難しいため、事務局のほうで代

表的なものや総括的なものを中心にピックアップさせていただきまし

て掲載させていただくという形で御了承いただければと思います。 

 ６５ページからは資料編という形で本編に係る参考資料等を掲載し

ております。 

 以上で、簡単ではございますが、小金井市環境報告書令和元年度版

（案）の説明終わらせていただきます。 

池上会長   ありがとうございました。何か質問等ございますでしょうか。木村

委員、お願いします。 

木村委員   木村です。１点だけ質問させていただきたいんですけども、５９ペ

ージのところです。電力について、排出係数によるところが大きいと。

前年度については、係数の低い事業者とはどことも契約していないた

めに増えてしまった。それはそういう事実だと思うんですけれども、

質問は、入札するに当たって排出係数というのを要件にされているか

どうかというところなんですが、いかがでしょうか。 

荻原専任主査 事務局、荻原です。電気の契約につきましては、もちろん排出係数

の基準等もあるんですけれども、それだけではなく、ポイント制にな

っておりまして、いろいろな項目である程度の条件を満たした業者さ

んの中から入札をするというふうになっておりますので、そのときの

状況によって契約会社が変わってしまうということになっております。 

木村委員   なかなか、コストという兼ね合いがあるのは承知していますけれど

も、やはりこれはこれで大きく増えてしまったりすると、せっかくの
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省エネ努力とかというのもなかなか見えてこないので、一定水準は、

排出係数は最低限は全ての事業者に選んでいただくとか、そういった

工夫も必要なんじゃないかなというふうに思います。これは私の意見

です。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。羽田野委

員、お願いします。 

羽田野委員  羽田野です。第７章の点検評価は、先ほど審議会を待っていたら遅

いということだったんですけれども、作成された時点で、例えば、こ

ういう形で行きますということで、各委員に事前に配っていただいて、

意見を求めていくことを考えていらっしゃるんでしょうか。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。環境報告書案ができた時点で委員の皆様にお配

りして、事前に審議会を待たずに御確認という御提案、御意見だった

かと思うんですけれども、こちらにつきまして、庁内全ての取組を集

約するのに時間がかかるというところがございまして、タイミング的

には急いでもこのぐらいの時期になってしまうというところがござい

ます。 

 特に、この前の話の中でありました、市役所内の温室効果ガスの取

組というところの集計にかなり時間を要しているというところがござ

いまして、今御指摘、御意見のあったようなやり方でというのは、現

在、考えておりません。 

 以上です。 

羽田野委員  ちょっと私の言い方が悪かったのか。要は、第７章の点検評価、小

金井審議会での評価を受けて後日作成とあるんですけれども、その内

容なんですが。作成された内容というのは、今おっしゃった、市役所

内全体ということを踏まえてということになるわけですか。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。こちら７章に関して記載する内容に関しまして

は、今これから委員の皆様からいただく御意見を記載する欄になって

ございますので、例えば、今、木村委員から御意見いただきました排

出係数のことに関しても工夫が必要なのではないかとか、そういった

ような、今この場でいただいた意見を事務局のほうでピックアップす

るというような形で記載をして、会長に御確認をいただくような形で

印刷に回したいというふうに考えてございます。 
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 以上です。 

羽田野委員  分かりました。会長の御確認があるというのであればいいと思いま

す。 

池上会長   会長と副会長の確認ということでよろしいでしょうか。 

 ほかにございますでしょうか。長森委員、お願いします。 

長森委員   長森です。内容についてちょっとお聞きしたいんですけれども、ま

ず、第３章で１７ページ、緑の創出保全、そして、そのときの１８ペ

ージの評価のところですけれども、１８ページでほとんど評価がＡな

のに、緑比率が下がってきているということになるわけなんです。緑

の創出とか保全とか言った場合、かけ声とか啓発だけでなくて、実効

性があるのかないのかというのは実際問題になると思うんですけれど

も、この点で評価Ａなのに下がった、そして、創出保全が一応こうい

うふうに記載されているというのは、実効性が担保されていないんじ

ゃないかと思います。その辺どうなんでしょうか。 

 それから、同じく１９ページと２０ページで、土地区画整理事業が

なかったとか、都市農業活性化支援事業申請ゼロとかいったものがあ

るんですけれども、これはそれぞれゼロである理由というのか、ゼロ

であっていいのかどうか。その辺についての評価というのはあるべき

じゃないかと思うんですけれども、いかがでしょうか。これは第３章

についてですけれども。 

小林係長   事務局、小林です。まず緑の保全について、緑被率が下がっている

のに点検評価ではＡというところの御指摘についてなんですが、緑に

ついては民有地の緑の減少に起因するところが非常に大きいというの

が１つ緑被率の下がっている要因というふうに考えておりまして、行

政にできることというのは限りがあるというふうにも考えております。

行政として、普及啓発等できることに最大限しているはしているとこ

ろでございますので評価をＡとしております。農地等の相続が発生し

たときには、どうしても緑は減っていくという状況がございまして、

緑被率は下がっているというふうに認識しております。 

 以上です。 

池上会長   鈴木委員、お願いします。 

鈴木委員   鈴木と申します。我が家は農家なので、今の問題については切実な
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ことがあると思います。以前にも話を述べさせてもらったと思います

が、相続が起きるたびに生産緑地は減っていきます。これは行政の問

題ではなくて個人的な問題に関わることがすごく多いと思うので、こ

この評価がＡだとかＢだとか、それぞれの委員会の皆様にはとても気

の毒な結果じゃないかなと思っています。努力してもできない部分は

たくさんありますので、その辺は含んでいただければありがたいなと

思います。 

 それから、生産緑地につきまして、例えば、農園にしたり、それか

ら貸し農園、体験型農園をしていますが、これもやっている側として

は大変です。なので、その辺は努力目標として皆さん確認していただ

ければありがたいです。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。石田委員、

お願いします。 

石田委員   細かいことで申し訳ないんですが、ページ２７で表がありまして、

その表の中で幾つかちょっとピンと来ないのがあったので、簡単に説

明していただければ結構です。 

 表の一番上のところに、あっせん申込みゼロで評価がＢというのは、

うん？と思ったんですけど。 

 それからずっと下のほうで、５－１－３の一番下の段で、残留農薬

検査と書いてあるんですが、ここは空欄なんですけれども、少し説明

がもらえるとありがたいなと思ったんです。評価はＢですので、何か

ちゃんとやっていたんだと思うんですけど。 

 それから、５－１－４の一番上で、空間放射線量云々というのは、

これまで２回やっていませんでしたっけ、年に。それが１回に減って

いてＡというのは、どういう意味でＡにしたのかなと。 

 このページでは以上３つです。 

池上会長   事務局からいかがでしょうか。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。５－１－１の特別設備資金のあっせん申込み０

件という実績に関しましては、事業自体、市として行ってはおります

けれども、御申請いただくことがなかったので０件ということで評価

Ｂという形で、全く事業を行っていなかった場合はＣというふうに考
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えているんですけれども、事業を行いましたが申請がなかったという

ことに関してはＢという形で評価してございます。 

 以上です。 

池上会長   ２点目は。 

鳴海主事   すみません。５－１－３の残留農薬検査に関しましても、記入が漏

れてしまっていたんですが、申請がなかったという形でＢという評価

になってございますので、申請なしという形で追記を考えているとこ

ろでございます。 

石田委員   ここは中身がないということですね。空欄というのは、特に実施し

なかったからということですね。今の説明では。 

池上会長   事業としては実施しているけれども……。 

石田委員   門戸は開いているけれども、実際に申請がなかったよという意味で

すね。 

池上会長   ということだと思います。 

鳴海主事   はい。事務局、鳴海です。残留農薬検査につきましては、小金井市

農業振興連合会さんが実施するウリ科の作物の土壌検査事業に対して

補助というものを行っているんですけれども、それに対しての申請が

なかったという形で所管のほうから回答をもらっております。 

 以上です。 

池上会長   ３件目の放射線量の測定の回数に関してはいかがでしょうか。 

荻原専任主査 事務局、荻原です。１回に減ったのにということでしょうか。前年

度からこれは１回になっていますので、昨年度についても減ったとい

う認識はないんですけれども。ただ、測定箇所数については、保育園

なんかが増えている関係で、箇所数は増えているという形になってお

ります。 

石田委員   そうすると、特に年１回でも、今は原発事故から時間がたっている

から、あまり年２回までやらなくても大丈夫だというような意識がや

っぱりあるんでしょうか。ある程度安全性があるなという判断で１回

でもいいと考えているということでしょうか。 

荻原専任主査 事務局、荻原です。そのとおりでございまして、毎年必ず危機管理

調整会議という担当部署が集まって測定回数とか測定の結果等を話し

合っているところがあるんですけれども、そちらのほうでも安全を確
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認しているということと、あと、近くに東京都の放射線を測るモニタ

リングポスト等もありますので、そういう数値を見ながら、もちろん

数値でちょっとおかしいなというようなところがあったら、また測定

をすればいいんじゃないかというところで、この定期測定については

現状年１回で大丈夫じゃないかという判断の下で行っております。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。中里委員、

お願いします。 

中里委員   中里です。質問なんですけれども、２６、２７ページ関連なんです

が、公害対策的に考えたときに、水質の有機フッ素化合物、ＰＦＯＳ

については調査はされていないんでしょうか。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。そちらに関しては調査はしておりません。 

中里委員   中里です。新聞報道も大きくされましたけれども、多摩地区で水道

水から大分多くの水量が全国平均を上回っていたと、中濃度の平均が

全国平均を上回っていたということで、健康被害も府中や国分寺など

では心配されているという報道があったんですけれども、水ですから

当然小金井にも関係してくる近隣での事案ですので、この辺の扱いは

小金井市はどうされていかれる予定なのか伺いたいと思います。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。今おっしゃっていただいたようなお話というの

は、東京都のほうからも情報提供を受けているところではございます。

ただ、東京都のほうも即時に対応するレベルというふうにはまだ考え

ていないようなので、引き続き近隣の情報に注視しながら対応を検討

するという形で考えてございます。 

 以上です。 

池上会長   ほかにございませんでしょうか。高木委員、お願いします。 

高木委員   高木です。１３ページに書いてあることなんですけれども、この評

価のところ、Ａ、Ｂ、Ｃという評価なんですけれども、これは立てた

計画をそのとおりやったか、１００％やったか、途中までやったか、

やらなかったかという評価なんだろうと思うんですけれども、その内

容、１００％やったけど効果があったのかなかったのかとか、そうい

う評価はないというふうに認識していいでしょうか。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。今おっしゃっていただいたように、取組の達成

状況というところなので、成果というところまでの評価には至ってい
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ないような現状です。 

高木委員   そうすると、例えば、これでＡだったから良かったというよりは、

Ａで全部やったのに成果が出なかったことはやめようとか、変えなき

ゃいけないとかというのは、どういう場で行われることになるんです

か。 

鳴海主事   こちらは環境保全実施計画というものになりまして、環境基本計画

の中で市役所の実効的な部分を計画として落とし込んだものになりま

すので、今皆様に御審議いただいている第３次基本計画の中でそこと

並行しながら事業レベルの話はまた環境保全実施計画という形で新た

なものを令和３年度の第３次環境基本計画とともに作成していくとい

う予定になってございます。 

高木委員   高木です。そうすると、こういう評価が何回か重なっていったもの

が全部出て、それが本当に効果があったのか、ないのかということが

ある程度示されて、これを続けるのか続けないのかという議論がない

と、言葉だけが出ていても評価のしようがないというか、じゃないの

かなというふうに思うんです。その辺、計画を立てるときに、何かこ

ういう過去にやったことがやっているけど評価が出ていないのか、や

ってなくて評価が出ていないのかというのははっきりさせるべきかと

いうふうに思います。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。今いただいた御意見のように、取組と実際の効

果というところの評価がなかなか弱いかなという部分が第２次にござ

いましたので、今、皆様に御審議いただいている第３次基本計画のほ

うでは、環境指標というものと取組指標というもの、取組指標という

のは、今ここで言っているような環境保全実施計画に当たるようなも

のなんですけれども、それだけではなくて、その取組としてどういう

環境に影響をもたらしたのかというところも併せてモニタリングして

いけるような形での計画を考えているところです。 

 引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。羽田野委

員、お願いします。 

羽田野委員  今の高木委員の内容とちょっと似ているんですけれども、実施評価、

結果に基づいた対応策というのを、今後でいいんですけれども、考え
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ていっていただければと思います。 

 それと、Ｃに該当するところが内容はいろいろだと思うんです。未

実施と言っても、例えば、申請がなかったから、じゃ、Ｃというよう

な場合と、まったくいろいろな通話で出来なかったものとか、Ｃの内

容的にはちょっと難しいんですけれども、今度のこととして、Ｃをも

うちょっと分けるような形とか、要は、申請がなかったからＣという

のはまたちょっと別カウントとか、そういうことをしても今後はいい

んじゃないかなと思います。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。御意見ありがとうございます。今後参考にさせ

ていただきます。 

池上会長   ほかにございませんでしょうか。石田委員、お願いします。 

石田委員   石田です。ページ３２でグリーン購入の話が出ているんですが、市

では取り組まれているのは資料も出ていますしよく分かっているんで

すが、周知するのは市民とか事業者に対してもという形で出ているん

ですね。個人は調べようがないかなという気は確かにするんですけれ

ども、事業者に対しては何か調べていますか。というのは、環境ＩＳ

Ｏなんかを取っている事業所は絶対やっているはずです、必ず。やっ

ていないと引っかかっちゃうので。そういうのを吸い上げているかど

うか。ちょっと難しいと思うんですが、何らかの形で把握できるよう

な形になっているのか、あくまでも周知だけなのか。その辺はどうで

しょう。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。事業者向けのグリーン購入の取組に関しまして

は、現状は周知だけにとどまっていて、実情というのは吸い上げられ

ていないような状況です。 

石田委員   分かりました。難しいとは思うんですけど、もし何か分かるようだ

ったら、全部のチェックは当然できないと思うんですけど、こういう

ことを取り組んでいる事業者だけでも何か、細かいことまでは必要な

いと思うんですけど、どのぐらい取り組んでいるのかもし分かれば、

ぜひ１回チェックしてみてほしいなと思います。先ほどの効果の形に

も関わるかなと思うんですけれども。 

池上会長   ありがとうございます。議論の時間がここはあまり取れないところ

ではあるんですけれども、御意見だけいただいておいて、回答は後日
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ということでよろしいですか。御意見だけいただいておこうかと思い

ます。 

 長森委員、お願いします。 

長森委員   ２３ページの３－３－１と３－３－２ついて、評価のＢとかＣとい

うふうに評価されているのは、この理由がなぜなんだろうかと。雨水

浸透ます等について、小金井については、非常にこれが進んでいたと

いうのは１つの特色だったはずなんですけれども、これは頭打ちにな

ってきているのかなというふうに見えるんですけれども、そういうも

のでいいのだろうかどうか。 

 それから、２８ページ、緑のカーテンです。緑のカーテンについて

は、これはＢですけれども、どちらかというと、緑のカーテンという

のは取り組みやすいと思われるんですけれども、これがＢにとどまっ

ていていいのかどうかというのも知りたいと思います。 

 それから、３２ページ、食器のリサイクルなんですけれども、これ

はこの辺の場合は、従来消団連が行っていたんですけれども、現地の

ほうから行政が介入しないと駄目だというふうに言われて駄目になっ

た経緯があると思います。この辺で食器リサイクルに行政が取り組ま

ないのはなぜだろうかと。近隣では幾つか行政が食器リサイクルに取

り組んでいるケースがあると思いますけれども、なぜ小金井市はやら

ないんだろうかというのが質問です。 

 それから、３５ページです。８－１－２の電気・ガス・水の節約。

これは行政のほうの庁内にとどまっていますけれども、これにつきま

しても、事業者とか市民に拡大することこそが実効性ある、必要なこ

とだと思うんですけれども、これについて庁内だけで評価を止めてい

るのはなぜだろうかかと、これが質問です。 

池上会長   ありがとうございました。ほかに御質問、コメント等ありますでし

ょうか。小柳委員、お願いします。 

小柳副会長  小柳です。第３章の令和元年度実績の中で、いろいろな水質とか生

き物とか様々な調査が実施されたということが書かれているんですけ

れども、その結果がどこで公表されているのかという情報も併せて明

記していただけると親切かと思いました。 

 例えば、２４ページの湧水に関する調査に関しては、環境報告書で
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結果を公開したとあるんですけれども、ほかのところもこの報告書内

で公開されているものも併せてそういう表記をして、できれば該当ペ

ージまで書かれているととても親切だと思いました。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。 

 そうしたら、池上から。先ほど長森委員からもありましたけれども、

ＣＯ２の排出量に関しては、小金井市全体としての環境の状況ですが、

今回入れるのは難しいのかもしれませんけれども、今回の環境基本計

画でもＣＯ２の削減目標というのがあると思いますが、それの評価の部

分というのがどこになるかというのが少し分かりませんでしたという

のが１点。 

 もう一点は、今回、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃで評価していますけれども、Ｓ

に該当するものが見当たらなくて、Ｓというのは計画を超えて達成と

いうことになっていますけれども、そもそも数値目標じゃないものに

関しては超えることが難しいのではないかと思います。そういう点で、

今回の環境報告書は、前回の環境基本計画に基づくものだと思います

けれども、今回の環境基本計画の評価のタイミング等ではこの評価の

Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃについても少し見直していただけたらというふうに思

います。 

 ほかにございませんでしょうか。高木委員、お願いします。 

高木委員   今の会長のコメントと先ほどの質問がくっつくんですけれども、計

画を超えるというのは、さっき言った、私で言うと、実行しようとし

た計画、３回やりますと言っているのを３回やるかどうかの話であっ

て、やった結果の数値的な目標を超えたとか目的を超えたということ

ではないというふうに認識していたんですけれども、そこはどうなん

でしょうか。この計画というのは、数値目標のことを言っているんで

すか。何回やりますとか行動の計画を超えたという意味なのかなと思

ったんですけれども。 

池上会長   その辺重要なので回答お願いします。 

鳴海主事   事務局、鳴海です。行動の結果になります。成果とか数値ではなく

て。講座とかであれば、おっしゃるように、３回とか４回とかあると

思うんですけれども、成果として何人参加したとかそういうところで
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はないです。 

高木委員   多分、この書き方がすごく分かりづらいことの１つなんじゃないか

な。計画を超えてＳの評価というと、行動もしたけど、結果がすごく

良かったというふうに思えるんですけれども、そうじゃないんですよ

ね。行動を計画以上にやったという意味。ありがとうございます。 

池上会長   はい、ほかにございませんでしょうか。よろしいですか。ありがと

うございます。 

 それでは、議題の（２）は以上としたいと思います。 

 それでは、続いて議題の（３）に移りまして、（３）から（５）に関

しては、今回の環境基本計画の素案についての審議となります。 

 本日の審議会で１２月からのパブリックコメントにかける計画素案

を確定することになっております。資料４が現時点における計画素案

ということになりますけれども、本日の審議で修正が必要になった場

合には、パブリックコメントに向けて時間的な制約がありますので、

修正したものを今後の審議会でもう一度お諮りするということが難し

い状況となっております。そこで、本日の審議会においていただいた

御意見に対して、計画案の修正の取扱と確認については、事務局と会

長と小柳副会長に御一任いただくことでお願いしたいと思いますけれ

ども、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。それでは、本日の素案に対する修正結果に

ついての取扱は、事務局と会長、副会長に一任いただけたということ

で審議を進めてまいります。 

 それでは、（３）の前回審議会における意見等への対応についてとい

うところについて、事務局のほうから説明をお願いいたします。 

山口係長   事務局、山口でございます。資料３及び資料４の第３章を御覧くだ

さい。 

 本資料は事前配布させていただきましたので、この場での詳細な資

料説明を省略させていただきますが、前回同様、前回第３回審議会で

いただきました御意見への回答及び対応方針についてまとめさせてい

ただきましたものが資料３でございます。修正等を行った部分につき

ましては、一番右の欄にページ数を記載してございます。また、御意

見いただきましたことによりまして、対応方針を定め、内容を再度検
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討した結果、変更等を反映させたものが資料４の第３章ということに

なります。本文等に変更を施した箇所につきましては、赤字にて表記

をしてございます。 

 御審議いただく際は、お手数ですが、資料３及び資料４の第３章を

併せ見ながら御確認いただき、御意見等いただきたいと存じます。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。 

 それでは、前回と同様に、資料３の対応方針に沿いながら、各基本

目標については資料４の第３章を用いて審議を進めていきたいと思い

ます。 

 まず、資料３の１ページの＜施策の内容全体にかかる御意見＞につ

いての御意見、質問等ございますでしょうか。髙橋委員、お願いしま

す。 

髙橋委員   １点だけ。希望なんですが、まとめた中の３番目で、前回、中里委

員さんから指摘のあった点は、私も非常に極めて大切な点なので、市

の御回答、これはこれでよろしいんですけれども、要するに、この環

境基本計画が小金井市にとっての環境基本計画でありますので、特徴

を強烈に出していただければなと思うんですよね。小金井市にとって

の環境資源としての特徴は何かという、水と緑というのがベースだと

思うんですが、それをちゃんと、しっかりとうたっていただければと

思います。 

 例えば、資料４でそれを語るとすれば、中里委員さんは４の基本目

標の羅列を指摘されているわけですけれども、その前段に２章では計

画策定の方針でちらっと出てくるのかなと思うんですが、第３章の１

と２、ここで小金井市の将来の環境像。必ず小金井市がつく、もちろ

ん消えてもいいんですけれども、それから、小金井市にとっての計画

の体系という特徴的な点が今回打ち出せたら、周辺市とはちょっと若

干異なる小金井市の特徴、個性を打ち出した環境計画というふうにぜ

ひしていただければと思うんです。 

 具体的に申しますと、１９ページ、１７ページで語って、１９ペー

ジ以降、このページを見るとどこの市も同じような、こう言っては何

ですが、武蔵野の台地ではみんな同じような感じかなと思うんです。
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次の２０ページのところで、基本目標７つが書かれています。７つの

項目は、２１ページのところでどうしてもＳＤＧｓの１７項目とダブ

っちゃうんですよね。ダブっちゃうというか、それに合わせようとす

る。これはどこの環境計画も同じなんですけれども、その結果、市の

個性が薄くなってくるというふうに私は思うので、できれば、２０ペ

ージでいうと１から７項目、これはこれでよろしいと思いますけれど

も、若干見込みのへこみがある。優先すべきものは１番と２番とか、

３番とか。そう言うと全部だというふうになるんですけれども。それ

が結果として美しい景観につながるとかという順位があるような気が

するんです。そういうのを若干、あまり強くやると市民の賛同で同意

を得られないこともあり得るので、そこは文言で工夫する必要があろ

うかと思うんですが、それを語っていただく。 

 それから、２１ページでは、ＳＤＧｓにつなげていくのは、これは

当然だと思いますけれども、小金井市固有の特徴を２１ページの真ん

中のゾーニングに反映していくというような書き方があっていいんじ

ゃないかなと思うんです。 

 ちょっと話が長くなりましたけれども、私が言いたいのは、小金井

市にとっての環境基本計画なんだということを打ち出して、隣の国分

寺や三鷹市とは違うという。違うと言う必要はないのか。そういうふ

うにぜひ、今回、第３次では、なさってはいかがかなというのが提案

でございます。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。いかがでしょうか。 

山口係長   事務局、山口です。御意見ありがとうございました。時間的な制約

もございますが、御意見、検討させていただきたいと思います。 

池上会長   ありがとうございます。 

 池上からですけれども、髙橋委員の御意見とも関連するところかと

思いますけれども、この資料３の４番のところのＳＤＧｓの記載内容

を少し分かりやすくしてほしいといったところに関して、大分修正い

ただいたところかと思います。それで、ここの部分というのは、各基

本目標で最初のところに来ているというところもありますし、そうい

う意味で、例えば、緑を守るというところに関して、先ほどの小金井
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市らしさというところですけれども、小金井市としては自慢できる緑

はどこかと考えると、やっぱり小金井公園とか野川とか、そういった

ところも固有名詞を挙げながら、ただ、そこに限定するわけではない

ので、「など」とかを使いながら、どういったところの緑を保全するの

か。自慢できるところもしっかりと記載するのが小金井市らしさにつ

ながるのではないかというところ。基本目標の一番最初のところで、

そういったところがあるといいかなというふうに思いました。 

 そういった点で、先ほど髙橋委員がおっしゃったのは、まずは全体

の最初のところに小金井市らしさというのを、当然、内側のところに

は細かく入っていると思うんですけれども、最初のところで小金井市

の環境の魅力みたいなのをアピールするところとか守っていかなけれ

ばいけないところを少し追加してはどうかというところかなと思いま

す。 

 ほかにございませんでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、続いて基本目標１。資料３でいいますと２ページ目にな

りますけれども、基本目標１に関しまして、御意見ありましたらお願

いいたします。特にございませんでしょうか。 

 確認ですけれども、赤字が今回修正したところで、青字の部分がワ

ークショップ等の意見を基に修正したところということでよろしかっ

たでしょうか。 

山口係長   はい、そのとおりです。 

池上会長   木村委員、お願いします。 

木村委員   木村です。３１ページのところで、緑を保全する制度でそれぞれ採

用する面積とあるんですけれども、幾つか制度があって、似たような

制度でちょっとよく分からない。それぞれの制度の中身が。例えば、

特緑保とか緑地保全地域とかあるので、これ、どこかに説明は入るん

でしたっけ。用語の説明とか。どこかで入ったほうが分かりやすいか

なというふうに思いました。 

池上会長   確認ですけど、用語の説明は後ろに入るんでしたでしょうか。 

プレック研究所 プレック研究所の磯谷と申します。用語解説につきましては、資

料編のほうに掲載する予定ではありますが、できるだけ本文に近いと

ころでもスペースが許す限り解説などは入れていきたいと思っており
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ます。検討させていただければと思います。 

池上会長   ありがとうございます。この米印がついているところが本文中にた

くさん見られますけれども、この部分がそういう追加説明という感じ

かなと思います。今の点については検討するということですね。 

 ほかにございませんでしょうか。中里委員、お願いします。 

中里委員   中里です。４０ページから４４ページ辺りの並びなんですけれども、

４０ページの次に４３ページが来たほうが、雨水ますと浸透ますが出

てきて、また途中に別の項目、クリーン作戦などが入ってきまして、

その辺、どうしてこういうふうな並びになったのか質問です。 

池上会長   今は基本目標１ですけれども、基本目標２も併せて、今、議論する

ことにしたいと思います。並びといいますと、２－１、２－２、２－

３のセクションの並びということでしたか。４０ページから４３ペー

ジ。 

中里委員   中里です。４０から４３のほうが並びがいいような気がしますし、

４４から４７のところに３章に入れたほうが良いような項目が出てき

たと感じました。 

池上会長   すみません。御意見の内容を把握できていないので、もう一度お願

いできますか。４０から４３というのは、セクション２－１から２－

３の内容？ 

中里委員   ４２が急に河川が出てきていますけれども、４３がまた雨水タンク

の例などが出ていますよね。 

池上会長   なるほど。地下水・湧水の保全と雨水タンクは関係があるというと

ころで続けたほうがいいのではないかという御意見でよろしいですか。 

中里委員   ４０ページの雨水ますの図柄と雨水タンクの辺りが並んだほうが分

かりやすいかなと１つ思ったんです。４４からは……。 

池上会長   すみません。４４からはまた後でよろしいですか。すみません。今

の４０から４３について、この項目の順というのは。何かありますか。 

山口係長   事務局、山口です。それぞれの施策、例えば、２－１、２－２、２

－３という項目を振ってございます。２－１地下水・湧水の保全とい

うジャンルの中で市の施策として行っているのは雨水浸透ますで設置

例がこういったものですということがまず１点ございます。４３ペー

ジに行きますと、２－３の水資源の有効利用ということで、市の施策
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で行っているのが雨水貯留施設の並びということになってございます

ので、御意見いただいたように並べるということであれば、例えば、

２－１、２－２、２－３という項目自体を並び替えるというような検

討になろうかと思いますので、そのような御意見をいただきましたと

いうことで検討させていただきたいと思います。 

池上会長   ありがとうございます。この並び順には、何かしらほかからの制約

というのはありますでしょうか。 

山口係長   事務局、山口です。現在の第２次環境基本計画、その並びのとおり

に、同じように作っている並びでございます。 

池上会長   なるほど。分かりました。そうしますと、２－１と２－２は環境保

全というところで、２－３は有効利用というところなので、少し項目

が違うので、２－３を前に持ってくるのは難しいかなという感じはし

ますけれども、例えば、２－２と２－１を入れ替えるということはで

きなくはないということですね。そうしたら、地下水・湧水の保全と

有効利用のほうは、２－２と２－３になって並ぶということにはなり

ますけれども。 

プレック研究所 プレック研究所の辻󠄀阪です。先ほどご意見が出た小金井市の特徴

ということでいくと、湧水の保全あるいは浸透ますの設置に取り組ん

できた点が非常に小金井市の特徴的なところではないかと思いますの

で、河川を前に持ってくるのは、特徴が薄れてしまうはないかという

懸念がございます。御検討ください。 

池上会長   皆様、いかがでしょうか。羽田野委員、お願いします。 

羽田野委員  羽田野です。それに関して、今の２－１と２－２を入れ替えると前

のほうにも全部影響が来るんじゃないかと思うんです。ですから、先

ほど会長がおっしゃったように、保全、保全、そして有効利用という

ことなので、私は別に変える必要はないかなと思います。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。中里委員、お願いします。 

中里委員   分かりました。 

池上会長   ありがとうございました。それでは、この順番はこのままというこ

とでいきたいと思います。ありがとうございました。 

 ほかに基本目標１と２含めて、そうしますと、資料３はその次のペ
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ージに行きますが、この点で何かありましたらお願いいたします。鈴

木委員、お願いします。 

鈴木委員   鈴木です。すみません。些細なことなんですが、災害指定井戸を持

っている、震災対策用井戸を持っているものとして、今年はちょっと

例外的だと思うんですが、例えば４３ページのところの市民の取組の

ところの最後のところに、非常時の飲用等にも使えるように、近所へ

の日頃からの周知なども行いますと書いてありますが、実は、夏に全

然知らない人が井戸水をくみに来ました。だから、こういう言葉はす

ごくいいんですが、ちょっと今の時期は怖いかなと思っています。 

 それで、関連してお聞きしたいのは、災害指定用井戸、今、小金井

市内に３８か所あるということですが、実際、電気で動かしていると

思うんです。停電になったときにどれだけの災害指定井戸が活用でき

るのか。それから、発電機。発電機がそれぞれの家でどれぐらいその

ために持っているのか。実際に、うちは発電機がないので、小金井市

さんにお聞きしたところ、小金井市の発電機の保有量は多分１桁なん

です。いざとなったときにお借りできない。そうすると、そういう意

味で、飲料だとかの確保が難しくなる懸念も出てくると思います。 

 それともう一つ、そのために、うちは手ごき式の井戸をつけました。

じゃ、この災害指定用井戸の中で手ごき式の井戸がどれぐらい保有あ

るのかというのも、実際ここで数字として挙げなくてもいいと思いま

すが、それぞれの部署の共有課題として持っていたほうが、知ってい

たほうがいいんじゃないかと思いましての意見です。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。この基本計画の中には反映とは関係ないけ

れども、そういう情報を共有していただいて、改善に努めるというこ

とでよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 ほかにございませんでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、基本目標の３番に移りたいと思います。資料３のほうで

すと４ページ目と資料の基本目標３、４４ページ以降で御意見等をい

ただけたらと思います。 

 中里委員、先ほどのはお願いできますか。 

中里委員   中里です。４６ページの生物多様性。これは私、前回、総和でなく
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て総花的なんですけれども、あまり生物多様性は自分に縁がないもの

ですから、何かほかのものといいますか、大きくインパクトがあるも

のをと発言申し上げまして、反省を踏まえて、ネットでいろいろ検索

して調べまして、生物多様性なんですけれども、４６ページの中段に

タンスイベニマダラというものを調べたときに、石に付く赤い藻なん

ですね。それはかなり見た目は気持ちが悪い感じで、一般人はこれを

保全するという、直、発想には至らないかと思ったものですから、小

さなことですけれども、この藻が生物の生態系に大変役立つのだとい

うようなことを知らしめてほしいと思いまして、ちょっとした枠外に

豆知識のようなものでこういう小さなことでも入れていただければ、

子供たちも絵でも見ながら、こういうものをむしって捨ててしまわな

い、そういうようなことにつながってきて、保全につながるのかなと

感じましたので、提案です。 

池上会長   ありがとうございます。これは特に小金井市で確認されているとい

うことですので、写真等がもしあるようでしたら、大変参考になる情

報かなと思いますが、いかがでしょうか。 

山口係長   事務局、山口です。御意見ありがとうございます。レイアウト等の

関係もございますが、検討させていただきたいと思います。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございますでしょうか。よろしいで

しょうか。ありがとうございます。 

 それでは、続いて基本目標の４番に移りたいと思います。資料４で

いいますと５０ページ、資料３の５ページに関しまして、御意見等あ

りましたらよろしくお願いいたします。 

 池上ですけれども、資料３の５ページの２１番、グラフの中で「ｎ

＝〇」という表記があるのが分かりづらいということで御意見させて

いただいて、そこは修正されているんですけれども、すみません、こ

こではないんですが、資料４の１０ページ、１１ページ、この前半部

分にも「ｎ＝９４４」というのがございますので、ここもアンケート

の収集した件数であるというのが分かるように表記いただけたらと思

います。 

 ほかにございますでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、基本目標の５番に移りたいと思います。資料４は５６ペ
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ージ、資料３は６ページになります。御意見ありましたらよろしくお

願いいたします。 

 ここもよろしいですか。ありがとうございます。 

 それでは、基本目標の６、資料は６２ページ、資料３は７ページに

なります。御意見ありましたらよろしくお願いいたします。 

 ここもよろしいですか。 

 続いて、基本目標７に移りたいと思います。資料４は７０ページ、

資料３は同じく７ページとなります。御意見ありましたらよろしくお

願いいたします。長森委員、お願いします。 

長森委員   長森です。「エネルギーを賢く使い、低炭素なまちをつくる」という

この部分については、ある意味では啓発を図ることが一番中心であっ

て、ほかにあまり手がないように見えるんですけれども、実際にエネ

ルギーを賢く使ったりするということについては、実効性をどうやっ

て進めていくかということについて、非常に難しい部分があると思う

んです。恐らくほかの各市町村も全部この点については悩んでおられ

ると思うんですけれども、ほかのところでやっている例とかというも

の、私自身はあまり研究していなくて申し訳ないんですけれども、そ

ういうものも少し挙げていくというのかな。こういうことをやって進

めている、こういうことをやっていくと実効性のある結果が得られる

という部分についての事例のようなものも含めた啓発をお願いしたと

思うんですけれども、いかがでしょうか。 

池上会長   ありがとうございます。事務局からいかがでしょうか。 

長森委員   ごめんなさい。もう一つ。すみません。この中で言葉として省エネ

チャレンジ事業という言葉を使っておられたと思うんですけれども、

言葉として私はあまり理解していなかったので。これは言葉の解説は

あったかな。 

池上会長   御指摘ありがとうございます。確かに省エネチャレンジ事業７－１

の取組指標のところにありますけれども、文章中には見当たらないの

かな。 

山口係長   事務局、山口です。７５ページの下から５行目、「また」以降でござ

います。こちら、まだ来年度以降の話になりますので事業化はできて

おりませんけれども、読み上げさせていただきますと、市民や事業者
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の省エネ行動をインセンティブとしてエネルギー消費の削減量に応じ

て商品券、商品との交換が可能なポイント制度を創設を検討しますと

いうことになるんですけれども。ここの部分が省エネ事業参加数とい

うことの対応として記載をさせていただいている部分でございます。 

池上会長   ありがとうございます。そうすると、今の省エネチャレンジが先ほ

どの具体的に実効性のあるものに向けての取組の１つということにな

りますかね。７５ページの下から５行目のところに省エネチャレンジ

の具体的な実際の内容が書いてあるんだと思うんですが、これとこの

取組指標の省エネチャレンジという言葉を結びつける説明を７５ペー

ジのほうにも省エネチャレンジ事業という名前をどこかに入れていた

だけたらと思います。ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、続いて資料３の８ページ目、計画推進の基盤づくりにつ

いてというところで、資料４については第３章の最初、基本目標１よ

りも前の部分に関して、御意見いただけたらと思います。 

 池上から１つお願いしたいのが、基盤の１と基盤の２に環境教育と

環境活動というのがあるんですけれども、ここに温暖化の基本目標７

に関するものが一切ないのが残念だなというふうに少し感じてはいる

んですけれども、先ほど出てきた省エネチャレンジというのは、どち

らかに、あるいは両方に入るのか。ここに入れることも検討していた

だいてよいのかなというふうに思いました。省エネチャレンジの事業

自体はもちろん市が行うことかもしれませんが、それに参加するのは

市民ですので、この省エネチャレンジに関して、基盤１、基盤２のい

ずれかに入れてもいいのではないかというふうに思いました。 

 ほかにございますでしょうか。小柳委員、お願いします。 

小柳副会長  意見提案シートを踏まえてになるんですが、基盤２の環境活動のと

ころにある程度具体的な協働を推進していく具体的な取組についても

ぜひ書いていただきたいという部分になってくるかと思うんですが、

現時点でこれまでやってきたことを継続していくというような情報は

読み取れるんですけど、それをさらに体制強化する上で、新たにこう

いうことを始められるんじゃないかみたいな、新しい視点というのが

あまり見えてこない印象があったので、その体制をさらに強化する上
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で、これまでとどこが変わり得るのか、難しいと思うんですけれども、

もし盛り込めるような可能性だったり、具体的な御意見があれば伺い

たいなと思います。 

池上会長   事務局からいかがでしょうか。 

山口係長   事務局、山口です。御意見ありがとうございます。ちょっと検討さ

せていただきたいと思います。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。ありがと

うございます。 

 それでは、資料３に関して、この前回の審議会における意見等への

対応についてというところは以上としたいと思います。ありがとうご

ざいました。 

 続いて、議題の（４）に移りたいと思います。計画の推進体制、進

行管理についてということで、資料３の第４章を御覧ください。ここ

について、まず事務局のほうから説明をお願いいたします。 

山口係長   事務局、山口です。本テーマ、本来であれば、前回、第３回の審議

会において御審議をいただく予定でございましたが、資料作成等に当

たりまして、特に推進体制について調整を要しましたので、御猶予い

ただきまして、今回の提出資料として御審議をお願いするものでござ

います。 

 資料４の第４章を御覧いただきたいと思います。８０ページ、計画

の推進体制でございます。第３次環境基本計画を推進し、実効性のあ

るものとするため、市を含む各主体が個別にまたは連携しながら施策

や取組を実施し、本会議体でございます小金井市環境審議会や市の内

部組織である環境基本計画推進本部において、計画の進捗状況を点検

評価しながら計画の着実な推進を図ってまいりたいと思ってございま

す。 

 点検評価の結果は、本日の議題でも挙げさせていただきました環境

報告書によって公表いたしまして、次年度以降の展開につなげていき

ます。その内容を図示したものが８０ページの真ん中の図がございま

すが、こちらの上半分の部分ということでございます。 

 一方で、市が環境保全に向けた取組を進める上で、市民、事業者、
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市民団体、教育機関と全ての主体との連携・協働は不可欠でございま

す。適宜情報共有を図り、目的を共有しその内容に応じてお互いの強

みを活かした連携体制が必要となっているところでございます。また、

市民の協働の主要な主体でございます小金井市環境市民会議は、これ

まで培ってきた各主体との独自のつながりを生かし、市との協働、連

携協力体制を強化をいたします。その関係性を示したものが図の下半

分ということでございます。図の上下を併せることにより、連携・協

働による計画の推進を図る体制の構築を目指してまいります。 

 続きまして、８１ページ、計画の進行管理でございます。第３次環

境基本計画は、小金井市環境マネジメントシステムを活用し、ＰＤＣ

Ａサイクルによりまして進行管理を行います。小金井市環境マネジメ

ントシステムについては事前に送付いたしました資料を御確認いただ

きたいと思いますが、目標の達成状況は環境指標と取組指標のモニタ

リングにより把握いたします。また、施策の進捗状況は、本計画を基

に作成する市の各課の年次別実施計画でございます環境保全実施計画

の個別事業の実施状況により把握いたします。計画の進行管理のため

に実施するＰｌａｎ、Ｄｏ、Ｃｈｅｃｋ、Ａｃｔｉｏｎのそれぞれの

内容は８０ページ下段を御確認いただきたいと存じます。 

 続きまして、８２ページ、指標・目標でございます。施策の実施に

よる効果等の評価を見据え、データの取得しやすさ等を考慮した上で、

各基本目標による指標を設けることで、基本的には毎年の状況を把握

し、次期環境基本計画策定時に目標の達成状況を評価いたします。こ

のような指標を設定することになった経緯といたしましては、資料４

の１７ページでございますけれども、こちらに記載いたしましたよう

に、第２次計画におきましては、点検指標の設定を行わなかったこと

により、毎年施策事業の実施状況を点検評価し、環境報告書で御報告

をしてございますものの、施策を実施した結果、本市の環境が良い方

向に向かっているのか否かといった評価は実施できていない状況があ

ったことによります。 

 それぞれの指標につきましては、第３章における各基本目標と同一

のものでございます。内容については御確認いただければと思います。 

 以上です。 
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池上会長   ありがとうございます。ただいまの点につきまして、質問、コメン

ト等ございましたらよろしくお願いいたします。 

 池上から、すみません、確認したいんですけれども、先ほど高木委

員からも今日の議題の中の環境報告書の評価指標として、やったかど

うかの今回で言うと取組指標についてはあったけど、その成果として

環境がどう改善されたかが分からなかったという点は、今回の計画に

おいては取組指標だけではなくて環境指標というところもしっかりと

区別して表記して、さらにその把握時期、１年に１回なのか５年に１

回なのかという点も細かく明記していただいた。そういう点で、この

計画に対する環境報告書では、環境指標に関しても、例えば、年１回

とあるものは出てくる、５年に１回となっているものは５年に１回出

てくる。そういうふうに考えてよろしいでしょうか。 

山口係長   事務局、山口です。そのとおりでございます。 

池上会長   ありがとうございます。 

 皆さんから何か御意見ございますでしょうか。高木委員、お願いし

ます。 

高木委員   高木です。今の会長が言ってくれたことなんですが、この数字と行

動とがくっついて見やすく出てくるというふうに思っていいですか。

出てくるというか、この後のチェックをしていくときには、この数字

だけが出ている表と行動だけが評価された表とがばらばらに出てくる

のではなくて、その行動がこの指標を出す上で成果があったなんかも

チェックするようになるというふうなイメージですか。 

池上会長   池上ですけれども、恐らく項目によるのかなというのがあるのは、

直接結びつけるのが難しい指標は中にはあるのかなというふうには思

います。例えば、啓発をしたりとか、アンケートをしたからといって、

それが緑被率の改善につながるかというと、実は、アンケートは実施

したことが何％の改善につながりましたというところは難しいのかな

というふうには思いますけれども、項目によっては、例えば、温暖化

の指標ですけれども、今回の環境報告書は、市役所としての取組の中

でＣＯ２削減量がどうだというところはありましたが、そこの市全体

のものに関して、例えば温暖化のところですと、この取組でこれだけ

改善したというのは、温暖化対策の計画のほうでは、具体的に数値を
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出すときにこういう取組でこれだけ目指せるだろうという具体的な数

値をもって目標を立てているところがございますので、恐らくそうい

ったところから評価のところではできるものはあるのかなというふう

には思います。 

 高木委員  高木です。イメージからすると、多分、計画書じゃなくて報告書が

出てくるときに、２番の何とかというふうに全部実施項目があるとす

ると、その上にまずこの数値が出ていて、それは大きな指標を目標と

して数字が出ていて、その下に行動が一覧で並んでいれば、別に１個

１個評価しなくても、指標はどうだった、その下に行動が全部あれば

ということで、これらの行動を併せてこの効果が出たのかなというよ

うな見方に多分なると思うので、これらの行動は全部Ａだけど上の指

標が行っていないというところが同じページで見られることが大事な

んじゃないかなというふうに思うので、そういうふうに。これは計画

じゃなくて報告のほうになっちゃうと思うんですけれども、そうして

いただくといいのかなというふうに思いました。 

池上会長   ありがとうございます。５年に１回の指標も多い。環境指標のとこ

ろは、５年に１回ですとか、次期みどりの基本計画策定時とか。年１

回測定しているような環境項目は、恐らく今回の環境報告書でも水質

とかそういったところは毎年報告されているところかと思いますけれ

ども、それ以外の５年に１回のところは、なかなか毎年把握すること

は難しいというところかと思います。これは例えば環境報告書でも、

今回の令和元年度版は、そういう意味では、５年に１回でいうと４年

目に相当していて、令和２年度版が前計画の最後ということですかね。

そうすると、最後のときには、そういう５年に１回のものとかは出て

くる。そういうようなイメージですかね。今回の計画でいうと、令和

３年度からスタートして、令和７年度の環境報告書では５年に１回の

指標についての結果が出てくる。そういうイメージでよろしいですか。 

山口係長   事務局、山口です。そのようなイメージを我々も共有してございま

す。 

池上会長   ありがとうございます。長森委員、お願いします。 

長森委員   長森です。資料７の意見提案シートが２枚あります。これと、それ

から、資料３の一番最後、Ｎｏ.３９の私が前回お願いしたことの関連
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なんですけれども、第４章のところで、市民協働の主要な主体である

小金井市環境市民会議は市との協働で連携協力体制を強化しますとい

うことを書いてあります。これは実際には非常に大事な部分だろうと

思うんですけれども、これについて、資料７の意見提案シート、ある

いは、私の先ほど申しましたＮｏ.３９のところで、これに共通して流

れているのは、市民会議と市との間のコミュニケーションギャップが

少し大きくなってきたんじゃないかなということを心配しているんだ

と思います。 

 今度の計画に当たって、主要な主体として引き続き位置づけ、そし

て、活動を活発にやるためには、コミュニケーションの改善というの

かな、もっと意思疎通が実質的に必要になると思います。これは、だ

から、文章でここに書くことではないんですけれども、実施に当たっ

てその辺について御検討いただきたいと思います。 

池上会長   ありがとうございます。事務局からいかがでしょうか。 

山口係長   事務局、山口です。御意見ありがとうございました。 

池上会長   基本計画の中はこれでよいけれども、実際、この強化を具体的にど

うするかというところは、市と市民会議のほうでこれからも議論して

いく必要があるところかなというふうに思いますし、この関係性も変

わってきているという現状があるのは事実のようで、その中で今まで

の状況が良いのか悪いのかということも含めて、お互いに、そういう

意味では、まずどうするかというところのコミュニケーションという

のは必要かなと思いますし、それぞれもともと市と市民の市民会議と

かとの間でそれぞれできるところというか、強みを生かして提携する

というのがもともとの趣旨かなというふうに思っております。 

 そういう意味では、特に、前回、人材不足も問題になっているとい

うところもあったと思いますけれども、そういったところも含めて、

これは個人的な意見ですが、市は市の広報とかで、そういったところ

を活用して、もっと積極的に市民会議の人材を集めるような協力とい

うのもできるのかなというのは個人的には思いました。市役所の職員

として参加するというところがどのぐらい可能かというところは私に

は分かりませんけれども、個人的な意見ですけれども、もともと市民

会議は市長にもものを言えるという団体であるというところが一番ほ
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かの市民団体とは区別されている大きなところの１つかなと思います

けれども、そこのところに市役所の職員が入るというのは、中心を担

うのが本当にいいのかというところも少し議論すべきところかなとい

うふうには思いますし、この場で、ここは政策を具体的に決めるとこ

ろではないかと思いますので、具体的にどういうふうに強化をしてい

くのかというところは、この基本計画とは別に議論が必要だというと

ころは市民会議も市も共通認識でやっていただくというところでよろ

しいでしょうか。ありがとうございます。 

 ほかに御意見ございませんでしょうか。石田委員、お願いします。 

石田委員   石田です。指標・目標のところで、把握年度とか頻度とかというこ

とで、５年に１回というのは、翌年まとめても多分フィードバックが

かかるんだろうと思うんですけど、年１回の中で、これでフィードバ

ックがうまくかかるかどうかちょっと心配なところがあります。 

 例えば、水質であるとか大気というのは、これは結果が出たらすぐ

動いていただけるから逆にあまり心配ないと思うんですけれども、雨

水であるとか、最後のページの住宅新エネルギー機器等の補助とか、

これは結果が出て動けるのは翌々年になっちゃうんですね。結果が出

た数字の年の集計は翌年出てくるんだけど、その集計が出てくるのは

結構遅くなっちゃうから、計画を立てるときに、翌年じゃなくて翌々

年になってしまうんですね。そういうところが遅れないような対策を

何か考えられていますか。あまり問題はないですか。 

池上会長   ありがとうございます。事務局、いかがでしょうか。 

山口係長   事務局の山口です。例えば、例として挙げていただいた８７ページ

の住宅用新エネルギー機器等の補助件数、これは年１回。年１回とし

ているのは、年１回で集計が取れ、かつ、予算の執行ができるからな

んですが、予算執行とか予算措置とかそういったものに関しては、時

期さえ遅れなければ次年度以降の反映は可能だと考えておりますので、

この部分については年１回で大丈夫なのかなという考えを持っており

ますが、その他御心配いただいている部分については、御意見として

伺って検討させていただければと思います。 

 以上です。 

池上会長   ありがとうございます。 
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 ほかにございませんでしょうか。ありがとうございます。 

 それでは、議題の（４）は以上としたいと思います。 

 続いて、議題の（５）の計画素案についてということで、事務局の

ほうから説明をお願いいたします。 

プレック研究所 プレック研究所の磯谷と申します。計画素案のうち第１章、第２

章につきまして御説明させていただきます。これまでの審議会では第

３章を中心に御議論いただいておりましたが、その前段となる部分で

ございます。 

 １ページ目ですが、第１章では計画の基本的事項を整理してありま

す。このうち計画の位置づけ、期間、対象範囲につきましては、令和

元年度に作成した骨子案とほぼ同様の内容となっております。 

 ５の各主体の役割が３ページにございます。こちらにつきましては、

本計画は小金井市の環境に関わる全ての主体により推進するもので、

各主体がそれぞれに役割を果たしつつ、連携・協働による取組を行う

ことが重要であるという基本的な考え方を示してございます。小金井

市環境基本条例においても、市、市民、事業者、教育機関、それぞれ

の責務が示されておりますので、その内容も掲載いたしました。 

 次に、第２章計画策定の背景及び方針ですが、４ページからになり

ます。世界、国、東京都の動向と小金井市の計画、各主体の取組状況、

市民の満足度と将来に残したい環境という背景に当たる部分と、それ

を踏まえた計画策定の方針という構成になっております。 

 世界、国、東京都の動向につきましては、骨子案に示した内容をベ

ースに、例えば５ページの２０５０年二酸化炭素実質ゼロへの取組、

地球規模生物多様性概況第５版における評価の内容など、最近の情報

も記載しております。 

 ６ページ目からの小金井市の上位計画及び個別計画では、本計画の

上位計画である第５次小金井市基本構想、基本計画やみどりの基本計

画等、個別計画と整合を取っていることを示してございます。 

 ７ページからは各主体の取組状況になります。まず、市の取組です。

第２次計画の施策の実施状況として、第２次計画の基本目標ごとに主

な取組を整理いたしました。これまでも議論されておりましたが、こ

れらの取組の実施状況は、毎年点検評価されているものの、本市の環
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境にどのような効果を与えているか等が把握できていないのが課題と

なっておりました。 

 １０ページ目からですが、市民の取組状況につきましては、令和元

年度のアンケート調査結果から環境行動や環境活動の取組参加状況等

を抜粋いたしました。家庭での取組状況としては、とりわけごみに関

する取組の実施状況がよく、意識の高さが伺えました。活動への参加

状況としては、ごみ減量活動への参加が最も多いこと、時間的余裕が

ないことが活動に参加しない主な理由であることが分かりました。 

 １２ページ、事業者、市民団体の取組状況として、こちらは令和元

年度に実施したヒアリング結果を整理いたしました。連携・協働に関

する課題といたしましては、事業者、市民団体ともに人材不足や連携

不足が挙げられておりました。 

 １３ページには、小金井市環境市民会議の取組状況として、環境市

民会議が第２次環境基本計画の重点取組テーマについて自己評価を行

った結果をいただきましたので、この結果から主な成果と課題を整理

いたしました。この内容も踏まえて環境市民会議と市との協働体制や

役割分担について協議を進めてきたところでございます。 

 １４ページからは市民の満足度と将来残したい環境をアンケート結

果や令和元年度に実施した市民ワークショップの結果からまとめまし

た。緑や水、町の清潔さに関する満足度が特に高い様子が見受けられ

ますが、一方で、緑が減少している、まちの静けさについて悪化して

いる、地域のつながりが不足しているといったことなどが課題として

挙げられています。今後残したい環境といたしましては、桜のある風

景や水辺空間、静かで落ち着いたまちなどがアンケートで上位となっ

ておりまして、市民ワークショップでは自然環境と住環境、コミュニ

ティーに関する内容が多く挙げられました。 

 これらの内容を踏まえまして、第３章以降の展開を図ってきたとこ

ろでございますが、１７ページには、本計画の策定方針として第２次

計画から継続する点、見直した点を整理してございます。 

 まず、継続した点ですが、将来の環境像ということで、先ほども御

意見いただいたところですが、環境基本計画というのは、環境基本条

例の理念を実現するための計画であることから、将来の環境像が大き
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く変わるものではないという考えから、第１次計画を踏襲しておりま

す。 

 見直した点ですが、まずはネットワーク、協働体制の確立について、

計画推進の基盤づくりと位置づけたことが挙げられます。それとも関

連しますが、計画で扱う項目や施策体系を再整理しております。また、

こちらも本日の議論で何度か挙げられました、これまで計画の進行管

理が施策の進捗状況の点検評価にとどまっていたことを踏まえまして、

効果の評価というものを見据えて環境指標と取組指標の２種類の指標

を設定いたしました。また、協働体制の見直しということで、第２次

計画において想定どおりの推進が難しかったことや、市と環境市民会

議との現在の関係性などの現状を踏まえまして、将来を見据えた協働

体制を再検討して、先ほど御説明のあった第４章の推進体制のほうに

反映いたしました。 

 第１章、第２章の主な内容は以上です。 

池上会長   ありがとうございます。 

 それでは、これの部分に関しまして、御意見等ございましたらよろ

しくお願いいたします。 

 池上ですけれども、内容とは関係ないところではありますが、例え

ば、１４ページの図は、恐らく市が作成しているものだと思いますの

で、元のデータがあればもう少し解像度のいいものにしていただけた

らというのがあります。 

 あともう一点。１６ページの写真は、これはあえてぼかして、プラ

イバシーの観点であえてぼかしている？ そうすると、ほかの例えば

１８ページとかは、ぼかさなくてもいいのかどうかというのがありま

す。 

山口係長   事務局、山口です。統一いたします。 

池上会長   ほかにございますでしょうか。小柳委員、お願いします。 

小柳副会長  小柳です。１０ページの市民アンケート調査だったり、そういう市

民へのヒアリングなどで課題は整理されてはいるんですけれども、前

回の基本計画、基本目標に対して主な取組内容としては実施できたこ

と、推進できたことを書かれているんですけれども、ここの目標ごと

に、では逆に課題として何が残ったかみたいなところは、あえて明記
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されていないんでしょうか。 

あと細かいこところですが、５ページの国の生物多様性の部分なん

ですがポスト２０２０目標について具体的な検討、方針だったり検討

結果もホームページで掲載されたりもしているので、今後の方向、ど

ういう方向性なのかというところも追記できると来年度に向けて参考

になるのではないかなと思いました。以上です。 

池上会長   はい、いかがでしょうか。 

山口係長   事務局の山口です。点検強化の結果についての記載をということで

ございました。あえて外しているというわけではないんですけれども、

レイアウト等も考えながらできるかどうか検討させてください。 

それと、２点目の動向の追記に関しましても、同じく調べまして検

討させていただきたいと思います。 

池上会長   はい、ありがとうございます。少しアンケート結果と関連して、池

上から。例えば、１１ページの環境配慮型機器の利用。導入状況という

ところは、この計画でいうと、基本目標７の温暖化対策に資するところ

と、あとはごみのところとか、雨水タンクですとまた別のところになる

かと思うんですけれども。雨水タンクは、その補助ですとかそういった

ところが施策として盛り込まれているかなと思いますし、省エネ等の機

器に関しても推進するというのは載っていたかと思いますが、この一番

下の生ごみ減量化処理機器というのは、市民も導入したいと考えている

ところで導入促進を図る必要がありますというふうに文章としても書か

れていますけれども、これは基本目標６のほうには、どこかに記載があ

りますでしょうか。 

プレック研究所 プレック研究所の磯谷です。６６ページの６.１発生抑制を最優先

とした３Ｒの推進の６．１．１日常生活における３Ｒの徹底の３行目に、

生ごみ減量化処理機器購入費補助制度の利用促進を図ります、と記載し

てございます。 

池上会長   なるほど、ありがとうございます。そうしますと、例えば、温暖化

のほうですと、その補助件数が目標になっていますけれども、これはま

だ確定していないから書けないという感じでしょか。その補助金を出せ

るか出せないかを含め。 
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山口係長   生ごみ処理機器の補助制度なんですけれども、現在、浅川清流組合

で燃やすごみの稼働をしてございますけれども、以前、他市の処理組合

さんに燃やすごみの委託をさせていただいた都合がございまして、それ

に伴って市民の方も生ごみを出さず堆肥にするような機械を購入する、

その購入に対して補助を出すというふうな事業でございます。十数年前

からやっている事業でございます。                

 これが、取組指標として出せるか出せないかは、こちらの所管と調整

がいるかと思いますが、事業自体はやっておりますし、予算措置も例年

している部分ではございます。以上です。 

池上会長   ありがとうございます。そうすると、取組指標に加えることは可

能？ 

山口係長   所管で調整が必要と思います。 

池上会長   もう１点。今と同じところで、電気自動車、ハイブリッド車も市民

の導入意向というのが高い状況ですけれども、ここはそういう意味でも

基本目標７．２、７７ページですか。ここは、まだ決まっていないから

検討します、と。ここはまだ具体的に書くことは難しい状況ということ

でよろしいですか。 

山口係長   はい。 

池上会長   ありがとうございます。ほかに、ございませんでしょうか。   

はい、ありがとうございます。それでは、この点についても終わりとし

たいと思います。以上で議題の（１）から（５）まですべて終わりにな

りました。                           

 本日の審議会はパブリックコメント前の最後の会議ですので先ほどご

了承いただいたとおり、本日素案で出された意見に対する対応ですとか、

文言の修正等は事務局と会長、副会長とで調整して、そこにご一任いた

だくということで、よろしくお願いいたします。          

 続いて次第４番、その他に関しまして、事務局、委員、問わず何かあ

ればお願いいたします。 

山口係長   事務局の山口です。ご審議いただいてまいりました第３次小金井市

環境基本計画（素案）へのパブリックコメント募集について、お知らせ

をしたいと思います。本計画とともに現在改訂中の「地下水及び湧水の

保全利用計画」また「みどりの基本計画」「地球温暖化対策地域推進計
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画」併せて４計画同時にパブリックコメントの募集をいたします。実施

期間は、令和２年１２月４日（金）から令和３年１月５日（火）までの

１ヶ月間。対象は市内在住、在勤、在学の方。市内に事務所を有する法

人、その他の団体でございます。提出方法は、郵送またはＦＡＸ、市ホ

ームページ専用ホームにて受付けます。計画案の閲覧場所は市内の主な

公共施設とし、市ホームページでも公開いたします。検討結果の公表は

３月下旬を予定してございますが、次回第５回審議会において回答案を

事前資料として提出し、御審議いただく予定です。また、１２月開催の

第４回市議会定例会の所管の委員会においても同内容を報告させていた

だく予定でございます。以上です。 

池上会長   はい、ありがとうございました。今の点で何かご質問ございますで

しょうか。ほかになにかございますでしょうか。          

 特にないようですので、次の議事に移りたいと思います。次第の５番、

次回審議会の日程について、事務局のほうから説明をお願いいたします。 

山口係長   事務局の山口です。次回審議会の日程でございます。先ほど、お知

らせいたしましたとおり、パブリックコメントを挟みまして、その回答

等作成いただき、資料としてお示しします。その関係から次回審議会は、

年明けの２月８日（月）午後から場所は未定としてお知らせいたします。

繰り返しになりますが、次回第５回審議会は令和３年２月８日（月）、

時間は午後、場所は未定でございます。また、事前にお知らせさせてい

ただきたいと思います。以上です。 

池上会長   はい、ありがとうございます。次回の審議会でパブリックコメント

の意見を集約したうえでの回答案を審議するということになろうかと思

います。どうぞ、よろしくお願いいたします。           

 何か、ご質問ございますでしょうか。はい、ありがとうございました。

 ご意見ないようですので、以上をもちまして本日に議事すべて終了い

たしました。それでは以上をもちまして、令和２年度第４回小金井市環

境審議会の会を閉会いたします。ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 



 資料 ２  

 

令和３年３月  日  

 

第３次小金井市環境基本計画（案） 

に対する意見及び検討結果について（概要）  

 

 小金井市市民参加条例第１５条による「第３次小金井市環境基本計画

（案）」（第３次地下水及び湧水の保全・利用計画を含む）に対する市民提

言制度（パブリックコメント）の実施結果について、下記のとおり公表し

ます。 

 なお、お寄せいただいた御意見と検討結果については、小金井市ホーム

ページに掲載して公表するほか、環境政策課（市役所第二庁舎４階）、広報

秘書課広聴係（同１階）、情報公開コーナー（同６階）、東小金井駅開設記

念会館、婦人会館、環境配慮住宅型研修施設、保健センター、栗山公園健

康運動センター、文化財センター、図書館（本館）、公民館各館で御覧いた

だけます。  

 

記  

１ 施策名称  

第３次小金井市環境基本計画（案）  

 

２ 意見の募集方法  

 ⑴ 意見募集期間  

令和２年１２月４日（金）から令和３年１月４日（月）まで  

 ⑵ 意見提出方法  

   窓口持参、郵送、ファクス又は電子メール（専用フォーム）  

 

３ 意見の提出状況  

 ⑴ 提出人数  

区 分  窓 口 持 参  郵 送  フ ァ ク ス  電子メール 合 計  

個 人  ２人  －  ３人  ４人  ９人  

団 体  １人  －  １人  －  ２人  

合 計  ３人  －  ４人  ４人  １１人  

 

 ⑵ 延べ意見数  ３８件  

 

４ 寄せられた意見と検討結果  

別紙のとおり  

 

５ お問合せ先  

  小金井市環境部環境政策課環境係  

  電 話 ：０４２－３８７－９８１７  

   Ｆ Ａ Ｘ ：０４２－３８３－６５７７  

   E-mail: s040199@koganei-shi. jp  

 

mailto:s040199@koganei-shi.jp


（別紙）パブリックコメント結果

意見募集期間：令和２年１２月４日（金）から令和３年１月４日（月）まで

意見応募人数：１１人・３８件
小金井市（2021/1/18）

№ 項目 お寄せいただいた御意見 御意見に対する検討結果 検討結果に係る該当ページ

1 第2章　計画の背景及び方針
1.世界・国・東京都の動向と小金井
市の計画
（○国：生物多様性の主流化、次
期生物多様性国家戦略の検討）

「生物多様性国家戦略」では「生物多様性地域戦略」の策定を推進することが地方自
治体の役割であるとしているのに小金井市は地域戦略の策定に後れを取っている。
府中市ではすでに平成２７年に策定をされている。小金井市も「生物多様性地域戦
略」の策定を早急に取り掛かるべきである。

・生き物には市境の概念はなく、同条件の自然環境において生態系を形成しておりま
す。特に本市の主要な自然環境である国分寺崖線や野川は、武蔵野台地の特徴が
色濃く、生息する生き物もこれに準じております。従って、生物多様性の保全はある
程度広域で考えるべきとの認識から、本市では独自の「生物多様性地域戦略」を策
定せず、環境基本計画において生物多様性の保全に関する施策を展開するととも
に、引き続き野川流域自治体等との連絡会等により連携を進めることにより、本市を
含む広域の生物多様性の保全に努めていきます。

5頁 48頁

2 第2章　計画の背景及び方針
3.市民の満足度と将来に残したい
環境
（○今後残したい環境）

アンケートの取り方に問題があると思われる。
現在の玉川上水を見ればわかることだが【サクラ】の植栽のために桜以外の樹木を皆
伐することを市民は想像出来ただろうか。小金井橋から陣屋橋間の桜以外の樹木が
ない現状を市民はどう思うか、今の状況を小金井の「みらい」に残したい環境なのか、
「玉川上水の既存樹木を皆伐し、名勝小金井（サクラ）だけのある風景」として改めて
アンケートを取るべきである。

・令和元年度に実施した市民アンケートのうち、該当の設問は、市民が将来に残した
いと感じる潜在的な環境像を引き出すため、本市の代表的な環境・景色・場所等をイ
メージしてご回答いただきやすいようにしているもので、玉川上水や名勝小金井（サク
ラ）桜などの個別具体的な環境についてお答えいただいたものではないとの認識で
す。
・玉川上水のみどりは、市内の「みどりの軸」として、生きもののすみかや移動経路、四
季の彩りある景観等、重要な機能を担う一方で、堤の桜並木は、名勝小金井（サクラ）
として国の名勝に指定され、本市を特徴づける代表的な景観となっています。
・本市内の玉川上水の整備活用は、東京都が策定している「史跡玉川上水整備活用
計画」を受け、本市が策定している「玉川上水・小金井桜整備活用計画」（以下、「市
計画」という。）に基づき、実施しています。
・市計画では、「基本方針」として、「サクラの補植と並木の再生」だけでなく、「草堤の
維持（生物多様性への配慮）」を挙げており、生物多様性への配慮を行いながら、サ
クラ再生の取組を行うことが明記されています（詳しくは、市計画８～１１頁 をご参照く
ださい）。
・また、市計画の実行にあたっては、学識経験者や東京都、近隣自治体等により構成
される「小金井市玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会」による検討や住民アン
ケート を実施し、様々な関係者の意見を踏まえながら、取組を進めています。
・今後も引き続き、様々な関係者の意見を踏まえながら、サクラの景観と生物多様性
の保全の両立に向けた適切な整備を進めます。

16頁 48頁 61頁

第３次小金井市環境基本計画（案）に対する意見及び検討結果について（案）
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№ 項目 お寄せいただいた御意見 御意見に対する検討結果 検討結果に係る該当ページ

3 第2章　計画の背景及び方針
3.市民の満足度と将来に残したい
環境
（○今後残したい環境）

私は玉川上水に住んでおり、市内全域の環境についてアンケートを受けた記憶はあ
りませんが、玉川上水のサクラについてはハッキリ覚えています。
緑陰が涼しくサクラもある玉川上水が大好きでしたが、伐採はある日突然！あれよあ
れよと言う間に切り株だらけのむごたらしい姿になりました。
でも、玉川上水の伐採・サクラについてのアンケートには、その様なやり方についての
意見を問うものではなく、桜並木だけを尊重するような項目だけで、答えようがありま
せんでした。現在は桜並木を楽しみにしていた方も「こんなに伐るとは思わなかった
…」と言っています。
もっとていねいで公平なアンケートを求めます。何も知らぬまま「桜がある風景」を残し
たい・大切にしたいと答えた人が57.9％だったと感じます。市民の声をもっと大切にし
た数字を載せるべきです。

・令和元年度に実施した市民アンケートのうち、該当の設問は、市民が将来に残した
いと感じる潜在的な環境像を引き出すため、本市の代表的な環境・景色・場所等をイ
メージしてご回答いただきやすいようにしているもので、玉川上水や名勝小金井（サク
ラ）などの個別具体的な環境についてお答えいただいたものではないとの認識です。
・玉川上水のみどりは、市内の「みどりの軸」として、生きもののすみかや移動経路、四
季の彩りある景観等、重要な機能を担う一方で、堤の桜並木は、名勝小金井（サクラ）
として国の名勝に指定され、本市を特徴づける代表的な景観となっています。
・本市内の玉川上水の整備活用は、東京都が策定している「史跡玉川上水整備活用
計画」を受け、本市が策定している「玉川上水・小金井桜整備活用計画」（以下、「市
計画」という。）に基づき、実施しています。
・市計画では、「基本方針」として、「サクラの補植と並木の再生」だけでなく、「草堤の
維持（生物多様性への配慮）」を挙げており、生物多様性への配慮を行いながら、サ
クラ再生の取組を行うことが明記されています（詳しくは、市計画8～11頁をご参照くだ
さい）。
・また、市計画の実行にあたっては、学識経験者で構成される「小金井市玉川上水・
小金井桜整備活用推進委員会」や東京都による検討や住民アンケートを実施し、
様々な関係者の意見を踏まえながら、取組を進めています。専門家からも「本来的に
はサクラ並木の林床には生物多様性がある。多様な草花が広がっていて、雑木を伐
採することで在来の植生環境の再生も期待できる」との見解を得ています。さらに、
「みどりが多ければいいのではなく、昭和４０年代前の玉川上水がもつ風景が本来あ
るべき姿であり、本来のサクラ並木と林床が構成される植生環境が安定している状況
が玉川上水における生物多様性である」との見解も得ています。
・今後も引き続き、様々な関係者の意見を踏まえながら、サクラの景観と生物多様性
の保全の両立に向けた適切な整備を進めます。

16頁 48頁 61頁

4 第2章　計画の背景及び方針
4.計画策定の方針

「○ネットワーク・協働体制の確立の基盤としての位置づけ」というタイトル表現は、何をどう位
置づけたか不明です。本文の意味が伝わりません。

・ご意見を受け、以下の通り修正しました。
＜修正前＞
ネットワーク・協働体制の確立の基盤としての位置づけ
＜修正後＞
ネットワーク・協働体制の確立を計画の基盤として位置付け

18頁
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№ 項目 お寄せいただいた御意見 御意見に対する検討結果 検討結果に係る該当ページ

5 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
1.将来の環境像

１． 将来像について　19ページ
＜新型コロナウイルス感染症が環境破壊が一因となっていることが指摘されている。将来に
わたってウイルスと向き合っていかなければならない未来社会を見据えた将来像を考えてほ
しい
　「緑・水・生きもの・人 ・・・わたしたちが心豊かにくらすまち小金井」
この文言は、この計画が将来何を目指すものなのかが伝わってきません。もっと小金井市が
何をしていくのかを発信してほしいと思います。
今日の日本と世界の状況は、新型コロナウイルスの感染拡大、パンデミックが起こっていま
す。今環境を考える時にこのことなしには語れないと考えます。
この30年間でエイズ、エボラ出血熱、ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）、鳥インフルエンザ、
ニパウイルス感染症、腸管出血性大腸菌感染症、ウエストナイル熱、ラッサ熱、新型コロナウ
イルス感染症が発生しており、その頻度は高くなっていると、厚生労働省が報告しているとの
ことです。
世界約１００カ国以上で活動しているＮＧＯ・世界自然保護基金（ＷＷＦ）は、2020年６月、次
のパンデミックを防ぐための緊急行動を呼びかける「報告書」を発表しています。
この中では、「新型コロナウイルスとの共存（ウィズ・コロナ）の社会と新型コロナウイルス感染
収束後（ポスト・コロナ）の社会で求められる未来の在り方の鍵を『多様性』と考え、『持続可能
な未来』を目指した活動」を呼び掛けています。
本計画で述べている「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」SDGｓでも述べられている
ことです。
現在は新型コロナウイルス感染症に対する対応ですが、将来にわたって私たちはウイルスと
向き合っていかなければなりません。
あわせてＷＷＦは、次のパンデミックを防ぐうえで、健全な環境、人間の健康、動物の健康
を、一つの健康と考える「ワンヘルス」アプローチを提起しています。
世界的にもパンデミックと地球環境を一体とした取り組みが提起されている中で、小金井市が
目指す将来像は、緑・水・生き物・人が共生する、持続可能な社会をつくることではないかと
考えます。
私たちが心豊かに暮らす街という表現の意味では、環境を守るという小金井市とこがねい市
民の意志は伝わって来ないように思います。「持続可能な社会へ」変更すべきです。

・環境基本計画は環境基本条例の理念を実現するための計画であることから、本計
画における「将来の環境像」についても、第1次環境基本計画を継続して掲げていま
す。
　環境基本条例は、その前文に示されるように持続可能な社会を実現するために制
定されたものであり、将来像の標語には「持続可能な社会」という文字は入っていませ
んが、本計画全体を通してその考え方が盛り込まれています。
　また、持続可能な社会を実現するためのSDGｓの考え方に基づき、SDGｓの17の
ゴールを小金井市がめざす環境のゴールに当てはめ、身近な環境で目指す姿を明
記しています。

20頁

6 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり

３． 計画推進の基盤づくりについて　P21
＜環境共生都市宣言の制定を求める＞
　この間、小金井の自然環境、とりわけ国分寺崖線、都立武蔵野公園、都立野川公
園、都立小金井公園の自然に恵まれた環境の恩恵を受けています。とりわけ国分寺
崖線沿いの緑には、ふくろう、オオタカなどが私たちの眼に飛び込んできています。
　この環境を守るために、市民の有志が平成31年（2019年）第１回定例会に「小金井
市道路新設問題に関する陳情書」を提出し、令和元年第4回定例会で賛成15、反対
６（市長選で辞職のため2名欠員）で採択されています。
この陳情書の中身には、小金井市の自然環境を守るための、「環境共生モデル都市
宣言」を小金井市が採択することを掲げています。
市議会で採択された内容を反映すべきではないでしょうか。
　現在、国は環境モデル都市を推進しています。他市でも環境都市宣言を制定して
います。
自然環境を守り、地球温暖化を防ぐための「環境共生都市宣言」を市民参加で制定
することを環境基本計画に盛り込むことを求めます。

・御意見いただいた環境共生都市に関する宣言につきましては、小金井市の市民憲
章にその考え方が含まれていると認識しており、今後もこの憲章の理念を市民に浸透
させることが重要であると考えています。ただし、環境分野においては、低・脱炭素社
会の実現に向けた各種宣言を国や他自治体が表明していることから、今後の情勢を
踏まえて新たな宣言等について必要性を検討していきます。

23頁
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7 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり

３． 計画推進の基盤づくり　Ｐ21
＜財源確保について明記すること＞
　計画を推進するための財源確保の施策が明記されておらず残念です。
この間市民が国分寺崖線（中町４丁目）のT邸と一体に南側の民有地を買い取り、整
備しようと長年活動しています。その民有地は「キンヒバリの里」と名づけられていま
す。
市民団体はトラストなどで賄おうとし努力してきています。
　市民団体からは、「キンヒバリの里の残地の取得を求める陳情書」が、平成30年
（2018年）第4回定例会に提出され、市議会は賛成多数で採択しています。
小金井市はこの残地確保には後ろ向きです。緑地ではないという説明です。しかし環
境を守るために付随する土地であり、多様な生物が生息している土地でもあります。
一体となった整備はまちづくりにとっても有効だと思います。
　これ以外にも大きな民有地の林が相続等で消失しており、大きな緑を確保できない
かという声も寄せられています。
環境基本条例第23条には、「市長は、環境の保全等の施策を実現するために、必要
な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。」と規定していますが、環境基本計画
には財源確保について明確化されていません。
みどりの環境を守るため計画的な基金の積み立て、クラウドファンディングの支援、ふ
るさと納税を適用できる個別具体的な寄付を市民によびかけることなど財源確保の方
策を盛り込んではどうかと考えます。

・環境施策を実現するための財源として、一般廃棄物処理手数料の一部などを積み
立てる「環境基金」の運用を継続します（基本目標6「6.2.3廃棄物処理を支える体制
の確立」に記載）。
　また、みどりの保全・創出のための資金確保につながる仕組みについても、今後具
体的な検討を進めていきます（基本目標1「1.3.2協働による活動の推進」に記載）。

23頁 39頁 72頁

8 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり

＜第2次計画推進における主な課題＞に示される「・講師となる人材の登録、・・育
成、情報整備が必要」「・団体間の連携・協働をコーディネート出来ていないため体制
の再検討」「・市民団体が保有する環境情報の集約・データベース化が出来ていな
い・・再検討が必要」これらの課題への対応が、この第３次基本計画でどのように反映
されていますか？

・人材育成や団体間の連携・協働のコーディネート、環境情報の集約等につきまして
は、基盤1～3に施策を示しています。これらの課題が生じている一因として、第2次計
画期間中の市と事業者、市民団体、教育機関等との関係構築が十分でなかったこと
が考えられるため、まずは各主体との関係構築に努め、その上で具体的な連携・協
働体制を検討していきます。

23頁

9 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤1　環境教育・環境学習

現在の市の教育機関は十分な責務を果たしていないように思われる。市は市内にあ
る各大学と環境政策課と教育委員会との連携を密接に計り、将来の担い手である
小、中、高校生との教育活動を更に円滑に出来るようにするべきである。

・環境教育・環境学習分野においても、市の教育委員会や市内の各教育機関等との
円滑な教育活動や基盤づくりに努めます。御意見ありがとうございました。

24頁

10 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤1　環境教育・環境学習

「環境楽習館」は、施設の老朽化も進んでおり、その役目を果たしたという声もお聞き
しますが、この記述によれば、市として今後もきちんと維持管理を行い、環境学習の
場として活用を続けるという位置づけですね。

・環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）は、平成23（2011）年9月に完成し、一部設
備の老朽化は進んでいるものの、導入されている技術については現在においても有
用なものと考えています。ただし、施設の設備は、ＣＯ２排出ゼロエミッション住宅の実
証実験施設として専用設計により作られたものが多く、一般住宅に追加設置が可能
な他の省エネ機器と比較し、広く市民へ参考にしていただくには難しい部分もありま
す。省エネによる温室効果ガス削減に、より多くの市民に、気軽に取り組んでいただき
たいというこの度の計画の趣旨から、次期計画案において、施設の紹介はしておりま
せん。
　また、この高度な設備が備わった施設を、温暖化対策の啓発に活用すべく、市民開
放の研修施設として運用してまいりましたが、設置から１０年が経過し、設備の不具合
や急激な気候変動（猛暑など）に現在の設備が対応できなくなってきた現状も踏ま
え、今後の施設の更なる活用につきましては、いただいた御意見も踏まえながら、検
討を行います。

24頁

4 / 13 ページ



№ 項目 お寄せいただいた御意見 御意見に対する検討結果 検討結果に係る該当ページ

11 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤2　環境活動

「2.1　市民協働体制の強化」に「環境保全に係る事業については、市と・・・環境市民会議が
環境保全等の団体、・・・とのネットワークをつくりながら連携し、協働で推進していきます。」と
の記述がありますが、この記述は、p9に記載のある第２次基本計画の課題の一つ「団体間の
連携・協働をコーディネートできていない」ことの対応とお考えですか？そうだとすれば、コー
ディネートする主体は誰かを明確にすべきと考えます。

・「2.1市民協働体制の強化」の記載どおり、ネットワークづくりは市や環境市民会議が主体的
に行います。市が事業者や市民団体等との関係を構築し、団体間をコーディネートしていく
のはもちろんですが、環境市民会議がこれまでの活動の中で独自のネットワークを築いてい
ることから、個別の取組を実施するにあたっては、環境市民会議にコーディネートをお願いす
る方が望ましいケースも想定されます。実際に取組を進める中で、市と環境市民会議とで役
割分担・連携していくことが必要であると考えています。

27頁

12 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤2　環境活動

「2.2　場・人材・情報のネットワーク化」で「様々なテーマでつながりをもち、・・交流の
場を創出します。」「ゆるやかにつながる仕組みを検討・構築していきます。」とありま
すが、ここでも「誰が」するのか、主語が明確ではありません。

・まずは市が主体となって交流の場づくりを行いますが、将来的には特定の主体だけ
が交流の場づくりや仕組み検討を行うのではなく、市を含めた各主体が様々な場面
でホストとなり、別の団体等とつながり、活動することが望ましいと考えています。
・取組を実施する際、市がもつ情報の提供やサポートの設置等が必要な場合もあれ
ば、各団体のネットワークやノウハウ等が必要となる場合もあります。どのような取組を
実施するかにより最適な主体も変化するため、今後10年を見据えてあえて主語は記
載せず、協働で実施することを意図していました。御意見をふまえて、25頁「2.1　場・
人材・情報のネットワーク化」の文言を以下のとおり修正いたします。
＜修正前＞
「毎年実施している環境フォーラム等、市民団体や事業者等の各主体が様々なテー
マでつながりをもち…」
＜修正後＞
「市が主催し協働で毎年実施している環境フォーラムのように、市・市民団体・事業者
等の各主体が協力・連携しながら、様々なテーマでつながりをもち…」

27頁

13 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤2　環境活動

「市民活動」の記事の中で「ただし、一部の活動団体はメンバーの高齢化や・・懸念さ
れます。」とありますが、この内容は必要でしょうか？書くなら懸念ではなく、今後の活
性化を期待する文言ではないでしょうか？

・下記のとおり追記しました。
＜修正前＞
…一部の活動団体はメンバーの高齢化や固定化等の課題を抱えており、今後、活動
内容・体制が縮小されてしまうことが懸念されます。
＜修正後＞
…一部の活動団体はメンバーの高齢化や固定化等の課題を抱えており、今後は子ど
もや若者をはじめ、新たなメンバーを迎えることで団体の活性化をはかり、活発で継
続的な活動となることが期待されます。

28頁

14 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤3　情報発信・共有

「3.2　環境情報の共有」の「・・やや専門的な内容となっていましたので」（この部分、
校正ミスあり）

・ご意見を受け、下記のとおり修正しました。
＜修正前＞
「やや専門的な内容となっていましたであるため」
＜修正後＞
「やや専門的な内容となってしまっていたため」

29頁
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15 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
3.計画推進の基盤づくり
基盤3　情報発信・共有

「3.1　効果的な情報発信」「他分野の団体等と連携し、各団体が保有する既存の媒体での情
報発信を行うことで、市民が必要な情報へのアクセス性を向上させます。」とありますが、これ
で本当に「市民の必要な情報へのアクセス性が向上」しますか？
「指標」が「市報等を用いた環境に関する情報提供の強化　年24回」で「目標」が年1回の環
境特集号では、「情報提供の強化」としては弱すぎませんか？例えば、市報に毎回小さくても
環境ページを設けるなどできないでしょうか？

＜アクセス性の向上について＞
・市独自の媒体だけでは、アクセス先が限られてしまうことや関係者のみの周知にとど
まってしまうという課題がありました。既に多くの市民や機関等と関係を築かれている
団体等と協働し、より多くの媒体で発信することで、情報のアクセス先が広がり、様々
な層の市民、団体、教育機関等への情報発信が可能になると考えます。
＜市報について＞
・市報は各部局の情報発信媒体として機能しているため、紙面割については庁内で
の調整が必要となりますが、ご意見を踏まえ、今後も検討を進めます。

29頁

16 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標1：みどりを守り、つくり、
育てる

現在我々を悩ませているコロナ禍は百年に一度のパンデミックと言われるが、これは単なるパ
ンデミックではなく、「人類に対する自然からの最大級の警告」（国連環境計画）という言葉に
象徴される様に、地球環境が危機的状況にあると同時に、地球上の人類は運命共同体であ
ることを更めて認識させられている。
この様な状況にも拘わらず、これまで気候変動対策に消極的だと国内外から批判を受けてき
た中で、菅首相は最近の所信表明演説で２０５０年までに温室効果ガス実質排出ゼロを目指
すと宣言した。
この宣言の意味するところは、産業革命前に比べ既に１度上昇している世界平均気温の上
昇を２０５０年までに１．５度に抑えること、即ち、温室効果ガス排出削減措置に加え、既存の
森林等の緑や新たな緑化等による炭酸ガスの吸収を差引いて、結果として２０５０年までに温
室効果ガス排出ゼロを目指すことにある。
そのためには、とりわけ緑の保全が極めて重要であり（因みに、地球環境の専門家によると、
世界では今、サッカー場の広さに相当する森林が２秒間に１個ずつ消えている由）、従って、
緑をこれ以上人為的に破壊する可能性のある道路建設等は厳に慎むべきである。
その意味において、小金井市の「環境基本計画」「みどりの基本計画」等としても、菅首相の
唱える「２０５０温室効果ガス排出ゼロ」宣言の趣旨に積極的に呼応するため、東京都の中で
も特筆するに値する小金井のみどりの保全の重要性に言及することは勿論のこと、それと矛
盾する様な、即ち、みどり・環境破壊の明らかな 3・４・11 号線等の都市道路計画は中止す
べき旨、「環境基本計画」、「みどりの基本計画」等の中で明記するとともに、市民の陳情に基
づき市議会で採択されたものの未だ市当局により実行されていない「小金井環境保全宣言」
が早急に発出されるべきと考える。

＜緑の保全について＞
・本市のみどりの量（緑被率）は減少傾向にありますが、「基本目標1」で示したように、
現状の各種制度の見直しもふくめ、できるだけ減少を抑えるための施策を推進してい
きます。

＜都市計画道路3・4・11号線等について＞
・野川にかかる都市計画道路建設に対する市の方針につきましては、現在改訂中の
小金井市都市計画マスタープランと整合を図ることとしています。

＜「小金井市環境保全宣言」について＞
・ご意見いただいた環境共生都市に関する宣言につきましては、小金井市の市民憲
章にその考え方が含まれていると認識しており、今後もこの憲章の理念を市民に浸透
させることが重要であると考えています。ただし、環境分野においては、低・脱炭素社
会の実現に向けた各種宣言を国や他自治体が表明していることから、今後の情勢を
踏まえて新たな宣言を行う必要性を検討していきます。

32頁

17 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標1：みどりを守り、つくり、
育てる

コロナ禍の下、武蔵野・野川公園でどれほどの人々が緑に癒やされ救われてきたことか。
この自然公園が小金井市だけのものでなく、人々の融合の場でもあるのだ。
特別な状況下でなくても人は自然から創造の閃きを得て知性と魂が育つ。
都市化された環境では人は方向を見失い進歩できない。
自然があってこそ人類は今日まで進化できたのだ。

従って、環境基本計画は勿論のこと、とりわけ ３・４・１１号線等の都市計画道路問題の扱い
に関して、祖先の残してくれた武蔵野・野川公園という貴重な自然遺産を未来へ引き渡すと
いう真に必要な洞察力をもつ市長の英断を期待したい。

・野川にかかる都市計画道路建設に対する市の方針につきましては、現在改訂中の
小金井市都市計画マスタープランと整合を図ることとしています。

32頁
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18 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標1：みどりを守り、つくり、
育てる

【第3章】
1.「2つの優先整備道路（3.4.1、3.4.11、以下2道路）に対する反対意見の明記
■「緑・水という豊かな自然環境」は、当市の極めて貴重な財産であり、当計画においても、
計画の最重要基盤の1つと位置付けられている。（第3章１.将来の環境像　4.基本目標ごとの
施策及び取組　他）
■にも関わらず、今、我々は東京都による２道路建設により、当該財産を大きく毀損する危機
に直面している。この問題の深刻さゆえ、市長、市議会、多くの市民を通じて、都に対して再
三見直し要請を行ってきた。
■こうしたなかにあって、原案には、この環境破壊の危機に対し、何ら対応方針が言及されて
いない（第3章4.基本目標ごとの施策及び取組）。これは遺憾である。
■市の貴重な財産である自然環境を守るため、第3章において、2道路建設否定を明記すべ
きである。少なくとも、市長が市に申し入れした「住民の理解が得られていない道路計画は賛
成できない」という趣旨は、明示すべきである。（この道路問題に目を背けては、この環境基
本計画は、「単なる絵空事」となろう）

・野川にかかる都市計画道路建設に対する市の方針につきましては、現在改訂中の
小金井市都市計画マスタープランと整合を図ることとしています。

32頁

19 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標1：みどりを守り、つくり、
育てる

 〇森林、樹木、緑化面積を増やす
 （済みません、みどりの計画へのパブコメと重複します）
 空地、空き家を活用した植樹や緑化、菜園化を、市の権限を強化して進める。
 広葉樹の街路樹を増やしてください。
 ヒートアイランド対策、冷房によるエネルギー消費や排熱の削減のため、夏は枝葉を茂らせ
て、冬は陽当たりを確保して暖房費の節約につなげる落葉樹の街路樹を早急に整備すべき
です。
 具体的な提案としては、cocoバスの路線上に、例えば桜なら「小金井桜ゾーン、八重桜ゾー
ン、大嶋桜ゾーン」など、品種ごとの桜のトンネルを楽しめる箇所を作り、春は花、夏は涼、秋
は紅葉を楽しめる慣行的に楽しいエリアを作り、運行本数を増やす。
 運行本数を増やすことによって利便性が増し、日常的な利用者の増加を見込むことができ、
自動車利用の削減につなげる。
 ほかには、駅から市庁舎までは、緑のトンネルを抜ける散歩道を作る。脇に露店やオープン
カフェなどが出店すれば、地域の活性化にも繋がる。
 こうして樹木が増えれば、土の保水力も上がり、気候変動によって想定されている水害の緩
和策にもなるだろう。

・御意見のように、樹木を増やし、ヒートアイランド現象の緩和等を図ることは、必要な
取組であると考えており、街路樹をはじめとする公共用地のみどりを引き続き創出す
るとともに、住宅や事業所等の民有地のみどり、開発を契機とした緑化をさらに促進
するために、みどりを創出するための制度の見直しを図っていきます（「1.2.1公園・緑
地の創出・活用」、「1.2．2みどりのまちなみの創出」に記載）。
・具体的な街路樹の整備については、いただいたご意見も踏まえながら、整備に向け
た検討を進めて参ります。

38頁
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20 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標1：みどりを守り、つくり、
育てる

〇公園について
 市民ボランティアありきの計画は、無計画と同じ。
 サポーター会議とか、市民委員とか、ボランティアとか、行政が前面に出て招集すると、結局
は市民活動やボランティアに一定の興味を持つ人しか集まらないし、参加者の裾野は広がら
ない。
 環境セミナーで啓蒙活動を目指しても、そもそも環境に関心のある人しか参加しないし、す
でに関心のある人は一定の行動に出ているわけで、環境に対して関心の薄い層に、どうやっ
て意識を持たせて行動に移してもらうかを、もっと具体的に考えるべき。その意味で、目標を
達成するための道筋がまったく見えなかった。
 例えば、利用率の低い公園なら、該当エリアを活動拠点とする子供会に、「好きな植物を植
えていいよ」というエリアを提供する。
 子供や保護者が、「どんな木を植えたら楽しいだろう？」とワクワクしてみんなで話し合うところ
から、植物やみどりに対する関心を高められるし、該当する公園に親近感が出て利用率が上
がる。
 入口が子供会なら、子育て世代にとっては、行政に申しこむより参加のハードルが低い。
 または、該当する公園周辺にポスターを貼り出し、公園整備に関する意見募集を行う。公園
整備に関する会議を、該当の公園で青空会議にしてもいいと思う。近隣住民も、「自分が公
園づくりに参加した」と思える公園は、使いたくなると思う。

・公園の管理運営に関する具体的な取組は「小金井市みどりの基本計画」にて示して
おり、環境基本計画においては、みどりの保全・創出等に関する施策の方向性を示し
ております。
・ご指摘のとおり、公園の管理運営に関して、今までどおりのボランティアの募集方法
だけでは参加者は限定的と考えています。新たに花壇を設置したむさこぷらっと公園
や栗山公園では花の植え替えイベントを定期的に実施したところ、多くの子どもが参
加しておりこのような実績も踏まえて市民参加による公園づくりをはじめ、子育て世代
や子どもも参加しやすい制度の導入を行います（「1.3.2協働による活動の推進」に記
載）。いただいたご意見も踏まえながら、近隣にお住いの方の声を聞きながら制度の
検討を進めて参ります。

39頁

21 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標2：地下水・湧水・河川の
水循環を回復する

最終行「このほかにも、様々な水環境をテーマにしたイベントや学習会を設けていくこ
とが重要です。」とは、市民に期待されていることですか？

・本計画では連携・協働体制を計画推進の基盤の一つとしています。イベントや学習
会の主催者は市だけに限らず、市民団体や教育機関等、さまざまな主体が想定され
ます。本計画に記載した施策を市が実施することはもちろんですが、市民、市民団
体、教育機関等、様々な主体に積極的に活動いただくことを目指しています。

43頁

22 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標2：地下水・湧水・河川の
水循環を回復する

「2.1.3　開発事業等における地下水への影響の未然防止」の文章は「未然防止」のた
めには、表現が弱いように見えます。条例の周知、調査をもとめ、地下水保全会議で
審議し「影響把握」と「実施した対策のフィードバック」では、ほとんど事業者の計画の
追認になりませんか？今後も続く再開発事業を考えると、もう少し市の関与が表現さ
れても良いように思いますが。

・有識者で構成される地下水保全会議においては、必要があれば、地下水及び湧水
を保全する条例及び同条例施行規則の規定により、事業者が実施したボーリング調
査結果に基づき、地下水及び湧水の保全に関する適切なアドバイスを提供していた
だいております。今後も、事業者の計画が地下水及び湧水の保全に配慮したもので
あるかどうか、地下水保全会議の審議結果に基づき確認していきます。

45頁

23 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標2：地下水・湧水・河川の
水循環を回復する

「①市の施策　2.2.2　水辺に親しめる機会の充実」で「「クリーン野川作戦」といった河
川の保全活動や、自然体験の機会を増やすことで・・・」とありますが、「取組指標」の
「クリーン野川作戦等・・・実施回数」の「目標」は「現状以上」です。「機会を増やす」目
標を立ててください。

・イベント等の回数については、現状の実施体制を想定した上で目標を設定していま
す。今後、各主体や市民団体等との連携・協働体制を強化することによって、機会を
増やすことや内容の充実を目指します。

46頁
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24 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標3:都市の生物多様性を
守り親しむ

　玉川上水は柵があり、一般の人は入れないため豊かな植生が保たれている。
東京都のレッドデータブックでは絶滅危惧Ⅱ類（ＶＵ）となっている、「アマナ」、
「ヒメニラ」、「アズマイチゲ」等、貴重な草花が生育している。また、昔はどこにでも見ら
れた「野菊」や「ツリガネニンジン」「ワレモコウ」等、秋の草花も小金井市内で野生状
態で見られるのは玉川上水の緑地だけだと思われる。このような在来植物を守り、育
てて将来的に残して行く管理をすべきである。
色々な植物が生育出来て、それに伴い色々な昆虫、鳥が生きて行ける。玉川上水の
生物多様性を高く評価し、貴重な植物の生育場所としても保全すべきである。

・玉川上水のみどりは、市内の「みどりの軸」として、生きもののすみかや移動経路、四
季の彩りある景観等、重要な機能を担う一方で、堤の桜並木は、名勝小金井（サクラ）
として国の名勝に指定され、本市を特徴づける代表的な景観となっています。
・本市内の玉川上水の整備活用は、東京都が策定している「史跡玉川上水整備活用
計画」を受け、本市が策定している「玉川上水・小金井桜整備活用計画」（以下、「市
計画」という。）に基づき、実施しています。
・市計画では、「基本方針」として、「サクラの補植と並木の再生」だけでなく、「草堤の
維持（生物多様性への配慮）」を挙げており、生物多様性への配慮を行いながら、サ
クラ再生の取組を行うことが明記されています（詳しくは、市計画８～１１頁 をご参照く
ださい）。
・また、市計画の実行にあたっては、学識経験者や東京都、近隣自治体等により構成
される「小金井市玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会」による検討や住民アン
ケート を実施し、様々な関係者の意見を踏まえながら、取組を進めています。
・今後も引き続き、様々な関係者の意見を踏まえながら、サクラの景観と生物多様性
の保全の両立に向けた適切な整備を進めます。

48頁 64頁

25 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標3:都市の生物多様性を
守り親しむ

現状の小金井桜整備事業では桜以外の樹を伐採が多すぎ、部分的には皆伐に近い
事も行われているようなので、基本目標３の「都市の生物多様性を守り親しむ」の内容
と整合性のとれない事業が進められているように思います。他の樹を切り伝統的な桜
だけを植えるということは、文化的、観光目的での事業推進のためであるということで
あればまだ納得できますが、環境基本計画の大きな他の目標と整合性がとれない以
上、環境のための取り組みとしての掲載は不適当ではないかと考えます。
もしくは、現状の小金井桜整備活用計画を、もっと多様性を取り入れた景観づくりをめ
ざすものに切り替えるべきだと思います。
桜だけでは何故問題があるのか、この基本目標３に明確に書かれていると思います。
同じ桜だけの並木にすると同じ種類の害虫の大量発生や桜の実や花を食す外来種
のインコなどが増える原因にもなると思います。
事実市内にはワカケホンセイインコという外来種の大型インコがかなり多数見られま
す。
他基本目標５の美しく住み心地のよいまちを守るにも名勝小金井（サクラ）に代表され
る小金井市民が慣れ親しんだ自然資源…という記述があります。
こういった記述内容に違和感が出ないためにも、この件から目をそらさず、シンポジウ
ムを開いたり、ワークショップなどで、生物多様性における小金井桜の在り方について
本当にこのままの事業推進で良いのか、一度市として真剣に考えてはいかがでしょう
か。
昔と同じ小金井桜並木を復活する事にこだわるのをやめ、生物多様性という観点を取
り入れた、新しい時代の小金井桜のありかたをぜひ模索していただきたいです。
ご検討ください。

・玉川上水のみどりは、市内の「みどりの軸」として、生きもののすみかや移動経路、四
季の彩りある景観等、重要な機能を担う一方で、堤の桜並木は、名勝小金井（サクラ）
として国の名勝に指定され、本市を特徴づける代表的な景観となっています。
・本市内の玉川上水の整備活用は、東京都が策定している「史跡玉川上水整備活用
計画」を受け、本市が策定している「玉川上水・小金井桜整備活用計画」（以下、「市
計画」という。）に基づき、実施しています。
・市計画では、「基本方針」として、「サクラの補植と並木の再生」だけでなく、「草堤の
維持（生物多様性への配慮）」を挙げており、生物多様性への配慮を行いながら、サ
クラ再生の取組を行うことが明記されています（詳しくは、市計画８～１１頁 をご参照く
ださい）。
・また、市計画の実行にあたっては、学識経験者や東京都、近隣自治体等により構成
される「小金井市玉川上水・小金井桜整備活用推進委員会」による検討や住民アン
ケート を実施し、様々な関係者の意見を踏まえながら、取組を進めています。
・今後も引き続き、様々な関係者の意見を踏まえながら、サクラの景観と生物多様性
の保全の両立に向けた適切な整備を進めます。

48頁 60頁
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26 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標5：美しく住み心地のよい
まちを守る
＜取組指標＞

「取組指標」の「玉川上水・小金井桜整備状況」で「目標」の「サクラ緑陰に多様な植物
が育成していること」とありますが、小平市側の玉川上水と比較すると、現状全く「多様
な植物」がありません。これらは環境関連の「取組指標」、「目標」として適切ですか？
環境破壊の指標になっていませんか？

・玉川上水のみどりは、市内の「みどりの軸」として、生きもののすみかや移動経路、四季の彩
りある景観等、重要な機能を担う一方で、堤の桜並木は、名勝小金井（サクラ）として国の名
勝に指定され、本市を特徴づける代表的な景観となっています。
・本市内の玉川上水の整備活用は、東京都が策定している「史跡玉川上水整備活用計画」
を受け、本市が策定している「玉川上水・小金井桜整備活用計画」（以下「市計画」という。）
に基づき、実施しています。
・市計画では、「基本方針」として、「サクラの補植と並木の再生」だけでなく、「草堤の維持
（生物多様性への配慮）」を挙げており、生物多様性への配慮を行いながら、サクラ再生の取
組を行うことが明記されています（詳しくは、市計画8～11頁 をご参照ください）。
・また、市計画の実行にあたっては、学識経験者で構成される「小金井市玉川上水・小金井
桜整備活用推進委員会」や東京都による検討や住民アンケートを実施し、様々な関係者の
意見を踏まえながら、取組を進めています。専門家からも「本来的にはサクラ並木の林床に
は生物多様性がある。多様な草花が広がっていて、雑木を伐採することで在来の植生環境
の再生も期待できる」との見解を得ています。さらに、「みどりが多ければいいのではなく、昭
和４０年代前の玉川上水がもつ風景が本来あるべき姿であり、本来のサクラ並木と林床が構
成される植生環境が安定している状況が玉川上水における生物多様性である」との見解も得
ています。
・以上のことから、市計画に基づき玉川上水を整備することで、サクラのある景観と生物多様
性の保全との両立が進んでいることを取組目標として設定しました。

48頁 64頁 89頁

27 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標4：安全・安心で健康に暮
らせる生活環境を守る

「②市民の取組」の「コミュニケーションの協力に努めます。」は「の協力」が不要です。 ・御意見を踏まえ、57頁4.2　環境のモニタリングやコミュニケーション、②市民の取組
を下記のとおり修正しました。
＜修正前＞
「公害苦情の大半は日常生活上の騒音等がきっかけであるという実態や、地域住民
の協力がよりよい環境づくりに繋がることを理解し、支障のない範囲での適切な配慮、
隣近所との日ごろからのコミュニケーションへの協力に努めます。」
＜修正後＞
「公害苦情の大半は日常生活上の騒音等がきっかけであるという実態や、地域住民
の協力がよりよい環境づくりに繋がることを理解し、隣近所への配慮をこころがけ、日
ごろからコミュニケーションを取るように努めます。」

59頁

28 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標6：3R推進で循環型のま
ちをつくる

「事業者としての市役所の取組」囲み記事で下から２行目「・・取組みを進めることに
なっています。」とありますが、「なっています。」ではないのではありませんか。

・御意見のとおり、現在既に取り組んでいることであるため、下記のとおり修正しまし
た。
＜修正前＞
（前略）職員一人一人が積極的にごみの発生抑制、再使用及び再利用への取組を
すすめることになっています。
＜修正後＞
（前略）職員一人一人が積極的にごみの発生抑制、再使用及び再利用への取組を
すすめています。

73頁
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29 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標7：エネルギーを賢く使
い、低炭素なまちをつくる

まず、先日、二酸化炭素削減について国の方針が変更されたことが、一切織り込まれ
ていないので、最低でも2030年までに40％削減、2050年までに排出ゼロを達成する
つもりの目標に変更してください。

・国の2050年の目標はまだ具体性を伴わないものであるのに対し、本計画は本市の
2030年度までの実行計画として実現性を踏まえて策定した計画です。二酸化炭素排
出量の削減目標については、特に対策を行わない場合の二酸化炭素排出量の将来
推計値をもとに、国の施策や市の施策を実施することによる効果（削減量の想定）を
積み上げた上で設定しています。国の具体的な施策は今後検討されると考えられま
すので、国や都の動向を見据えつつ、現在の目標達成に向けて施策を推進し、必要
に応じて実施する取組の内容や目標自体を見直していきます。

74頁

30 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標7：エネルギーを賢く使
い、低炭素なまちをつくる

地球温暖化、ヒートアイランド、気候危機などについて、現状、誰もが全力で環境対策
に取り組んでも、間に合うかどうか分からないほど事態は切迫しているはずですが、そ
の切迫感が計画からは全く感じられませんでした。
 また、小金井市の環境の核心たる野川の保全について、都道に関する市のメッセー
ジが一言もないのが不自然極まりない。
 自然を破壊し、自動車を利する都道が、時代の流れに反していることは明白です。
新たに都道を整備する資金があるなら、遅々として進まない連雀通りの拡張整備、
ヒートアイランドを助長するアスファルトを環境対応型にする、ヒートアイランド対策に
相応しい街路樹を整備するなど、やるべきこと（ゼロエミッションを目標に掲げている
東京都に要請すること）は山ほどあるはずです。

・本市の二酸化炭素排出量は、部門別にみると家庭部門・業務その他部門からの排
出が多いのが特徴です。そのため、低・脱炭素社会の構築にあたっては、市民一人
一人がその重要性を認識し、具体的に行動すべきことを認識することが重要です。ま
た、省エネルギー・再生利用可能エネルギー導入に関する国や都、市の各種制度が
あることや、暮らしの中に様々な選択肢が存在することを多くの方に認識していただ
き、大いに活用していただくことが重要です。そのため、これまで以上に多様な場面・
手段で情報提供や普及啓発を行っていきます。
・野川にかかる都市計画道路に対する市の方針につきましては、現在改訂中の小金
井市都市計画マスタープランと整合を図ることとしています。
・ヒートアイランド対策については、引き続き街路樹の整備を含めたみどりの保全・創
出を推進するとともに、適応の重要性についても広く情報提供していきます（基本目
標７「7.3.3暑熱対策の推進」）。

32頁 74頁 82頁

31 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標7：エネルギーを賢く使
い、低炭素なまちをつくる

7.1.3　低炭素化につながる行動・活動の普及促進において、以下の項目を追記す
る。
〇「小金井市環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）の活用」
　①社会の低炭素化につながる市民の行動・活動啓発及び情報発信を進めるため、
小金井市環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）を活用する。
　②コロナウイルス蔓延等の集客リスクも勘案し、情報発信にあたっては、WEBの積極
的活用を図る。
理由
小金井市環境楽習館の過年度の成果報告を確認すると、環境フォーラム、各種講
座、東京学芸大学との研究・交流活動が活発に展開されている。
公共施設の有効活用という観点と、小金井市環境基本計画の周知を図るという観点
から、これまでの小金井市環境楽習館の活動成果を活かすためにも、小金井市環境
楽習館を拠点として活用し、環境基本計画の趣旨及び、低炭素化につながる市民の
行動・活動啓発及び情報発信を積極的に進めるべきである。
また、コロナウイルスの発生などを通じて、より、WEBを通じた情報発信・啓発が重要
になっていることを鑑み、情報発信にあたってはWEBの積極的活用を図る旨の追記
を行うべきである。

・環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）は、平成23（2011）年9月に完成し、一部設
備の老朽化は進んでいるものの、導入されている技術については現在においても有
用なものと考えています。ただし、施設の設備は、CO2排出ゼロエミッション住宅の実
証実験施設として専用設計により作られたものが多く、一般住宅に追加設置が可能
な他の省エネ機器と比較し、広く市民へ参考にしていただくには難しい部分もありま
す。省エネによる温室効果ガス削減に、より多くの市民に、気軽に取り組んでいただき
たいというこの度の計画の趣旨から、次期計画案において、施設の紹介はしておりま
せん。
　また、この高度な設備が備わった施設を、温暖化対策の啓発に活用すべく、市民開
放の研修施設として運用してまいりましたが、設置から１０年が経過し、設備の不具合
や急激な気候変動（猛暑など）に現在の設備が対応できなくなってきた現状も踏ま
え、今後の施設の更なる活用につきましては、いただいた御意見も踏まえながら、検
討を行います。

79頁
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32 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標7：エネルギーを賢く使
い、低炭素なまちをつくる

7.1.3　低炭素化につながる行動・活動の普及促進において、以下の項目を追記する。
〇「小金井市環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）の活用」
　社会の低炭素化につながる市民の行動・活動啓発及び情報発信を進めるため、小金井市
環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）を積極的に活用する。
（理由）
　環境楽習館は、以下の観点より、低炭素化につながる行動・活動の普及促進において、活
用されるべき施設であると考えています。
　環境楽習館は、東京都が「東京都地球温暖化対策等推進のための区市町村補助制度」で
建設資金を助成し、小金井市が滄浪泉園緑地に面した敷地を提供し、市民・行政・大学が、
共同し、雨、風、太陽など、身近な自然の力を最大限に使い、できるだけ商業エネルギーに
頼らずに過ごせる環境配慮型住宅のモデルとして建てられた公共施設です。
　地球温暖化ガスの排出量削減が世界的な課題となっている中、環境楽習館こそ、こうした
地球温暖化対策の啓発の場として最も相応しい施設と言えます。
　また、地球温暖化ガスの排出量削減対策の一つとして、住宅の省エネルギー化は最重要
課題のひとつとして位置付けられており、その政策として、ZEH、またその強化版としての東
京ゼロエミッションハウスが制度化されています。その内容は、いずれも、①高断熱、②省エ
ネ、③創エネの３つの指標によって、評価されています。
　環境楽習館は、上記３つの指標を満足しZEHを達成している（東京ゼロエミは未計算）こと
に加え、雨水や風といった身近な自然の力を利用して建物の冷暖房を行っていることや、建
物周りの水路に生息する微生物や植物によるキッチン排水の浄化をしていること等により、市
民がそれらの環境技術を直接体感し学習することで商業エネルギーへの過度な依存を減ら
す暮らし方を社会に伝えられる場所となっています。
　滄浪泉園緑地とも一体的に、社会の低炭素化につながる市民の行動・活動啓発及び情報
発信を進めるため、小金井市環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）を積極的に活用する
ことが望ましいと考えます。

・環境配慮住宅型研修施設（環境楽習館）は、平成23（2011）年9月に完成し、一部設
備の老朽化は進んでいるものの、導入されている技術については現在においても有
用なものと考えています。ただし、施設の設備は、ＣＯ２排出ゼロエミッション住宅の実
証実験施設として専用設計により作られたものが多く、一般住宅に追加設置が可能
な他の省エネ機器と比較し、広く市民へ参考にしていただくには難しい部分もありま
す。省エネによる温室効果ガス削減に、より多くの市民に、気軽に取り組んでいただき
たいというこの度の計画の趣旨から、次期計画案において、施設の紹介はしておりま
せん。
　また、この高度な設備が備わった施設を、温暖化対策の啓発に活用すべく、市民開
放の研修施設として運用してまいりましたが、設置から１０年が経過し、設備の不具合
や急激な気候変動（猛暑など）に現在の設備が対応できなくなってきた現状も踏ま
え、今後の施設の更なる活用につきましては、いただいた御意見も踏まえながら、検
討を行います。

79頁

33 第3章　環境像とその実現に向けた
取組
4.基本目標ごとの施策及び取組
基本目標7：エネルギーを賢く使
い、低炭素なまちをつくる

 〇二酸化炭素排出問題について
 小金井市は家庭からの排出が半分以上を占めるなら、市民意識の向上は必須。
 そのためには、市が率先して、分かりやすくて目立つ事業を行わなければ、市民の意識は変わらない。従来型
の、「啓蒙、情報公開、環境講座の開催など…」では、遅々として進まないことが、すでに10年の結果として出てい
ます。
 場合によっては、事業者や市民に対して「一定の環境基準を達成しなければ、なにかを許可しない」などの強い
権限を設定することも念頭に置くべきです。
 目立つ事業の一案としては、野川やはけの落差を使った小水力発電を作る。公共施設には太陽光パネルを設置
する方針なので、余剰電力は市民（または事業者）に売る。地方公共団体として、小規模であっても「小金井電力」
を目指す。
 市の権限を発揮できる場面としては、プレミアム商品券などの、市が補助金を出す金券事業について、利用できる
店舗に「自然エネルギーをメインとした電力会社に契約している事業所」という制限をかける。
 市内の新たな大規模建築物について、太陽光パネルの設置か、屋上緑化、壁面緑化のどれかを導入しない場合
は、環境税を賦課する。
 こうした、かなり強いメッセージ性のある事業を市が率先することによって、市民も「行政側の覚悟」を感じられると
思います。
 実際、「環境意識のあるタイプの市民が、ちょっと節約する」程度では全く目標には届きません。
 一方で、自然に親しみ遊び、街中の自然も、自然の恵みにあふれているという気付きになるシステムやイベントを
作り、講座や机上のワークショップではない形で啓蒙する方法もある。
 具体的には、公園の樹木の葉っぱで「ビワの葉茶」「桑茶」などを作ってみるイベントを開催する。
 公園や野川のヨモギを摘んで、草団子を作るイベントを開催する。
 放置された竹林から竹をもらい、ペーパーナイフを作るワークショップや、竹筒でご飯を炊く非常時にも使えるキャ
ンプ飯講習会を開催するなどです。
 机上で環境セミナーを受けるより、自然の恵みについて考える契機になります。
 計画からは、樹木を増やす、排出を削減する、ヒートアイランド対策をとる。これらを全力で積極的に実現するため
の、具体的な道筋、現実的な実現方法が全く見えませんでした。
 啓蒙なら「どうすれば効果的に啓蒙できるか」
 情報公開なら「どうすれば、公開した情報に関心を持ってもらえるか」
 ボランティアなら「どうしたら、参加したくなるか」
 ここを計画しなければ意味がない。
 2030年までの10年間は、気候危機で地球環境が破滅するかの分水嶺。この大事な10年間の指針が、この計画案
で問題ないと、本気で考えているのでしょうか？

・本市の二酸化炭素排出量は、部門別にみると家庭部門・業務その他部門からの排
出が多いのが特徴です。そのため、低・脱炭素社会の構築にあたっては、市民一人
ひとりがその重要性を認識し、具体的に行動すべきことを認識することが重要です。
また、省エネルギー・再生利用可能エネルギー導入に関する国や都、市の各種制度
や、暮らしの中に存在する様々な選択肢を多くの方が認識し、大いに活用いただくこ
とが重要です。環境基本計画は今後10年間の施策の方向を示したものですが、具体
的な取組を実施するにあたっては、いただいたご意見も踏まえながら、これまで以上
に多様な場面・手段で情報提供や普及啓発を行っていきます。

79頁
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34 第4章　計画の進行体制・進行管
理
1.計画の推進体制

【第4章に関する運営面での御願い】
2.「計画進行管理」の徹底、充実
■上記1の点を除き、本計画案は、全体を網羅し、よく検討された計画だと考える。
■ただ、計画を画餅に終わらせず、その確実な実行により、目標を実現することが重
要であることは言うまでもない。
■そのためには、第4章に掲げてあるように、PDCAサイクルを徹底することである。
■しかし、残念ながら現状ではそのサイクルが充分には回っていないように思われ
る。（第2章　2　○第二次計画における施策の実施状況）
■「第1章5.各主体の役割　市の責務」にあるように、市は、環境関連全般に対して計
画・推進する責務を有する。PDCAに関しても、単に「庁内の施策の実施点検」（同上
「施策の実施状況」）にとどまらず、環境計画全体の推進状況を主体的に把握し、目
標実現に向けて必要な施策を適宜推進せねばならない。
■地球環境保全が世界的な最重要課題の一つとなった今、本計画推進の各主体、
就中、環境基本計画推進本部（市）は、「第4章1.計画の推進体制」に明記された役割
を充分に果たし、主導的立場に立って計画実現にあたっていただきたい。

・本計画に基づき、適切な進行管理を行いながら施策を進めていきます。
　御意見ありがとうございました。

3頁 85頁

35 第4章　計画の進行体制・進行管
理
1.計画の推進体制

「小金井市環境市民会議の取組状況（環境市民会議の自己評価より）」に記載の「環
境市民会議と市の協働体制、役割分担等を見直す必要があります」は、どのような形
で第3次基本計画に反映されていますか？

・計画書（案）82頁に各主体の役割について記載しています。 84頁

36 第4章　計画の進行体制・進行管
理
1.計画の推進体制

「○協働体制の見直し」に「計画策定を契機に、環境市民会議と市の現在の関係性を
踏まえつつ、将来を見据えた協働体制・計画の推進体制について協議を重ねながら
再考し、第4章に反映しました。」とありますが、第4章に、それに該当する記述が見当
たりません。該当箇所をご教示ください。

・計画書（案）82頁に推進体制図及び「小金井市環境市民会議」の役割を文章で記
載しています。

84頁

37 第4章　計画の推進体制・進行管
理
3.指標・目標一覧

「○進行管理のための指標の設定」で「本市の環境が良い方向に向かっているのか
否かといった評価が実施できていない状況」で「施策の実施による効果等も見据え
て、データの取得しやすさ等を考慮した上で進行管理の指標を2種類（環境指標・取
組指標）設定した。」とありますが、設定された指標の目標をみると（P.84以降）、ほとん
どが「現状以上」です。現状維持がせいぜいで、より良い環境に向けて改善を図ると
いう意識が見えません。できる限り積極的な「より良い環境」をつくるための目標設定
をお願いします。

・計画の進捗状況については、毎年度点検・評価を行う予定です。その中で実績値
及び実施内容についても確認し、改善を図っていくことで、「より良い環境」づくりを進
めていきます。

85頁

38 【地下水及び湧水の保全・利用に
係る計画】
第1章　計画の基本的事項
1）はじめに

小金井の地名の由来が「黄金の井戸」という説は俗説であり、ほぼ小金井市史上では
否定されているのではないかと思います。

・御意見を踏まえ、「一説によると」という記述を加えるなど、表現を変更します。 91頁 42頁

※お寄せいただいたご意見は、原則として全文を掲載しています。

13 / 13 ページ



（資料２別紙）

意見数
（件）

資料2
（項目№）

資料3
（ページ）

備考

【第３次小金井市環境基本計画】
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第１章 ⼩⾦井市環境基本計画とは 
１．計画策定の経緯 

⼩⾦井市環境基本計画は、「⼩⾦井市環境基本条例」に基づき、⼩⾦井市の環境保全等に関する施策を
総合的かつ計画的に推進するための⽬標や施策の⽅向等を定め、⾏政・市⺠・事業者等のあらゆる主体
が、それぞれの⽴場あるいは協働で環境への負荷を低減し、環境保全に取り組んでいくための計画です。 

参考︓⼩⾦井市環境基本条例より抜粋 
（環境基本計画） 
第９条 市⻑は、環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、市⺠参加に

より⼩⾦井市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければならない。 
２ 環境基本計画は、環境の保全等について、次に掲げる事項を定めるものとする。 
(１) ⽬標 
(２) 施策の⽅向 
(３) 環境基本計画の推進に必要な事項 
(４) 前３号に掲げるもののほか、環境の保全等に関する必要な事項 
３ 市⻑は、環境基本計画を定めたとき、⼜は変更したときは、速やかにこれを公表しなけれ

ばならない。 

本市では、平成 17 年 10 ⽉に「⼩⾦井市環境基本計画」（以下、「第 1 次計画」という）を策定し、
平成 27 年 3 ⽉に「第２次⼩⾦井市環境計画」（以下、「第２次計画」という）として計画策定を⾏いま
した。第２次計画策定以降、地球温暖化や気候変動をはじめ、⽣物多様性の保全や廃棄物の問題等、⾝
近なものから地球規模に⾄るものまで、様々なレベルで環境問題が顕在化しています。例えば、マイク
ロプラスチックによる海洋汚染や⾷品ロス、気候変動適応等の新たな環境課題も注⽬を集めています。
これらの環境問題を解決するためには、私たち⼀⼈ひとりが環境に配慮したライフスタイルへの転換を
進め、協⼒して環境への負荷の少ない持続可能な社会を築いていくことがこれまで以上に求められてい
ます。また、⽔素エネルギーなどの新たなエネルギー資源や技術を積極的に取り⼊れて普及させること
も必要です。 

そこで、令和 2 年度で計画期間の満了を迎える第２次計画にかわり、私たちを取り巻く環境の変化に
対応した新たな計画として「第３次⼩⾦井市環境基本計画」（以下、「本計画」という）を策定しました。 

 
２．計画の位置づけ 

本計画は、「⼩⾦井市環境基本条例」第３条に掲げられた「基本理念」を実現するため、⾏政・市⺠・
事業者等が協働して、環境に関する様々な取組や施策を推進するときのマスタープランとして策定する
ものです。 

同条例第 10 条では、「市は、施策の策定や実施に当たっては、環境基本計画との整合を図らなければ
ならない」と定めていることから、今後策定する個別の計画は本計画と整合を図ります。 

また、本市の基本⽅針を定める「第５次⼩⾦井市基本構想」及び「前期基本計画」を上位計画とし、
国や都の計画及び市の関連計画と相互に連携を図っていきます（図 1-1）。  
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図 1-1 計画の位置づけ 

 
３．計画の期間 

本計画の期間は、上位計画である「第５次⼩⾦井市基本構想」の計画期間を踏まえ、令和 3 年度から
令和 12 年度までの 10 年間とします。 

ただし、計画の進捗状況や本市を取り巻く環境・社会状況の変化に合わせて、取組内容や指標等につ
いて、必要に応じて⾒直しを⾏います。 
 
４．計画の対象範囲 

本計画は、⼩⾦井市内全域を対象地域とし、以下に掲げる分野を対象範囲とします。 
また、環境に関する取組を⾏政・市⺠・事業者等の協働によって推進するためには、環境に対する問

題意識の共有や活動の実践が⽋かせないため、環境分野に係る教育・学習、普及啓発、⼈材育成等も対
象とします。  

表 1-1 計画の対象範囲 
環境分野 主な環境項⽬ 
⾃然環境 緑、⽔辺、⽣き物、⾃然とのふれあい、⽔循環 等 
⽣活環境 ⼤気、⽔質、⼟壌、地盤、騒⾳、振動、臭い、化学物質、資源循環 等 
都市環境 都市景観、公園・緑地 等 
地球環境 地球温暖化、気候変動、その他地球環境問題 等 

  
第３次⼩⾦井市環境基本計画 

 
 

個別計画 
⼩⾦井市みどりの基本計画 
⼩⾦井市地球温暖化対策地域推進計画 
⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画 

関連計画 
⼩⾦井市産業振興プラン 
⼩⾦井市都市計画マスタープラン 
⼩⾦井市農業振興計画 
⼩⾦井市公共下⽔道プラン 
⼩⾦井市⾷育推進計画 
⼩⾦井市⽣涯学習推進計画 
               等 

第５次⼩⾦井市基本構想・前期基本計画 

国︓第五次環境基本計画 
都︓東京都環境基本計画 
  ゼロエミッション東京戦略 等 

⼩⾦井市環境基本条例 

⼩⾦井市の計画 

⼩⾦井市環境保全実施計画 
（⾏政の施策を具体化） 

⼩⾦井市環境⾏動指針 
（市⺠・事業者等の取組を具体化） 

環境分野を具体化 

整合 

整合 

具体化 

整合 

第 3 次地下⽔及び湧⽔の 
保全・利⽤に係る計画 
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５．各主体の役割 
本計画は、市・市⺠・事業者・教育機関・市⺠団体や事業者団体など⼩⾦井市の環境に関わるすべて

の主体により推進するものです。各主体がそれぞれに役割を果たしつつ、連携・協働による取組を⾏う
ことが重要です。 

「⼩⾦井市環境基本条例」では、環境の保全、回復及び創造のための市、市⺠、事業者、教育機関の
責務が以下のとおり⽰されています。 

その他、市⺠団体や事業者団体についても、市⺠や事業者への働きかけや、市と連携・協働して計画
を推進することが期待されます。 
 
 

・市は、基本理念※に基づき、環境の保全等に関する基本的かつ総合的な計画を策定し、推進
する責務を有する。 

・市は、⾃ら率先して環境への負荷の低減に努めなければならない。 
・市は、環境の保全等に関する施策に、市⺠及び事業者の意⾒を反映するよう必要な措置を講

じなければならない。 
 
 

・市⺠は、基本理念に基づき、⾃らの⽣活や活動に伴って⽣じる環境への負荷を低減するよう
努めなければならない。 

・市⺠は、環境に関する情報の収集に努めるとともに、市の施策や地域社会の環境の保全等に
資する活動に積極的に参加し、協⼒しなければならない。 

 
 

・事業者は、基本理念に基づき、事業活動に係る環境への負荷の低減、公害の防⽌及び⾃然環
境の適正な保全を図るため、必要な措置を講じなければならない。 

・事業者は、その事業活動に係る製品その他の物が使⽤され、⼜は廃棄されることによる環境への
負荷を低減するため、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

・事業者は、その事業活動が環境に与える影響等について、情報の提供に努めなければならない。 
・事業者は、市の施策や地域社会の環境の保全等に資する活動に積極的に参加し、協⼒しなけ

ればならない。 
 
 

・教育機関は、基本理念に基づき、市、市⺠及び事業者と連携して、環境教育・環境学習を積
極的に推進するよう努めなければならない。 

・⼤学は、環境の保全等に関する科学知識、技術及び情報を市及び市⺠に積極的に提供し、基
本理念の実現に協⼒するものとする。 

 
※「⼩⾦井市環境基本条例」では、第 3 条に基本理念を定めています。 
 （第 1 項）環境の保全等は、未然防⽌の原則の下に、市⺠が健康で安全かつ快適に暮らす上で必要とする良好な環境を

確保し、これを将来の世代に継承していくことを⽬的として⾏わなければならない。 
 （第 2 項）環境の保全等は、⼈と⾃然とが共⽣し、循環社会を基調とした環境への負荷の少ないまちを実現するため、

すべての者が協働することによって⾏わなければならない。 
 （第 3 項）環境の保全等は、地域の環境が地球全体の環境と密接にかかわっていることから、すべての者が⽇常⽣活や

事業活動において⾃らの問題として認識し、地球環境に配慮した⾃発的な取組により推進しなければなら
ない。 

市の責務（条例第 4 条より） 

市⺠の責務（条例第 5 条より） 

事業者の責務（条例第 6 条より） 

教育機関の責務（条例第 7 条より） 
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第２章 計画策定の背景及び⽅針 
 
１．世界・国・東京都の動向と⼩⾦井市の計画 

１）世界の動向 

○「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」採択 
・2015（平成 27）年 9 ⽉に、国連総会において、SDGs

（Sustainable Development Goals）を中核とする
「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択
されました。 

・SDGs とは、2030（令和 12）年までに持続可能でより
よい世界を⽬指すための国際⽬標です。17 のゴールと
169 のターゲットから構成されています。17 のゴール
には、⽔・衛⽣、エネルギー、持続可能な都市、持続
可能な⽣産・消費、気候変動、陸域⽣態系、海洋資源
といった、環境分野の課題が数多く含まれています。 

・国内では、2016（平成 28）年 5 ⽉に政府が SDGs 推進本部を設置しました。SDGs アクションプ
ランの策定やジャパン SDGs アワードの主催等、国を挙げて SDGs を推進しています。2019（令和
元）年 12 ⽉には、2016（平成 28）年 12 ⽉に策定された「SDGs 実施指針」の改訂版が公表され
ましたが、⽇本の 8 つの優先課題の中には「省・再⽣可能エネルギー、防災・気候変動対策、循環
型社会」、「⽣物多様性、森林、海洋等の環境の保全」という環境分野も含まれます。また、主なス
テークホルダーの役割として、地⽅⾃治体は「SDGs 達成に向けた取組加速化、各地域の多様な優良
事例の発信」、新しい公共※として「地域の課題解決に向け、地域住⺠や NPO 等が SDGs に貢献」が
求められています。「SDGs 実施指針」の進捗は定期的に確認・⾒直しされるので、その内容も踏ま
えつつ SDGs の達成に貢献することが必要です。  
※「官」だけではなく、市⺠の参加と選択のもとで、NPO や企業等が積極的に公共的な財・サービスの提案及び提供

主体となり、医療・福祉、教育、⼦育て、まちづくり、学術・⽂化、環境、雇⽤、国際協⼒、防災等の⾝近な分野に
おいて共助の精神で⾏う仕組み、体制、活動など。 

○歴史的な合意となったパリ協定を踏まえた脱炭素社会の構築 
・パリ協定は、京都議定書の第 1 約束期間（2008 年〜2012 年）を経

て、2015（平成 27）年 12 ⽉の国連気候変動枠組条約第 21 回締約国
会議（COP21）で採択されました。歴史上初めて、同条約を締結する
すべての国が地球温暖化の原因となる温室効果ガス削減に取り組むこ
とを約束した枠組みです。 

・世界共通の⻑期⽬標として、産業⾰命前からの気温上昇を 2℃未満に
保つとともに 1.5℃に抑える努⼒を追求すること、そのために、今世
紀後半に⼈為的な温室効果ガス排出の実質ゼロ（⼈為的な温室効果ガ
ス排出量と吸収量を均衡させること）を⽬指しています。 

・世界では、東京都を含め 398 の都市が、2050 年までに CO2 排出実質
ゼロを⽬指して⾏動を開始しています（2019（令和元）年 12 ⽉ 11
⽇ COP25 で公表）。 

・全ての国が温室効果ガス削減・抑制⽬標を 5 年ごとに国連気候変動枠
組条約事務局へ提出更新するため、2020 年以降の⽬標達成状況等にも注⽬していくことが必要です。 

図 2-1 SDGs のロゴ 
出典︓国際連合広報センターホームページ 

図 2-2 1.5℃特別報告書表紙
（IPCC） 
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２）国や東京都の動向  

○国︓第五次環境基本計画の閣議決定 
・国の第五次環境基本計画（平成 30 年

4 ⽉閣議決定）は、SDGs 及びパリ協
定の採択後に初めて⾒直しが⾏われ
た計画です。同計画では、SDGs の考
え⽅を活⽤しながら分野横断的な６
つの重点戦略を設定しました。環境
政策による経済社会システム、ライ
フスタイル、技術等、あらゆる観点か
らのイノベーションの創出や、経済・
社会的課題の「同時解決」を実現し、
将来にわたって質の⾼い⽣活をもた
らす「新たな成⻑」につなげていくこ
とを⽬指しています。 

 

○国︓気候変動適応法、緩和策と適応策の両輪による温暖化対策の推進 
・国では、国連気候変動枠組条約事務局に提出した「⽇本の約束草案」（平成 27 年 7 ⽉）において、温

室効果ガスの排出量を 2030 年度に 2013 年度⽐ 26.0%減の⽔準にするという⽬標を掲げ、「地球温
暖化対策計画」（平成 28 年 5 ⽉）において、⻑期的⽬標として 2050 年までに 80%の温室効果ガス
排出削減を⽬指すこととしています。さらに、令和 2 年 10 ⽉には、第 203 回国会における菅内閣総
理⼤⾂の所信表明演説において、「2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」と
いう「2050 年カーボンニュートラル」が宣⾔されました。今後、新たな⽬標達成にあたっての具体
的な⽅策が⽰されると考えられるため、本市の取組内容も必要に応じて反映・⾒直しが求められます。 

・近年、気候変動の影響は⾝近な⽣活に及んでおり、巨⼤なハリケーンや⼭⽕事が世界各地を襲い、⽇
本国内でも豪⾬による⼟砂災害等で甚⼤な被害が発⽣しています。気候変動の影響に対処するため、
従来の温室効果ガス削減等を⾏う緩和策に加え、都市のヒートアイランド対策等を含む適応策が重視
されてきています。平成 30 年に制定された「気候変動適応法」では、努⼒義務として国は地⽅⾃治
体に対して「気候変動適応計画」の策定を求めています。 

・また、国内の温室効果ガス削減の動きも活発化しており、「2050 年⼆酸化炭素実質ゼロ」に取り組む
ことを表明する地⽅公共団体が増えています（令和 3 年 1 ⽉ 22 ⽇現在、209 ⾃治体が表明）。 

 

○国︓⽣物多様性の主流化、次期⽣物多様性国家戦略の検討 
・平成 22 年 10 ⽉、⽣物多様性条約第 10 回締約国会議が愛知県名古屋市で開催され、2050 年までに

「⾃然と共⽣する世界」を実現するため、2020 年までに達成すべき 20 の個別⽬標（愛知⽬標）が採
択されました。 

・平成 24 年に愛知⽬標の達成に向けた⽇本のロードマップとして閣議決定された「⽣物多様性国家戦
略 2012-2020」では、地域の⾃然的社会的条件に応じたきめ細かな取組の推進が地⽅⾃治体の役割
として位置づけられるとともに、基本戦略の⼀つに「⽣物多様性を社会に浸透させる（⽣物多様性の
社会における主流化）」ことが掲げられています。現在、国では次期⽣物多様性国家戦略の策定に向け
た検討を開始しています。 

・2020（令和２）年 9 ⽉ 15 ⽇に公表された地球規模⽣物多様性概況第５版（GBO５）では、愛知⽬標

図 2-3 第五次環境基本計画の 6 つの重点戦略 
資料︓「第五次環境基本計画の概要」（環境省） 
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の達成状況について、ほとんどの⽬標でかなりの進捗が⾒られたものの、20 の個別⽬標のうち完全
に達成できたものはない、とされています。2021（令和 3）年の⽣物多様性条約第 15 回締約国会議
において採択予定のポスト 2020 ⽬標にも注⽬していく必要があります。 

 
○東京都︓ゼロエミッション東京戦略の策定 
・東京都は、2019（令和元）年 5 ⽉、U20※東京メイヤーズ・サミットで、世界の⼤都市の責務として、

平均気温の上昇を 1.5℃に抑えることを追求し、2050 年に CO2 排出実質ゼロに貢献する「ゼロエミ
ッション東京」を実現することを宣⾔しました。同年 12 ⽉に、ゼロエミッション東京の実現に向け
たビジョンと具体的な取組・ロードマップをまとめた「ゼロエミッション東京戦略」を策定しました。 

・併せて、重点的対策が必要な 3 つの分野について、より詳細な取組内容等を記した「東京都気候変動
適応⽅針」「プラスチック削減プログラム」「ZEV 普及プログラム」を策定しています。  
※U20（Urban20）︓2017（平成 29）年に設⽴された世界の主要都市が参加するプラットフォーム。国家レベルの G20

（⾦融世界経済に関する⾸脳会合）の議論に都市の経験や意⾒を反映させることを活動主旨とする。東京都は 2019
（令和元）年議⻑都市として 5 ⽉の会議を主催。 

 
 
３）⼩⾦井市の上位計画及び個別計画 

○第 5 次⼩⾦井市基本構想・前期基本計画 
・本市では、「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう⼈の輪 ⼩⾦井市」を将来像とし、令和 3 年

度〜令和 12 年度を計画期間とする「第 5 次⼩⾦井市基本構想」及び 5 年間の「前期基本計画」を策
定中です。 

・本計画はこれらの構想・計画の下位計画であるため、策定の経過を⾒ながら内容の整合を図りました。 
 
○みどりの基本計画、地球温暖化対策地域推進計画、⼀般廃棄物処理基本計画 
・「⼩⾦井市みどりの基本計画」、「第 2 次⼩⾦井市地球温暖化対策地域推進計画」及び「⼩⾦井市⼀般

廃棄物処理基本計画」は、本計画の個別計画です。みどりの基本計画は⾃然環境（みどり）や都市環
境（公園・緑地）に関する分野、地球温暖化対策地域推進計画は地球環境（地球温暖化、気候変動）
等に関する分野、⼀般廃棄物処理基本計画は⽣活環境（資源循環）に関する分野について、さらに詳
しく扱っています。 

・「⼩⾦井市みどりの基本計画」、「第 2 次⼩⾦井市地球温暖化対策地域推進計画」は本計画と同時に策
定しました。「⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画〜循環型都市『ごみゼロタウン⼩⾦井』を⽬指して
〜」は令和 2 年 3 ⽉に策定しました。本計画は、これらの計画の⽬標や施策とも整合を図りました。 
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２．各主体の取組状況 

○第 2 次計画における施策の実施状況  
第 2 次計画では、8 つの基本⽬標を掲げ、各⽬標に対して基本施策、取組⽅針を定めて環境保全に資

する具体の施策を推進してきました。施策の実施にあたっては、平成 29 年度を中間年度として前・後
期それぞれ 3 か年単位で環境保全実施計画を策定し、実施状況の点検・評価を⾏っています。点検・評
価結果及び実施状況は「環境報告書」で毎年報告されていますが、庁内の施策の実施状況の点検にとど
まっており、本市の環境へどのような効果を与えているか等は把握できていません。 

第 2 次計画の基本⽬標ごとの主な取組内容及び課題は以下のとおりです。 
 

基本⽬標 1︓意識・情報・学習・⾏動のネットワークをつくる 
環境学習の推進、環境に対する意識の向上や情報の共有、⼩⾦井市・市⺠・事業者及び教育機関が協⼒し
て環境保全⾏動を実践できる仕組みづくりと機能を構築する 

■主な取組内容■ 
・クリーン野川作戦、公⺠館における各種環境関連講座、みどりやごみ・リサイクル、⾬⽔浸透等をテ

ーマとした出前講座等を実施した。「⼩⾦井版 稲の学習ハンドブック」の作成と市内⼩中学校での活
⽤、「⼩⾦井らしい⾷⽣活」のあるひとづくり・まちづくり“Koganei-Style”の地域展開等、協働によ
る取組の実施により環境学習を推進した。 

・環境フォーラムの実施や⼩⾦井市環境市⺠会議定例会への出席、「こがねい市⺠活動団体リスト」の更
新、野川流域協議会等への出席による広域連携の実施、協定を締結した⼤学等との連携（講演会の実
施や⼤学施設の環境活動フィールドとしての活⽤等）、環境美化サポーター等各種制度に基づくボラン
ティア活動⽀援等により、パートナーシップを推進した。 

・環境報告書、市報、ホームページ、チラシの広報掲⽰、Twitter による情報発信を実施した。 

 

基本⽬標 2︓緑を守り育てる 
貴重な緑を計画的に保全するとともに、新たな緑を創出する。また、緑や⾷の安全を⽀える農地を⼩⾦井
市全体の財産として守る 

■主な取組内容■ 
・「⼩⾦井市緑地保全及び緑化推進条例」に基づき、環境保全緑地（環境緑地、公共緑地、保存樹⽊及び

保存⽣け垣）の指定を推進した。東京都の特別緑地保全地区（滄浪泉園）の指定⾯積拡⼤を実現した。 
・市⺠、専⾨家との連携による緑地保全対策審議会により、「⼩⾦井市公園等整備基本⽅針」を策定した。

花壇ボランティア、公園美化サポーター、剪定ボランティアと連携し、市⺠参加で公園管理を実施し
た。 

・平成 22 年度以降、梶野公園や貫井けやき公園の供⽤開始をはじめ計約 0.3ha の都市公園を整備した。 
・都市計画道路への植栽帯の設置、⽣け垣造成奨励⾦制度の普及、公共施設の緑化や、指定開発事業に

おける「⼩⾦井市環境配慮指針」及び「環境配慮基準」に基づく緑化指導を実施した。 
・農業の経営⽀援や担い⼿育成のため、農業⽤機械導⼊等の補助や簿記講習会等を実施した。 
・農地の保全に資する「特定緑地認定制度」や「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」を周知した。 
・市⺠農園の開設、農業祭等による交流の促進、江⼾東京野菜を使った料理教室等、農作物の地産地消、

農地の保全・維持と地域の⾷⽂化の保全を推進した。 
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基本⽬標 3︓地下⽔・湧⽔・河川の⽔循環を回復する 
できるだけ⾃然の⽔循環を回復させ、⽔環境に負荷をかけない利⽤を進めて、地下⽔・湧⽔・河川を保全・
回復させる 

■主な取組内容■ 
・地下⽔、湧⽔の⽔質調査と野川⽔質調査、地下⽔位測定（環境市⺠会議が平成 29 年度まで実施、市が

継続実施）等の各種調査を実施した。 
・⾬⽔貯留施設及び⾬⽔浸透ますの設置補助や普及啓発、透⽔性舗装の整備等⾬⽔の地下浸透に資する

取組を実施した。 
・開発事業等による地下⽔への影響に関する条例対応（地下⽔保全会議における報告・審議等）を実施

した。 
・野川流域連絡会等、野川流域環境保全協議会、多摩川流域協議会等との広域連携を推進した。 

 

基本⽬標 4︓⾃然環境を⼀体的に保全する 

⽣態系の保全を念頭に置き、⼈も⽣きものもすみやすいまちとなるよう、⾃然環境を⼀体的に保全する 

■主な取組内容■ 
・⽔と緑の連続性に配慮した公園への植栽や公共施設の緑化、崖線・緑・湧⽔の⼀体的な保全や、⼤規

模公園・緑地・⼤学等の緑・住宅地の緑のネットワーク化を推進した。 
・学校花壇や農園、ビオトープ等のみどりの適正な維持管理を実施した。 
・野川調整池の⾃然再⽣事業に関して、⾃然再⽣協議会を通じて関係機関との連携を強化した。 
・湧⽔の⽣き物調査、遊歩道の整備、⾃然とふれあえるイベント活動等を実施した。 

 

基本⽬標 5︓公害を未然に防⽌する 

公害の発⽣状況を⼗分に監視するとともに、未然に防⽌する 

■主な取組内容■ 
・⾃動⾞排ガスを減らすために、コミュニティバスの再編や⾃転⾞駐⾞場の増設等を推進した。 
・法令等に基づき、排⽔の監視やアスベスト・化学物質の届出・報告に関する⼿続きを実施した。 
・シックハウス状況の調査、残留農薬の検査、空間放射線量の測定、給⾷⾷材放射性物質の測定等各種

調査を実施した。また、有害化学物質やそれによる汚染、除草剤の適正使⽤、PRTR 等に関する情報
提供を実施した。 

・ヒートアイランド対策として、市内⼩中学校の運動場芝⽣化、指定開発事業における敷地内緑化の指
導、緑のカーテン（環境楽習館）等を実施した。 

 

基本⽬標 6︓⼩⾦井らしい景観をつくる 

⾃然景観や歴史的景観を保全し、周辺との調和を図り、⼩⾦井らしい景観を創造していく 

■主な取組内容■ 
・⾃然景観との調和のため、指定開発事業における⼩⾦井市環境配慮指針及び環境配慮基準に基づく指

導（宅地内緑化、施設の形態や⾊彩の配慮）を実施した。 
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・環境美化サポーター制度（アダプト・プログラム）の活⽤、活動⽀援を実施した。 
・まちなみの美化のため、パトロールや啓発看板による不法投棄・ポイ捨て等の抑制及び違反屋外広告

物の除去、マナー啓発を実施した。 
・⽟川上⽔、名勝「⼩⾦井（サクラ）」、⾦井原古戦場や旧中村研⼀邸、旧浴恩館、貫井遺跡といった⽂

化遺産を活かし、史跡・⽂化財めぐりやボランティアガイドによるまちあるきツアーを実施した。 
・「⽟川上⽔・⼩⾦井桜整備活⽤計画」（平成 22 年 3 ⽉）、「⽟川上⽔・⼩⾦井桜整備活⽤実施計画」（平

成 24 年 3 ⽉）を策定、都や市⺠団体と協働で樹勢調査、植⽣管理、ヤマザクラの苗⽊補植等を実施
した。 

 

基本⽬標 7︓ごみを出さない暮らしとまちをつくる 
発⽣抑制を最優先とした３Ｒを推進するとともに、ごみを発⽣させない循環型地域社会の仕組みをつくっ
ていく 

■主な取組内容■ 
・ごみの減量への意識啓発を⾏う「くるカメ出張講座」、⾷品ロス削減プロジェクト 2020 運動の普及促

進、フードドライブ事業（家庭で余っている⾷品を回収し、有効利⽤することで⾷品ロスの削減、可
燃ごみ及び不燃ごみ等の減量に寄与する取組）、ごみ・リサイクルカレンダーやごみ分別アプリを⽤い
た 3R ⾏動の促進等、各種普及啓発を実施した。 

・リサイクル推進協⼒店の認定及び周知、ごみ排出状況調査及び分別指導、リユース⾷器や不⽤品交換
コーナー等によるリユースの促進、⽣ごみの回収・堆肥化、剪定枝のチップ化と活⽤等を実施した。 

・適正なごみ処理・資源化の推進と新可燃ごみ処理施設稼働に関する事業を実施した。 
・⽣ごみ減量処理機購⼊補助、給⾷等からの⽣ごみ処理と乾燥物の回収等により堆肥化利⽤を促進した。 

 

基本⽬標 8︓地域から地球環境を保全する 

地球規模の環境の悪化につながる⾏動を⾒直し、地球市⺠として積極的に保全⾏動に参画する 

■主な取組内容■ 
・庁内の温室効果ガスの削減、「⼩⾦井市グリーン購⼊基本⽅針」に基づく多摩産材の利⽤等を実施した。 
・エコドライブ教習会、イベント等における環境⾏動指針チェックシートの配布や市職員の環境⾏動チ

ェックへの活⽤、フロン類の適正な回収に関する情報提供等、環境⾏動に関する普及啓発を実施した。 
・住宅への新エネルギー利⽤設備の導⼊⽀援を実施した。 
・国際交流を進めている地元⼤学（東京学芸⼤学）との連携による環境啓発事業等を実施した。 

 
＜第 2 次計画推進における主な課題＞ 

・環境分野の講師となる⼈材の登録が進んでいないため、⼈材の掘り起こしや育成、情報整備が必要。 
・団体間の連携・協働をコーディネートできていないため、現状を踏まえた体制の再検討が必要。 
・市⺠団体が保有する環境情報の集約、環境情報のデータベース化や活⽤しやすい形での公開・提供が

できていないため、再検討が必要。 
・環境基本計画をはじめとする環境分野の計画や取組、関連⽤語の認知度を上げることが必要。 
・みどりや農地の保全に係る制度や各種補助制度を運⽤しているが、利⽤状況が⼗分とは⾔えないため、

制度の周知及びさらなる活⽤が必要。  
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○市⺠の取組状況（市⺠アンケート調査より） 
令和元年度に実施した市⺠アンケート調査（18 歳以上の市⺠ 3,000 ⼈（外国⼈含む）を対象）（以下、

「市⺠アンケート調査」という）により、環境⾏動の取組状況や環境活動への参加状況等を把握しまし
た。 

 

＜家庭での環境⾏動の取組状況＞ 
・家庭での環境⾏動の取組状況について、17 項⽬中 11 項⽬について「いつもしている」と「ときど

きしている」の合算値が 80％以上でした。このうちごみに関する取組が 6 項⽬を占めており、市
⺠のごみ減量に対する意識の⾼さが伺えます。 

・⼀⽅、実施率が低い取組（しないことが多い＋したことがないが 50％以上）は「⽣ごみは堆肥化し
て有効に利⽤する」（80.2％）、「⾵呂の残り湯を洗濯などに使う」（56.6％）、「洗剤は極⼒⽯けんを
使い、合成洗剤を使う場合でも使⽤量は少なめにする」（51.1％）でした。これらの取組について
は、効果の普及啓発や、実施しやすい環境づくりが必要です。 

・エコドライブは該当する市⺠が少ない取組でした。このような取組については、働きかけの⽅法や
頻度に関する⾒直しも視野に⼊れる必要があります。 

 

図 2-4 ⽇頃⾏っている環境に関する取組 
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＜環境配慮型機器の利⽤・導⼊状況＞ 
・「既に導⼊している」が最も⾼い機器は「⾼効率給湯設備（エコウィル、エコジョーズ、エコキュー

ト等）」（18.3％）で、次いで「⾬⽔浸透施設（⾬⽔浸透ます）」（14.7％）、「電気⾃動⾞やハイブリ
ッド⾞」（11.1％）でした。 

・「今後導⼊したい」が最も⾼い機器は「電気⾃動⾞やハイブリッド⾞」」（21.9％）で、次いで「⽣ご
み減量化処理機器」（20.1％）でした。市⺠の導⼊意向も踏まえ、選択・集中的に導⼊促進を図る
必要があります。 

 

図 2-5 環境配慮型機器の利⽤・導⼊状況 
 

 

＜環境関連活動への参加状況／活動等へ参加しない理由＞ 
・環境関連活動への参加状況については、「現在参加している」の割合が最も⾼い活動は、「ごみ減量

活動（リサイクルショップの利⽤、⾷品ロス削減等）」（19.0％）で、次いで「まちの清掃・美化活
動」（9.1％）でした。 

・「現在参加している」割合が低い活動のうち、「地域の⾃然（⽣き物、樹林等）の保全活動」「まちな
かの緑化活動（植樹・花壇づくり・緑のカーテン等）」「地下⽔・湧⽔・河川の保全活動」は、「参加
したことはないが今後機会があれば参加したい」が 5 割以上であることから、潜在的な活動の需要
はあるものと考えられます。 

・活動等へ参加しない理由としては、「時間的余裕がないから」（46.4％）の割合が最も⾼い結果とな
り、働く世代の共働きの増加などが背景にあると想定されます。時間にゆとりのない⼈々が、⼿軽
に市の取組に関われるような⽅法についても検討が必要だと考えられます。 
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図 2-6 環境関連活動への参加状況 

 

 
※その他︓「活動⾃体を知らない、参加⽅法がわからない」（59 件）、「⾼齢のため」（24 件）、「体調不良や障がいが

あるために外に出られない、活動できない」（19 件） 
図 2-7 環境関連活動に参加しなかった理由、参加したいと思わない理由 
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○事業者・市⺠団体の取組状況（関係団体ヒアリングより）  
令和元年度に実施した関係団体等ヒアリング調査（各産業の業界団体 5 団体、市内事業者 19 事業者

及び市⺠活動団体 15 団体を対象に実施）により、第 2 次計画策定時以降の取組や、今後検討している
取組、今後の課題について把握しました。 
 

＜第 2 次⼩⾦井市環境基本計画策定時（平成 27 年度）以降の主な取組＞ 

事業者 
・グリーン経営認証の取得、照明の LED 化、冷暖房温度の調整、地域清掃活動への参

加等を実施した。 

市⺠団体 

・⾃分たちの住むまちをより良くするために、各団体で⾃然環境・緑地の保全、ごみ減
量、⾷育、環境教育、普及啓発等の取組を実施した。 

・⼩⾦井市提案型協働事業（ハンドブック製作）や「緑と⽔の森林ファンド」助成事業
を実施した。 

 
＜概ね数年~10 年後までに検討している環境保全の取組＞ 

事業者 
・消費電⼒の削減、CO2 排出量の削減、地域の緑地保全等の実施を検討している。 
・⼀部の事業者では、「2030 年までに⾷品ロス 50％削減」等の数値⽬標を掲げてい

る。 

市⺠団体 

・各団体とも⾼齢化や会員数の減少抑制が課題となっている。活動の継続で⼿⼀杯で
あり、新規の取組まで⼿を広げられていない。 

・第 2 次計画策定時のヒアリングの際は、80％以上の市⺠団体において新たな取組が
検討されていたため、会員の⾼齢化問題が幅広い活動の展開を妨げている可能性が
ある。 

 
＜現在、不⾜していること＞ 

事業者 
・⽣産緑地において適正な管理ができる⼈材（知識、経験）の不⾜、環境教育⾯での⼈

材不⾜、設備に対する⾦銭的⽀援、広報不⾜等。 

市⺠団体 
・少⼦⾼齢化による新たな担い⼿不⾜、市⺠団体間のネットワーク及びコーディネー

ト役の不⾜等。 
・庁内各課の横断的な連携不⾜についての指摘もあった。 

 
＜事業者、市⺠団体が考える連携・協働に関する課題＞ 
・各主体がすべきことを進められるような活動促進のための制度づくり等。 
・市へ許可を取った上で活動を実施すると⼿続きが⻑期化し、活動が遅滞する場合があるため、市⺠

団体へ⼀定の信頼を置き、市⺠同⼠で対話・交渉できること。 
・事業者と市とで連携を図ること。 
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○⼩⾦井市環境市⺠会議の取組状況（環境市⺠会議の⾃⼰評価より） 
⼩⾦井市環境市⺠会議（以下、「環境市⺠会議」という）は、「⼩⾦井市環境基本条例」に位置づけら

れた、市⺠、事業者等が積極的に環境の保全等の活動をするための組織です。第 2 次計画の推進体制に
おいて、環境市⺠会議の役割は以下のように⽰されています。 

重点的取組の推進にあたっては、市⺠サイドの推進体制の中核となり、取組を推進していきま
す。なお、本計画全般の推進にあたって市は、環境市⺠会議と連携・協働を図っていくととも
に、その活動を積極的に⽀援していきます。 

 

環境市⺠会議では第 2 次計画の５つの「重点取組テーマ」について、活動状況の⾃⼰評価を⾏いまし
た。評価結果を踏まえ、環境市⺠会議と市との協働体制、役割分担等を⾒直す必要があります。 

主な成果 

・「環境学習ハンドブック」の作成及び市内の⼩中学校や関連団体での活⽤ 
・環境⾏動指針に基づく調査 
・学校ビオトープや学校農園の維持管理、知識・情報の共有、⽀援⼈材育成に係る取組 
・10 年間にわたる地下⽔位測定実施及び成果の公表、湧⽔測定の実施 
・クリーン野川作戦における外来⽣物の駆除や野川ルールの配布 

主な課題 

・中⼼メンバーの⾼齢化や新規加⼊者が少ないことにより、創設時の活⼒が低下して
いる。環境市⺠会議が単独で企画から実施までを中⼼的に担うのは困難である。 

・市との連携・協働に必要な役割分担ができておらず、計画の推進というより独⾃に
⼀部取組を実施するにとどまっている。 
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３．市⺠の満⾜度と将来に残したい環境 

○現状の環境に関する市⺠の認識 
現状の環境について市⺠がどのように感じているのか、市⺠アンケート調査から把握しました。分野

によって満⾜度に差異があるものの、概ね満⾜しているという結果となり、特に市内の⽔、みどり（公
園や広場等）、まちの清潔さに対する市⺠の満⾜度は⾼く、これからも残していきたい環境として挙げ
られています。⼀⽅で、「緑の豊かさ」や「まちの静けさ」は、過去（５~６年前）と⽐べて悪化したと
感じている市⺠が多く、これ以上環境を悪化させないような対策が必要です。 

 
※「満⾜度」及び「環境の変化」の平均スコアを算出し、プロットした。なお、無回答・無効回答及び「環境の変化」

における“わからない”の回答者数は除外している。 
※各選択肢の点数は以下のとおりである。 

「満⾜度」………満⾜︓+2、やや満⾜︓+1、どちらとも⾔えない︓0、やや不満︓-1、不満︓-2 
「環境の変化」…良くなった︓+2、変わらない︓0、悪くなった︓-2 

 
図 2-8 環境の変化と満⾜度に関する市⺠意識 

 

また、令和元年度に実施した市⺠ワークショップ「未来に誇れるこがねいの環境を考えよう」（公募市
⺠ 15 名が参加）では、⼩⾦井市の環境の良いところ・悪いところについて意⾒を出し合いました。い
ただいた意⾒は、以下のような内容でした。 

①情報提供

②農地や⼟との親しみやすさ

③緑の豊かさ

④公共の広場や公園の
利⽤しやすさ

⑤⽔のきれいさ

⑥⽔辺との
親しみやすさ

⑦⽣き物との
親しみやすさ

⑧空気のきれいさ

⑨まちの静けさ

⑩有害化学物質

⑪ まちなみの美しさ

⑫ まちの清潔さ・きれいさ

⑬地球環境に配慮した取組み ⑭気候変動
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良い 
ところ 

・みどりや公園、名勝「⼩⾦井（サクラ）」の存在 ・⽔のおいしさ   
・⾬⽔浸透ますの設置が多い ・ごみ分別意識が⾼い ・市⺠活動が盛ん 
・農地が残り地場野菜がおいしい ・交通の利便性や⼤学の多さ   ・・・など 

悪い 
ところ 

・みどりの減少や名勝「⼩⾦井（サクラ）」の保全・継承が⼗分できていない 
・野川⽔量の低下 ・ごみ処理の⾃⽴や将来展望、ごみ分別の浸透 ・⾃転⾞利⽤環境 
・⼤気汚染やハトのフン害等⽣活環境  ・⾼層マンションの乱⽴や殺⾵景化   
・⽣態系バランスの崩れ ・新住⺠とのつながりの希薄や地域の親睦不⾜ 
・農地の減少  ・防災関係  ・情報発信不⾜          ・・・など 

 
 
○今後重視すべき取組 

市⺠アンケート調査において、最も「今後重視すべき」という回答の割合が⾼かった取組は「ごみの
適正な処理」（45.2％）であり、市⺠のごみ問題における関⼼の⾼さが伺えます。 

次いで、「⼩⾦井らしい景観の保全」（35.2％）、「まちのみどりの保全・創造」（34.9％）、「⼈と⾃然
とのふれあいの確保」（30.0％）が挙げられており、⾃然環境と⼀体となった市⺠の思う「⼩⾦井らし
い景観」を保全していく必要があります。 
 
 
○今後残したい環境 

市⺠アンケート調査において、⼩⾦井市の「みらい」に残したい環境については、「名勝「⼩⾦井（サ
クラ）」など桜のある⾵景」（57.9％）、「⽟川上⽔や野川、仙川などの⽔辺空間」（57.0％）、「きれいな
河川や湧⽔」（43.4％）といった市内の特徴的な資源のある環境や、「散策路や公園などの憩いの空間」
（43.6％）、「静かで落ち着いたまち」（42.4％）といった、静かで安らげる住環境が挙げられました。 

 

図 2-9 将来残したい環境・⼤切にしたい環境 



17 

 
将来残したい環境として多くの⼈がみどりや⾃然環境に関する項⽬を挙げており、現状への満⾜度が

⾼いことから、市⺠が⼤切に思うみどりや⾃然環境をこれからも保全していく必要があります。 
また、令和元年度の市⺠ワークショップにおいて、「将来に残したい/これから⽬指したい⼩⾦井市の

環境」について話し合いました。以下に⽰すとおり、⾃然環境と住環境、コミュニティ（⼈との交流）
に関する内容が多く⾒られました。 

インフラ ・⾃然環境に配慮し災害に強い（停電時に太陽光発電で⾃給、など） 

⼈・コミュニ
ティ・交流 

・介護福祉が⼿厚く、⾼齢者（障がい者）が安⼼して住める 
・活気あるコミュニティ（世代間交流）、⼈との交流やコミュニケーション増 
・⼦育てしやすい  ・教育環境の維持、若い⼈にとって魅⼒あるまち 
・ごみ分別などエコへの意識が⾼い  ・⾏政と市⺠との交流が活発 

⾃然環境 
・みどり豊かで、みどりをめぐれる ・川で⿂がとれ、⽔遊びができる 
・湧⽔や⽔辺が保全されて周辺の⽣態系が保たれている 
・豊かな⾃然との調和、便利な⽣活環境との共存  ・農地が⾝近にある 

その他 

・循環型社会の実践、確⽴がなされている  ・下⽔や排⽔溝の清潔さが保たれる 
・⽣産緑地が整備・維持されている  ・ポイ捨て、ごみ散乱がない 
・経済環境が良い  ・昔ながらの家が残り、空き家がない 
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４．計画策定の⽅針 
⼩⾦井市の現状や市⺠の声を踏まえ、第2次計画から継続する点・⾒直した点は以下のとおりです。 

 
○将来の環境像の踏襲 

・第 2 次計画では、「緑・⽔・⽣きもの・⼈…わたしたちが⼼豊かにくらすまち⼩⾦井」を将来の環
境像として定め、8 つの基本⽬標のもと、環境⾯からのまちづくりの推進を図ってきました。 

・環境基本計画は環境基本条例の基本理念を実現するための計画であることから、本計画でも、将来
の環境像は基本的に第 2 次計画を踏襲しました。 

 
○ネットワーク・協働体制の確⽴を計画の基盤として位置づけ  

・第 2 次計画では、重点的な取組（テーマ）を５つ設定し、環境市⺠会議を中⼼に協働で進めていく
ことが想定されていましたが、取組状況にはばらつきが⾒られます。また、8 つの基本⽬標の施策
の内容と重点的取組の内容には重複が多く、計画の進⾏管理がしにくいという問題がありました。 

・上記を踏まえ、本計画では重点的取組を設定せず、⼀つ⼀つの施策をしっかりと推進していくこと
としました。ただし、特に重要と考える分野・取組であるネットワークづくりや協働体制の確⽴に
ついては、「計画推進の基盤づくり」と位置づけました。 

 
○本計画で扱う項⽬・施策体系の再整理  

・前述の「計画推進の基盤づくり」には、第 2 次計画の⽬標 1「意識･情報･学習･⾏動のネットワーク
をつくる」の内容を含みます。そのため、第 2 次計画では 8 つであった基本⽬標を本計画では 7 つ
としました。 

・基本⽬標については、農業振興や⽂化遺産の保全等のほかの分野で主体的に取り扱われる項⽬は⼗
分検討の上整理し、メリハリのある体系としました。また、近年の国内外の環境課題の動向を踏ま
えたキーワード（低炭素社会、気候変動、⽣物多様性等）を取り⼊れ、施策体系を⾒直しました。 

 
○進⾏管理のための指標の設定 

・第１次計画では、計画の進⾏管理のための「点検指標」が設定されていましたが、第 2 次計画では、
データの継続性等の課題を指摘した上で、点検指標が設定されていませんでした。そのため、本市
では、毎年施策・事業の実施状況を点検・評価し環境報告書で報告していますが、施策を実施した
結果、本市の環境が良い⽅向に向かっているのか否かといった評価は実施できていない状況です。 

・本計画では、施策の実施による効果等の評価も⾒据え、データの取得しやすさ等を考慮した上で、
進⾏管理のための指標を 2 種類（環境指標・取組指標）設定しました。 

 
○協働体制の⾒直し 

・第 2 次計画では環境市⺠会議を協働の中核を担う主体として位置づけていましたが、計画に描いた
とおりに重点的取組を実施することは困難でした。また、環境市⺠会議⾃体も創⽴から 15 年が経
過し、組織のあり⽅の⾒直しを図っています。 

・このことから、計画策定を契機に、環境市⺠会議と市との現在の関係性を踏まえつつ、将来を⾒据
えた協働体制・計画の推進体制について協議を重ねながら再考し、第 4 章に反映しました。 
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市⺠参加による計画づくり 

 
 本計画の策定にあたっては、市⺠参加によるワークショップを以下のとおり 3 回実施しました。 

 実施年度 対象 テーマ 
① 令和元年度 

⼩⾦井市にお住まいの満
18 歳以上の⽅ 

未来に誇れるこがねいの環境を考えよう 

② 令和 2 年度 
未来に誇れるこがねいの環境をつくるために
〜今、できることを考えよう 

③ 令和 2 年度 
市内の⼩学⽣（3 年⽣〜6
年⽣）とその保護者 

こがねいの未来を守るのは君だ︕︕〜こがね
い環境リーダーになろう〜 

 ※③は、「みどりの基本計画」策定のためのワークショップと同時実施 
 
 各回、様々な意⾒をいただきました。いただいた意⾒は、本計画に反映しました。 
 貴重なご意⾒をありがとうございました。 
  

 
 
  

ワークショップ①の結果 

良いところ・悪いところ 

将来に残したい/これから⽬指
したい⼩⾦井市の環境 

第 2 章「3. 市⺠の満⾜度と将来に残した
い環境」で紹介しました。現状・課題認識
や、各基本⽬標で⽰した「⽬指す姿」を設
定するにあたっての参考とさせていただ
きました。 

ワークショップ②の結果 

今取り組んでいること、これ
から取り組みたいこと 

⾏動・活動を広げるために 

⾏動の内容は、第 3 章「４.基本⽬標ごと
の施策及び取組」の市⺠の取組の参考とさ
せていただきました。⾏動・活動を広げる
アイディアは、第 3 章「3.計画推進の基盤
づくり」の施策に⼀部反映、「市⺠ができる
取組アイディア」として紹介しました。 

ワークショップ③の結果 

環境のためにできることを考
えてみよう︕ 

みんなで環境⾏動チェックリ
ストを作ろう︕ 

⾏動の内容は、第 3 章「４.基本⽬標ごとの
施策及び取組」の市⺠や事業者の取組の参
考とさせていただきました。 
また、基本⽬標 1、基本⽬標 6、基本⽬標
7 において、「⼩学⽣が考えた取組」として
紹介しました。 

写真 2-1 市⺠ワークショップの様⼦ 
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第３章 環境像とその実現に向けた取組 
１．将来の環境像 

本計画を推進することにより実現を⽬指す「⼩⾦井の将来の環境の姿」は以下のとおりです。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

緑・⽔・⽣きもの 

⼈ 
⼈は、緑・⽔・⽣きものから⾷料や⽊材等の共有、気温や湿
度の調節、公園や崖線などで⾃然にふれることによる⽂化的
な恵みを享受していることを⾃覚し、それらを保全・再⽣・
創造していくという考え⽅を⽰しています。 

緑 ・ 水 ・ 生 き も の ・ 人 ・・・ 

  

⼩⾦井の環境を構成する基本要素で、⼼豊かに暮ら
す基盤であり、⽣物多様性や⾃然循環を重視して環
境保全の考え⽅の⽅向性を表しています。 
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この姿を皆が共有し、⼀丸となって環境づくりに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

わたしたちが 

⼼豊かに 
くらすまち 

環境を保全・再⽣・創造していく⽅策として、環境教育・
学習を通じて市・市⺠・事業者・教育機関（⼤学等）・市
⺠団体等の各主体が絆を深めて、連携・協働することによ
って実⾏していくという気持ちを⽰しています。 

環境からの恵みを受け、環境を育むことによって、物質の
豊かさにとどまらず、⼼の豊かさを⼤切にし、⾃然とふれ
あえるとともに、省エネルギーや再⽣可能エネルギーの活
⽤を通じて、低炭素で循環型のライフスタイルを⽬指し、
豊かにしたいという願いが実現できるまちにしていこうと
いう決意を⽰しています。 

わたしたちが心豊かにくらすまち小金井 
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２．計画の体系 
「⼩⾦井の将来の環境像」を実現するために、すべての分野に関係し、計画推進の基盤となる重

要な取組として「環境教育・環境学習」、「環境活動」、「情報発信・共有」を位置づけました。 
また、多くの市⺠が残したい環境として挙げた「みどり」や「⽔辺」、「桜のある⾵景（景観）」を

はじめとする市内の環境や、ごみ減量を含む循環型社会等実現すべき社会のあり⽅について、7 つ
の分野ごとに基本⽬標を掲げました。各基本⽬標を達成するために推進する施策の⽅向（基本施策）
を以下のとおり設定し、個別施策を展開していきます。 

 

基本⽬標等 基本施策 

計画推進の基盤づくり 

基盤 1 環境教育・環境学習 

基盤 2 環境活動 

基盤 3 情報発信・共有 

 

基本⽬標 
1 

みどりを守り、つくり、育てる 

1.1 みどりの保全 

1.2 みどりの創出 

1.3 みどりをはぐくむ市⺠活動の促進 

基本⽬標 
2 

地下⽔・湧⽔・河川の⽔循環を 
回復する 

2.1 地下⽔・湧⽔の保全 

2.2 河川環境の保全 

2.3 ⽔資源の有効利⽤ 

基本⽬標 
3 

都市の⽣物多様性を守り親しむ 
3.1 ⽣物多様性の保全 

3.2 ⾃然とのふれあいの推進 

基本⽬標
4 

安全・安⼼で健康に暮らせる 
⽣活環境を守る 

4.1 ⼤気汚染や騒⾳などの公害発⽣源対策 

4.2 環境のモニタリングやコミュニケーション 

基本⽬標
5 

美しく住み⼼地のよいまちを守る 
5.1 景観の保全・活⽤ 

5.2 美しいまちなみの維持 

基本⽬標 
6 

3R 推進で循環型のまちをつくる 
6.1 発⽣抑制を最優先とした３R の推進 

6.2 安全・安⼼・安定的な適正処理の推進 

基本⽬標
7 

エネルギーを賢く使い、低炭素な 
まちをつくる 

7.1 家庭・事業所における低炭化の推進 

7.2 移動における低炭素化の推進 

7.3 気候変動適応策の推進 

地下水・湧水・河川 

生物多様性 

みどり 

生活環境 

循環型社会 

景観 

低炭素・気候変動・適応 
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３．計画推進の基盤づくり  
本計画では、「みどり」「地下⽔・湧⽔・河川」「⽣物多様性」「⽣活環境」「景観」「循環型社会」

「低炭素・気候変動・適応」の 7 つの分野に応じて基本⽬標を定めています。国分寺崖線や公園な
どのみどり、湧⽔や野川などの⽔辺、桜のある⾵景など市⺠が誇れるような環境を将来に残してい
くためには、これらの基本⽬標を実現していく必要があります。また、これまで全国でもトップレ
ベルの成果を残してきたごみ減量等の地道な取組を引き続き継続し、循環型社会や低炭素なまち
を形成していきます。そのためには、市が施策を展開していくのはもちろんですが、地域で誇れる
ような環境を残したい、良くしていきたいという、市⺠・事業者等の思いと⾏動が不可⽋です。そ
の思いと⾏動をつなげ、より⼤きな⼒とすることによって、本市の基本⽬標の実現、その先にある
将来の環境像の実現に近づくことができます。 

本項⽬では、環境施策を協働で進めるために、各基本⽬標の基盤となる「環境教育・環境学習」、
「環境活動」、「情報発信・共有」について取組⽅針を⽰し、各基本⽬標の中で具体的に反映・展開
していきます。 

なお、本項⽬では、市の施策や環境保全団体の活動紹介等を⾏っているため、興味・関⼼のある
分野の取組の発⾒や参加のきっかけづくりに活⽤してください。 

 

 

図 3-1 基盤となる取組の各基本⽬標への反映・展開イメージ 

 

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（SDGs）」と協働 
2015 年９⽉に国連総会において、SDGs を中核とする「持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」が採択されました。2030 年までに持続可能でよりよい世界
を⽬指す国際⽬標であり、17 のゴール・169 のターゲットから構成されています。 

SDGs は、ゴールとターゲットがすべての国、すべての⼈々、及びすべての部分で満たされるよ
う、誰⼀⼈取り残さない、ということを原則としています。 
 本市においても SDGs の考え⽅を取り⼊れ、「⽬標 17 持続可能な開発のための実施⼿段を強化
し、グローバル・パートナーシップを活性化する」に関連する本項⽬において、効果的な公的、官
⺠、市⺠社会のパートナーシップを奨励・推進していきます。 
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基盤 1 環境教育・環境学習 
【取組指標】  

指標 現状 ⽬標 
環境に関する体験・啓発イベント 3 回（令和元年度） 

※公⺠館主催の⾃然観察会 2 回、 
クリーン野川作戦 1 回 

現状以上 

環境に関する講座実施回数 27 回（令和元年度） 
※出張講座 24 回、公⺠館講座 1

回、環境楽習館講座 2 回 

現状以上 

環境関連施設⾒学会 10 回（令和元年度） 
※ごみ処理場⾒学会 9 回（9 校）、

エコプロ⾒学会 1 回 

現状以上 

 

1.1 学習の場・機会の創出  

市内には都⽴公園や崖線等のみどり、⽟川上⽔をはじめとする⽔辺など、環境学習のフィールドが
豊富に存在しています。これらを有効活⽤し、クリーン野川作戦等の環境学習プログラムやイベント、
環境学習講座等の学習機会を提供していきます。 

環境保全活動への参加により、本市の環境への関⼼や理解を促し、⼦ども向けの環境教育を充実
していくことで親世代への参加につなげるなど、学⽣・⼦育て世代・働く世代など幅広い年代の
⼈々の環境学習活動への参加できる機会を創出するとともに、⼤学等の機関や市⺠団体とも連携し
ながら内容の充実を図ります。 

また、本市では、市内の⼩中学校において ICT
情報通信技術）環境整備を進めており、ICT 端末
の⼀⼈⼀台活⽤の実現を進めています。また、昨
今は、新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌を契機に
事業活動におけるテレワークやリモート会議が普
及するとともに、⽣活の中でもリモートでコミュ
ニケーションを図ることが⾝近な⾏動となってい
ます。このような ICT を活⽤し、イベント・講演
会のライブ中継を⾏うなど、参加形態の多様化に
より多くの⽅が参加できる機会の創出を検討して
いきます。 

 

1.2 担い⼿の創出 
環境保全活動への参加を促すとともに、⼩学校や事業所等への出張講座や体験学習を通して多世

代の市⺠に気軽に活動に参加してもらい、環境について知ってもらうことで未来の本市の環境保全
を担う⼈材の育成につなげていきます。また、既存制度を活⽤し、活動参加の動機づけとなる仕組
みも検討していきます。 
 市⺠の環境学習活動・環境保全活動を推進するため、「こがねい市⺠活動団体リスト」の環境分野
の団体登録や新規メンバーの登録を促します。 

  

（写真を掲載予定） 

写真 3-1  ICT を活⽤した授業の様⼦ 
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【関連する施策】 

 
 

体験型のプログラム 
・本市の代表的な環境学習プログラムの⼀つとして、環境市

⺠会議や市⺠団体と連携した⽥んぼ体験があり、武蔵野公
園のとんぼたんぼや東京学芸⼤学圃場等を活⽤した体験学
習を実施しています。 

・河川の清掃と⾃然観察を兼ねた環境保全活動であるクリー
ン野川作戦は市⺠の認知度も⾼く（P28 アンケート結果参
照）、例年 220 ⼈程度の参加者数を保っています。 

・家族イベントの⼀環として毎年参加する市⺠もいることか
ら、今後も環境保全に関する啓発の⼀端を担う取組である
といえます。 

環境学習講座 
・本市では「まなびあい出前講座」や「くるカメ出張講座」を

実施しています。市役所が実施する「まなびあい出前講座」
のうち、環境に関する内容は 5 講座あります。「くるカメ出
張講座」はごみ減量の意識啓発の講座となっています。 

・公⺠館では、成⼈⼤学、成⼈学校、⼦ども体験教室等の各種
講座を開催しており、環境分野では農業体験や⾃然観察等
の講座が実施されています。講座の受講⽣の有志で設⽴さ
れた市⺠団体が、市とみどりのパートナーシップ協定を結
んで活動している例もあります。 

 

写真 3-2 クリーン野川作戦 

写真 3-3 くるカメ出張講座の様⼦ 
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\\\\\  

 

 

環境関連施設 
・令和２年 4 ⽉１⽇より⽇野市内に⽇野市・国分寺市・⼩⾦井市の３市で共同処理を⾏うために設

⽴した浅川清流環境組合の可燃ごみ処理施設が本格稼働しました。希望者への施設⾒学会も実
施しています。 

・環境配慮住宅型研修施設「⼩⾦井市環境楽習館」は、環境負荷を低減した⽣活に関することを市
⺠、事業者及び市が協⼒して普及啓発していくことを⽬的とした施設です。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
市⺠ができる取組アイディア~市⺠ワークショップ結果より~ 

＜市⺠が既に取り組んでいること＞ 
●野川などの⾃然で遊ぶ      ●⽣ごみコンポストを利⽤する 
●農地を活⽤するイベントに参画する 
●⼦どもたちが野外で遊べる場づくりに参画する など 

＜これから取り組めると良いこと＞ 
●野外での調理イベントを開催する ●地元の野菜を活⽤したイベントを開催する 
●ゴミ拾いのイベントをゲーム化する●⽟川上⽔など、地元の環境や資源をもっと知る 
●陶磁器など⾝近な品物は多くの資源からできているということを知る 

 ●多世代で交流し、円滑なコミュニケーションに繋げられるイベント（焼き芋など）を開催する 
  ●⼦どもは親への環境意識啓発の役割、学⽣・若者は⼦ども向けイベントでのサポーターの役割、 

シニア（リタイア層）は市全体の環境普及啓発の役割となって活動する など 
 

  

写真 3-5 環境楽習館 写真 3-4 可燃ごみ処理施設 
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基盤 2 環境活動 
【取組指標】 

指標 現状 ⽬標 
こがねい市⺠活動団体リスト「環境」分野登録団体数 14 団体（令和 2 年度） 現状以上 

 

2.1 市⺠協働体制の強化 
環境保全等に係る事業については、市と⼩⾦井市環境基本条例で規定された環境市⺠会議が、環

境保全等の団体、教育機関、市⺠、事業者等とのネットワークをつくりながら連携し、協働で推進
していきます。市は、環境市⺠会議の活動を⽀援し、協働の体制強化へつなげます。 

環境学習や保全活動、調査やイベントの実施にあたっては、⼤学や事業者、ボランティア等との
既存のつながりを活かしつつ、市⺠団体とも新たな連携・協働関係を構築します。 

また、環境美化サポーター制度、ごみゼロ化推進員制度等各種制度の運⽤、みどりのパートナー
シップ協定の締結等により、引き続き市⺠の活躍を⽀援し、協働で活動を進めます。 

市⺠協働について 
・本市には、市と協働で環境保全活動に取り組む組織として、環境基本条例に規定された環境市⺠会議が存

在します。時代の変遷とともに様々な分野の部会も設置され、現在では地下⽔測定部会、緑調査部会、ま
ちづくり部会、環境学習部会、⽣活環境部会、エネルギー部会、はけの環境部会の7 つの部会で構成され
ており、毎年活動計画と環境保全に関する啓発事業報告書をまとめています。 

・本市では、市⺠の積極的な活動を促すため、環境美化サポーター制度（市内の公園・道路等の清掃活
動）、みどりのパートナーシップ協定（花壇維持管理・緑化推進等）、ごみゼロ化推進員制度の運⽤や、
⼦供会による遊び場等の清掃及び除草協⼒を実施しています。各活動に対して清掃⽤具の貸し出し、
保険加⼊、協⼒⾦等を⾏い、地域コミュニティを基盤とした環境活動をサポートしています。 

 

2.2 場・⼈材・情報のネットワーク化 
市が主催し協働で毎年実施している環境フォーラムのように、市・市⺠団体・事業者等の各主体が

協⼒・連携しながら、様々なテーマでつながりをもち、活動成果を発表・共有できる交流の場を創出
します。また、協働事業で培ったつながりを活かしながら、ボランティア同⼠や各主体がゆるやか
につながる仕組みを検討・構築していきます。 

河川環境や廃棄物に係る事業など、広域連携が必須となる取組も存在することから、市内にとど
まらず、関係⾃治体や市⺠団体等とも連携を強化し、有益な情報の共有を図ります。 

【関連する施策】 
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市⺠活動 
・本市では毎年「こがねい市⺠活動団体リスト」を作成・更新しており、環境分野では 14 団体（令

和 2 年 7 ⽉ 1 ⽇更新版、環境市⺠会議含む）が掲載され、市内各地で活動を⾏っています。た
だし、⼀部の活動団体はメン
バーの⾼齢化や固定化等の課
題を抱えています。今後は⼦
どもや若者をはじめ、新たな
メンバーを迎えることで団体
の活性化を図り、活発かつ継
続的に活動を⾏っていくこと
が期待されます。 

 

⼤学や関係機関との連携 
・本市は市内及び周辺の６⼤学等（東京学芸⼤学、東京農⼯⼤学、法政⼤学、亜細亜⼤学、武蔵野

⼤学、総合学院テクノスカレッジ）、⼤⼿コンビニエンスストアやスーパーマーケットと協定を
結び、地域活性化等での連携も図っています。 

・広域連携としては、東京都環境局及び多摩 26 市の環境政策担当者で構成する「東京都市環境・
公害事務連絡協議会（年 6 回開催）」、野川流域連絡会等への参加を通じて流域⾃治体や環境活
動団体と連携を図り、情報共有を⾏っています。 

市⺠団体や⼤学等との交流の場づくり 
・環境フォーラム（平成 17 年度から毎年開催）では、体験学習、環境団体の活動紹介、環境賞授

与式を実施しており、市内の環境活動団体や⼤学等との交流の場としても活⽤されています。 
・平成 30 年度にはマイクロプラスチックに関する講演会を開催したり、令和元年度には環境×防

災をテーマとする等、毎年異なるテーマが掲げられており、環境問題におけるトレンドを知った
り、参加者間の情報交換の場として有益なイベントです。 

 
市⺠ができる取組アイディア~市⺠ワークショップ結果より~ 
＜市⺠が既に取り組んでいること＞ 
●農園ボランティアに参加する       ●地元の野菜を買う など 
＜これから取り組めると良いこと＞ 
●⽟川上⽔の桜とみどりが共存できるような活動をする 
●市内事業者と連携して、地場野菜の配送システムをつくる 
●分別するとインセンティブが付与されるようなしくみをつくる など 

表 3-1 「こがねい環境市⺠団体リスト」の「環境」分野に登
録されている団体名とその活動分野・キーワード 

分野・キーワード 団体名 
環境全般 環境市⺠会議 

みどり、景観 みどり剪定サークル 
みどり、河川・地下⽔ 野川⾃然の会 
みどり、⽣物多様性 
地下⽔・湧⽔・河川 

野川ほたる村／⼩⾦井⾃然観察会／ 
みんなでつくる野川ビオトープの会 

みどり、循環型社会 「元気野菜作りを楽しもう」の会／ 
⽣ごみを⼟に還す会 

循環型社会 ⼟曜・⽣ごみリサイクル連絡会／ 
NPO 法⼈ 環境再⽣機構 

循環型社会、景観 ⼩⾦井を美しくする会 
⽣活環境 ⼩⾦井地域猫の会／⼩⾦井市放射能

測定機器運営連絡協議会 
環境教育 NPO 法⼈こがねい環境ネットワーク 写真 3-6 市⺠活動の様⼦ 
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基盤 3 情報発信・共有 
【取組指標】 

指標 現状 ⽬標 
市報（⽉２回、計 24 回）等を⽤いた環境
に関する情報提供の強化 

ごみ特集号 4 回/年 左記に加え、他分野も含めた特集号
の実施 1 回/年 

 

3.1 効果的な情報発信 
市報こがねい、市ホームページをはじめ、各課 Twitter、ごみ分別アプリなど市独⾃の媒体に加え、

他分野の団体等と連携し、各団体が保有する既存の媒体での情報発信を⾏うことで、市⺠が必要な情報
へのアクセス性を向上させます。 

3.2 環境情報の共有 
本市では毎年、環境報告書やこがねいデータブックで実施事業の達成状況および関連データ、詳

細データについて提供してきましたが、やや専⾨的な内容となってしまっていたため、これからは
環境情報を市⺠にもわかりやすく、より伝わりやすいものとなるよう⼯夫していきます。 

蓄積してきた環境情報によって環境保全に係る取組が環境にどのような影響を及ぼしたか等を把
握し、本計画における環境指標の評価を⾏う際に有効活⽤します。 

 
 

【関連する施策】 
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情報発信 
・本市では毎⽉２回「市報こがねい」を発⾏し、全⼾配布を⾏って

います。「市報こがねい」は、スマートフォン等でも読めるように
⾏政情報広報アプリ「マチイロ」を通じても配信しています。 

・多摩地域内の各地で発⾏されている情報誌やパンフレットなどの情報
を電⼦書籍を無料で閲覧することができる、地域特化型電⼦書籍ポー
タルサイト「TAMA ebooks（たまイーブックス）」にも「市報こがね
い」を掲載しています。 

・平成 27 年６⽉からは「⼩⾦井市ごみ分別アプリ」の配信、令和元
年 7 ⽉から⼩⾦井市環境政策課の Twitter を開設・運⽤するなど、
情報発信媒体を増やしています。 

・10 代〜40 代では利⽤しやすい媒体として Twitter や Facebook
等の SNS が上位に⼊っていることから、紙⾯だけではなく、インターネット上で⼿軽に確認で
きる媒体を活⽤した情報発信を⾏っていきます。 

情報の共有  
・本市では毎年、環境施策の実施状況や各

種データを「環境報告書」としてとりま
とめ、公表しています。また、⼩⾦井市
基本構想・基本計画策定にあわせて公表
される「こがねいデータブック」では、
⼈⼝等の基礎指標、環境と都市基盤、地
域と経済、⽂化と教育、福祉と健康、計
画の推進について各項⽬に分けて掲載
しています。 

・令和元年度実施の市⺠アンケート調査
においては、市が実施する環境に関する
取組や施設等についての認知度は低く、
取組・施設を知っていても参加・利⽤し
たことがある⼈はいずれの項⽬におい
ても１割以下でした。 

・環境活動の取組に参加しない理由を⾒
てみると、「時間的余裕がない」という
のが最も⼤きい理由として挙げられていますが、⾃由記述の中では活動⾃体を知らない、参加⽅法が
わからない、という意⾒も⾒られます。 

・環境について少しでも多くの市⺠に知ってもらうため、これからも各種媒体を通じて、情報提
供を⾏っていきます。 

市⺠ができる取組アイディア~市⺠ワークショップ結果より~ 
●⼦どもから⼤⼈へ、シニア層から他の世代へ働きかける 
●学⽣・若者に対しては、SNS や動画投稿サイト等で情報を拡散させる 
●シニア層に対しては、市報に環境情報を掲載する 
●市⺠が⼀度は訪れる市庁舎から情報を発信する 
●市内飲⾷店で地場野菜を使⽤していることを PR する 

図３-2 ごみ分別アプリ 

図 3-3 本市が令和元年度時点で実施していた取組・施設
の認知度（市⺠アンケート調査結果より） 
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４．基本⽬標ごとの施策及び取組 

○この項⽬の⾒⽅ 
ここでは、将来の環境像を実現させるために、各分野（基本⽬標）ごとに 10 年後に⽬指す姿や⽬標

と、それに対する現状・課題、今後 10 年で展開する市の施策及び市⺠・事業者の取組を⽰します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
④施策の内容と各主体の取組 
 
 
 
 
 
 

②施策の展開 
・⽬指す姿の達成、環境⽬標の達成に向けて今後

10 年で実施する施策の体系 

①基本⽬標ごとに⽬指すところ 

③現状・課題 
・環境の状態や各主体の取組や意識に関する現状

と取り組むべき課題 

基本⽬標 

施策、各主体の取組により
実現させたい環境(⽬指す姿) 

基本⽬標に関係する SDGs
のゴールと、関連して実施

する取組の内容 

環境の状態をあらわす指標
とその現状、10 年後の⽬標 

この分野に関連する市の計画 

⽬標達成のために市が進める施策の内容 

⽬標達成のために市⺠が進める取組 

⽬標達成のために事業者が進める取組 

施策の進捗を測る取組指標 

 

 

環境⾏動指針の参照ページ 
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⼩⾦井らしい景観の形成、地下⽔涵養、⽣き物の⽣息環境、気候変動適応、防災、健康・福

祉など多様かつ重要な機能をもつみどりの量と質が確保され、みどりを⾝近に感じられるまち
を⽬指します。 

また、皆がみどりを⼤切に、誇りに思い、その重要性を認識しており、市⺠、事業者、市⺠
団体、市がともにみどりを保全・創出するための制度や活動が充実していることを⽬指します。 

＜関連する SDGs＞  
関連するゴール 

 

⽬標 11︓包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
・国分寺崖線や野川沿い等⼩⾦井を特徴づけるみどりや農地を保全するとともに、公園や街路樹、

住宅地のみどりを創出し、災害に強く、魅⼒的でずっと住み続けたいまちをつくる 

 

⽬標 15︓陸域⽣態系の保護、回復、持続可能な利⽤の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対
処、ならびに⼟地の劣化の阻⽌・回復及び⽣物多様性の損失を阻⽌する 
・⽣き物の⽣息環境でもあるみどりを保全・創出し、将来にわたって維持・活⽤する 

 
関連する計画▶▶▶⼩⾦井市みどりの基本計画 

 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞ 
環境指標 現状 ⽬標 

緑被率 30.2%（令和元年度） 28% 
緑の豊かさ（樹林地、街路樹、
公園等）に関する満⾜度 

71.8%（令和元年度）※ 80% 

※令和元年度実施の市⺠アンケート調査において「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した割合です。 

＜施策の展開＞ 
 

  

みどりを守り、つくり、育てる 基本目標 1 

基本⽬標 基本施策 施 策 

1．みどりを守り、 
つくり、育てる 

1.1 みどりの保全 

1.2 みどりの創出 

1.3 みどりをはぐくむ
市⺠活動の促進 

1.1.1 まちなかのみどりの保全 

1.1.2 農地の保全・活⽤ 

1.2.1 公園・緑地の創出・活⽤ 

1.2.2 みどりのまちなみの創出 

1.3.1 みどりを知り、親しむ機会の創出 

1.3.2 協働による活動の推進 
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現状・課題  

◆みどりの特徴 
・本市のみどりは、国分寺崖線や野川、⽟川上⽔など慣れ

親しんだ⼩⾦井らしい景観を形成し、癒しを与えてく
れます。みどりがあることで地下⽔が涵養され、湧⽔を
保全することができます。また、これらのみどりは動植
物の⽣息・⽣育地や移動経路としても重要です。時には
⾃然とのふれあいの場や遊び場、皆の活動の場にもな
ります。他にも、温室効果ガスの吸収やヒートアイラン
ド現象の緩和など気候変動適応の観点や、⽕災時の延
焼防⽌・災害時の避難所など防災の観点からも重要で
す。 

・このような多⾯的機能・役割をもつみどりは、都市をよ
り豊かに、快適にするための基盤（グリーンインフラ）
であり、市⺠の⽣活と密接に関わっています。 

・市内には、国分寺崖線（はけ）や野川などのみどり、公園や学校、社寺林、屋敷林、農地など、様々
な種類のみどりがあります。緑被地の内訳としては、樹⽊・樹林地（⽵林を含む）が最も多く（市
域の約 18%）、草地と農地がほぼ同じ⾯積（約 6%）を占めています（図 3-4）。 

・これらのみどりを期待される機能に応じて保全・管理しつつ、新たなみどりを創出することで、そ
の多⾯的機能を将来にわたって維持・向上させることが必要です。 

※「みどり」は、樹⽊、樹林、⽣け垣、草花、草地、農地などが単独もしくは⼀体となって構成されている空間、また
は、それらの要素そのものを指し、⽔辺、⽔⾯もこれに含みます。⼀般の公園、保全緑地等の公的な緑地に加え、住
宅地の庭、⼯場や事業所の緑地、屋上緑化、壁⾯緑化なども含みます。（「⼩⾦井市みどりの基本計画」における定義） 
「緑被地」は、樹⽊・樹林地、草地、農地などで被われた⼟地のことで、図 3-4 のグラフは①樹⽊・樹林地（⽵林
含む）、②農地（樹⽊畑）、③農地（その他）、④草地（管理）、⑤草地（雑草地）に分類して調査した結果を集約し
ています。 

 

  

図 3-4 緑被地・裸地等の割合 
（令和元年度） 

写真 3-7 本市の特徴的なみどり（左上から︓⽟川上⽔、農地、公園、崖線） 
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◆みどりの現況 
・本市のみどりは減少傾向にあり（図 3-5）、みど

りの全体量を⽰す緑被率は平成 21 年度からの
10 年間で 33.7%から 30.2%に変化しました。
減少量は 40.53ha で、これは⼩⾦井公園の⾯
積（約 80ha）の半分に相当します。 

・崖線や屋敷林、社寺林などのみどりは、都市緑
地法に基づく特別緑地保全地区や、「東京にお
ける⾃然の保護と回復に関する条例」に基づく
国分寺崖線緑地保全地域、「⼩⾦井市緑地保全
及び緑化推進条例」に基づく環境保全緑地（環
境緑地、公共緑地）、保存樹⽊、保存⽣け垣など
の制度により保全が図られています。今後⼤幅
な増加は⾒込めませんが、引き続き制度を活⽤
した保全及び維持管理を⾏っていくことが必要です。 

・公有地である公園・緑地⾯積は増加しています。平成 30 年度の市域に占める割合は 7.0％であり、
周辺市町村の中で最も⾼くなっています。 

・⺠有地については、⼈⼝増に伴う宅地開発による農地や樹林地の減少が進んでいます。農地のう
ち「⽣産緑地」については令和 4 年（2022 年）にその⼤半が指定期間 30 年の期限を迎え、買取
りの申出や農地以外への転⽤などが懸念されていることや、⼟地価格の上昇に伴い相続税の負担
が⼤きくなっていることから今後も農地が減少する恐れがあります。本市においては、指定解除
となる⽣産緑地のうち約 8 割が「特定⽣産緑地」の指定を受け、引き続き農地として維持される
⾒込みです。また、「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」の施⾏により、⽣産緑地の⺠間企業
等への貸し出しがしやすくなったことから、多様な主体の参画による農地の活⽤が期待されま
す。 

・まちなかのみどりを増やすため、⽣け垣造成奨励⾦制度を運⽤していますが、平成 25 年度以降は
１〜３件で推移しています。また、⼀定の規模を超える指定開発事業に対する緑化指導などを⾏
っていますが、みどりの減少を抑制するのに⼗分とは⾔えない状況です。 

図 3-5 緑被地の増減箇所図(2009⇒2019) 

凡例 
■減少箇所 
■増加箇所 
■変化なし 

みどりを保全する主な制度と保全が図られているみどり（令和元年度実績） 
制度を 

定めた法令 制度名称 内容 箇所数 ⾯積等 

都市緑地法 特別緑地保
全地区 

都市における良好な⾃然的環境となる緑地において、建
築⾏為などにより現状凍結的に保全する制度。本市では
滄浪泉園が指定されている。 

1 1.29ha 

東京都にお
ける⾃然の
保護と回復
に関する条
例 

国分寺崖線
緑地保全地
域 

国分寺崖線には湧⽔が多く、市街地の中の親⽔空間とし
て、また野⿃や⼩動物の⽣活空間として貴重な⾃然地と
なっているため、それと⼀体となった樹林地等を保全す
るため、指定を受けた保全地域を相続等の発⽣により地
形の改変等が予測される⼟地を優先的に東京都が取得し
ている。 

3 1.31ha 

⼩⾦井市緑
地保全及び
緑化推進条
例 

環境保全緑
地 

環境緑地 市⺠の健康で快適な⽣活環境を確保する
ために指定される緑地で、指定により相続
税や固定資産税の減免が受けられる。 

9 4.78ha 

公共緑地 4 0.37ha 

保存樹⽊ ⺠有地の⼀定規模の貴重な樹⽊・⽣け垣・緑地等を指定
するもの。維持管理のための奨励⾦を交付している。 

- 842 本 
保存⽣け垣 - 3833.3m 
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◆各主体の取組や意識 
・令和元年度実施の市⺠アンケートにおいて、「緑の豊かさ（樹林地、街路樹、公園等）」に関する満

⾜度（「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答）は 71.8%で、すべての項⽬で最も満⾜度が⾼くなってい
ました。「公共の広場や公園の利⽤しやすさ」は 58.8%で、全項⽬中 3 番⽬に⾼いという結果でし
た。みどりに関する満⾜度は、他の環境分野と⽐較して⾼いと⾔えます。 

・「まちなかの緑化活動（植樹・花壇づくり・緑のカーテン等）」への参加状況は、「参加している」⼜
は「かつて参加していた」という回答は 12.5％でしたが、「今後機会があれば参加したい」という
回答が 55.4%であり、緑化活動への参加意欲がある⽅を活動に取り込んでいくことが必要です。 

・現在は、環境市⺠会議による緑地・公園調査、市⺠団体による緑地の管理、公園の整備における市

⺠や専⾨家との連携や、市⺠参加による管理（環境美化サポーター、花壇ボランティア、公園美化

サポーター、剪定ボランティア）、農地における援農ボランティアなどの活動が進んでいますが、ボ

ランティアの⾼齢化や参加者の固定化などの問題もあり、様々な主体の参画や⼈材の確保が必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-8 保全が図られているみどり(左上から︓社寺林、保存樹⽊、滄浪泉園、三楽の森) 
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施策の内容と各主体の取組 

1.1 みどりの保全                                

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

環境保全緑地制度によ
る指定⾯積 

環境緑地︓4.78ha（令和元年度） 
 

現状維持 

保存樹⽊の指定状況 保存樹⽊︓842 本（令和元年度） 現状より増加 
市⺠農園・体験型市⺠
農園箇所数及び⾯積 

（⺠営を含む） 

<市⺠農園＞4 農園、3,070.37m2 
＜体験型市⺠農園＞2 農園、4,489.46 m2（令和元年度） 

現状より増加 

 

①市の施策 

1.1.1 まちなかのみどりの保全 
 “拠点”となるみどりや、“拠点”をつなぐ “軸”となるみどりを保全するために、引き続き、市条例

に基づく環境保全緑地などの指定及び保全・管理を⾏います。環境保全緑地制度や保存⽣け垣制度に
ついては、より指定を受けやすくするように要件の⾒直しを⾏うとともに、みどりの実態に関する普
及啓発により、保全意識の向上や制度の周知を図ります。 

また、開発にあたって既存樹⽊の保護を促進するため、環境配慮基準の⾒直しを⾏います。 
 

  

拠点・軸となるみどり 
みどりの拠点 みどりの軸 

まちなかに点在する⼀定規模のみどりで、ヒートアイラ
ンド現象の緩和や⼤気浄化等の環境保全の機能を発揮
するとともに、⼈が集うレクリエーションやコミュニテ
ィ形成の場と、⽣物の⽣育・⽣息環境、災害時の避難場
所等としての役割を担う。「⼩⾦井みどりの基本計画」
では、規模や特性により以下に区分している。 
●広域交流拠点 
・規模が⼤きくみどりの多さを印象付け、市内外から

広域的に⼈が集まる都⽴公園・霊園や⼤学等を位置
づける。 

●⾝近な交流拠点 
・地域の⼈にとって⾝近なみどりである、都市公園等

や学校等の公共施設を位置づける。 

崖線や河川、街路樹等の連続するみどりであり、み
どりの拠点と拠点をつなぎ、緑陰の形成や景観形
成等による⼈の移動を促したり、⽣物の移動経路、
⽕災の延焼防⽌等の役割を担う。「⼩⾦井みどりの
基本計画」では、規模や特性により以下に区分して
いる。 
●歴史と⾃然軸 
・本市の歴史や⽂化にも関わりが深く、広域的な連

続性があるみどり。河川や崖線、主要な道路等が
複数重なり、重要性が⾼い場所をまとめて位置
づける。 

●⾝近な交通軸 
・東⻄⽅向に延びる歴史と⾃然軸に平⾏、直⾏して

市内をつなぐみどり。⼈通りが多く市⺠や来訪者
が⽬にしやすい移動経路となる主要な道路、鉄道
路線を位置づける。 
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1.1.2 農地の保全・活⽤                        
農地の宅地化を抑制し、今後も農地として保全するために、改正⽣産緑地法の各種制度を活かして

⽣産緑地の維持に努めるほか、「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」が施⾏されたことに伴い、意
欲ある農業者や新規就農者、⺠間企業等が⽣産緑地を借りやすくなったことから、営農困難な⽣産緑
地についても積極的に貸借を推進し、農地の活⽤を図ります。また、農業の担い⼿不⾜による農地の
減少を抑制するために、引き続き援農ボランティア等による営農⽀援を⾏います。 

市内植⽊農家からの緑化資材の調達、環境保全型農業の推進、地元野菜の給⾷への活⽤、収穫体験
や農業イベントなどの機会を通して、地元農産物の利⽤促進や、農地を活⽤した魅⼒ある交流・地域
づくりを推進します。また、他⾃治体との交流により、農地の保全や活⽤について、引き続き調査・
研究を⾏います。 

 
②市⺠の取組 

●環境保全緑地制度や保存樹⽊・保存⽣け垣制度の指定を受け、みどりの保全に協⼒します。 
●援農ボランティア等に参加し、農業の担い⼿不⾜解消に協⼒します。 
●地元の農産物を積極的に購⼊し、農地の保全に貢献します。 
●市⺠農園や体験農園を活⽤して、みどりに触れる機会を増やします。 
 

③事業者の取組 
●環境保全緑地制度や保存樹⽊・保存⽣け垣制度の指定を受け、みどりの保全に協⼒します。 
●宅地開発等の事業の際には、既存樹⽊をできる限り保全する等の配慮をします。 
●市内での体験農園の運営への参加などを検討します。 
●特定⽣産緑地制度の指定を受けたり、営農⽀援に関する各種制度を活⽤し、農地の保全を検討します。 
 

  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

図 3-6 みどりのまちづくり⽅針図（案） 
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1.2 みどりの創出 

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

公園・緑地⾯積 85.73ha（平成 30 年度） 現状より増加 
 

①市の施策 

1.2.1 公園・緑地の創出・活⽤                       
みどりの“拠点”の創出のため、引き続き公園等の整備を進めます。整備にあたっては、「⼩⾦井市公

園等整備基本⽅針」に基づき、既存のみどりとの連続性を考慮した⼀体的な整備、配置の⾒直しや機
能の充実などを図り、公園等の質の向上に努めます。 

学校や公⺠館など公共施設におけるみどりの保全・管理及び緑化も引き続き実施します。 
また、“拠点”をつなぐ“軸”となるみどりを整備し、みどりのネットワーク化を図るために、引き続

き道路の街路樹の整備等を⾏います。 
 

1.2.2 みどりのまちなみの創出  
みどりあふれるまちなみを創るために、住宅、事業所などの⺠有地において庭⽊やプランター、花

壇なども活⽤して、できる限りの緑化を進められるように⽀援をしていきます。緑化の⽅法などつい
て、「緑化の⼿引き」等を作成して情報提供を⾏います。また、⽣け垣造成奨励⾦制度の適⽤対象を拡
⼤してより使いやすい制度とし、接道部の景観を⾼めるような緑化を促します。 

開発時には、環境配慮基準の適⽤⾯積の引き下げにより、緑化基準を適⽤する対象を拡⼤し、開発
を契機とした緑化を促進します。 

 
 
 

②市⺠の取組 
●環境美化サポーター等に登録し、各種活動を通じて、公園等の魅⼒向上に取り組みます。 
●「緑化の⼿引き」等を参考に⾃宅の庭やベランダでの緑化や壁⾯・屋上等の緑化に取り組みます。 
●庭先やプランター等への草花による緑化に取り組み、みどりと花があふれるまちなみをつくります。 
 
 

③事業者の取組 
●「緑化の⼿引き」等を参考に事業所の駐⾞場やベランダでの緑化や壁⾯・屋上部等の緑化に取り組

みます。 
●開発⾏為等を⾏う場合には、環境配慮基準等に基づき、敷地の⼀部の緑化を⾏います。 

  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 
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1.3 みどりをはぐくむ市⺠活動の促進 

＜取組指標＞ 
取組指標 現状 ⽬標 

都市公園整備における市⺠参加実施の割合 梶野公園、貫井けやき公園で実施 100% 
 

①市の施策 

1.3.1 みどりを知り、親しむ機会の創出                       
本市のみどりへの関⼼を⾼めるために、みどりの実態調査結果やみどりの基本計画の紹介、ガーデ

ニングや優れた緑化事例の紹介など、様々な⼿段・内容で情報発信の充実を図ります。 
また、⼩中学⽣や⼦育て世代などを対象とした環境学習の充実をはじめ、イベント・講座などにお

ける学習機会の提供、地元⼤学や市⺠団体等との連携による⼈材育成などにより、みどりへの理解を
深め、みどりに親しむきっかけづくりを⾏います。 

 
1.3.2 協働による活動の推進                           

市⺠参加によるみどりの保全・活⽤を充実させるために、清掃⽤具の提供や補助⾦の交付など、既
存ボランティアの活動⽀援を継続します。活動の活発化のためボランティア同⼠の情報交換の場を設
けて交流を図るとともに、活動の間⼝を広げるために、気軽に参加しやすい新しいボランティア制度
の創設などを⾏います。 

また、地域を挙げてみどりを維持・創出していくために、市⺠参加による公園づくり、学校や公的
施設のみどりの地域による管理、剪定等のボランティアの紹介を進めます。 

みどりに関する募⾦など新たな資⾦確保につながる仕組みづくりを検討し、既存の活動に参加する
ことが難しい市⺠でも、みどりの保全や創出に関わることができるようにします。 

 
 

②市⺠の取組 
●市、事業者及び他の市⺠が発信するみどりに関する情報を収集します。 
●みどりに関するイベントや講座に参加し、ボランティア活動のきっかけづくりやみどりに係わる仲

間づくりの場として活⽤します。 
●みどりに関するボランティア活動に参加します。 
●みどりに関する募⾦等に参加して、みどりの保全・創出を⽀援します。 
 

③事業者の取組 
●市、他の事業者及び市⺠が発信するみどりに関する情報を収集します。 
●みどりに関するボランティア活動に地域の⼀員として参加します。 
●みどりに関する募⾦等に参加して、みどりの保全・創出を⽀援します。 

 

 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩学⽣の取組アイディア 〜⼩学⽣ワークショップ結果より〜 
●街路樹を増やす        ●みどり、⽊に毎⽇⽔をやる 
●植物（草、⽊）を⼤事にする  ●庭園を造る 
●植物をたくさん植える     ●花を育てる（最後まで） 
●植物からとった種をまた植える ●植物に関⼼をもつ 
●畑で野菜を買う        ●公園をきれいにする 
●みどりを守るために学校などで動いて⽊を植えたりする 
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武蔵野台地の地下⽔、国分寺崖線の湧⽔、野川や⽟川上⽔の⽔辺等による⽔循環のメカニズ

ムが広く理解され、かつて「どぶ川」と呼ばれた野川の⽔質改善・⽔涸れ対策など、⽔環境・
⽔利⽤に関して取り組んできた歴史や成果を皆で共有しながら、地下⽔・湧⽔等の⽔循環を回
復する取組を継続し、将来にわたって豊富な⽔資源が利活⽤されていることを⽬指します。 

＜関連する SDGs＞  
関連するゴール 

 

⽬標 3︓あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な⽣活を確保し、福祉を促進する 
・⼩⾦井の豊かな地下⽔、湧⽔、野川や⽟川上⽔の⽔質を維持し、市⺠等の健康に影響が出な

いように監視する 

 

⽬標 6︓すべての⼈々の⽔と衛⽣の利⽤可能性と持続可能な管理を確保する 
・地下⽔、湧⽔、河川の⽔質を維持し、衛⽣的に利⽤できるよう監視する 
・武蔵野台地や国分寺崖線といった特徴的な地形を地下⽔や湧⽔、河川が巡ることによって成

り⽴っている⽔循環を回復し、将来にわたって維持するために、地下⽔の涵養を進める 
・⽔資源を⼤切に使うため、⾬⽔利⽤を進める 
・⽔と衛⽣に関わる分野において市⺠参加を促進し、⼩⾦井の豊かな⽔環境をみんなで守る 

 
関連する計画▶▶▶地下⽔及び湧⽔の保全 ･ 利⽤に係る計画 

 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞ 
環境指標 現状 ⽬標 

市内の地下⽔位 過去 10 年間でほぼ⼀定 現状から低下しない※1 
湧⽔の⽔量 測定地点数︓5 地点 

全地点の合計︓870L/分（令和元年度） 
現状から減少しない※1 

野川の⽔質 ①DO︓8.6〜9.1mg/L（令和元年度）※2 
②BOD︓0.5mg/L（令和元年度）※2 

左記項⽬についてすべての地点・
回で河川⽔質環境基準（A 類型相
当）を達成※3 

①7.5mg/L 以上、②2mg/L 以下 
湧⽔の⽔質 ①硝酸性窒素︓5.27〜7.72mg/L 

②トリクロロエチレン︓定量下限値未満 
③テトラクロロエチレン︓定量下限値未満 
④1-1-1-トリクロロエタン︓定量下限値未満 
（令和元年度） 

左記項⽬についてすべての地点・
回で地下⽔環境基準※4 を達成 
①10mg/L、②0.01mg/L 以下、
③0.01mg/L 以下、④1mg/L 以下 

※1 地下⽔位や湧⽔量は⾬量に影響されることから、単年度の測定値ではなく、毎年同時期の⻑期的な傾向で評価することを想定しています。  
※2 当該年度のすべての測定値（地点及び回数）の最⼩〜最⼤の幅です。 
※3 本地点に適⽤される⽔質環境基準は D 類型ですが、現状値は、D 類型基準値よりも良好である A 類型相当であることから、A 類型相当を

⽬標に設定しました。 
※4 湧⽔に対する環境基準はないため地下⽔環境基準を適⽤します。

地下水・湧水・河川の水循環を回復する 基本目標２ 
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＜施策の展開＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  

基本⽬標 基本施策 施 策 

2．地下⽔・湧⽔・
河川の⽔循環を
回復する 

2.1 地下⽔・湧⽔の保全 

2.2 河川環境の保全 

2.1.1 地下⽔・湧⽔等のモニタリング 

2.1.2 住宅地等における⾬⽔浸透の促進 

2.1.3 開発事業等における地下⽔への
影響の未然防⽌ 

2.2.1 ⽔質汚濁の発⽣防⽌ 

2.2.2 ⽔辺に親しめる機会の充実 

2.3.2 災害時における⽔資源の活⽤ 

2.3 ⽔資源の有効利⽤ 

2.1.4 崖線をはじめ湧⽔源となる 
みどりの保全 

2.3.1 ⽇常⽣活における⾬⽔利⽤や 
節⽔の推進 

2.2.3 流域単位での他⾃治体等との連携 

写真 3-9 ⽔辺の⾵景（左から︓野川、美術の森緑地の湧⽔） 
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現状・課題  

◆地下⽔・湧⽔・河川との関わり  
・「⼩⾦井」の地名は、⼀説によると「⻩⾦に値する豊富な⽔が出る」に由来するとも⾔われ、本市で

は昔から地下⽔が⽣活や産業に利⽤されてきました。市の南部を東⻄に⾛る国分寺崖線（はけ）の
周辺では、武蔵野台地に降った⾬が崖下で湧⽔として湧出し、野川などとともに⾝近な⽔辺となっ
ています。 

・このような良好な⽔環境をもつ本市は、「⼩⾦井市の地下⽔及び湧⽔を保全する条例」に基づき、全
国的にも知られる⾬⽔浸透ますの普及をはじめ、地下⽔・湧⽔など⽔循環の健全化に取り組んでき
ました。 

 
◆地下⽔・湧⽔・河川環境の現状  

・市内の地下⽔位や湧⽔量は、ここ数年で⼤き
な増減は⾒られず、安定して推移しています
（図 3-8、図 3-9）。湧⽔の⽔質も、⽔質指標
や⽣物（底⽣⽣物、付着藻類）の確認結果か
ら、概ね良好な状態に保たれていると考えら
れます。 

・代表的な河川である野川は、渇⽔時には⽔涸
れが⾒られるものの、有機汚濁指標である
BOD（⽣物化学的酸素要求量）が 2mg/L 程
度であるなど、⽔質は良好な状態です。野川
には直接排⽔が流⼊することはありません
が、本市の下⽔道は多くが合流式であるた
め、⼤⾬時には下⽔道管から⽔が溢れ、下⽔
道の排出⼝から汚⽔が⾬⽔とともに河川な
どの⽔環境中へ排出されてしまう恐れがあ
ります。 

・今後、気候変動による渇⽔や豪⾬の影響が⼤
きくなる懸念もあり、引き続き、市内の⽔環
境をモニタリングしていくことが重要です。
また、⾃然災害が発⽣した際に⽔利⽤に困ら
ないよう、予め備えておく必要があります。 

・各種モニタリング調査の結果は、地下⽔保全会議や環境報告書で審議・公表されています。本市の
地下⽔・湧⽔保全の取組やその効果について、多くの市⺠にさらに PR していくためにも、⼀般向

 
図 3-8 地下⽔位の推移 
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※ 地下⽔位は、A.P.（Arakawa Peil）での値。
※ 全測定地点のうちデータ取得期間が⻑いものを代表的に⽰している。

 
図 3-9 湧⽔調査結果 
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※ 毎回の測定値（概ね年2回）の平均値。
※ 測定地点のうち⻑期的にデータが取得できているものを⽰している。

 
写真 3-10 ⻩⾦の⽔（宝永四年六地蔵） 図 3-7 国分寺崖線（はけ）の地形 
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けの分かりやすい解説への加⼯などに⼒を⼊れていくことが重要と考えられます。 
 

◆地下⽔・湧⽔の保全の取組 
・⾬⽔が浸透しやすい⾃然被覆地の減少が続い

ています。例えば、平成 24 年から平成 29 年
の 5 年間で、宅地が 11ha 増加する⼀⽅で農
地が 7ha 減少し、農地から宅地への転⽤が進
んでいます。 

・湧⽔の湧出過程において、崖線をはじめとす
るみどりが重要な役割を果たしています。こ
れらのみどりは、国・都・市の法や条例に基づ
く制度の適⽤や、公園や社寺林等の形で保全・
担保されており、この状況を継続していくこ
とが重要です。 

・また、市域の 6 割を占める住宅地等における
地下⽔涵養を促進するため、新築や増改築時
の⾬⽔浸透ますの設置や、道路における⾬⽔浸透ます等の整備を進めています。地下⽔・湧⽔の保
全のみならず、河川⽔質の維持や⽔害軽減のためにも、住宅地や道路における⾬⽔浸透などの取組
を⼀層進めていくことが重要です。 

 

 
◆各主体の取組や意識 

・令和元年度実施の市⺠アンケートでは、「⽔
のきれいさ（河川や湧⽔の⽔質、におい等）」
に関する満⾜度（「満⾜」⼜は「やや満⾜」
と回答）は 52.9％、「⽔辺との親しみやすさ
（河川や湧⽔を⾝近に感じるか）」について
は 47.9%でした。 

・同市⺠アンケートでは、節⽔に関する取組で
ある「こまめに⽔道の蛇⼝をしめる」を「い
つもしている」と回答した市⺠が 82.9%、
「ときどきしている」と合わせると 95.6%
であり、⽔を⼤切にするという意識は浸透し
ていると考えられます。また、1 ⼈ 1 ⽇あたり⽔利⽤量をみると、最近の 5 年間は 280〜293L の
範囲内であり、全国平均値（297〜299L）よりも少ない量となっています。今後も⽔を⼤切に使う
という意識を持ち続けることが重要です。 

・清掃を通じて野川流域の環境保全に関⼼をもってもらう環境イベントとして「クリーン野川作戦」
を⾏っており、毎年多くの市⺠が参加しています。このほかにも、様々な⽔環境をテーマにしたイ
ベントや学習機会を設けていくことが重要です。 

 
  

 
図 3-10 ⽔利⽤量の推移 

305 292 289 297 298 280 293 290 292 285 

0

100

200

300

400

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

Ｌ/(⼈･⽇)

*年間⽔利⽤量を給⽔⼈⼝で割った値である。

*全国平均値の出典は「地⽅公営企業年鑑」における1⼈当たり有収⽔量の値である。

【参考】全国平均値︓297〜299（H26〜30年度）

写真 3-11 国分寺崖線のみどり 
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施策の内容と各主体の取組 

2.1 地下⽔・湧⽔の保全 

＜取組指標＞ 
指標 現状 ⽬標 

地下⽔・湧⽔等の調査回数 地下⽔位調査︓年 12 回 
地下⽔質調査︓年 4 回 
湧⽔⽔質調査（湧出量、⽔質、
⽔⽣⽣物）︓年 2 回 
野川⽔質調査︓年 2 回 
（令和元年度） 

頻度や地点について現状維
持もしくは拡充 

⾬⽔浸透ますの設置数（単年度） 2,044 基（令和元年度） 毎年 2,000 基以上※1 
透⽔性舗装の新規導⼊量 透⽔性アスファルト 31m2 

透⽔性インターロッキングブ
ロック計 1,884m2 
（令和元年度） 

（設定しない）※2 

※1 過去 10 年間（平成 22〜令和元年度）の実績（2,014〜2,560 基）を踏まえ設定しました。 
※2 単年度の実績予測が困難であるため⽬標値は設定しませんが毎年度の把握は継続します。 

  

①市の施策 

2.1.1 地下⽔・湧⽔等のモニタリング  
市内の地下⽔・湧⽔・河川などを対象に、⽔質、地下⽔位、流量、⽔⽣⽣物などの調査を⾏い、市

内の⽔環境をトータルに把握することを継続します。調査結果は、毎年の環境報告書で公表するほか、
市報、ホームページ、SNS などを使って、積極的に情報発信します。 

また、地下⽔・湧⽔に対する市⺠の関⼼を⾼め、学習する機会を提供するため、市⺠参加型での地
下⽔・湧⽔等を測る体験イベントなどを検討・実施します。検討・実施にあたっては、市、環境市⺠
会議、⼤学等の教育・研究機関、市⺠団体、CSR 活動を進める事業者の連携・協⼒体制を構築します。 

  
2.1.2 住宅地等における⾬⽔浸透の促進 

崖線上の台地に広がる住宅地からの⾬
⽔を浸透させ地下⽔涵養を促進するため
に、引き続き、新築や増改築における⾬⽔
浸透ます（図 3-11）等⾬⽔浸透施設の設
置・普及促進を⾏います。排⽔設備指定⼯
事店との連携などによる効果的周知や、設
置助成を⾏います。道路や公共建築物にお
いても、⾬⽔の地下浸透対策を進めていき
ます。 

また、⾬⽔浸透対策は、地下⽔涵養とい
う環境⾯だけでなく、都市⽔害の軽減とい
う防災⾯からも重要であることなど、その
多⾯的な効果について、市⺠・事業者に分かりやすく発信し、理解と⾏動を促します。 

図 3-11 ⾬⽔浸透ますの概念図と設置例  
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2.1.3 開発事業等における地下⽔への影響の未然防⽌ 
地下⽔への影響が懸念される開発事業等については、事業者に「⼩⾦井市の地下⽔及び湧⽔を保全

する条例」を周知し調査等を求めるとともに、専⾨家から構成される「地下⽔保全会議」による審議
を踏まえながら、事業による影響の把握や実施した対策のフィードバックを⾏います。 

  
2.1.4 崖線をはじめ湧⽔源となるみどりの保全 

湧⽔の湧出過程で重要な役割を果たしている崖線のみどりをはじめ、緑地・農地など⾃然的な⼟地
利⽤について、東京都が指定する緑地保全地域、市が指定する環境保全緑地などの制度の適⽤によっ
て引き続き保全を図っていきます。 

 
  

②市⺠の取組  
●地下⽔・湧⽔について関⼼をもち、学校の⾃由研究などの機会に環境データを⾃ら調べたり、環境

イベントなどへ参加したりすることで、地下⽔・湧⽔の特徴や⼤切さを学びます。 
●住宅等の新築や増改築にあたっては、⾬⽔浸透の重要性を理解し、⾬⽔浸透施設を設置するよう努

めます。また、設置した後も、その機能が低下しないよう、ごみや落ち葉を除去するなど、メンテ
ナンスを⾏います。 

●崖線のみどりをはじめ、⾃然被覆地からの浸透が湧⽔を保全する上で重要な役割を果たしているこ
とを理解し、⾃然地を改変する場合は、その機能を失わないように配慮します。 

  
③事業者の取組  

●事業所等の新築や増改築にあたっては、努⼒義務として⾬⽔浸透施設を設置するよう努めます。特
に、地下深くに構造物を造る場合は、「地下⽔及び湧⽔を保全する条例」に基づく調査を⾏うととも
に、地下⽔への影響低減のための対策を講じます。 

●崖線のみどりをはじめ、⾃然被覆地からの浸透が湧⽔を保全する上で重要な役割を果たしているこ
とを理解し、⾃然地を改変する場合は、その機能を失わないように配慮します。 

●井⼾等の⽔環境調査を⾃社で⾏っている場合は、⾏政や市⺠へ調査結果などを提供・公開します。
また、市⺠参加型での⽔環境調査イベントを資⾦・企画・⼈材・活動場所などの⾯からできる限り
⽀援します。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  
  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

全国に誇る、協働による⾬⽔浸透の取組 
本市は⾬⽔浸透の取組が進んでいることで全国的にそ

の名が知られています。 
本市の⾬⽔浸透事業は、市⺠・事業者（排⽔設備指定

⼯事店）・⾏政による市⺠協働の成功例として、公益社団
法⼈⽇本河川協会の「第 3 回⽇本⽔⼤賞」、公益社団法
⼈⼟⽊学会の「環境賞」などの賞を受賞してきました。 

昨今では、地下⽔涵養の観点のみならず、洪⽔被害の
軽減効果の観点からも⾬⽔浸透施設の重要性がますます
⾼まっています。今後も市⺠、事業者、市が協⼒して設
置率を⾼めていくことが必要です。 

写真 3-12 第 3 回⽇本⽔⼤賞 表彰状 
（市役所第 2 庁舎⼊⼝に掲⽰） 
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2.2 河川環境の保全 

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

クリーン野川作戦等河川環境の保
全に係る普及啓発イベント・講座の
実施回数 

クリーン野川作戦等イベント 
︓1 回（令和元年度） 

公⺠館講座︓1 回（令和元年度） 

現状以上 

   
①市の施策 

2.2.1 ⽔質汚濁の発⽣防⽌  
事業者等に対して、⽔質汚濁防⽌に関する法令等（⽔質汚濁防⽌法、下⽔道法、本市条例等）に基

づく規制や指導を⾏います。 
⼤⾬時に、下⽔が増えて河川へ越流し⽔質悪化に⾄るのを防ぐため、⾬⽔の貯留や地下浸透により

洪⽔のピークを低減する効果のある⾬⽔浸透施設（→施策 2.1.2 参照）及び⾬⽔貯留施設（→施策
2.3.1 参照）の整備・普及を進めます。  

2.2.2 ⽔辺に親しめる機会の充実  
「クリーン野川作戦」といった河川の保全活

動や、⾃然体験の機会を増やすことで、⽔辺に親
しむことのできる機会を充実させます。⽔辺の
環境学習等のテーマで活動している教育機関や
団体等と連携することで、効果的な情報発信や
企画運営を図ります。  

2.2.3 流域単位での他⾃治体等との連携  
⽔の移動は市域で完結しているわけではな

く、上下流の近隣⾃治体における取組との連携
が効果的かつ不可⽋です。野川流域連絡会をは
じめ、各種協議体を通じて、⽔循環に係る課題や
データ等の共有、流域全体での⼀⻫調査等の広
域的取組など、流域間連携を引き続き進めていきます。  

②市⺠の取組  
●野川や⽟川上⽔などについて関⼼をもち、学校の⾃由研究などの機会に環境データを⾃ら調べたり、

環境イベントなどへ参加したりすることで、その特徴や⼤切さを学びます。 
  

③事業者の取組  
●⽔質汚濁防⽌に関する法令等を遵守するとともに、事業所や作業場において⽔質汚濁や地下⽔汚染

等を発⽣させる可能性がある場合は、発⽣防⽌のための適切な対策を⾏います。 

 
写真 3-13 クリーン野川作戦  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 
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2.3 ⽔資源の有効利⽤ 

＜取組指標＞ 
指標 現状 ⽬標 

⾬⽔貯留施設（⾬⽔タンク）設置基
数（単年度） 

2 件（令和元年度） 年間 10 件以上※1 

市⺠ 1 ⼈あたり配⽔量 285 L/(⼈・⽇)（平成 30
年度） 

現状より増えない 

震災対策⽤井⼾数※3 38 か所（令和元年度） 現状維持もしくは増加 
※1 過去 10 年間（平成 22〜令和元年度）の実績（2〜23 件）を踏まえ設定しました。 
※3 「⼩⾦井市震災対策⽤井⼾に関する要綱」に基づき指定される、応急給⽔に供する井⼾です。現状値は「⼩⾦井市地域防災計画」より。 

  
①市の施策 

2.3.1 ⽇常⽣活における⾬⽔利⽤や節⽔の推進 
⾬⽔貯留施設（⾬⽔タンク）の設置を推進するとともに、各

主体や様々な団体と連携し、⾬⽔を利⽤するライフスタイルの
発信を⾏います。また、本市の⽔資源・⽔利⽤に関する情報提
供や節⽔⾏動を啓発し、⾏動を広めます。 

⾬⽔利⽤をテーマに活動する団体（例︓⾬⽔ネットワーク会
議）や研究機関と連携し、⾬⽔利⽤に関する技術や政策で本市
にも適⽤可能性があるものは、紹介や導⼊を積極的に進めま
す。 

  
2.3.2 災害時における⽔資源の活⽤ 

「⼩⾦井市地域防災計画」とも連携しつつ、震災や渇⽔時の
⽔源の拠点となる震災対策⽤井⼾の指定や周知、防⽕⽤⽔とし
ても機能する⾬⽔貯留施設（⾬⽔タンク）等、⾮常時に備えて
⽔資源の活⽤体制を整えます。また、設備の適切な維持管理、
利⽤⽅法等の周知や訓練等を⾏います。 

 
 
  

②市⺠の取組  
●⾬⽔貯留施設（⾬⽔タンク）を設置し、庭⽊散⽔、洗⾞等の利⽤に努めます。 
●井⼾をもつ家庭では、そのメンテナンスや利⽤（散⽔等）に努めます。また、⾮常時の飲⽤等にも

使えるよう、近所への⽇ごろからの周知なども⾏います。 
  

③事業者の取組  
●⾬⽔貯留施設（⾬⽔タンク）を設置し、散⽔や中⽔等への利⽤に努めます。 
●建物の設計・施⼯に係る事業者（ハウスメーカー、⼯務店等）は、⾬⽔利⽤に関する商品開発や施

主への提案を積極的に⾏います。 

写真 3-14 ⾬⽔タンクの例 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 
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みどりや⽔で形成される多様な⾃然環境と、そこに⽣息・⽣育する⽣き物からなる⽣物多様

性が確保され、⽣態系からの様々な恵みを享受しつつ、⾃然と共⽣したまちとなっていること
を⽬指します。 

市⺠や事業者、市⺠団体、市が協働して⽣物多様性を保全するための取組が進められ、⼤⼈
から⼦どもまで多くの市⺠が⾃然と親しめる機会が増えていることを⽬指します。 

＜関連する SDGs＞  
関連するゴール 

 

⽬標 15︓陸域⽣態系の保護、回復、持続可能な利⽤の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への
対処、ならびに⼟地の劣化の阻⽌・回復及び⽣物多様性の損失を阻⽌する 
・国分寺崖線や野川などの⾃然環境、公園、農地、⽟川上⽔などのみどりや⽔辺と、そこに⽣息・

⽣育する動植物からなる⽣態系、貴重な動植物、それらがもたらす⾃然の恵みを保全・回復し、
持続的に利⽤する 

・⽣物多様性の⼤切さ・価値を理解し、地域で守る 
・⼩⾦井において⻑い時間をかけて成⽴してきた本来の⽣態系を守るため、外来種による攪乱等を

防⽌する 

 
 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞  
環境指標 現状 ⽬標 

⽣物多様性の認知度 － 75% 
⽣き物との親しみやすさに関する満⾜度 44.8%（令和元年度）※ 55% 

※令和元年度実施の市⺠アンケート調査において「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した割合です。 

 

＜施策の展開＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市の生物多様性を守り親しむ 基本目標３ 

基本⽬標 基本施策 施 策 

3．都市の⽣物多様
性を守り親しむ 

3.1 ⽣物多様性の保全 3.1.1 ⽣物多様性に関する実態の把握 

3.1.2 ⽣き物の⽣息・⽣育環境の保全・
創出 

3.1.3 外来種対策の推進 

3.2 ⾃然とのふれあい
の推進 

3.2.1 ⾃然について知る機会の創出 

3.2.2 ⾃然と親しめる機会の創出 
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現状・課題 

◆⽣物多様性とは 
・地球上には約 3,000 万種の⽣き物が⽣息して

おり、これらはお互いに繋がりあって存在して
います。⽣物多様性とは、これらすべての⽣き
物の間に違いがあることです※。 

・⽣物多様性には、「⽣態系の多様性」（様々なタ
イプの⾃然があること）、「種の多様性」（様々
な種の⽣き物がいること）、「遺伝⼦の多様性」
（同じ種の中で異なる遺伝⼦をもつことで、多
様な個性が存在すること）の 3 つのレベルが
あります※。約 40 億年にわたる⻑い時間をか
けて⽣き物が様々な環境に適応し、進化してき
た結果⽣まれたものであり、⾮常に価値のある
かけがえのないものです。 

・また、⽣物多様性は、私たちの暮らしを⽀える
様々な恵み（⽣態系サービス）をもたらしてく
れています（右図）。 

・今、⽣物多様性には危機が迫っていると⾔われ
ています（右図）。⽣き物の⽣息地の減少や、
外来種による⽣態系の攪乱などは、本市の⽣物
多様性にも影響を与え得る問題です。将来にわ
たって⾃然の恵みを享受し続けるためには、そ
の重要性や迫っている危機を理解し、⽣物多様
性の保全に取り組んでいくことが重要です。 
※ 1992 年に採択、1993 年に発効した「⽣物多様性

条約」において、『「⽣物の多様性」とは、すべての⽣物（陸上⽣態系、海洋その他の⽔界⽣態系、これらが複合
した⽣態系その他⽣息⼜は⽣育の場のいかんを問わない。）の間の変異性をいうものとし、種内の多様性、種間
の多様性及び⽣態系の多様性を含む』と定義づけられています。 

 
◆本市における⽣物多様性の現状  

・本市の⽣物多様性は、野川や崖線（はけ）、湧⽔などの⾃
然環境が存在し、これらを基盤とする⽣態系が成⽴してい
ることが特徴と⾔えます。また、農地や公園緑地などでは
都市の⽣物多様性が存在していると考えられます。 

・本市の代表的な環境である野川には、多様な動植物が⽣
息・⽣育しています。例えば、⼩⾦井新橋周辺〜やまべ橋
までの間でも草本から⽊本まで 90 種を超える植物が確認
されています。⼀⽅で、アレチウリやオオブタクサなど「外
来⽣物法」の特定外来⽣物や、「⽣態系被害防⽌外来種リ
スト」の掲載種（アメリカザリガニ、ウシガエル等）も確
認されています。ペット由来の外来種であるミシシッピア
カミミガメ（ミドリガメ）も確認されています。 

・また、野川流域連絡会が実施している⽣き物調査では、平成 30 年 1 ⽉（冬季）は 15 種、同年 8
⽉（夏季）は 14 種の⽔⽣⽣物が確認されており※、東京都レッドデータブック掲載種のメダカ（絶

⽣態系サービスの例〜⼈間が享受する⾃然の恵み 

基盤サービス 
酸素の供給、気温・湿度の調整、
⽔や栄養塩の循環、豊かな⼟壌
等 

供給サービス ⾷べ物、⽊材、医薬品、品種改良、
⽣物模倣（⽣き物の形や機能） 

⽂化的サービス 地域豊かな⽂化、⾃然と共⽣し
てきた知恵と伝統 

調整サービス 安全な⽔の確保、⼟壌流出防⽌
等 

 
⽣物多様性に迫る４つの危機 
●第 1 の危機 開発や乱獲による種の減少・絶滅、

⽣息・⽣育地の減少 
開発や乱獲などにより、⽣き物の⽣息・⽣育環
境が失われたり、⽣物種が減少しています。 

●第 2 の危機 ⾥地⾥⼭などの⼿⼊れ不⾜による
⾃然の質の低下 
⾥地⾥⼭など、⼈間との関わりにより維持され
てきた環境の⼿⼊れ不⾜により、その環境に特
有の⽣き物が減少しています。 

●第３の危機 外来種などの持ち込みによる⽣態
系の攪乱 
外来種や化学物質が外部から持ち込まれること
により、在来種によって成り⽴っている地域の
⽣態系が攪乱されています。 

●第４の危機 地球環境の変化による危機 
地球温暖化に伴う地球環境の変化により、⽣き
物の⽣息・⽣育環境が失われています。 

注）⽣物多様性センターHP 内「⽇本の⽣物多様性の
危機」「⽣物多様性に迫る危機」をもとに⼀部改変 

写真 3-15 湧⽔⽣態系調査の様⼦ 
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滅危惧Ⅰ類）やスジエビ（留意種）も含まれていました。その他、野川流域連絡会が発⾏している
「野川マップ」や「⽣き物ガイドブック」には、野川に⽣息・⽣育する多様な動植物が紹介されて
おり、野川は⽣物多様性の観点から重要な環境であることがわかります。 

 ※出典︓「第 8 期野川流域連絡会活動記録」（平成 31 年 1 ⽉、野川流域連絡会） 

・市内 4 か所（貫井神社、滄浪泉園、
美術の森緑地、中町四丁⽬公共緑
地）では、毎年 2 回湧⽔⽣態系調
査（⽔質、底⽣⽣物、付着藻類等）
を実施しています。平成 30 年度の
調査では、4 か所で合計 49 種の底
⽣⽣物や合計 32 種の付着藻類が
確認されました。付着藻類につい
ては、環境省レッドリスト 2020 で
準絶滅危惧に指定されているタン
スイベニマダラが確認されていま
す。外来種は確認されず、在来種に
よる⽣態系が維持されていました。 

・野川第⼀調整池・第⼆調整池では、
平成 18 年度から⾃然再⽣法に基づ
く⾃然再⽣事業が実施されており、
⽥んぼや湿地、ため池などが整備さ
れました。これら湿性の環境は多様
な⽣物の⽣息に適した環境であり、
第⼀次実施計画による⾃然再⽣整備の前後では新たに出現した種が多く確認されています（表 3-
2）。⽣物多様性の回復がなされた好例です。 

・上記のような⽔辺以外にも、崖線のみどり、まちなかのみどりなど多様な環境がありますが、市で
実施している調査が少ないこと、市⺠団体主催の調査や観察会は実施されているものの、その情報
が集約されていないことから、市域の⽣物多様性の全体像が把握しにくい状況です。 

・まちなかでは、街路樹への在来種の導⼊などが進められており、開発時の緑化指導においては東京
都の「植栽時における在来種選定ガイドライン」に基づく在来種の導⼊を促進しています。このよ
うな取組を、市内各所で展開していくことが必要です。 

 

図 3-12 野川⾃然再⽣事業対象地区 
出典︓東京都建設局 HP「野川の⾃然再⽣」 

表 3-2 ⾃然再⽣整備前後における確認種数の変化 

 
出典︓「野川第⼀・第⼆調節池地区 ⾃然再⽣事業実施計画書第⼆次 

実施計画書」（平成 25 年 1 ⽉、東京都北多摩建設事務所） 

平成14年度か
らの増減

植物 212 344 ＋132 168 36
⿂類 9 12 ＋3 4 1
昆⾍ 215 478 ＋263 317 54
⿃類 49 45 -4 11 15
底⽣⽣物 20 80 +60 68 8

平成14年
度調査

平成19−22年度
の総確認種数

平成14年度と⽐
較して平成19−
22年度に新たに

平成14年度に確
認され、平成19
年度以降確認さ

 

写真 3-16 野川で確認されているレッドデータブック掲載種及び外来種（特定外来⽣物） 
出典︓野川マップ ⽣きもの観察のすすめ 

スジエビ 
（東京都レッドデータブック︓留意種） 

ミナミメダカ 
（東京都レッドデータブック︓絶滅危惧Ⅰ類） 

ウシガエル 
（特定外来⽣物） アレチウリ 

（特定外来⽣物） 
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◆各主体の取組や意識 
・野川第⼀調整池・第⼆調整池の⾃然再⽣事業は、市⺠、市⺠団体、学識者、⾏政から構成される⾃

然再⽣協議会が中⼼となり、⽣物の⽣息環境を整備するだけでなく、⽣き物とのふれあい、⽣き物
を通した⼈々のふれあいの場を再⽣・整備してきました。現在は、市⺠からなる管理運営団体「野
川⾃然の会」が都と協働でモニタリングや維持管理を実施しています。 

・毎年実施している「クリーン野川作戦」では、⽔⽣⽣物や植物の⾃然観察会と、特定外来⽣物の駆
除活動が⾏われており、市⺠が⽣物多様性を知る良い機会となっています。 

・はけの森や野川流域、都⽴公園では、市⺠団体主催の調査や⾃然観察会等、⾃然とふれあえる機会
が提供されています。市⺠団体等との連携を進め、市⺠の参加機会を増やしていくことが必要です。 

・令和元年度実施の市⺠アンケートでは、「⽣き物（野⿃、昆⾍、⽔⽣⽣物等）との親しみやすさ」に
ついての満⾜度（「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答）が 44.8%でした。また、「地域の⾃然（⽣き物・
樹林等）の保全活動」について、「今後機会があれば参加したい」という回答が 57.7%であり、保
全活動や観察会等に様々な⼈が参加しやすくなるよう、多様な機会の創出やきっかけづくりが必要
です。 

・また、同アンケートでは農地や⼟との親しみやすさについての満⾜度が 41.4%となっています。市
⺠農園等は利⽤希望者の倍率が約 2 倍〜5 倍にも上っており、利⽤機会の拡⼤も検討していく必要
があります。 

 

 

  

野川⾃然再⽣事業〜⽔のある豊かな⾃然環境の再⽣〜 
野川⾃然再⽣事業は、「事業対象地区にかつてあった⽔のある豊かな⾃然環境を再⽣する」こ

とを理念として進められています。（「野川第⼀・第⼆調節池地区 ⾃然再⽣全体構想」（平成 18
年 9⽉）） 

「⾃然再⽣事業実施計画」（平成 18 年 10⽉）に基づく平成 22 年度までの事業実施により、
⽔域の環境が整備され、第⼀調整池内に⽔域の⽣態系が新たに成⽴したり、植⽣管理により湿性
環境が出現し、湿った環境を好む昆⾍類の⽣息やそれに伴う⿃類の確認種が増えるなどの成果
がありました。現在は「⾃然再⽣事業第⼆次実施計画」（平成 25 年 1 ⽉）に基づき、「⽔循環シ
ステム」の再⽣・整備の実現に向けて事業を実施するとともに、野川⾃然の会、東京都、⾃然再
⽣協議会によるふれあい活動やモニタリング、維持管理が進められています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓「野川第⼀・第⼆調節池地区 ⾃然再⽣事業実施計画書第⼆次実施計画書」（平成 25 年 1⽉） 
図 第⼆次実施計画における整備内容（模式図） 
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施策の内容と各主体の取組 

3.1 ⽣物多様性の保全                      

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

⼩⾦井の⽣物リストの作成 － 作成（令和 7 年度） 
 

①市の施策 

3.1.1 ⽣物多様性に関する実態の把握                       
本市の⽣物多様性保全の第⼀歩として、市内の⾃然環境に希少種や外来種を含め、どのような動植

物が⽣息・⽣育しているのかという実態を把握します。 
既に実施している湧⽔の⽣態系調査結果をはじめ、市内の代表的な環境における専⾨家による調査

の実施や、⾃然観察会で確認された⽣き物の情報整理、市⺠団体等による調査の結果の集約、市⺠参
加による指標⽣物調査等により、市域全体の⽣態系の構造や機能を把握・整理し、共有します。 

3.1.2 ⽣き物の⽣息・⽣育環境の保全・創出                           
多様な⽣き物の⽣息空間であるみどりや⽔辺を保全・創出するとともに、⽣き物の移動経路として

の機能も考慮し、みどりのネットワークの形成を進めます。 
公園においては、在来種や実のなる樹⽊の植栽、多層構造の維持に努めます。また、学校ビオトー

プの適切な維持管理、新たなビオトープの整備等を検討します。 
⺠有地においても、指定開発事業の緑化指導の際に引き続き在来種の導⼊を働きかけるとともに、

「3.1.1 ⽣物多様性に関する実態の把握」で集約した周辺の⽣き物に関する情報提供を⾏います。 
また、野川第⼀・第⼆調整池地区の⾃然再⽣事業や、市⺠団体による⾃然環境再⽣の取組を引き続

き⽀援します。 

3.1.3 外来種対策の推進                       
市内で確認されている特定外来⽣物等の外来種の⽣態や、駆除の必要性を広く周知し、情報提供を

募ることにより、分布範囲の拡⼤を防ぎます。また、市⺠参加による駆除活動を継続します。 
ペット（外来種や他地域に⽣息していたもの）が⾃然環境下に放たれることは、在来種の⽣息環境

が脅かされてしまったり、⽣物多様性が失われる原因となり得るため、ペットの飼育ついて普及啓発
を⾏います。 

 
②市⺠の取組 

●市⺠参加による調査や⾃然再⽣の取組、外来種の駆除活動に参加します。 
●庭の植栽への在来種の導⼊、⾬庭の設置等、⽣物多様性に配慮した空間づくりを検討します。 
●ペットは責任をもって飼育し、⾃然環境下に放逐しないようにします。 
 

③事業者の取組 

●敷地内の緑化にあたっては、⽣き物の⽣息・⽣育環境の確保に努め、植栽は在来種を優先的に導⼊
します。また、緑を配置する際には、近隣とのネットワークの形成に努めます。 

●事業活動と⽣物多様性との関係を認識し、保全に努めます。 
●従業員教育や地域貢献のため、市⺠参加の調査や⾃然再⽣の取組、外来種駆除活動に参加します。 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 
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3.2 ⾃然とのふれあいの推進                      

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

⽣物多様性に関する普
及啓発（講座、活動、調
査等）の実施回数 

市主催︓4 回（令和元年度） 
※公⺠館主催の講座 1 回、⾃然観察会 2 回  

クリーン野川作戦における⾃然観察会等 1 回 

市主催の普及啓発︓ 
5 回/年以上 
 

 

①市の施策 

3.2.1 ⾃然について知る機会の創出                       
⾃然とのふれあいの第⼀歩として、本市の⾃然環境や⽣物多様性の実態、⽣態系サービス（P45 参

照）について関⼼をもってもらうことが重要です。「3.1.1 ⽣物多様性に関する実態の把握」で集約し
た情報等を活⽤し、市報やホームページ、マップや⼩冊⼦の作成・配布等により、広く情報を提供し
ます。 

また、公園、公共緑地等において植物等の情報を掲載した看板等を設置するなど、⾝近な⾃然に関
する情報に接する機会を創出します。 

  
3.2.2 ⾃然と親しめる機会の創出 

みどりや⽔、⽣き物に親しめる機会を増やすため、市
⺠の認知度も⾼い「クリーン野川作戦」における⾃然観
察会等を引き続き実施します。また、市⺠団体主催の⾃
然観察会や⽣き物調査等の開催情報を市のホームページ
や SNS で提供し、市⺠が活動を知ることができる機会を
増やします。さらに、市⺠団体等との協働により、公園
の管理活動に合わせた⾃然観察の実施や、市⺠農園にお
ける⾃然観察イベントなど、既存の取組を⼊⼝として、
より多くの市⺠が様々な場所で⾃然に親しめる機会を創
出します。 

 
 
 
 
②市⺠の取組 

●⾝近な⽣き物やその⽣息・⽣育環境に興味をもち、⽣物多様性について学びます。 
●クリーン野川作戦や市⺠団体による観察会などに参加します。 
●市⺠農園等を利⽤します。 
 

③事業者の取組 

●クリーン野川作戦や市⺠団体による観察会などに参加します。 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

市内で開催されている⾃然観察会 
主催者 内容 

環境政策課 
クリーン野川作戦にお
ける⾃然観察会（植物、
⽔⽣⽣物等） 

公⺠館 
（緑分館） 

⼦ども体験講座（いき
もの観察） 

環境市⺠会議 ⽥んぼの時間（植物、⽔
⽣⽣物、昆⾍の観察会） 

野川⾃然の会 とんぼたんぼ（⽣きも
の観察会） 

はけの森 
調査隊 

ミニ観察会、定例調査
会（昆⾍など） 

⼩⾦井⾃然 
観察会 

野川公園観察会、早朝
探⿃会など 

※団体 HP にて確認可能なもののみ抽出 
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⼤気汚染、騒⾳・振動、悪臭などの公害が発⽣することなく、良好な状態で維持されている

ことを⽬指します。⽣活や経済活動を⾏う上で発⽣が避けられない騒⾳などについては、住⺠
が互いの価値観を尊重しながら、必要に応じて環境保全のためのルールなどを話し合うことで
解決し、安全・安⼼で健康に暮らせる環境が実現していることを⽬指します。 

＜関連する SDGs＞ 
関連するゴール 

 

⽬標 3︓あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な⽣活を確保し、福祉を促進する 
・⼤気汚染物質、有害化学物質、⼟壌等の汚染により健康に被害が発⽣しないよう、良好な⽣活環境

を維持する 

 

⽬標 11︓包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
・住⺠相互のコミュニケーションを進めることで、本市の苦情の多くを占める「⽣活型公害」を減ら

し、市⺠⼀⼈ひとりにとって⽣活環境が良好であり、住み続けたい環境となるようにする 

  
 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞   

環境指標 現状 ⽬標 
⼤気環境基準 ※ 1

等の達成状況 
①⼆酸化窒素※2︓達成 
（0.016ppm） 
②浮遊粒⼦状物質※2︓達成 
（0.043mg/m3） 
③⼀酸化炭素※2︓達成（0.2ppm） 
④ダイオキシン類※3︓達成 
（0.018pg-TEQ/m3） 
（平成 30 年度）※4 

左記項⽬について、下記環境基準等を達成 
①1 ⽇平均値の 98%値が 0.04〜

0.06ppm のゾーン内⼜はそれ以下 
②1 ⽇平均値の 2%除外値が

0.10mg/m3 以下 
③1 ⽇平均値の 2%除外値が 10ppm 以

下 
④1 ⽇平均値の年間算術平均値が 0.6pg-

TEQ/m3 以下 
道路交通騒⾳に関
する環境基準 ※ 1

の達成状況 

五⽇市街道︓昼夜間ともに達成 
⼩⾦井街道︓昼夜間ともに達成 
連雀通り︓昼間のみ達成 
新⼩⾦井街道︓昼間のみ達成 
東⼋道路︓昼夜間ともに達成 
（令和元年度） 

全地点で昼夜間ともに環境基準を達成 
（5 地点とも昼間 70dB、夜間 65dB） 

※1 ⼤気環境基準及び道路交通騒⾳環境基準の詳細については資料編に記載予定です。 
※2 ⼆酸化窒素、浮遊粒⼦状物質、⼀酸化炭素については、東京都測定局（局名︓⼩⾦井市本町）での測定結果から、年 98%値⼜は

2%除外値を⽤いた⻑期的評価とします。 
※3 ダイオキシン類は、市による測定結果から期間平均値を算出し、評価します。 
※4 平成 30 年 10 ⽉ 5 ⽇までの値（以降⽋測）です。 

安全・安心で健康に暮らせる生活環境を守る 基本目標 4 
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＜施策の展開＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

基本⽬標 基本施策 施 策 

4．安全・安⼼で 
健康に暮らせる
⽣活環境を守る 

4.1 ⼤気汚染や騒⾳ 
などの公害発⽣
源対策 

4.1.1 事業活動等における公害の 
発⽣防⽌ 

4.1.2 ⾃動⾞由来の騒⾳や排気ガス等
の低減 

4.2 環境のモニタリン
グやコミュニケー
ション 

4.2.1 ⼤気汚染や騒⾳などの継続的な
環境モニタリングと情報発信 

4.1.3 農薬・化学物質・その他の環境
汚染物質対策 

4.2.2 安全・安⼼のための話し合いや
ルールづくり 

東京都及び市が実施している⽣活環境調査 
東京都と市では、以下のような項⽬で⽣活環境調査を実施しています。 

項⽬ 東京都 市 

⼤気質 

光化学オキシダント（Ox） ●  
⼆酸化窒素（NO2） ● ● 
浮遊粒⼦状物質（SPM） ● ● 
⼀酸化炭素（CO） ●  
ダイオキシン類 ● ● 

⽔質 

野川⽔質（pH、DO、BOD、COD、SS、⼤腸菌群数、 
T-N、T-P、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素） 

 ● 

井⼾⽔（トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ
ン、1,1,1-トリクロロエタン、硝酸性窒素、鉛） 

 ● 

地下⽔位  ● 
湧⽔⽔質（pH、電気伝導率、硝酸性窒素、トリクロ
ロエチレン、テトラクロロエチレン、1,1,1-トリク
ロロエタン 

 ● 

騒⾳・振動 道路交通騒⾳  ● 
道路交通振動  ● 

放射能 空間放射線量 ● ● 
 

＊環境報告書で毎年の調査結果を公表しています＊ 
市では、毎年環境報告書を作成し、環境に関する情報や本

計画に基づき実施された施策の進捗状況を公表しています。
⼤気質や⽔質、騒⾳・振動等の調査結果も掲載されているの
で、ぜひ確認してみてください。 

環境報告書は、市ホームページの他、情報公開コーナー、図書館等で閲覧できます。 

小金井市 環境報告書 
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現状・課題  

◆⼤気環境の現状 
・市内には、東京都の⼀般環境⼤気測定局（⼀

般局）が 1 箇所あり、代表的な⼤気汚染物
質である⼆酸化窒素等の⼤気中濃度が測定
されています。⼆酸化窒素の濃度※1 は、近
年は 0.029〜0.036ppm の範囲でほぼ横ば
い、⻑期的には減少傾向にあります。  

・本市には排気ガスの排出源となる⼯場等が
ほとんどないことから、本市における⼤気
汚染物質の主要な排出源は、⾃動⾞による
排気ガスであると考えられます。 

・市内の⾃動⾞保有台数はほぼ横ばいです。た
だし、⽇中の⾞の稼働率や市外からの通過
交通、⾵環境も関係するため、⼤気汚染物質
濃度との因果関係は複雑です。また、⾃動⾞⾃体の燃費も向上※2 しており、⼤気汚染物質濃度の低
減に寄与していると推測されます。 
※1 市内 1 か所に設置された東京都測定局での値です。 
※2 国⼟交通省資料によれば、ガソリン乗⽤⾞の燃費平均値（JC08 モード）は、平成 23 年度から平成 30 年度の

7 年間で 17.8km/L から 22.0km/L へ向上しています。 
 
 

 
 

  

 
図 3-13 ⼆酸化窒素濃度の推移 
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＜ ⼆酸化窒素の評価⽅法 ＞
⽇平均値の98%値（⼩さい⽅から数えて98%⽬）が
「0.04〜0.06ppmの範囲内⼜はそれ以下」ならば
環境基準達成

※都⼀般局（⼩⾦井市本町測定局）における⽇平均値の98%値。
※⼩⾦井市本町測定局は平成30年10⽉5⽇以降休⽌。

市では⼆酸化窒素の簡易測定を実施しています 
東京都の⼀般局（⼩⾦井市本町）では年間を通して⼆酸化窒素

の濃度を計測していますが、それとは別に、市で毎年 1 回、住宅
地や交差点における簡易測定法による調査を⾏っています。 

令和元年度には、住宅地 31 地点、交差点・沿道地域 19 地点
で実施しました。その結果、全調査地点において、⼆酸化窒素濃
度は環境基準値※を下回っていました。 

⼆酸化窒素については、年間を通した⻑期的評価により環境基準の達成状況を評価するため、
この調査結果が環境基準値以下であっても“環境基準を達成した”とは⾔えませんが、⾃動⾞排気
ガスの影響を受けやすい交差点や沿道を含む市内 50 地点すべてで環境基準値を下回っている
ことから、本市では⼆酸化窒素により健康被害が引き起こされる⼼配は少ないと考えられます。 
※１時間値の１⽇平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内またはそれ以下であること。 
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◆騒⾳環境の現状  
・市内 5 か所の幹線道路（五⽇市街道、⼩⾦井街道、連雀通り、新⼩⾦井街道、東⼋道路）を対象に、

道路交通騒⾳・振動調査を⾏っています（図 3-14）。調査地点のうち、五⽇市街道や東⼋道路では
騒⾳レベルが微減傾向、新⼩⾦井街道では微増傾向にあるようにも⾒えますが、環境基準に近い値
で推移している地点・時間帯が⾒られることから、今後もモニタリングを続けていくことが重要で
す。 

・また、著しい騒⾳・振動を発⽣する可能性がある建設作業は、騒⾳規制法や振動規制法に基づく特
定建設作業として実施届出を義務付けるなど、建設作業等における騒⾳発⽣源対策を⾏っています。 

  
※測定値は昼間夜間ともに A 特性等価騒⾳レベルです。路線としての評価であるため調査地点は毎年変わる可能性がありま

す（環境報告書には当該年度の調査地点を記載）。 

図 3-14 道路交通騒⾳の調査結果（左︓昼間、右︓夜間） 
  
◆公害苦情の発⽣状況や傾向 

・公害苦情の内訳をみると、建設作業や⼯場以外から発⽣するものに対する苦情が多く、種類別では
典型公害（⼤気汚染、⽔質汚濁、⼟壌汚染、騒⾳、振動、地盤沈下、悪臭）に該当しない「その他」
が多いことが特徴であり、総じて「⽣活型公害」に起因する苦情が多い様⼦が⾒受けられます（図
3-15）。なお、合計件数は、年による差が⼤きく、増加⼜は減少など⼀定の傾向はみられません。 

・公害苦情の内容は、⽣活騒⾳（⾳響機器やペットの鳴き声）や空家等からの樹⽊の越境などが多く
なっています。これら⽣活型公害については、何らかの基準に基づく公害規制というよりも、例え
ば環境や地域・まちづくりをテーマとして隣⼈同⼠や地域で話し合う機会をもつなど、コミュニケ
ーションを進めていくことで低減・解決を図っていくアプローチが重要と考えられます。 

  
注）1 つの発⽣源で複数種類が計上されることがあるため、発⽣源別と種類別の件数は⼀致していません。 

図 3-15 公害苦情件数（平成 30 年度、左︓発⽣源別、右︓種類別）  
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施策の内容と各主体の取組 

 

4.1 ⼤気汚染や騒⾳などの公害発⽣源対策 

＜取組指標＞   
指標 現状 ⽬標 

低排出ガス認定
⾞、電気⾃動⾞、
燃料電池⾃動⾞、
ハイブリッド⾞、
天然ガス⾃動⾞の
割合 

■低排出ガス認定⾞ 
⼩型四輪貨物 48.4% 普通貨物 35.2% 
⼩型四輪乗⽤ 79.3% 普通乗合(30 ⼈以上) 33.3% 
⼩型乗合(29 ⼈以下) 36.7% 普通乗⽤ 72.3% 

総計 73.8% 
■電気⾃動⾞／普通乗⽤︓0.2% 
■燃料電池⾃動⾞／普通乗⽤︓0.02% 
■ハイブリッド⾞（プラグインハイブリッド⾞含む） 
⼩型四輪貨物 0.004% 普通乗⽤ 11.0% 
⼩型四輪乗⽤ 8.7%   

総計 19.7% 
■天然ガス⾃動⾞(CNG⾞)／該当なし 

（設定しない） 

※⼀般財団法⼈⾃動⾞検査登録情報協会データによる。登録⾞両のうち、「使⽤者住所」が⼩⾦井市のものを抽出し、普通乗⽤⾞、⼩型四輪
乗⽤⾞、普通貨物⾞、⼩型四輪貨物⾞、トレーラ、普通乗合⾞、⼩型乗合⾞について集計した。 

 

①市の施策  

4.1.1 事業活動等における公害の発⽣防⽌  
事業者等に対して、公害防⽌に関する法令等（⼤気汚染防⽌法、騒⾳規制法、振動規制法、東京都

環境確保条例等）に基づく規制や指導を⾏います。 
これらのほか、「⼩⾦井市アスベスト⾶散防⽌条例」に基づく解体作業におけるアスベスト⾶散防

⽌対策、⼟壌・地下⽔汚染防⽌対策なども推進します。 
  

4.1.2 ⾃動⾞由来の騒⾳や排気ガス等の低減  
⼤気汚染物質や騒⾳の主な発⽣源の 1 つと考えられる⾃動⾞については、買い替え時に環境負荷の

少ない⾃動⾞（低公害⾞）や運転⽅法（エコドライブ）について情報提供を⾏うなどし、事業活動や
⽇常⽣活における環境負荷を減らしていきます。また、⾃転⾞、公共交通機関などへの利⽤転換を促
すため、⾃転⾞駐⾞場の整備など必要な環境整備を進めます。 

  
4.1.3 農薬・化学物質・その他の環境汚染物質対策 

農薬の使⽤低減を推奨します。また、国の PRTR（化学物質排出移動量届出制度）及び「東京都環
境確保条例」に基づき市内事業所における化学物質の排出・使⽤量等の把握を継続し、市内の化学物
質排出状況等の実態に関する情報提供を⾏います。 

典型公害のほか、シックハウス原因物質、空間の放射線量など、市⺠の安全・安⼼を確保する上で
必要なものについて、調査や対策を⾏います。 
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②市⺠の取組  

●移動の際は、できるだけ低公害⾞、公共交通機関、⾃転⾞を使うなど、⼤気汚染物質や環境負荷の
削減に努めます。 

③事業者の取組  

●公害防⽌に関する法令遵守はもちろん、事業所や作業場において⼤気汚染物質や騒⾳などを発⽣さ
せる可能性がある場合は、発⽣防⽌のための適切な対策や周辺住⺠に対する配慮を⾏います。 

●⼤気汚染や騒⾳の発⽣源となるガソリン⾞等はできるだけ使⽤せず、低公害⾞、公共交通機関、⾃
転⾞などの使⽤に努めます。 

 
 

4.2 環境のモニタリングやコミュニケーション 

①市の施策 

4.2.1 ⼤気汚染や騒⾳などの継続的な環境モニタリングと情報発信  
市内の⼤気汚染物質や騒⾳等の環境調査を継続して実施

し、⽣活環境が良好な状態に保たれているかどうかをモニタ
リングします。 

調査結果は、毎年の環境報告書で公表するほか、市報、ホ
ームページ、SNS などを使って、状況の変化についての解説
を交えるなどし、積極的に情報発信します。 

  
4.2.2 安全・安⼼のための話し合いやルールづくり 

近年の公害苦情は、その多くが⽣活騒⾳等の⽇常⽣活由来
であり、価値観の多様化や環境問題に関する住⺠同⼠のコミュニケーション不⾜にも起因しています。
逆に、⾝近な環境のことも含めて、コミュニケーションが普段からとれていれば、これらの問題は未
然防⽌できる可能性があります。このような背景を認識しながら、公害苦情の現状分析や対応に努め
ます。 

また、公害苦情の実態に関するホームページ等での情報発信、⾃治会や不動産業者と協⼒した住⺠
への周知など、客観的なデータを効果的に⽰しつつ、⾝の回りの⽣活環境の問題について住⺠⾃らが
考えてもらう機会をできるだけ多くつくっていきます。 

  
②市⺠の取組  

●公害苦情の⼤半は⽇常⽣活上の騒⾳等がきっかけであるという実態や、地域住⺠の協⼒がよりよい
環境づくりにつながることを理解し、隣近所への配慮を⼼がけ、⽇ごろからコミュニケーションを
取るように努めます。 

●市や事業者から発信される⼤気質や騒⾳などの環境モニタリング結果に関⼼をもち、積極的に調べ
たり学習したりします。  
 

③事業者の取組  

●⾃社の環境対策等に関する情報の積極的公表などにより、地域住⺠や消費者などとの適切なコミュ
ニケーションに努めます。

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

  
写真 3-17 環境調査 
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国分寺崖線（はけ）、⽟川上⽔、名勝⼩⾦井（サクラ）に代表される⼩⾦井市⺠が慣れ親しん

だ⾃然資源、歴史的・⽂化的資源を保全・活⽤し、市⺠とともに「⼩⾦井らしさ」の残るまち
を守り続けていることを⽬指します。 

また、駅や住宅地など、市⺠が⽇々⽬にする場所や市の⽞関⼝となる場所については特に美
化活動やマナー啓発を強化し、いつまでも市⺠に愛される美しいまちを維持していきます。 

＜関連する SDGs＞ 
関連するゴール 

 

⽬標 11︓包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
・多くの市⺠が将来に残したいと考える、豊かなみどりや⽔辺、桜のある⾵景など⾃然資源、歴史

的・⽂化的資源の保全・活⽤により、いつまでも「⼩⾦井らしさ」を感じられるまちを守り続ける 
・ボランティア等とも協⼒しながら、マナーが守られ、まちなみが美しい、住み続けたくなるような

まちを維持する 
  

関連する計画▶▶▶⼩⾦井市都市計画マスタープラン、⼩⾦井市みどりの基本計画 
 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞  
環境指標 現状 ⽬標 

まちの美しさ（景観、調和
等）に関する満⾜度 

45.5％（令和元年度）※ 55％ 

※令和元年度実施の市⺠アンケート調査において「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した割合です。 

＜施策の展開＞ 
 
 

 

  

美しく住み心地のよいまちを守る 基本目標５ 

基本⽬標 基本施策 施 策 

5．美しく住み⼼地
のよいまちを守る 

５.1 景観の保全・活⽤ 5.1.1 景観保全・創出に係る取組の実施 

5.1.2 景観資源を活⽤する取組の充実 

５.2 美しいまちなみの
維持 

5.2.1 美しいまちなみの維持 

5.2.2 まちの魅⼒向上 
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現状・課題  

◆本市の景観の特性 
・本市には、国分寺崖線（はけ）、都⽴公園、屋敷林等の緑地

空間や野川、仙川等の⽔辺空間といった⾃然景観資源が多
く存在し、市⺠の癒しや憩いの空間となっています。 

・また、⽟川上⽔や名勝「⼩⾦井（サクラ）」等の国指定⽂化
財、旧前川家住宅主屋等の都指定⽂化財、旧浴恩館（⻘年団
講習所跡）等の市指定⽂化財といった歴史的・⽂化的資源も
数多く残されています。 

・令和元年度実施の市⺠アンケートでは、将来残したい環境や
⼤切にしていきたい環境として、回答者の半数以上が「名勝
⼩⾦井（サクラ）などの桜のある⾵景」、「⽟川上⽔や野川、
仙川などの⽔辺空間」と回答し、特に「名勝⼩⾦井（サクラ）など桜のある⾵景」は全世代で上位
を占めており、10 歳代では 8 割以上が⼤切にしたいと回答しています。 

・⼀⽅で、本市は都市的⼟地利⽤（公園や公共⽤地等を除く）の約８割が住宅地である住宅都市でも
あります。駅前を中⼼とした都市開発事業の実施により、建物の⾼層化も進んでいます。 

・⾃然や⽂化が織りなす景観と、⽂化の発展や利便性の向上に伴い新たに形成される景観の両⽅が、
本市の景観の特性であると⾔えます。 

 
 
◆景観保全に係る本市の⽅針等 

・「⼩⾦井市都市計画マスタープラン」（平成 24 年３⽉）では、次世代に誇れる景観づくりとして「⼩
⾦井市の⾵⼟にあった⾵景の保全と形成」、「⼩⾦井市に相応しい市街地景観の質の向上」、「都市の
拠点や軸における⼩⾦井らしいみどりの創造」の 3 つの⽅針を掲げています。 

・本市には景観条例および景観計画はありませんが、景観維持のため、「⼩⾦井市まちづくり条例」に
基づき、事業者が同条例に規定する⼀定規模以上の開発を⾏う際の指針として、⼩⾦井市環境配慮
指針を策定しています。 

・⼩⾦井市環境配慮指針で配慮を求めている環境配慮基準では、「⼩⾦井らしい景観をつくる」ため、
「東京都景観条例」の遵守と建築物建設時の形態・⾊彩等の配慮、及び、⽂化財保護に関する項⽬
（開発事業における⼩⾦井市教育委員会との事前協議、各種法令の遵守等）を明記しています。 

  

写真 3-18 野川公園（⾃然観察園） 

表 3-3 「将来残したい環境や⼤切にしていきたい環境」回答結果（市⺠アンケートより） 
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◆地区計画制度による地区景観づくり 
・地区計画は、「地区計画の⽅針」と「地区整備計画」により構成されており、「地区計画の⽅針」で

は地区の⽬標・⽅針を定め、「地区整備計画」では建築物等の⽤途の制限、建ぺい率の最⾼限度、建
築物等の形態⼜は意匠の制限等のルールを定めています。このルールの中で、地区の特性を活かし
た良好な住環境や美しい街並み等の保全や誘導が可能となり、良好な環境の保全・創出のため、現
存する樹林地の保全や⼟地の利⽤⽅法についても制限することができます。 

・本市では、梶野町三丁⽬地区、武蔵⼩⾦井駅南⼝地区をはじめとして 6 つの地区で地区計画を策定
しています。 

 
◆景観資源の活⽤ 

・本市では、東京都⽔道局が策定した「史跡⽟川上⽔保存管
理計画」（平成 19 年 3 ⽉）及び「史跡⽟川上⽔整備活⽤計
画」（平成 21 年 8 ⽉）を受けて、「⽟川上⽔・⼩⾦井桜整
備活⽤計画」（平成 22 年 3 ⽉）と「⽟川上⽔・⼩⾦井桜整
備活⽤実施計画」（平成 24 年 3 ⽉）を策定しています。 

・当実施計画の中では、⽟川上⽔沿いのヤマザクラ並⽊の復
活のため、ヤマザクラの調査及び補植、⽣育条件の改善、
維持管理等を市⺠団体と協働で実施しています。また、散
策時や通⾏時の眺望確保やさらなる活⽤のため、緑道の整
備・改良や⼈道橋の架設、案内板の設置等も実施・検討し
ています。 

・都内に残されている歴史的・⽂化的資源を系統的に結ぶ散
歩道が掲載されている「歴史と⽂化の散歩道 Tokyo 
Walking 全 23 コースガイドブック※」（東京都⽣活⽂化局
発⾏）では、国分寺駅から⼩⾦井公園までの 5.8km が「府
中国分寺コース（ハケの道・⽟川上⽔散歩）」として紹介さ
れています。 

・本市ではこれらの景観資源を活⽤するため、「坂と遊歩道マ
ップ」や「まち歩きマップ」を作成し、セルフガイドや案
内時に利⽤できるよう、市ホームページでの公開、市役所
や観光まちおこし協会での配布を⾏っています。 

※ 都内に残されている歴史的・⽂化的資源を系統的に結ぶ散歩道として、全 23 コースを昭和 58 年から平成７年
にかけて都が整備しました。しかし、整備当時から 20 年以上が経過し、周辺環境の変化等もみられることから、
本事業の維持及び広報を令和２年３⽉に終了しました。 

 
◆美観維持の活動・取組 

・本市では平成 20 年度から環境美化サポーター制度（アダプトプログラム）を導⼊しており、市内の公園、
道路等で美化活動を⾏う団体等（概ね 5 名以上、活動は原則年 6 回以上）に対して、市が清掃⽤具の⽀
給、傷害保険の加⼊、活動により回収されたごみの収集等の⽀援を⾏っています。環境美化サポーター会
員数は、令和元年度実績で 308 名となっています。 

・また、「⼩⾦井市まちをきれいにする条例」に則り、空き⽸や吸い殻等の投棄の防⽌、道路等におけ
る喫煙による危険及び迷惑防⽌のため、路⾯標⽰等による普及啓発に取り組んでいます。 

 
 

写真 3-19 ⼤正時代の⽟川上⽔ 

写真 3-20 令和 2 年現在の⽟川上⽔ 
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◆各主体の取組や意識 
・令和元年度実施の市⺠アンケートによると、5~6 年前と⽐べて「まちの美しさ（景観、調和等）」

が「良くなった」と回答した⼈は 21.6％で、38.2％は「変わらない」と回答しています。また、現
在の「まちの美しさ（景観、調和等）」の満⾜度（「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答）は 45.5％でし
た。 

・本市の景観を構成する要素の中でも、市⺠アンケート結果で回答の多かった「サクラ」「緑」「⽔辺」
のある⾵景は、市⺠が⼦供の頃から親しみ、ふれあい、⽬にしてきた「⼩⾦井らしさ」を感じる景
観資源と考えられます。市⺠が「⼩⾦井らしい」と感じる景観を未来へと引き継いでいくため、景
観を保全する取組と活⽤する取組を並⾏して⾏っていく必要があります。 

・景観資源の活⽤の取組として、ボランティアガイドによるまちなか観光案内が実施されています。
市報で募集するツアーと参加者からのリクエストツアーがあり、令和元年は年間 10 件以上の活動
のうち７件をリクエストツアーが占め、市⺠からのリクエストも年々増加しています。 

・⽟川上⽔においては、市⺠団体が桜並⽊の品種を守るため、接ぎ⽊による苗の育成や清掃活動を主
導しており、都や市と協働の保全活動が⾏われています。 

・まちなかの美化活動については、環境美化サポーター制度の活⽤によりボランティア団体による清
掃活動が実施されており、まちの美しさを維持しています。 

  

写真 3-21 本市の特徴的な景観（⽔辺、サクラ、みどり（公園）、駅前（JR 武蔵⼩⾦井駅）） 
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施策の内容と各主体の取組 

５.1 景観の保全・活⽤                      

＜取組指標＞ 
指標 現状 ⽬標 

⽟川上⽔・⼩⾦井桜
整備状況 

「⽟川上⽔・⼩⾦井桜整
備活⽤計画」に沿って整
備を推進 

・サクラ緑陰に多様な植物が⽣育していること 
・サクラ並⽊再⽣に要する適切な補植を 

実施していること 
 

①市の施策 

5.1.1 景観保全・創出に係る取組の実施  
⼩⾦井らしさを構成する国分寺崖線や⽟川

上⽔等は、東京の原⾵景としての⼀⾯も担って
いることから、事業者には⼩⾦井市環境配慮指
針及び東京都の景観形成基準遵守の指導を⾏
います。 

また、地区計画制度を活⽤し、地区の特性を
活かしたまちなみを創出していきます。 

 
 

5.1.2 景観資源を活⽤する取組の充実                       
⾃然資源や歴史的・⽂化的資源は、その価値を周知し、活⽤す

ることで後世に引き継いでいくことができます。ボランティアと
連携したまちあるきツアー等の⽀援を継続し、市内外の⼈々に本
市の魅⼒を感じてもらうことで観光資源としての価値も⾼めて
いきます。 

また、「坂と遊歩道マップ」や「まち歩きマップ」等の配布・活⽤を
⾏い、市内の景観資源の価値・魅⼒について情報発信します。 

⽟川上⽔については国や東京都・関係他市とも連携しながら、
市⺠団体とともに「⽟川上⽔・⼩⾦井桜整備活⽤計画」や「⽟川
上⽔・⼩⾦井桜整備活⽤実施計画」に基づくサクラ並⽊の再⽣事業、その他市内の⽂化財の活⽤事業
を進めていきます。 

 
 

②市⺠の取組 

●まちを歩く際や案内する際に、既存のマップ（坂と遊歩道マップ、まち歩きマップ等）を活⽤します。 
●まちあるきツアー等に参加し、まだ知らないまちの魅⼒を知り、周りの⼈へ伝えます。 
 

③事業者の取組 

●⼩⾦井市環境配慮指針及び東京都の景観形成基準を遵守し、景観保全に配慮した開発事業を⾏います。 
●市の⼀員として、まちの魅⼒や景観資源の価値等について情報提供を⾏います。 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

図 3-16 まち歩きマップ 

写真 3-22 ⼩⾦井橋周辺 
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5.2 美しいまちなみの維持                                

＜取組指標＞ 
指標 現状 ⽬標 

環境美化サポーター会員数 308 名（令和元年度） 410 名 
 

①市の施策  

5.2.1 美しいまちなみの維持                       
市内の公園、道路等においては環境美化サポーター制度を

活⽤し、市⺠とともに美しいまちなみを維持するための美化
活動を推進します。 

市の⽞関⼝である駅前広場及びその周辺では、「⼩⾦井市
まちをきれいにする条例」に基づく指導及び定期的なパトロ
ール、⾃転⾞等放置禁⽌区域の設定等を⾏い、ポイ捨てや放
置⾃転⾞等をなくします。 

また、「東京都屋外広告物条例」に基づいて、違反屋外広告
物の除却やマナー向上の啓発に努め、周囲の景観と調和のと
れた良好なまちなみを維持していきます。 

 
5.2.2 まちの魅⼒向上                       

街路樹や公園など、市⺠にとって⾝近な景観資源について
は、引き続き、適正に維持管理を⾏います。 

まちを構成する景観資源には⺠有地も多く含まれ、⽣け垣等
については⽣活の安全・安⼼にも関わる景観資源であることか
ら、所有者にも植栽する樹種の選定時の配慮や適正な維持管理
を促し、安全で良好な景観が維持できるよう働きかけます。 

併せて、庭や店舗軒先などの緑化を推進するための技術⽀援
を⾏い、⽇々⽬にするまちなみをさらに魅⼒的に彩る施策を展
開します。 

 
 

②市⺠の取組 

●美しいまちなみを維持するため、ポイ捨てをしない、路上禁煙地区で喫煙しない等、マナーを守っ
て⽣活します。 

●道路に⾯した庭や⽣け垣、植⽊等はまちの魅⼒の⼀つであることを意識し、維持管理を⾏います。 
●美化活動に参加し、まちなみの美観維持に協⼒します。 

 
③事業者の取組 

●屋外広告物を設置する場合は、東京都屋外広告物条例を遵守します。 
●店舗軒先の緑化や植⽊等を⾏い、まちの魅⼒向上に貢献します。 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

図 3-17 環境美化サポーター制度 
サインボード 

写真 3-23 まちなかの緑化の様⼦ 
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将来にわたる安全・安⼼・安定的な廃棄物処理を念頭に、良好な環境を未来へ引き継ぐため、

⼤量⽣産、⼤量消費及び⼤量廃棄に⽀えられた社会経済・ライフスタイルを⾒直すことで、廃
棄物の発⽣抑制に努め、限りある資源の循環利⽤・有効利⽤を図り、環境への負荷の少ない持
続可能な循環型社会の形成に向けて 3R を推進する循環型都市「ごみゼロタウン⼩⾦井」を⽬
指します。 

＜関連する SDGs＞ 
関連するゴール 

 

⽬標 11︓包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
・これまでも市⺠の努⼒により進められてきたごみ減量や適切な分別、資源の循環利⽤・有効利⽤

がさらに進み、廃棄物が適切に処理されることで、持続可能な循環型社会を実現する 

 

⽬標 12︓持続可能な⽣産消費形態を確保する 
・3R を推進し、資源の循環利⽤や有効利⽤を進めることで、資源の枯渇を防ぎ、廃棄物を削減する 
・収穫、出荷、貯蔵、加⼯、包装、輸送、販売のすべての時点で⾷品ロス、⾷料の廃棄を減らす 
・⼀⼈ひとりのライフスタイルの⾒直しが持続可能な循環型社会の形成に寄与するという意識をもつ 

 
関連する計画▶▶▶⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画 

 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞ 
環境指標 現状 ⽬標 

市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇あたりの家庭系
ごみ※排出量 

369g/（⼈・⽇）（令和元年度） 355g/（⼈・⽇）以下 

※家庭系ごみは、燃やすごみ、燃やさないごみ、プラスチックごみ、粗⼤ごみ、有害ごみのことです。 

＜施策の展開＞  
 

  

３R 推進で循環型のまちをつくる 基本目標６ 

基本⽬標 基本施策 施 策 

6．３R 推進で 
循 環 型 の ま ち
をつくる 

６.1 発⽣抑制を最優
先とした３R の
推進 

6.1.1 ⽇常⽣活における３R の徹底 

6.1.2 分別・減量を徹底する啓発活動
の強化 

６.2 安全・安⼼・ 
安定的な適正処
理の推進 

6.1.3 事業活動における３R の推進 

6.2.1 地域と連携した収集・運搬の推進 

6.2.2 適切な処理・処分の推進 

6.2.3 廃棄物処理を⽀える体制の確⽴ 
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現状・課題  

◆本市におけるごみ処理の変遷 
・本市では、⼆枚橋焼却場の⽼朽化に伴う焼却炉の停⽌のため、平成 18 年 10 ⽉にごみ⾮常事態を

宣⾔しました。平成 19 年 4 ⽉以降、燃やすごみの処理を多摩地域の⾃治体及び⼀部事務組合に依
頼してきましたが、令和 2 年 4 ⽉ 1 ⽇より⽇野市内に⽇野市・国分寺市・⼩⾦井市の 3 市で共同
処理を⾏うために設⽴した浅川清流環境組合の可燃ごみ処理施設が本格稼働しました。施設の周辺
住⺠をはじめとした⽇野市⺠及び関係者の負担を少しでも軽減するため、さらなるごみ減量及び資
源化に取り組む必要があります。 

・施設の⽼朽化等の影響から、再配置を進め適正処理の維持を図るため、「⼩⾦井市清掃関連施設整備
基本計画」（平成 30 年 3 ⽉）に基づき整備事業が進められており、不燃・粗⼤ごみ積替え・保管施
設と資源物処理施設については、それぞれ令和 3 年度、令和 6 年度中の稼働開始を⽬指していま
す。 

・収集されたごみは最終的に東京たま広域資源循環組合（本市を含む 25 市１町で構成）が管理する
最終処分場である、⼆ツ塚廃棄物広域処分場及び東京たまエコセメント化施設（焼却灰のセメント
化を実施）で処理されています。 

・不燃系ごみ（燃やさないごみ、プラスチックごみ、有害ごみ、粗⼤ごみ）については、⺠間処理施
設において資源化⼜は適正な処分を⾏っています。なお、⼆ツ塚廃棄物広域処分場では、平成 28
年度からは埋め⽴て処分量ゼロを継続しています。 

 
◆ごみの分別区分、収集の状況 

・本市では、家庭系ごみ及び資源について、燃やすごみ、プラスチックごみ、燃やさないごみ、有害
ごみ、資源物、粗⼤ごみの分別を基本として収集・処理しています。 

・燃やすごみ、プラスチックごみ、燃やさないごみについては⼩⾦井市家庭⽤指定収集袋による有料
収集、粗⼤ごみを除く有害ごみ、資源物は無料収集及
び回収を⾏っています。 

・事業系ごみについては、事業者⾃らの責任で適切に処
理することが原則となっており、市内の⼀般廃棄物収
集運搬業許可業者に依頼することとなっています。た
だし、1 ⽇平均 10kg 未満の事業者は、事業⽤指定収
集袋を使ってごみを出すことができます。 

・資源となるプラスチックごみ及び古紙・布は週 1 回
の収集とし、これまで燃やさないごみとして収集して
いた「くつ・かばん類」や、燃やすごみとして収集し
ていた「難再⽣古紙」は拠点回収を実施して、資源化
の取組を進めています。 

・⽣ごみは燃やすごみとして収集していますが、家庭⽤
電動⽣ごみ処理機（乾燥型）の利⽤者には、⽣ごみ乾
燥物の⼾別回収（無料）も実施しています。 
注）右記の他に、地域の実情に合わせて地域住⺠等の管理のも

と、拠点回収を実施している場合があります。 
 

  

表 3-4 ごみ収集区分と収集回数 
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◆本市のごみ排出量 
・本市では、ごみ量の増加に伴う⼆枚橋焼却場や最終処分場等の問題から、⼾別収集、家庭系ごみの

⼀部有料化を開始し、早くからごみの減量に努めてきました。平成 18 年 10 ⽉のごみ⾮常事態宣
⾔後は、市⺠により構成される「ごみゼロ化推進会議」を発⾜させ、ごみゼロ化推進員を通して市
⺠への分別徹底の意識啓発を⾏うとともに、平成 18 年度から⽣ごみ乾燥物堆肥化実験施設の設置
（平成 27 年度閉鎖）、平成 19 年度から剪定枝等の資源化、平成 20 年度から家庭⽤乾燥型⽣ごみ
処理機の⽣成物の回収等を進め、ごみの減量及び資源化の取組を実施してきました。 

・これらの取組により、ごみ⾮常事態宣⾔後のごみ排出量は平成 24 年度まで順調に減少を続けてい
ましたが、それ以降は横ばいの状態が続いています。 

・本市の⼈⼝は令和 5 年頃まで微増傾向ということもあり、今後も⾏政としてごみ減量・資源化の取
組を継続するとともに、市⺠⼀⼈ひとりが意識的に３R ⾏動を⾏うことが重要です。 

 
図 3-18 ごみ排出量（項⽬別）の推移 

 
◆市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇当たりのごみ排出量 

・令和元年度の市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇あたりのごみ排
出量は、全体で 609ｇ/（⼈・⽇）ですが、
その半分以上を家庭系ごみが占めていま
す。 

・本市では令和 2 年 3 ⽉に⼩⾦井市⼀般廃棄
物処理基本計画を策定し、ごみ排出量の⽬
標として「令和 12 年度までに市⺠ 1 ⼈ 1
⽇あたりの家庭系ごみ排出量が 355ｇ/⼈・
⽇以下」を定めています。 

・令和 12 年度の⽬標値達成に向け、さらな
るごみ排出量削減のため、発⽣抑制を最優
先とした 3R の推進に向けた施策を展開す
る必要があります。 

図 3-19 市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇当たりのごみ排出量 
※⼩数点以下は四捨五⼊ 

g/（⼈・⽇） 
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◆本市のごみの組成 
・令和元年度に実施された家庭系及び事業

系ごみの組成分析※の結果を⾒ると、燃や
すごみよりも燃やさないごみへの混⼊物
の割合が⾼いことがわかります。 

・燃やすごみについては、単⾝集合住宅で混
⼊物が多く、資源物（図中の緑⾊）の中で
も特に資源となる紙類が多く排出されて
いました。 

・燃やさないごみについては、⼾建て住宅よ
りも集合住宅でプラスチック類等の混⼊
物が多く排出されているのが⽬⽴ちます。 

・ごみ組成分析結果を踏まえ、転⼊者の多い
集合住宅へのごみの分別、資源化による減
量の意識啓発を強化していくことが重要
です。 

※ 4 つの居住形態から、それぞれ２地域ずつ選
択し、各地域から燃やすごみの場合は 200kg
以上(袋数で約 40〜50 袋)、燃やさないごみ
の場合は 100kg 以上(袋数で約 40〜50 袋を
⽬安に試料を調達しました。収集した試料の
分類(65 分類)を⾏い、組成別に重量割合（組
成⽐）を算出しています(湿ベース）。 

 
◆各主体の取組や意識 

・⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画策定に係る市⺠アンケート調査（令和元年度実施）において、約 89％
の市⺠がごみの分別を実施していると回答しています。しかし、実際にごみの組成分析結果（図 3-
20）を⾒ると、リサイクル可能な資源物の混⼊も多く⾒られるため、改めて、分別徹底の意識づけが
必要です。 

・世界的に⼤きな問題となっているマイクロプラスチックによる環境汚染対策の⼀環として、2020
年 7 ⽉より全国でレジ袋が有料化されていますが、本市ではレジ袋削減をはじめとしたごみ減量・
リサイクルを推進する店舗・事業所をリサイクル推進協⼒店として認定する制度を先駆けて導⼊し
ています。⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画策定に係る事業所意識調査（令和元年度実施）におい
て、ごみ減量・リサイクルに取り組む主な理由として社会的責任を果たすためという回答が 2 番⽬
に多いように市内事業所の意識は⾼く、本市のごみの減量・リサイクルに寄与する認定店舗も着実
に増えています。 

・⾷品ロス削減は世界的にも話題となっていますが、本市においても燃やすごみで最も多い厨芥類に
未利⽤⾷品や未開封⾷品等が含まれており、対策が必要であることから、令和 2 年 2 ⽉より⾷品ロ
ス削減推進協⼒店・事業所の認定制度も開始しました。無駄なものは買わない・もらわないという
意識を徹底するために、市⺠が普段の⽣活の中で簡易包装を選択したり、不要なものをリユース・
リサイクルに回す⼿段や機会を提供するなど、市⺠の３R が当たり前となる環境づくりには事業活
動における取組が必要不可⽋といえます。 

・⽣ごみについては、毎週⼟曜⽇に市⺠団体とボランティアによる⽣ごみリサイクル事業も実施され
ています。市では⽣ごみ減量化処理機器購⼊費補助制度を設けたり、⾷品リサイクル堆肥の配布を
⾏っていますが、今後の⽣ごみ乾燥物の増加を⾒据え、飼料化などの新たな⽣ごみ資源循環施策の
実施等、⽣ごみ資源化施策の強化が必要です。  

図 3-20 居住形態別のごみの組成及び混⼊物の状況 
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施策の内容と各主体の取組 

６.1 発⽣抑制を最優先とした３R の推進 

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

⾷品ロス削減推進協⼒店・事業所認
定店舗数 

11 店舗（令和２年度） 20 店舗 

①市の施策 

６.1.1 ⽇常⽣活における３R の徹底 
市⺠ 1 ⼈ひとりが無駄なものを買わない・もらわないを前提として、⽇常⽣活の中で 3R ⾏動が定

着するよう、⾷品ロスの削減、マイバッグ・マイボトル・マイはしの利⽤促進及び資源の有効活⽤に
繋がる事業の推進や、⽣ごみ減量化処理機器購⼊費補助制度の利⽤促進を図ります。 

⽣ごみの有効利⽤を図るため、⽣ごみ資源化施策を推進します。また、⽣ごみの堆肥化を実施して
いる市⺠団体との連携や集団回収事業実施団体への奨励⾦交付などの⽀援を⾏い、市⺠及び市⺠団体
の活動を促進していきます。 

リユースルート・リサイクルルートの構築や円滑な運⽤を推進し、社会情勢の変化などに応じた資
源化ルートの有⽤性の⾒直しも検討します。 

 

６.1.2 分別・減量を徹底する啓発活動の強化 
４か国語対応のごみ・リサイクルカレンダーの配布や

ごみ分別アプリの紹介・活⽤、不動産業者への働きかけ
など、転⼊者にも分かりやすい情報提供や分別指導を⾏
い、ごみゼロ化推進員と協働しながら今後も３R の取組
や分別が進むように意識の向上、意識改⾰を⾏います。 

また、⼩・中学⽣や⾃治会などの団体に対し、さらな
るごみの減量と混⼊物のない適正なごみ排出につなげる
ため、市のごみの分別・ごみ処理の⾏⽅などを分かりや
すく解説する「くるカメ出張講座」やごみ処理施設⾒学
会などの環境教育・学習機会があることを積極的に PR
し、有効に活⽤いただけるよう普及啓発を⾏います。 

効果的な３R を推進するため、市内から排出されるごみ
の組成分析や調査・研究の実施等に取り組み、市⺠へ情報
提供を⾏います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3-21 外国⼈向けにイラストや英語を 
⽤いた分別⽅法の表記例 

（英語版ごみ・リサイクルカレンダー） 
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６.1.３ 事業活動における３R の推進 
事業活動に伴って排出される⼀般廃棄物は事業者⾃らの責任で適切に処理することが原則ですが、

浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設に事業系ごみが搬⼊されることを踏まえ、各事業所に対して発⽣
抑制の推進、分別指導を実施していきます。 

また、市⺠が⽇常⽣活において３R に取り組む機会を増やすため、リサイクル推進協⼒店及び⾷品
ロス削減推進協⼒店制度の周知と認定店舗数の拡⼤を図ります。 

 
 

②市⺠の取組 

●分別を徹底し、混⼊物のない適正なごみ排出を⽬指します。 
●⽣ごみは⽔切りを⾏い、⾷べ残しや汚れのある廃棄物はきちんと洗浄してから排出します。 
●リサイクル推進協⼒店舗や⾷品ロス削減推進協⼒店舗での購買を⼼がけ、ごみ減量に努めます。 
●イベント実施時にはリユース⾷器を活⽤しごみ減量を⼼がけます。 
●ごみとして処理する前に、リサイクルバザー、おもちゃの病院、不⽤品交換コーナー等を活⽤します。 
 

③事業者の取組 

●事業活動に伴い発⽣した⼀般廃棄物は、⾃らの責任において適切に処理を⾏います。 
●産業廃棄物は処理業者に依頼して適正に処理し、マニフェストにより管理します。また、業者選定

にあたっては、東京都の優良産廃処理業者に認定された業者を優先的に検討します。 
●ごみの排出時には、発⽣抑制を⼼がけ、分別を徹底します。 
●イベント実施時にはリユース⾷器を活⽤しごみ減量を⼼がけます。 
●リサイクル推進協⼒店認定や⾷品ロス削減推進協⼒店・事業所認定取得を検討します。 
●資源物の店舗回収の情報を発信し、市⺠の積極的な利⽤を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩学⽣の取組アイディア 〜⼩学⽣ワークショップ結果より〜 
●いらないものは買わない 
●スーパーやお店にエコバッグを持って⾏く 
●個包装になっていないもの（お菓⼦など）を買うようにする 
●すぐに物を捨てたりせず、なるべく⻑い時間使う。物を⼤切に使う 
●お菓⼦などの空き箱を活⽤する 
●ごみを出す量をルールで決める 
●ごみを分別する 
●資源をリサイクルに回す 
●使い終わった物はリサイクルショップなどに売る 

資源 
ごみ 

もやす 
ごみ 

もやさない 
ごみ 
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６.2 安全・安⼼・安定的な適正処理の推進           

①市の施策  

６.2.1 地域と連携した収集・運搬の推進 
ごみの排出場所や⽇時、分別区分等のごみ出しルールを周知し、スムーズな収集・運搬ができるよう

引き続き協⼒をもとめます。収集⾞については、収集・運搬の委託事業者へ低公害⾞の導⼊の協⼒を
要請し、環境負荷の低減を進めるとともに、騒⾳・渋滞の対策を図り、周辺住⺠への負担の軽減に努
めます。 

また、地域の関係機関・事業者との連携を強化し、ごみを排出場所に持ち出すことが困難な⾼齢者
や障がい者が居住する住宅を⼾別訪問してごみ収集を⾏い、同時に安否確認を⾏うふれあい収集を推
進していきます。 

 
６.2.2 適正な処理・処分の推進 

燃やすごみは、⽇野市内の浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設で焼却処理し、焼却灰はセメント原
料としてリサイクル処理します。燃やさないごみや粗⼤ごみ、資源物は、不燃・粗⼤ごみ積替え・保
管施設や資源物処理施設で適正な処理を⾏います。これらの施設の⻑期的で安定・適正な運営のため
に、中間処理量・最終処分量の削減に取り組みます。 

また、市が収集・処理していない廃棄物については市⺠⾃らで適正処理を実施する必要があるため、
関係機関・事業者と連携して情報交換を⾏い、受け⼊れ体制の整備を進めるとともに、回収・処理⽅
法について市⺠へ情報提供を⾏います。 

 
６.2.３ 廃棄物処理を⽀える体制の確⽴ 

令和２年度から本格稼働している浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設は⽇野市、国分寺市との共同
処理施設であり、⽇野市内に⽴地しています。施設の周辺住⺠及び関係者の負担を少しでも軽減し、
安全・安⼼な環境を確保するために、関係機関や事業者と情報共有を図ります。 

また、今後も⻑期的に事業を続けられるよう、⼀般廃棄物処理事業に係るコスト管理や環境基⾦※
の有効活⽤など、資⾦⾯においても検討を重ねていきます。 

※ 環境基⾦︓本市では⼩⾦井市環境基⾦条例に基づき、⼀般廃棄物処理⼿数料の⼀部などを積み⽴てています。 
 

②市⺠の取組 

●使⽤済み家電製品やパソコン等、市で収集を⾏っていない廃棄物は、販売店や指定の回収業者に依
頼し、適正処理を⾏います。 

●廃棄物のスムーズな収集・回収のため、ごみの分別を徹底し、ごみの排出場所・⽇時を守ります。 
 

③事業者の取組 

●資源物の店頭回収事業所の情報を発信し、市⺠の積極的な利⽤を推進します。 
●市が収集・処理しない家電等のうち、店舗回収可能な廃棄物については市⺠に情報提供を⾏い、回

収した廃棄物は適正処理を⾏います。 
 
 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 



73 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「⼩⾦井市施設ごみゼロ化⾏動基本計画」及び「市施設ごみゼロ化⾏動実施計画」 

本市役所は市内最⼤の事業所であり、市施設から排出される廃棄物量を限りなくゼロにす
るため、「⼩⾦井市施設ごみゼロ化⾏動基本計画」を策定し廃棄物の減量⽬標を定めています。 
 また、基本計画の⽬標を達成するため庁内に 6 つのごみゼロ化推進部会（本庁舎ごみゼロ
化⾏動推進部会、第⼆庁舎ごみゼロ化⾏動推進部会、その他施設ごみゼロ化⾏動推進部会、市
⽴学校ごみゼロ化⾏動推進部会、学童保育所・児童館ごみゼロ化⾏動推進部会、保育園等ごみ
ゼロ化⾏動推進部会）を設置しています。具体的な取組として、各部会では⼩⾦井市施設ごみ
ゼロ化⾏動計画を策定し、職員⼀⼈ひとりが積極的にごみの発⽣抑制、再使⽤及び再利⽤への
取組を進めています。 

なお、この取組の進捗状況は⼩⾦井市ホームページ等で随時公表します。 

事業者としての市役所の取組 
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⽇常⽣活や事業活動、住まい、移動⼿段の中で、省エネルギーや再⽣可能エネルギー利⽤が

推進され、低炭素で循環型のライフスタイル・ワークスタイルが浸透していることを⽬指しま
す。 

また、⼀⼈ひとりが気候変動による影響について理解し、その影響に上⼿に適応することで、
変わらず快適な⽣活を送ることができるまちを⽬指します。 

＜関連する SDGs＞ 
関連するゴール 

 

⽬標 7︓すべての⼈々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する 
・再⽣可能エネルギーの利⽤を促進し、エネルギーに占める割合を拡⼤する 
・省エネルギーを推進し、エネルギーを⼤切に使う 

 

⽬標 11︓包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
・再⽣可能エネルギーの導⼊や省エネルギーにより、持続可能なエネルギー利⽤を進める 
・気候変動適応策を進めることにより、災害に強い、住み続けられるまちをつくる 

 

⽬標 13︓気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 
・気候変動の緩和、適応に関する情報を広く普及啓発し、⼀⼈ひとりがそのリスクを認識する 
・ライフスタイル・ワークスタイルの低炭素化により、温室効果ガスの排出量を減らす 
・気候変動に伴う⾃然災害等の影響を想定し、適応策を講じる 

 
関連する計画▶▶▶第 2 次⼩⾦井市地球温暖化対策地域推進計画 

 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞ 
環境指標 現状 ⽬標 

市内の温室効果ガス排出量 341 千 t-CO2 

（2017（平成 29）年度） 
2013（平成 25）年⽐ 26.0%
削減（260.6 千 t-CO2） 

市内のエネルギー消費量 3,437TJ 
（2017（平成 29）年度） 

2013（平成 25）年⽐ 16.0%
削減（2,863TJ） 

意識調査における「適応」の認
知度 

市⺠ 25.3％、事業者 25.6％※ 
（令和元年度） 

市⺠、事業者ともに 50%以上 

※地域推進計画改訂に係るアンケート調査（令和元年度）において「意味を含めて知っていた」と回答した割合です。 

  

エネルギーを賢く使い、低炭素なまちをつくる 基本目標７ 
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＜施策の展開＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状・課題 

◆地球温暖化による気候変動の現状と将来予測 
・「気候変動の観測・予測及び環境評価統合レポー

ト 2018」では、21 世紀末までに地球温暖化に
伴う気候変動により、⽇本の平均気温が現在と
⽐較して 4.4℃上昇、1 時間降⽔量 50mm 以上
の短時間強⾬発⽣回数の増加等の影響が予想さ
れています。 

・本市周辺の年平均気温は上昇傾向にあり（図 3-
22）、真夏⽇も増加傾向です（図 3-23）。近年は
台⾵の⼤型化、集中豪⾬に伴う都市⽔害の発⽣
など、気候の変化とそれに伴う影響が既に現れ
ています。 

・IPCC 第 5 次評価報告書では、⼆酸化炭素（CO2）
の累積総排出量と世界平均地上気温はほぼ⽐例
関係にあり、気候変動の抑制には、温室効果ガス
排出量の抜本的かつ持続的な削減が必要である
とされています。気候変動のリスクをできるだ
け抑えるためには、温室効果ガスの排出量を削
減する「緩和策」を推進することが必要です。 

・同報告書では、将来、どのような温室効果ガスの
濃度のシナリオ（仮定）を当てはめても、21 世

図 3-22 年平均気温の経年変化 
資料︓気象庁ホームページ（府中気象観測所） 

7.3.4 災害対策の推進 

基本⽬標 基本施策 施 策 

7．エネルギーを賢
く使い、低炭素
なまちをつくる 

7.1 家庭・事業所に 
おける低炭素化の
推進 

7.1.1 建物の低炭素化の促進 

7.1.2 機器・設備の低炭素化の促進 

7.1.3 低炭素化につながる⾏動・活動
の普及促進 

7.2 移動における低炭
素化の推進 

7.2.1 交通⼿段の転換の促進 

7.2.2 ⾃動⾞の低炭素化の促進 

7.3.1 気候変動適応に関する普及啓発 7.3 気候変動適応策の
推進 

7.3.2 気候変動による影響の把握 

7.3.3 暑熱対策の推進 

図 3-23 真夏⽇の⽇数の経年変化 
資料︓気象庁ホームページ（府中気象観測所） 
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紀末の気温は上昇するという予測がなされています。また、「気候変動適応情報プラットフォーム」
の気候変動による影響予測結果では、厳しい温暖化対策を実施した場合でも、年間降⽔量の上昇、
コメ収量の低下（品質重視）、熱中症搬送者数や熱ストレス超過死亡者数の増加などの影響がある
とされています。そのため、上記「緩和策」と両輪で、気候変動による影響から⽣活や事業活動を
守る「適応策」も進めていくことが重要です。 

 
◆温室効果ガス排出量の削減に向けた動き 

・第 2 章で述べたように 2015（平成 27）年の国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）
でパリ協定が採択され、世界共通の⻑期⽬標として、産業⾰命前からの世界の平均気温上昇を 2℃
より⼗分下⽅に保持し、1.5℃に抑える努⼒をすることが合意されました。国も、2030（令和 12）
年度の温室効果ガス排出量を 2013（平成 25）年度⽐で 26%削減することを決定し、さらに⻑期
⽬標として 2050（令和 32）年までに 80%削減を設定しています。 

・その後、IPCC「1.5℃特別報告書」（2018（平成 30）年）において、気温上昇が 1.5℃の場合の気
候変動リスクは 2℃の場合よりも低いことが⽰されました。そして、平均気温上昇を 1.5℃に抑え
るためには、CO2（⼆酸化炭素）排出量を 2050（令和 32）年頃には正味ゼロに達する必要がある
とされています。 

・これらを受けて、国は 2020（令和 2）年、東京都では 2019（令和元）年に、2050（令和 32）年
に CO2 実質ゼロを⽬標として掲げました。東京都は、CO2 実質ゼロに貢献する「ゼロエミッション
東京」を実現することを宣⾔し、その実現に向けて、「ゼロエミッション東京戦略」を策定しました。
本市においても、気温上昇を 1.5℃に抑えることを⽬指し、世界や国、都の⻑期的な⽬標をも⾒据
えた取組が必要です。 

 
 

◆本市における温室効果ガス排出量と将来推計 
・市域から排出される温室効果ガスは、そのほ

とんどが CO2 です。2017（平成 29）年度の
温室効果ガス排出量 341.0 千 t-CO2 のうち
CO2 排出量は 311.5 千 t-CO2 でした。CO2 排
の排出量は、2012（平成 24）年度をピークに
減少傾向にあります（図 3-24）。 

・2017（平成 29）年度の部⾨別 CO2 排出量は、
家庭部⾨が最も多く（約 53%）、次いで業務
その他部⾨（約 29%）、運輸部⾨(約 11%)、
産業部⾨（約 6%）、廃棄物部⾨（約 2%）と
なっています。 

・市域の温室効果ガス排出量の将来推計による
と、特に対策を⾏わない場合（現状維持ケー
ス）、CO2 排出量は 2017（平成 29）年度以降
ゆるやかに減少し、2030（令和 12）年度には
2013（平成 25）年度⽐で 2.1%削減となる⾒
込みです（図 3-25）。 

・気候変動によるリスクを極⼒抑えるためには、
2050 年に⼆酸化炭素排出量実質ゼロを⾒据
え、さらに意欲的に排出量削減を進めること
が必要です。特に、将来的にも家庭部⾨と業務

図 3-24 部⾨別 CO2 排出量の推移 
出典︓オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・

温暖化防⽌プロジェクト」 

図 3-25 市域の CO2 排出量の推移と将来推計 
（現状維持ケース） 
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その他部⾨が排出量の多くを占める傾向は変わらない推計となっていることから、⽇常⽣活や事業
活動における排出量削減が引き続き重要な課題です。 

・また、⼆酸化炭素以外の温室効果ガス排出量のほとんどを占める HFCs（ハイドロフルオロカーボ
ン類）は、オゾン層破壊効果がないため特定フロンの代替として使⽤されていますが、温室効果が
⾼い物質です。HFCs の排出量は今後も増加が⾒込まれており、削減を進めていく必要があります。 

 
◆各主体の取組や意識 

・平成 27 年 3 ⽉に「⼩⾦井市地球温暖化対策地
域推進計画－改訂版－」（以下、「地域推進計画」
という）を策定し、市⺠・事業者・教育研究機
関・市が⼀体となって施策を推進してきました。
市は、同計画に基づき、右記に⽰すような施策
を推進しました。 

・令和元年度実施の市⺠アンケート結果では、節
電⾏動や省エネ性能の⾼い製品の選択などが浸
透している様⼦が伺えますが、環境配慮型機器
を導⼊している・考えている市⺠は 2 割程度で
した。市が実施している住宅向けの再⽣可能エ
ネルギー等利⽤設備の導⼊補助は、年間で平均
して 150 件程度の利⽤がありますが、今後は新
技術の進展を⾒据えつつ、市⺠等の導⼊に関す
る意向等を把握し、対象機器を⾒直しながら⽀
援を継続していくことが必要です。 

・省エネ改修⼯事に伴う固定資産減税制度は、令和元年度の利⽤は 1 件です。省エネ改修は頻繁に⾏
われるものではありませんが、より多くの市⺠に利⽤してもらうために制度を周知していくことが
必要です。 

・地域推進計画改訂に向けた事業者アンケート結果（令和元年度実施）によると、8 割の事業者が節
電や節⽔、再⽣紙利⽤、資源ごみの分別収集などの配慮⾏動を実施していました。設備については、
LED 照明等⾼効率照明(90.8%)、省エネ型業務⽤機器（75.6%）等の導⼊意向※が⾼い⼀⽅、太陽
光発電システム等再⽣可能エネルギー利⽤に関しては、費⽤がかかることを理由に導⼊意向が低く
なっており、事業者が再⽣可能エネルギーを利⽤しやすいような⽀援が必要です。  
※ すでに導⼊している＋今後、導⼊する予定がある＋今後、導⼊してみたい 

・⾃動⾞からの CO2 排出削減に向けた取組として、市⺠・市内事業者対象の「エコドライブ教習会」、
コミュニティバス再編事業、⾃転⾞駐⾞場整備等が進められてきました。令和元年度実施の市⺠ア
ンケートでも「徒歩⾃転⾞・公共交通を利⽤する」の実施率（「いつもしている」⼜は「ときどきし
ている」と回答）が 8 割を超えており、着実に浸透しつつあることが伺えます。 

・地域推進計画改訂に向けたアンケート調査（令和元年度実施）においては、市⺠の 47.4%、事業者
の 47.7%が「適応」という「⾔葉⾃体を知らなかった」と回答しているため、気候変動のリスクや
それに対する適応の重要性に関する普及啓発が必要です。 

・令和元年度末頃からは、新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡⼤防⽌を契機として、⼀部の
業種ではテレワークや Web 会議、時差出勤などの導⼊が進んでいます。これらの⽣活様式は、移
動に伴う⾃動⾞利⽤の削減等の効果も期待され、今後も積極的な導⼊が望まれます。 

  

地球温暖化対策の施策 
カテゴリー 内容 対象 

全般 環境⾏動指針チェッ
クリストの配布 

市⺠・ 
事業者 

再⽣可能 
エネルギー等 

再⽣可能エネルギー
等利⽤設備の導⼊補
助（太陽光発電等） 

市⺠ 

省エネルギー 省エネ改修に伴う固
定資産税減税 

市⺠ 

交通 
CoCo バスをはじめ
としたバス利便性の
向上 

市⺠・ 
事業者 

交通 エコドライブ講習会
の実施 

市⺠・ 
事業者 

フロン類 
フロン類の回収に関
する情報提供、回収
事業者への指導 

市⺠・ 
事業者 
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ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス） 
断熱性能等を⼤幅に向上させるとともに、⾼効率な設備システムの導⼊により、室内環境の質を維持しつつ⼤幅
な省エネルギーを実現した上で、再⽣可能エネルギーを導⼊することにより、年間の⼀次エネルギー消費量の収
⽀がゼロとすることを⽬指した住宅。 
同様に、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費するエネルギーをゼロにすることを⽬指した建物 ZEB（ネ
ット・ゼロ・エネルギー・ビル）もある。 

施策の内容と各主体の取組 

7.1 家庭・事業所における低炭素化の推進                      

＜取組指標＞  
指標 現状 ⽬標 

住宅⽤新エネルギー機器等補助件数 142 件（令和元年度） 補助額相当の件数を達成 
省エネ改修に係る減税制度の利⽤件数 1 件（令和元年度） 累積件数が増加 
（仮称）省エネチャレンジ事業参加数 － 市⺠（事業者含む）750 件 

 
①市の施策 

7.1.1 建物の低炭素化の促進  
建物の新築や改修の際に低炭素化を

検討してもらえるように、不動産業者
やハウスメーカー、⼯務店とも連携を
図りながら、省エネルギー診断をはじ
めとする建物の省エネ化の検討にあた
り利⽤できる制度、ZEH や東京ゼロエ
ミ住宅といった省エネ型建築物に関す
る情報提供を⾏います。また、導⼊のハ
ードルを下げるために、国や都等の各
種助成⾦制度を紹介するとともに、市
が実施する省エネ改修に係る固定資産
税の減額制度の継続・拡充を図ります。 

公共施設の新築・改修においても省エネ化を推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

7.1.2 機器・設備の低炭素化の促進                       
効率の良いエネルギー利⽤や再⽣可能エネルギーの

導⼊や転換を促進するため、家電販売店等とも連携を図
りながら、省エネ機器・再エネ利⽤設備やエネルギー管
理システム、コージェネレーションシステム等に関する
情報提供を⾏います。また、国や都等の各種助成⾦制度
を紹介するとともに、市が実施する補助⾦制度の継続・
拡充、新規制度の検討を⾏います。 

個々の家庭・事業所での導⼊が難しい集合住宅やテナ
ントビルへの省エネ機器・再エネ利⽤設備の導⼊、⼤型

図 3-26︓省エネ型建築物の例〜ネット・ゼロ・ 
     エネルギーハウス（ZEH）のイメージ〜 

出典︓経済産業省 省エネルギー庁 省エネ住宅ポータルサイト 
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/
general/housing/index03.html 

フロンラベル 
エアコンや冷凍冷蔵機器、断熱材などに表⽰ 
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商業施設への災害時対策も考慮した再⽣可能エネルギー設備等の導⼊など、様々な主体・事業体を対
象に呼びかけを⾏います。 

CO2 よりも地球温暖化係数が⾼いフロン類（HFCs︓ハイドロフルオロカーボン類、PFCs︓パーフ
ルオロカーボン類等）については、適正な回収・処理を指導するとともに、オゾン層保護と地球温暖
化対策の両⾯から寄与する製品（「低 GWP※冷媒」を使⽤した機器やノンフロンの機器）に関する普
及啓発を⾏います。 
※GWP︓地球温暖化係数（CO2 を 1 とした場合の温暖化影響の強さを表す値）。この値が⼩さく温室効果が⼩さい冷

媒のこと。 
 

7.1.3 低炭素化につながる⾏動・活動の普及促進 
脱炭素社会づくりに貢献し、地球温暖化対策に

資する「賢い選択」＝COOL CHOICE の考え⽅や
具体的な取組内容及び効果について、普及啓発を
⾏います。節電・節⽔などの省エネ⾏動をはじめ、
再⽣可能エネルギー由来の電⼒の調達、⽇常⽣活
における、宅配サービスの受取、⾷料品の購⼊や、
事業活動におけるグリーン購⼊、物流の効率化な
ど、様々な場⾯の COOL CHOICE の選択肢を紹
介していきます。 

これらの情報は、市のホームページや、市報、
パンフレット、環境⾏動指針等様々な媒体やイベ
ント等を利⽤して、より多くの場や機会において
市⺠・事業者に伝えていきます。 

また、市⺠や事業者の省エネ⾏動のインセンティブとして、エネルギー消費の削減量に応じて商品
券や商品との交換が可能なポイント制度（（仮称）省エネチャレンジ事業）の創設を検討します。 

事業者に対しては、環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション 21 等）導⼊事業所
の優遇措置の対象拡⼤等、事業所の低炭素化に向けた取組に対するさらなるインセンティブを検討し
ます。 

事業活動における COOL CHOICE の例 
●再⽣可能エネルギー由来の電⼒を選択 
●事務⽤品などは環境負荷が⼩さい製品を選択 
●効率の良い輸送ルートを選択 
●より低炭素な輸送⽅法を選択 
●燃費のよい運転⽅法を選択 
●多摩産材や森林保全につながる⽊材の利⽤を選択 

⽇常⽣活における COOL CHOICE の例 
●再⽣可能エネルギー由来の電⼒を選択 
●再配達が不要な宅配サービスを選択 
●輸送エネルギーが少ない地場野菜を選択 
●多摩産材や森林保全につながる⽊材の利⽤を選択 

COOL CHOICE︕エコな電⼒の調達⽅法 
できるだけ環境負荷が少ない電⼒を使いたい、でも⾃宅に太陽光発電設備 

などを導⼊することが難しい…そんなときには、「できるだけ環境負荷が少ない電⼒を調達す
る」という選択肢があります。 
＊調達⽅法①グリーン電⼒証書を購⼊する＊ 

普段使う電⼒以外に、再⽣可能「グリーン電⼒証書」（電気がもつ環境付加価値）を購⼊する
ことで、購⼊分の電⼒量は再⽣可能エネルギーを利⽤したとみなされます。 
個⼈や団体、事業者に限らず購⼊でき、特定のイベントでの使⽤分を購⼊することも可能です。 

＊調達⽅法②再⽣可能エネルギーによる電⼒を供給する電⼒事業者から調達する＊ 
電⼒事業者によっては、再⽣可能エネルギー⽐率が⾼い電⼒プランを提供しているところがあ

ります。※1 
また、再⽣可能エネルギーによる発電を⾏っている特定の発電所を応援したり、法⼈向けには

特定の発電源の電⼒を調達できる仕組みを取り⼊れている事業者もあります。※2 

参考※1 グリーン購⼊ネットワーク エコ電⼒特集（https://www.gpn.jp/project/eco_denryoku/） 
※2 みんな電⼒株式会社（https://minden.co.jp/） 
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②市⺠の取組 

●住宅の新築・改築、マンションの購⼊の際には、環境性能表⽰等を活⽤して環境性能を考慮し、ZEH
を検討します。既存住宅においては断熱改修等の省エネ化を検討します。 

●家電等の買い替えの際には、省エネラベル等を確認し、省エネルギー性能が⾼いものを選択します。
また、冷蔵・冷凍設備や空調設備は、代替フロンを使わない製品を選択します。 

●太陽光発電等の再⽣可能エネルギー利⽤設備やエネルギー管理システムについて情報を収集し、導
⼊を検討します。 

●再⽣可能エネルギー由来の電⼒を選択するなど、COOL CHOICE を実践します。 
●省エネポイント事業など、市が実施する参加型事業へ積極的に参加を検討します。 
 
 

③事業者の取組 

●（ハウスメーカー、⼯務店、家電販売店等）省エネ機器・再⽣可能エネルギー利⽤設備の性能や住
宅の省エネ化の⽅法、補助⾦等各種制度について、市⺠に積極的に情報提供します。 

●（集合住宅管理会社）集合住宅等への再⽣可能エネルギー利⽤設備や HEMS 等エネルギー管理シス
テムの導⼊を検討します。 

●（ハウスメーカー、⼯務店等）取扱商品のラインナップとして、省エネ住宅や東京ゼロエミ住宅、
ZEH を検討します。また、省エネ住宅の機能や各種補助制度等について購⼊者に情報提供を⾏い、
積極的に供給します。 

●消費者や従業員に COOL CHOICE に関する情報提供を⾏います。 
●設備更新時には、省エネ機器や再⽣可能エネルギー設備を導⼊します。 
●ESCO 事業や省エネ診断を活⽤して省エネ改修について情報を収集し、実施を検討します。建築物

の新設にあたっては、ZEB を検討します。 
●冷蔵・冷凍設備や空調設備を導⼊・更新する際には、代替フロンを使わない製品を検討し、廃棄の

際にはフロン類を適正に処理します。 
●（家電販売店等）購⼊者にフロンの適正処理の重要性や代替フロンを使わない製品について情報提

供します。 
●環境マネジメントシステムの導⼊・活⽤を進めます。 
●省エネポイント事業など、市が実施する参加型事業へ積極的に参加を検討します。 
 
 
 

  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩学⽣の取組アイディア 〜⼩学⽣ワークショップ結果より〜 
●使っていない部屋は電気を消す、⽔を出しっぱなしにしないなど、⼩さいことにも気を付ける 
●無駄遣いをしない 
●できるだけ家族と⼀緒にいる 
●公園の⽔をあまり使わない 
●なるべく⾃転⾞を使う 
●電気⾃動⾞を使⽤する 
●⽔素をもっと利⽤する 
●⾵⼒発電を活発にする 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 ⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 
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7.2 移動における低炭素化の推進                                
 

①市の施策 

7.2.1 交通⼿段の転換の促進                       
公共交通機関をより利⽤しやすくするため、市内の交通の状況や市⺠ニーズを踏まえたコミュニテ

ィバスの既設路線の⾒直しを⾏います。 
⾃転⾞や徒歩による移動を選択しやすいよう、幹線道路における歩⾏者道・⾃転⾞⾛⾏空間確保や

⾃転⾞駐⾞場の整備に努めます。 

7.2.2 ⾃動⾞の低炭素化の促進                           
⾃動⾞を利⽤する際の低炭素化（低燃費化）を促進す

るため、エコドライブに関する普及啓発を⾏います。ま
た、⾃動⾞⾃体の低炭素化を図るため、次世代⾃動⾞の
性能や効果、各種補助⾦制度等の情報提供を⾏います。 

公共施設への急速充電設備や⽔素ステーションの整
備、主要な商業施設等と連携した整備等、次世代⾃動⾞
を利⽤しやすい環境づくりを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市⺠の取組 

●移動⼿段として、⾃転⾞や徒歩、公共交通機関を優先的に利⽤します。 
●⾃動⾞を買い替える際には、環境負荷等の情報も⽐較し、積極的に次世代⾃動⾞を購⼊します。 
●⾃動⾞利⽤が少ない家庭では、カーシェアリングを検討します。 
●運転時にエコドライブを意識します。 
 

③事業者の取組 

●通勤⼿段として、⾃転⾞や徒歩、公共交通機関の優先利⽤を推奨します。 
●リモートワークやオンライン会議の活⽤等により、⾃動⾞による移動を減らします。 
●社⽤⾞の買い替えの際には、積極的に次世代⾃動⾞の購⼊や、カーシェアリングの導⼊を検討します。 
●運転時にエコドライブを意識します。 
●急速充電設備の敷地内への設置等に協⼒します。  

次世代⾃動⾞の種類 
●天然ガス⾃動⾞ ●クリーンディーゼル⾞ 
●ハイブリッド⾞ 
●プラグイン・ハイブリッド⾞  
●電気⾃動⾞   ●燃料電池⾃動⾞ 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

写真︓市で導⼊している電気⾃動⾞ 
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7.3 気候変動適応策の推進                                   

＜取組指標＞ 
指標 現状 ⽬標 

クールスポット創出状況 3 箇所（令和 2 年度） 現状の箇所数以上 
 

①市の施策 

7.3.1 気候変動適応に関する普及啓発                       
本市においては、気候変動により農

業、⽔環境・⽔資源、⾃然⽣態系、⾃然
災害、健康、国⺠⽣活・都市⽣活の各分
野に影響が出ることが想定されます（表
3-5）。今後、市⺠や事業者とともに適応
策を進めていくにあたり、まずは気候変
動適応に対する関⼼を⾼め、⽇常⽣活や
事業活動との関係を認識してもらうこ
とが重要です。 

そのため、市のホームページや、広報
紙、パンフレット等様々な媒体を通じ
て、気候変動による影響や適応の必要
性、技術動向や国・都の政策、市⺠や事
業者が実施可能な対策等関する情報を
定期的・集中的に発信します。 

 
 
 
 

7.3.2 気候変動による影響の把握                       
⾃然環境分野の活動団体、事業者団体、農業従事者等と連携し、市域で現在既に起こっている気候

変動による影響の現状について把握します。⽔環境や⾃然⽣態系については、⽔質や⽔量、動植物の
モニタリング調査により変化の程度や内容を把握します。これらに関する情報は、適宜提供し、市⺠
や事業者の備えを促します。 

 
7.3.3 暑熱対策の推進                           

既に起こっている影響である気温上昇による熱ストレスの低減や、まちなかの快適性確保のために、
みどりの保全や創出（→基本⽬標 1 参照）等、地表⾯の温度上昇を抑制するための対策を実施します。
まちなかや公共施設には、⽇よけやミストの設置などによりクールスポットを創出し、その効果を測
定して広く情報提供するとともに、商業施設などと協⼒して市内のクールスポットの増設を検討しま
す。 

また、屋上・壁⾯緑化など建物の温度上昇を抑える取組や、打ち⽔等の⼿軽にできる暑さ対策、個
⼈でできる熱中症対策等についても、引き続き情報提供を⾏います。 

気温上昇に伴い懸念される感染症の予防策についても情報提供を⾏います。 
 

表 3-5 気候変動により想定される影響 
分野 ⼤項⽬ ⼩項⽬ 国の評価 

重⼤性 緊急性 確信度 

農業・ 
林業・ 
⽔産業 

農業 

果樹 〇 〇 〇 
園芸作物（野菜） － △ △ 
病害⾍・雑草 〇 〇 〇 
農業⽣産基盤 〇 〇 △ 

その他 
農業従事者の熱中症 
（死亡リスク） 〇 〇 〇 

農業従事者の熱中症（熱中症） 〇 〇 〇 

⽔環境・ 
⽔資源 

⽔環境 河川 ◇ □ □ 

⽔資源 ⽔供給（地表⽔） 〇 〇 △ 
⽔供給（地下⽔） ◇ △ □ 

⾃然⽣態系 

陸域⽣態系 ⼈⼯林 〇 △ △ 
淡⽔⽣態系 河川 〇 △ □ 
⽣物季節 ⽣物季節 ◇ 〇 〇 
分布・個体群の
変動 

在来種 〇 〇 〇 
外来種 〇 〇 △ 

⾃然災害・ 
沿岸域 ⽔害 洪⽔ 〇 〇 〇 

内⽔ 〇 〇 △ 

健康 
暑熱 死亡リスク 〇 〇 〇 

熱中症 〇 〇 〇 
感染症 節⾜動物媒介感染症 〇 △ △ 

産業・ 
経済活動 産業・経済活動 

製造業 ◇ □ □ 

エネルギー需給 ◇ □ △ 

国⺠⽣活・ 
都市⽣活 

インフラ・ 
ライフラインなど ⽔道、交通など 〇 〇 □ 

その他 暑熱による⽣活への影響など 〇 〇 〇 
※凡例は次のとおりです 【重⼤性】〇︓特に⼤きい、◇︓「特に⼤きい」とは⾔えない、－︓現状では評価できない 
               【緊急性】〇︓⾼い、△︓中程度、□︓低い、－︓現状では評価できない 
               【確信度】〇︓⾼い、△︓中程度、□︓低い、－︓現状では評価できない 
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7.3.4 災害対策の推進                           
近年増加している⾃然災害対策として、⾬⽔浸透施設の整備（→基本⽬標 2 参照）や道路・下⽔道

等インフラの点検及び計画的な修繕、上下⽔道、電⼒、ガス等ライフラインの強化と確保、災害協定
等⾮常時の体制強化を進めます。 

気候変動に伴い災害の激甚化も想定されるため、市⺠や事業者がそれぞれ災害に備えられるよう、
引き続き災害ハザードマップの周知や、再⽣可能エネルギー利⽤設備や蓄電池等の災害時の活⽤の視
点からの導⼊促進を⾏います。 

 
 

②市⺠の取組 

●気候変動による影響やリスクについて正しい情報を収集し、「⾃分ごと」として把握します。 
●緑のカーテン、打ち⽔など、住まいを涼しくする⼯夫をします。 
●災害発⽣時の⾏動を確認し、備えをします。 
●熱中症の予防に努めます。 
 

③事業者の取組 

●気候変動が事業活動に与える影響を把握し、企業としての適応策を検討します。 
●屋上緑化や壁⾯緑化、緑のカーテンなどを進めます。 
●（商業施設等）まちなかのクールスポット創出に協⼒します。 
●災害発⽣時の⾏動を確認し、備えをします。また、⾃然災害発⽣時に建物の倒壊・破損や倒⽊等が

起こらないよう、⽇ごろから点検等を⾏います。 
●事業活動中の熱中症の予防に努めます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

⼩⾦井市環境⾏動指針 ●ページ参照 

新庁舎・（仮称）新福祉会館における取組 

市では、現在新庁舎・（仮称）新福祉会館の建設を進めています。 
平成 23 年 3 ⽉に策定された「⼩⾦井市新庁舎建設基本構想」では、３つの基本理念のひと

つとして『⼈や地域に「やさしい庁舎」』を掲げており、「環境の拠点」という役割を⽰しまし
た。具体的には、「太陽光や太陽熱、⾵、みどりなどの⾃然をいかし、省エネルギーに配慮し
た施設」、「⽊材の使⽤を検討するなど CO2 削減に配慮した」施設を⽬指しています。 

また、「⼩⾦井市新庁舎建設基本計画」（平成 25 年 3 ⽉）では、新庁舎の機能と整備⽅針と
して、「⾃然エネルギーの利⽤」、「省エネルギーの推進」、「エネルギー使⽤の⾒える化」を⽰
しました。 

令和 2 年 10 ⽉現在、事業は実施設計段階です。新庁舎等建設に向けて、環境配慮に取り組
んでいます。 
 
 ■⼩⾦井市ホームページ 新庁舎建設関連 
 https://www.city.koganei.lg.jp/shisei/seisakukeikaku/sintyosyakanren/index.html 

 ※URL は変更になる可能性があります。 

小金井市の取組紹介 
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第４章 計画の推進体制・進⾏管理 
１．計画の推進体制 

市を含む各推進主体が個別に、⼜は連携して施策や取組を実施し、「⼩⾦井市環境審議会」、「環境基
本計画推進本部（市）」において計画の進捗状況を点検・評価しながら、計画の着実な推進を図ります。
点検・評価の結果は環境報告書によって公表し、次年度以降の展開につなげます。 

また、市が環境保全に向けた取組を進める上で、市⺠・事業者・市⺠団体・教育機関等すべての主
体との連携・協働は不可⽋です。適宜情報共有を図り、⽬的を共有し、その内容に応じて、お互いの
強みを活かした連携体制を構築します。 

市⺠協働の主要な主体である「⼩⾦井市環境市⺠会議」は、これまで培ってきた各主体との独⾃の
つながりを活かし、市との協働で連携・協⼒体制を強化します。 

 

 
●環境基本計画推進本部（市） 

環境基本計画推進本部は、環境基本条例第 24 条に基づき設置された、庁内の各部⾨を横断的につな
ぐ庁内推進組織です。本計画を総合的に推進し、調整するとともに、進捗状況の点検・評価を⾏いま
す。 

●⼩⾦井市環境審議会 
 環境審議会は、環境基本条例第 26 条に基づき設置された市⻑の附属機関です。市⻑の諮問に応じ、
環境基本計画に関する事項等を調査審議します。また、推進本部が実施した本計画の点検評価結果に
ついて報告を受け、これについての評価を⾏ったうえで、市⻑に対して提⾔等を⾏います。 

●⼩⾦井市環境市⺠会議 
環境市⺠会議は、環境基本条例第 27 条に位置づけられた組織です。協働の理念に基づき、⾃ら実践

活動を⾏うとともに、市⻑に対して環境に関する提⾔を申し述べることができます。環境保全に向け
た施策・事業について市⺠や市⺠団体等とともに市と協働して取り組み、計画の推進に協⼒します。 
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２．計画の進⾏管理 
本計画は、「⼩⾦井市環境マネジメントシステム」を活⽤し、PDCA サイクルにより進⾏管理を⾏い

ます。 
⽬標の達成状況は、「環境指標」と「取組指標」のモニタリングにより把握します。また、施策の進

捗状況は、本計画をもとに作成される年次別実施計画「⼩⾦井市環境保全実施計画」の個別事業の実
施状況により把握します。 

 ●環境指標…計画を推進することにより達成を⽬指す事項の状況を測る指標。 
（例）みどりの量、⼤気質や⽔質の状況、市⺠・事業者の意識や問題の認知度など 

 ●取組指標…市が施策をきちんと実施できているかどうかを測る指標。 
       （例）環境保全活動の実施回数、助成や認定の件数など 

  
●PLAN（計画） 

本計画で、基本⽬標ごとに環境の状態や取組の推進の効果を測る「環境指標」と、取組の進捗状況
を測る「取組指標」を設定します。 

また、本計画の施策の内容を各課で実施する個別事業として再整理し、年次別実施計画である「⼩
⾦井市環境保全実施計画」を作成します。 

●DO（実施・運⽤） 
 「⼩⾦井市環境保全実施計画」に基づき、各課が事業を推進します。 

●CHECK（点検・評価） 
「⼩⾦井市環境保全実施計画」の各事業の進捗状況を年 1 回把握します。また、「環境指標」及び

「取組指標」の状況を⽬標期間に応じて把握します。（点検） 
点検結果は「環境基本計画推進本部」でとりまとめ、評価します。⾒直し結果を反映して「環境報

告書案」を作成し、環境審議会による外部評価を⾏います。（評価） 

●ACTION（⾒直し） 
点検・評価結果に基づき、「⼩⾦井市環境保全実施計画」の事業内容を庁内で⾒直し、「環境報告書」

を確定します。 
また、本計画の運⽤開始から 5 年を⽬途に、各事業の進捗状況や、中⻑期的な⽬標期間を設定して

いる指標の状況等をふまえ、「⼩⾦井市環境保全実施計画」の中間⾒直しを⾏います。必要に応じて、
本計画の内容についても⾒直しを⾏います。 
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３．指標・⽬標⼀覧 
本計画で設定している指標及び⽬標は以下のとおりです。 
これらの指標の状況や⽬標達成状況を適宜把握し、⾒直しにあたっての参考とします。 
取組指標は基本的に毎年の状況を把握し、次期環境基本計画策定時に⽬標の達成状況を評価します。 
なお、特に⽬標年度や単年度の⽬標回数（回/年）等が記載されていないものは、令和 12 年度が⽬

標期間となります。 
 

○分野横断︓計画推進の基盤づくり 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
取組指標／基盤 1 環境教育・環境学習 
環境に関する体験・啓発
イベント 

現状（3 回/年）以上 年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに集計 

環境に関する講座実施
回数 

現状（27 回/年）以上 年 1 回 

環境関連施設⾒学会 現状（10 回/年）以上 年 1 回 
取組指標／基盤 2 環境活動 
こがねい市⺠活動団体
リスト「環境」分野登録
団体数 

現状（14 団体）以上 年 1 回 「こがねい市⺠活動団体リ
スト」更新時に把握 

取組指標／基盤 3 情報発信・共有 
市報（⽉２回、計 24 回）
等を⽤いた環境に関す
る情報提供の強化 

ごみ特集号（4 回/年）に加
え、他分野を含む特集号の
実施 1 回/年 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課
からの報告をもとに集計 

○基本⽬標 1︓みどりを守り、つくり、育てる 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標 
緑被率 28% 次期みどりの基

本計画策定時 
緑の実態調査の 1 項⽬とし
て把握 

みどりの豊かさ（樹林、
街路樹、公園等）に関す
る満⾜度 

80% 5 年に 1 回 市⺠意識調査（環境分野合同
アンケートを想定）の 1 項
⽬として把握。 
満⾜+やや満⾜の合計値 

取組指標／1.1 みどりの保全 
環境保全緑地制度によ
る指定⾯積 

現状維持 
※環境緑地︓4.78ha 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに把握 
 

保存樹⽊の指定状況 現状（842 本）より増加 年 1 回 
市⺠農園・体験型市⺠
農 園 箇 所 数 及 び ⾯ 積
（⺠営を含む） 

現状より増加 
※市⺠農園︓4 農園、 
3,070.37 ㎡ 
体験型市⺠農園︓2 農園、 
4,489.46 ㎡ 

年 1 回 
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指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
取組指標／1.2 みどりの創出 
公園・緑地⾯積 現状（85.73ha）より増加 年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗

状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに把握 

取組指標／1.3 みどりをはぐくむ市⺠活動の促進 
都市公園整備における
市⺠参加実施の割合 

梶野公園、貫井けやき公園
で実施 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに把握 

○基本⽬標 2︓地下⽔・湧⽔・河川の⽔循環を回復する 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標 
市内の地下⽔位 現状から低下しない 5 年に 1 回 毎年同時期の調査結果をも

とに⻑期的な傾向を把握 
湧⽔の⽔量 現状から減少しない 

全地点※の合計︓870 L/分 
※測定地点数︓5 地点 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 

野川の⽔質 すべての地点・回で河川⽔
質環境基準（A 類型相当）
※を達成 
※DO…7.5mg/L 以上 
※BOD…2mg/L 以下 

年 1 回 

湧⽔の⽔質 すべての地点・回で地下⽔
環境基準※を達成 
※硝酸性窒素︓10mg/L 
※トリクロロエチレン︓

0.01mg/L 以下 
※テトラクロロエチレン︓

0.01mg/L 以下 
※1-1-1-トリクロロエタ

ン︓1mg/L 以下 

年 1 回 

取組指標／2.1 地下⽔・湧⽔の保全 
地下⽔・湧⽔等の調査
回数 

以下の調査頻度、地点数を
維持⼜は拡充 
地下⽔位調査︓年 12 回 
地下⽔質調査︓年 4 回 
湧⽔⽔質調査（湧出量、⽔
質、⽔⽣⽣物）︓年 2 回 
野川⽔質調査︓年 2 回 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 

⾬⽔浸透ますの設置数 毎年 2,000 基以上 年 1 回 

透⽔性舗装の新規導⼊
量 

（設定しない） 年 1 回 
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指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
取組指標／2.2 河川環境の保全  
クリーン野川作戦等河
川環境の保全に係る普
及啓発イベント・講座
の実施回数 

現状※維持以上 
※クリーン野川作戦等イ

ベント︓1 回/年 
※公⺠館講座︓1 回/年 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに集計 

取組指標／2.3 ⽔資源の有効利⽤  
⾬⽔貯留施設（⾬⽔タ
ンク）設置基数 

10 件/年以上 年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 

市⺠ 1 ⼈あたり配⽔量 現状（285L/(⼈・⽇)）よ
り増えない 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把
握。 
地下⽔保全会議に報告 

震災対策⽤井⼾数 現状（38 か所）維持もしく
は増加 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 

○基本⽬標 3︓都市の⽣物多様性を守り親しむ 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標 
⽣物多様性の認知度 75％ 5 年に 1 回 市⺠意識調査（環境分野合同

アンケートを想定）の 1 項
⽬として把握 

⽣き物との親しみやす
さに関する満⾜度 

55% 5 年に 1 回 市⺠意識調査（環境分野合
同アンケートを想定）の1項
⽬として把握。 
満⾜+やや満⾜の合計値 

取組指標／3.1 ⽣物多様性の保全 
⼩⾦井の⽣物リストの
作成 

作成（令和 7 年度） 
 

⽬標期間に 1 回 
 

令和 7 年度までは、リスト
完成に向けた進捗状況を
「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に把握。 

取組指標／3.2 ⾃然とのふれあいの推進 
⽣物多様性に関する普
及啓発（講座、活動、調
査等）の実施回数 

市主催の普及啓発︓5 回/年
以上 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに集計 

 
 
 



89 

○基本⽬標 4︓安全・安⼼で健康に暮らせる⽣活環境を守る 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標  
⼤気環境基準等の達成
状況 

全調査において各項⽬の
環境基準等を達成 
※⼆酸化窒素︓ 

1 ⽇平均値の 98%値が
0.04〜0.06ppm のゾー
ン内⼜はそれ以下 

※浮遊粒⼦状物質︓ 
1 ⽇平均値の 2%除外値
が 0.10mg/m3 以下 

※⼀酸化炭素︓ 
1 ⽇平均値の 2%除外値
が 10ppm 以下 

※ダイオキシン類︓ 
1 ⽇平均値の年間算術平
均値が 0.6pg-TEQ/m3

以下 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 

道路交通騒⾳に関する
環境基準の達成状況 

全調査、全地点で昼夜間と
もに環境基準を達成（5 地
点とも昼間 70dB、夜間
65dB） 
調査地点︓五⽇市街道、⼩
⾦井街道、連雀通り、新⼩
⾦井街道、東⼋道路 

年 1 回 

取組指標／4.1 ⼤気汚染や騒⾳などの公害発⽣源対策 
低排出ガス認定⾞、電
気⾃動⾞、燃料電池⾃
動⾞、ハイブリッド⾞、
天然ガス⾃動⾞の割合 

（設定しない） 5 年に 1 回を⽬
途に把握 

「環境保全実施計画」⼜は
本計画の⾒直し時に把握 

○基本⽬標 5︓美しく住み⼼地のよいまちを守る 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標 
まちの美しさ（景観、調
和等）に関する市⺠満⾜
度 

55％ 5 年に 1 回 市⺠意識調査（環境分野合同
アンケートを想定）の 1 項
⽬として把握。 
満⾜+やや満⾜の合計値 

取組指標／5.1 景観の保全・活⽤ 
⽟川上⽔・⼩⾦井桜整備
状況 

・サクラ緑陰に多様な植物
が⽣育していること 

・サクラ並⽊再⽣に要する
適切な補植を実施して
いること 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに把握 
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指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
取組指標／5.2 美しいまちなみの維持 
環境美化サポーター会
員数 

410 名 年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに集計 

○基本⽬標 6︓３R 推進で循環型のまちをつくる 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標 
市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇あたりの
家庭系ごみ排出量 

355g/（⼈・⽇）以下 5 年に 1 回 時点の「⼀般廃棄物処理計
画」から把握 

取組指標／6.1 発⽣抑制を最優先とした３R の推進 
⾷品ロス削減推進協⼒
店・事業所認定店舗数 

20 店舗 年 1 回 「環境保全実施計画」の進捗
状況の点検の際に、担当課か
らの報告をもとに把握 

○基本⽬標７︓エネルギーを賢く使い、低炭素なまちをつくる 

指標名 ⽬標 把握頻度 把握⽅法 
環境指標 
市内の温室効果ガス排
出量 

2013（平成 25）年度⽐
26.0%削減（260.6 千 t-
CO2） 

5 年に 1 回を⽬
途に把握 

地球温暖化対策地域推進計
画における時点の算定状況
をもとに把握 
（同計画の改訂時を想定） 市内のエネルギー消費

量 
2013( 平 成 25) 年 度 ⽐
16.0%削減（2,863TJ） 

5 年に 1 回を⽬
途に把握 

意識調査における「適
応」の認知度 

市⺠、事業者ともに 50%
以上 

5 年に 1 回を⽬
途に把握 

市⺠意識調査（環境分野合
同アンケートを想定）で把
握 

取組指標／7.1 家庭・事業所における低炭素化の推進 
住宅⽤新エネルギー機
器等補助件数 

補助額相当の件数を達成
（毎年度） 

年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 省エネ改修に係る減税

制度の利⽤件数（累計） 
現状（1 件）より増加 年 1 回 

（仮称）省エネチャレ
ンジ事業参加数（累計） 

市⺠（事業者含む）750 件 年 1 回 

取組指標／7.3 気候変動適応策の推進 
クールスポット創出状
況 

現状の箇所数以上 年 1 回 「環境保全実施計画」の進
捗状況の点検の際に、担当
課からの報告をもとに把握 
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１．⼩⾦井市環境基本条例                       
平成 15 年３⽉ 25 ⽇条例第４号 

⽬ 次 
前⽂ 
第１章 総則（第１条―第７条） 
第２章 基本的な取組（第８条） 
第３章 環境基本計画等（第９条―第 12 条） 
第４章 施策の推進（第 13 条―第 24 条） 
第５章 環境学習（第 25 条） 
第６章 環境審議会（第 26 条） 
第７章 環境市⺠会議（第 27 条） 
第８章 雑則（第 28 条・第 29 条） 
付則 

前 ⽂ 
私たちのまち⼩⾦井市は、武蔵野台地の南⻄部に

位置し、古多摩川が形成した⾼低⼆つの段丘に広が
っている。これらの段丘を分ける国分寺崖線（はけ）
の緑や湧⽔、野川の⽔辺空間、先⼈が築いてきた⽟
川上⽔や屋敷林、広⼤な⼩⾦井公園などの恵まれた
⾃然環境の中で、⽂教住宅都市として発展を続けて
きた。 

しかし、今⽇の豊かな⽣活とそれを⽀えてきた⼤
量⽣産・⼤量消費・⼤量廃棄型の社会経済システム
は、⾝近な⾃然の減少や都市・⽣活型公害など、様々
な環境問題を発⽣させ、さらには⼈と⽣物の⽣存基
盤である地球環境を脅かすまでに⾄っている。 

私たちは、このような事態を招いた社会経済シス
テムを今こそ⾒直し、⾃然と共⽣する循環社会を早
急に築いていく必要がある。そのためには、環境問
題を⾃らの問題としてとらえ、⽇常⽣活や事業活動
においても率先して環境への負荷の低減に努めなけ
ればならない。 

もとより私たちは、良好で快適な環境を享受する
権利を有するとともに、その環境を確保し、次の世
代に継承していく責務を有している。 

⼩⾦井市では、すべての市⺠が環境について積極
的に学習し、⼈と⼈とのつながりを深め、⼈と⽣物
と地球に等しく価値を認める環境倫理を共有しなが
ら、持続可能な社会を実現するため、この条例を制
定する。 

第１章 総則 
（⽬的） 

第１条 この条例は、環境の保全、回復及び創造
（以下「環境の保全等」という。）について基本
理念を定め、⼩⾦井市（以下「市」という。）、
市⺠、事業者及び教育機関の責務を明らかにす
るとともに、環境の保全等に関する施策の基本
的な事項を定めることにより、環境の保全等に
関する施策を協働して総合的かつ計画的に推
進し、現在及び将来の市⺠が健康で安全かつ快
適な⽣活を営む上で必要とする良好な環境を
確保することを⽬的とする。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる⽤

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
(１) 循環社会 有限な地球の中で⾏う⼈間のあ

らゆる活動に伴い消費する物やエネルギーに
係る資源を繰り返し、⼜は様々な形で利⽤する
とともに、廃棄するものを最⼩限とする意思及
び能⼒を有する社会をいう。 

(２) 環境への負荷 ⼈の活動により環境に加え
られる影響であって、環境の保全等を図る上で
の⽀障の原因となるおそれのあるものをいう。 

(３) ⽣物多様性の保全 様々な⽣物が相互の関
係を保ちながら、本来の⽣息環境の中で繁殖を
続けている状態を保全することをいう。 

(４) 公害 環境の保全上の⽀障のうち、事業活
動その他の⼈の活動に基づく⽣活環境の侵害
であって、⼤気の汚染、⽔質の汚濁、⼟壌の汚
染、騒⾳、振動、地盤の沈下、悪臭等によって、
⼈の⽣命もしくは健康が損なわれ、⼜は⼈の快
適な⽣活が阻害されることをいう。 

(５) 内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン） 動
物の⽣体内に取り込まれた場合に、本来、その
⽣体内で営まれている正常ホルモンの作⽤に
影響を与える外因性の物質をいう。 

(６) 地球環境の保全 ⼈の活動による地球全体
の温暖化⼜はオゾン層の破壊の進⾏、海洋の汚
染、野⽣⽣物の種の減少その他の地球の全体⼜
はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態
に係る環境の保全であって、⼈類の福祉に貢献
するとともに市⺠の健康で⽂化的な⽣活の確
保に寄与するものをいう。 

（基本理念） 
第３条 環境の保全等は、未然防⽌の原則の下に、

市⺠が健康で安全かつ快適に暮らす上で必要
とする良好な環境を確保し、これを将来の世代
に継承していくことを⽬的として⾏わなけれ
ばならない。 

２ 環境の保全等は、⼈と⾃然とが共⽣し、循環
社会を基調とした環境への負荷の少ないまち
を実現するため、すべての者が協働することに
よって⾏わなければならない。 

３ 環境の保全等は、地域の環境が地球全体の環
境と密接にかかわっていることから、すべての
者が⽇常⽣活や事業活動において⾃らの問題
として認識し、地球環境に配慮した⾃発的な取
組により推進しなければならない。 

（市の責務） 
第４条 市は、基本理念に基づき、環境の保全等

に関する基本的かつ総合的な計画を策定し、推
進する責務を有する。 

２ 市は、⾃ら率先して環境への負荷の低減に努
めなければならない。 

３ 市は、環境の保全等に関する施策に、市⺠及
び事業者の意⾒を反映するよう必要な措置を
講じなければならない。 

（市⺠の責務） 
第５条 市⺠は、基本理念に基づき、⾃らの⽣活

や活動に伴って⽣じる環境への負荷を低減す
るよう努めなければならない。 

２ 市⺠は、環境に関する情報の収集に努めると
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ともに、市の施策や地域社会の環境の保全等に
資する活動に積極的に参加し、協⼒しなければ
ならない。 

（事業者の責務） 
第６条 事業者は、基本理念に基づき、事業活動

に係る環境への負荷の低減、公害の防⽌及び⾃
然環境の適正な保全を図るため、必要な措置を
講じなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に係る製品その他の
物が使⽤され、⼜は廃棄されることによる環境
への負荷を低減するため、必要な措置を講ずる
よう努めなければならない。 

３ 事業者は、その事業活動が環境に与える影響
等について、情報の提供に努めなければならな
い。 

４ 事業者は、市の施策や地域社会の環境の保全
等に資する活動に積極的に参加し、協⼒しなけ
ればならない。 

（教育機関の責務） 
第７条 教育機関は、基本理念に基づき、市、市

⺠及び事業者と連携して、環境教育・環境学習
を積極的に推進するよう努めなければならな
い。 

２ ⼤学は、環境の保全等に関する科学知識、技
術及び情報を市及び市⺠に積極的に提供し、基
本理念の実現に協⼒するものとする。 

第２章 基本的な取組 
（基本的な取組） 

第８条 市、市⺠及び事業者は、基本理念の実現
を図るため、次の各号に掲げる取組を協働して
推進するものとする。 

(１) 緑 
ア 樹林その他の緑の保全、回復及び創造に関

すること。 
イ 農地の保全及び⾷糧⽣産に関すること。 

(２) ⽔ 
ア 河川、湧⽔及び地下⽔の保全、⽔循環の回

復並びに⾬⽔利⽤に関すること。 
イ ⽔質の保全に関すること。 

(３) ⾃然環境 
ア ⼤気、⽔、⼟壌、⽣物等からなる⾃然環境

の保全に関すること。 
イ ⽣物多様性の保全に関すること。 
ウ ⼈と⾃然との触れ合いの確保に関するこ

と。 
(４) 公害の防⽌ 

ア 公害の防⽌に関すること。 
イ ダイオキシン類、内分泌かく乱化学物質

（環境ホルモン）等の有害化学物質による
影響の防⽌に関すること。 

(５) 景観・歴史的⽂化的遺産 
ア 良好な景観の確保に関すること。 
イ 歴史的⽂化的遺産の保全に関すること。 

(６) 資源・エネルギー 
ア 資源の循環的な利⽤に関すること。 
イ 廃棄物の発⽣の抑制に関すること。 
ウ エネルギーの使⽤総量の削減、有効利⽤及

び創出に関すること。 
(７) 地球環境 

地球温暖化の防⽌及びオゾン層の保護など
地球環境の保全に関すること。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、環境の保全等
に関すること。 

第３章 環境基本計画等 
（環境基本計画） 

第９条 市⻑は、環境の保全等に関する施策を総
合的かつ計画的に推進するため、市⺠参加によ
り⼩⾦井市環境基本計画（以下「環境基本計画」
という。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、環境の保全等について、次
に掲げる事項を定めるものとする。 
(１) ⽬標 
(２) 施策の⽅向 
(３) 環境基本計画の推進に必要な事項 
(４) 前３号に掲げるもののほか、環境の保全

等に関する必要な事項 
３ 市⻑は、環境基本計画を定めたとき、⼜は変

更したときは、速やかにこれを公表しなければ
ならない。 

（環境基本計画との整合） 
第 10 条 市は、施策の策定や実施に当たっては、

環境基本計画との整合を図らなければならな
い。 

（環境保全実施計画） 
第 11 条 市⻑は、環境基本計画を推進するため、

⼩⾦井市環境保全実施計画を策定するものと
する。 

（環境⾏動指針） 
第 12 条 市⻑は、環境基本計画に沿って、市、

市⺠及び事業者が、環境の保全等に資する⾏動
をとるための環境⾏動指針を策定するものと
する。 

第４章 施策の推進 
（環境影響評価） 

第 13 条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそ
れのある事業について、その事業の実施が環境
に及ぼす影響を事業者において事前に評価し
環境保全の対策をとるため、必要な措置を講ず
るよう努めるものとする。 

（規制的措置） 
第 14 条 市は、環境保全上の⽀障を防⽌するた

め、必要な規制的措置を講ずるよう努めるもの
とする。 

（誘導的措置） 
第 15 条 市は、市⺠及び事業者が率先して環境

への負荷の低減その他の環境の保全等に資す
る活動を促進するよう優遇、助成その他の必要
な誘導的措置を講ずることができる。 

２ 市は、事前に⼗分な調査や研究を⾏った上で、
市⺠及び事業者が⾃らの活動や事業による環
境への負荷を低減させるよう経済的負担を課
すなどの誘導的措置を講ずることができる。 

（公害に係る紛争の処理等） 
第 16 条 市は、公害に係る紛争について、迅速

かつ適正な解決を図るとともに、公害の原因と
なる⾏為に関し必要な措置を講ずるものとす
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る。 
（環境に配慮した物品等の購⼊の推進） 

第 17 条 市、市⺠及び事業者は、物品⼜は役務
を調達する際は、環境に配慮した物品等の購⼊
に努めなければならない。 

（情報の収集及び提供） 
第 18 条 市は、環境に関する情報の収集及び提

供に努めるものとする。 
（活動等の⽀援） 

第 19 条 市は、市⺠及び事業者による環境の保
全等に資する活動及び事業を⽀援するととも
に、連携して積極的に推進するものとする。 

（国及び他の地⽅公共団体との協⼒） 
第 20 条 市は、環境の保全等に関して広域的な

取組を必要とする施策については、国及び他の
地⽅公共団体に積極的に提⾔するとともに、協
⼒して推進するものとする。 

（点検評価の実施） 
第 21 条 市は、本条例の理念に基づく環境の保

全等の取組の実施状況を点検及び評価し、今後
の取組に反映するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、⾃らの事業活動に伴う環境への負
荷の実態を把握し、その低減の取組を点検する
よう努めるものとする。 

（環境報告書） 
第 22 条 市⻑は、環境の状況及び環境基本計画

等に基づき実施された施策の状況を明らかに
するため、毎年度環境報告書を作成し、これを
公表するものとする。 

（財政措置） 
第 23 条 市⻑は、環境の保全等の施策を実現す

るために、必要な財政上の措置を講ずるよう努
めるものとする。 

（推進体制） 
第 24 条 市⻑は、環境の保全等に関する施策を

総合的に推進し、調整するための体制を庁内に
整備するものとする。 

第５章 環境学習 
（環境学習） 

第 25 条 市、市⺠及び事業者は、環境の保全等
について理解を深め、環境の保全等に資する活
動を推進するため、⾃ら環境学習に努めるもの
とする。 

２ 市及び教育機関は、環境学習の機会の提供及
び広報活動の充実を図るとともに、環境の保全
等に率先して取り組む⼈材の育成に努めるも
のとする。 

第６章 環境審議会 
（環境審議会） 

第 26 条 市の環境の保全等に関する重要な事項
を調査審議するため、環境基本法（平成５年法
律第 91 号）第 44 条の規定に基づき、市⻑の附
属機関として⼩⾦井市環境審議会（以下「審議
会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市⻑の諮問に応じ、次に掲げる事
項を調査審議する。 
(１) 環境基本計画に関すること。 

(２) 環境の保全等の施策に関すること。 
(３) 前２号に掲げるもののほか、環境の保全

等に関する重要な事項 
３ 審議会は、環境の保全等に関する重要な事項

について、市⻑に意⾒を述べることができる。 
４ 審議会は、次の各号に掲げる者のうちから、

市⻑が委嘱する委員 10 ⼈以内をもって組織す
る。 
(１) 公募による市⺠ ４⼈以内 
(２) 事業者 ２⼈以内 
(３) 学識経験者 ３⼈以内 
(４) 関係⾏政機関の職員 １⼈以内 

５ 委員の任期は、２年とし、補⽋の委員の任期
は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を
妨げない。 

６ 審議会の会議は、公開とする。ただし、出席
委員の過半数で議決したときは、⾮公開とする
ことができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及
び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

第７章 環境市⺠会議 
（環境市⺠会議） 

第 27 条 市⺠、事業者等は、積極的に環境の保
全等の活動をするための組織として、⼩⾦井市
環境市⺠会議（以下「環境市⺠会議」という。）
を置くことができる。 

２ 環境市⺠会議は、環境の保全等に関する施策
等について、市⻑に意⾒を述べることができる。 

３ 環境市⺠会議は、市⺠、事業者、教育機関に
属する者、市職員等で構成する。 

４ 市は、環境市⺠会議の活動を⽀援するものと
する。 

第８章 雑則 
（指導、勧告等） 

第 28 条 市⻑は、この条例を施⾏するために必
要があると認めるときは、関係者に対し説明も
しくは報告を求め、⼜は必要な指導もしくは勧
告を⾏うことができる。 

（委任） 
第 29 条 この条例の施⾏に関し必要な事項は、

市⻑が別に定める。 

付 則 
（施⾏期⽇） 

１ この条例は、別に規則で定める⽇から施⾏す
る。 

（特別職の給与に関する条例の⼀部改正） 
２ 特別職の給与に関する条例（昭和 31 年条例

第 22 号）の⼀部を次のように改正する。 
別表第３中 

「 市⺠健康づくり審議会 会⻑ ⽇額 11,000 円 
委員 ⽇額 10,000 円 

を 
「 市⺠健康づくり審議会 会⻑ ⽇額 11,000 円 

委員 ⽇額 10,000 円 
 環境審議会 会⻑ ⽇額 11,000 円 
 委員 ⽇額 10,000 円 

に改める。 
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２．検討体制                              

（１）第 3 次環境基本計画 

①⼩⾦井市環境審議会 
＜令和元年度＞【第８期︓〜令和２年３⽉３１⽇】 

区 分 ⽒ 名 所属等 
学識経験者 ◎福⼠ 正博 東京経済⼤学 教授 
学識経験者 ○池上 貴志 東京農⼯⼤学⼤学院 准教授 
学識経験者 ⼩柳 知代 東京学芸⼤学 准教授 
公募による市⺠ ⽻⽥野 勉  
公募による市⺠ 原⽥ 隆司  
公募による市⺠ ⽯⽥ 潤  
公募による市⺠ ⼩野 郁夫  
市内事業者 鈴⽊ 由美⼦ 東京むさし農業協同組合 

⼩⾦井地区⽀部員 
市内事業者 鴨下 敏明 ⼩⾦井市商⼯会 理事 
関係⾏政機関の職員 宗野 喜志 東京都多摩環境事務所 所⻑ 

（順不同、敬称略、◎︓会⻑、○︓副会⻑） 
      

＜令和 2 年度＞【第９期︓令和２年４⽉１⽇〜】 
区 分 ⽒ 名 所属等 

学識経験者 ◎池上 貴志 東京農⼯⼤学⼤学院 准教授 
学識経験者 ○⼩柳 知代 東京学芸⼤学 准教授 
学識経験者 ⾼橋 賢⼀ 法政⼤学 名誉教授 
公募による市⺠ ⽻⽥野 勉  
公募による市⺠ 中⾥ 成⼦  
公募による市⺠ ⽯⽥ 潤  
公募による市⺠ ⻑森 眞  
市内事業者 鈴⽊ 由美⼦ 東京むさし農業協同組合 

⼩⾦井地区⽀部員 
市内事業者 ⾼⽊ 聡 ⼩⾦井市商⼯会 理事 
関係⾏政機関の職員 ⽊村 真弘 東京都多摩環境事務所 所⻑ 

（順不同、敬称略、◎︓会⻑、○︓副会⻑）            
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②⼩⾦井市環境基本計画推進本部 
部・局 職 名 部・局 職 名 

環境部 ◎環境部⻑ 都市整備部 都市計画課⻑ 
○環境政策課⻑ まちづくり推進課⻑ 

企画財政部 企画政策課⻑ 道路管理課⻑ 
財政課⻑ 建築営繕課⻑ 
広報秘書課⻑ 交通対策課⻑ 

総務部 地域安全課⻑ 区画整理課⻑ 
管財課⻑ 学校教育部 庶務課⻑ 

市⺠部 コミュニティ⽂化課⻑ 学務課⻑ 
経済課⻑ 指導室⻑ 

環境部 ごみ対策課⻑ ⽣涯学習部 ⽣涯学習課⻑ 
中間処理場課⻑ 図書館⻑ 
下⽔道課⻑ 公⺠館⻑ 

福祉保健部 地域福祉課⻑  
健康課⻑ 

⼦ども家庭部 ⼦育て⽀援課⻑ 
保育課⻑ 
児童⻘少年課⻑ 

（◎︓本部⻑、○︓副本部⻑）      
 
 

（２）第 3 次地下⽔及び湧⽔の保全・利⽤に係る計画 

①⼩⾦井市地下⽔保全会議 
＜令和元年度＞ 

区 分 ⽒ 名 所属等 
学識経験者 ◎楊 宗興 東京農⼯⼤学⼤学院 教授 
学識経験者 ○徳永 朋祥 東京⼤学⼤学院 教授 
学識経験者 ⽯原 成幸 東京都⽴⼤学 客員教授 
学識経験者 ⼭中 勝 ⽇本⼤学 教授 
関係⾏政機関の職員 名取 雄太 東京都多摩環境事務所  

環境改善課⻑ 
（順不同、敬称略、◎︓会⻑、○︓副会⻑）            

＜令和 2 年度＞ 
区 分 ⽒ 名 所属等 

学識経験者 ◎楊 宗興 東京農⼯⼤学⼤学院 教授 
学識経験者 ○⽯原 成幸 東京都⽴⼤学 客員教授 
学識経験者 徳永 朋祥 東京⼤学⼤学院 教授 
学識経験者 ⼭中 勝 ⽇本⼤学 教授 
関係⾏政機関の職員 名取 雄太 東京都多摩環境事務所  

環境改善課⻑ 
（順不同、敬称略、◎︓会⻑、○︓副会⻑）            
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３．計画策定の経過                           

（１）第 3 次環境基本計画 

年⽉⽇ 会議等 主な検討内容 
令
和
元
年 

令
和
元
年
度 

8 ⽉ 1 ⽇ 令和元年度第１回 
環境基本計画推進本部 

・第３次⼩⾦井市環境基本計画の策定につい
て（策定体制、検討の進め⽅等の確認） 

・市⺠アンケート調査の実施概要の確認 
8 ⽉ 8 ⽇ 令和元年度第 2 回 

環境審議会 
・第３次⼩⾦井市環境基本計画の策定につい

て（策定体制、検討の進め⽅等の確認） 
・市⺠アンケート調査の実施概要の確認 

9 ⽉ 18 ⽇ 
〜11 ⽉ 6 ⽇ 

市⺠アンケート調査 ※実施概要は資料 5(1)参照 

11 ⽉ 23 ⽇ 第 1 回市⺠ワークショ
ップ 

※開催概要は資料 5(3)①参照 

12 ⽉ 11 ⽇ 令和元年度第 2 回 
環境基本計画推進本部 

・市⺠アンケート調査結果の確認 
・第 2 次計画の点検・評価の確認 
・第 1 回市⺠ワークショップ実施結果の確認 

10 ⽉ 21 ⽇ 
（〜令和 2 年 3 ⽉） 

関係団体等ヒアリング ※実施概要は資料 5(2)参照 

12 ⽉ 17 ⽇ 令和元年度第３回 
環境審議会 

・市⺠アンケート調査結果の確認 
・第 2 次計画の点検・評価の確認 
・第 1 回市⺠ワークショップ実施結果の確認 

令
和
２
年 

3 ⽉ 27 ⽇ 令和元年度第 3 回 
環境基本計画推進本部 

・関係団体ヒアリング結果の確認 
・第 3 次⼩⾦井市環境基本計画素案（⾻⼦案）

について 
3 ⽉ 30 ⽇ 環境審議会 

（書⾯による意⾒聴取等） 
・関係団体ヒアリング結果の確認 
・第 3 次⼩⾦井市環境基本計画素案（⾻⼦案）

について 
令
和
２
年
度 

7 ⽉ 7 ⽇ 令和 2 年度第 1 回 
環境審議会 

・具体的施策の検討 

8 ⽉ 31 ⽇ 令和 2 年度第 2 回 
環境審議会 

・具体的施策の検討 

9 ⽉ 27 ⽇ ⼩学⽣ワークショップ ※開催概要は資料 5(4)参照 
10 ⽉ 12 ⽇ 令和 2 年度第 3 回 

環境審議会 
・計画推進に係る基盤づくりについて 
・指標・⽬標について 

10 ⽉ 24 ⽇ 第 2 回市⺠ワークショ
ップ 

※開催概要は資料 5(3)②参照 

11 ⽉ 11 ⽇ 令和 2 年度第 4 回 
環境審議会 

・市⺠ワークショップの開催結果の確認 
・計画の推進体制・進⾏管理について 
・計画原案について 

11 ⽉ 27 ⽇ 令和 2 年度第 2 回 
環境基本計画推進本部 

・計画原案について 
（パブリックコメントの実施等について） 

12 ⽉ 4 ⽇ 
〜1 ⽉ 4 ⽇ 

パブリックコメント ※開催概要は資料 7 参照 

令
和
３
年 

１⽉ 29 ⽇ 令和 2 年度第３回 
環境基本計画推進本部 

・計画最終案、概要版（案）の確認 
・パブリックコメント意⾒対応案の確認 

２⽉ 8 ⽇ 令和 2 年度第 5 回 
環境審議会 

・計画最終案、概要版（案）の確認 
・パブリックコメント意⾒対応案の確認 

3 ⽉９⽇ 令和 2 年度第 6 回 
環境審議会 

・第 3 次環境基本計画に関する答申 
・環境⾏動指針案の確認 

・環境保全実施計画について 
3 ⽉●⽇ 令和 2 年度第４回 

環境基本計画推進本部 
・環境⾏動指針案の確認 
・環境保全実施計画について 

３⽉ 第 3 次⼩⾦井市環境基本計画 策定 
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（２）第 3 次地下⽔及び湧⽔の保全・利⽤に係る計画 

年⽉⽇ 会議等 主な検討内容 
令
和
元
年 

令
和
元
年
度 

10 ⽉ 18 ⽇ 令和元年度第１回 
地下⽔保全会議 

・地下⽔及び湧⽔の保全・利⽤に係る計画改
訂に係る⽔収⽀推計⾒直し結果について 

・⽔収⽀推計結果の活⽤等について 
12 ⽉ 24 ⽇ 令和元年度第 2 回 

地下⽔保全会議 
・⽔収⽀推計の改善に向けた検討状況 
・地下⽔及び湧⽔の保全・利⽤に係る施策の

点検評価の確認 
令
和
２
年 

２⽉ 14 ⽇ 令和元年度第 3 回 
地下⽔保全会議 

・次期計画における施策体系について 
・次期計画の⽬次構成について 

令
和
２
年
度 

7 ⽉ 31 ⽇ 令和 2 年度第１回 
地下⽔保全会議 

・具体的取組の検討 

11 ⽉ 17 ⽇ 令和 2 年度第 2 回 
地下⽔保全会議 

・計画原案について 

11 ⽉ 27 ⽇ 令和 2 年度第 2 回 
環境基本計画推進本部 

・計画原案について 
（パブリックコメントの実施等について） 

12 ⽉ 4 ⽇ 
〜1 ⽉ 4 ⽇ 

パブリックコメント ※開催概要は資料 7 参照 

令
和
３
年 

１⽉ 29 ⽇ 令和 2 年度第３回 
環境基本計画推進本部 

・計画最終案の確認 

３⽉８⽇ 令和 2 年度第 3 回 
地下⽔保全会議 

・計画最終案の確認 

３⽉ 第 3 次地下⽔及び湧⽔の保全・利⽤に係る計画 策定 
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４．⼩⾦井市環境審議会 答申                      
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５．計画策定に係る諸調査の概要                     

（１）市⺠アンケート調査 

①調査の概要 
＜調査の⽬的＞ 

 ⼩⾦井市環境基本計画の改定に向けて、市⺠が感じていることを広く把握する。 
 
＜調査の⽅法＞ 

対  象︓18 歳以上の⼩⾦井市⺠ 3,000 ⼈（住⺠基本台帳に基づく無作為抽出） 
     上記のうち、外国⼈ 80 名には英語、中国語、韓国語の調査票を送付 
調査期間︓令和元年 9 ⽉ 18 ⽇〜11 ⽉ 6 ⽇ 
配布⽅法︓郵送による配布・回収（送付封筒に QR コードを印刷し、ウェブによる回答にも対応） 

 
＜回収数・回収率＞ 

調査票郵送数︓3,000 件 
調査票回収数︓944 件（郵送︓891 件、ウェブ 53 件） 
       上記のうち、外国⼈の回答数は 12 件（内訳 英︓3 件、中︓9 件、韓︓0 件） 
回収率︓31.5％   

 
②調査項⽬(設問内容) 

  Ⅰ ⾝近な環境の満⾜度について ※結果は本編 P15 で紹介 
・⾝近な環境の指標の満⾜度（「いま現在」及び「5〜6 年前と⽐べて」） 

  Ⅱ ⽇常⽣活における環境に関する取組状況 ※結果は本編 P10 で紹介 
・家庭で⽇頃⾏っている環境に関する取組の実施状況 
・環境配慮型の機器の利⽤・導⼊状況 

  Ⅲ 環境関連活動への参加状況及び⼩⾦井市の取組の認知度について ※結果は本編 P11 で紹介 
・環境関連活動への参加状況及び今後の参加意向 
・⼩⾦井市が実施している環境に関する取組への認知及び参加状況 
・上記について参加したことはないと回答した理由 

  Ⅳ 環境に関する情報提供について ※結果は本編 P30 で紹介 
・環境に関する情報を市から発信する場合に、利⽤しやすい（情報を得やすい）情報媒体 

  Ⅴ 今後、重視すべき取組について ※結果は本編 P16 で紹介 
・⼩⾦井市の環境に関する取組を進めていく上で、今後、特に重要だと思う取組 

  Ⅵ ⼩⾦井市の「みらい」の環境について ※結果は本編 P16 で紹介 
・居住地域やその近くで、将来の⼩⾦井市に残したい環境や⼤切にしていきたい環境 
・「⼩⾦井市のあるべき姿」や「こんな街にしてほしい」といった考え 
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（２）関係団体ヒアリング 

①調査の概要 
＜調査の⽬的＞ 

・「第３次⼩⾦井市環境基本計画」の策定に向けて、関係団体等のこれまでの活動状況や今後の取
組予定等を把握し、現⾏計画の点検評価及び第３次計画の⽅向性の検討に活⽤する。 

 
＜調査期間＞ 

 令和元年 10 ⽉ 21 ⽇〜令和 2 年 3 ⽉ 
 

＜調査の⽅法＞ 
・調査は対⾯によるヒアリング調査（以下、「対⾯調査」という）を基本とし、電話でアポイント

を取った上で、事前に調査依頼⽂及び調査票を送付して実施した。 
・調査対象者の意向により、対⾯調査が難しい場合は、郵送または電⼦メールにて、個別に調査

票を送付し、書⾯調査への協⼒を依頼した。 
 
＜調査対象＞ 

・各産業の業界団体、市内事業者及び市⺠活動団体等を対象に実施した。 
・⼩⾦井市環境市⺠会議については、別途各部会へのヒアリングを実施するため、本調査の対象

外とした。 
 

対象 対象者数 回答者数 
業界団体等 
（商業、⼯業、農業、観光） 

5 者 2 者 

事業者* 
（不動産、⼩売業、製造業、建設業、運輸業、通信業、 

エネルギー、造園業、サービス業） 

19 者 5 者 

市⺠活動団体** 
（環境全般、⽔環境、みどり、環境教育、ごみ、その他） 

15 者 10 者 

計 39 者 17 者 
* 事業者︓第２次計画策定後、市内の主要事業者に⼤きな変化はないため、前回調査対象を基本として 
     選定し、加えて⼤規模開発事業者を追加。 
**市⺠活動団体︓前回調査対象の団体に加え、こがねい市⺠活動団体リスト掲載団体（2019 年 4 ⽉ 1 ⽇時点） 
        において、活動分野が「環境」の団体から選定。 
 

②調査項⽬(設問内容)  ※結果は本編 P13 で紹介 
・⼩⾦井市環境基本計画やその取組内容に関する認知度 
・第 2 次⼩⾦井市環境基本計画策定時（平成 27 年度）以降の取組 
・概ね数年〜10 年後までに検討している環境保全の取組 
・環境保全の取組を実践していく上で、現在、不⾜していると感じていること 
・市の環境⾏政に対する意⾒・要望等 
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（３）市⺠ワークショップ 

①第 1 回「未来に誇れるこがねいの環境を考えよう」（令和元年度開催） 
＜⽬的＞ 

・第３次環境基本計画の将来像にできる限り市⺠の「思い」や「願い」を反映させるため、市⺠
⾃⾝による環境像の検討の場を設定した。 

・市⺠同⼠の対話を通じて、⼩⾦井市の環境の良いところ・悪いところ、過去からの変化等から、
将来、⼩⾦井市がどのような環境を実現していたいか、また、どのような環境で暮らしていた
いかなど、「⽬指すべき環境像」を明らかにすることを⽬的とした。 

 
＜開催概要＞ 

⽇ 時︓令和元年 11 ⽉ 23 ⽇（⼟）13︓30〜16︓00 
場 所︓⼩⾦井市役所第⼆庁舎 8 階 801 会議室 
参加者︓公募による市⺠ 15 名（男性 10 名、⼥性 5 名） 

 

＜当⽇のタイムスケジュール＞ 
○開会・挨拶（5 分） 
①話題提供、進め⽅の説明（10 分） 
②グループ討議①「⼩⾦井市の環境の良いところ・悪いところ」（65 分） 
○休憩（15 分） グループ討議①の結果を掲⽰、休憩中に閲覧・共有 
④グループ討議②「将来に引き継いでいきたい⼩⾦井市の環境」（40 分） 
⑤討議結果発表、共有（15 分） 
○閉会（5 分） 

 

  

 

＜グループ討議の進め⽅〜ワールドカフェ⽅式を採⽤〜＞ 
・アニータ・ブラウン⽒らによって 1995 年に開発・提唱された対話⼿法。カフェのようなリラ

ックスした空間こそ、本⾳を出し、アイディアを産み、関係性を築くことにつながるという考
え⽅をもとに、少⼈数でリラックスした空間での話し合いを複数回繰り返していく⼿法。 

・今回の市⺠ワークショップでは、話し合いを通じて「⽬指すべき環境像」の結論を得るのでは
なく、これに盛り込むべきイメージや要素を広く市⺠から拾い上げることを⽬的とした。その
ため、⾃由な雰囲気で広い意⾒、新たなアイデアなどが出やすいワールドカフェ⽅式を採⽤し
た。 

 

※ご意⾒の概要は、本編 P15、17 に掲載しました。 

当⽇の様⼦ 
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②第 2 回「未来に誇れるこがねいの環境を考えよう」（令和 2 年度開催） 
＜⽬的＞ 

・市⺠⽬線で「これなら⾏動できる」と思えるような⾏動を検討してもらうともに、参加者にや
ってみよう、広めてみよう、という今後の⾏動・活動への意欲を⾼めてもらう。 

・ワークショップで得られた結果は、環境⾏動指針及び環境基本計画の「市⺠の⾏動」「事業者の
⾏動」に反映する。なお、得られた結果は、環境基本計画の中に「市⺠ができる取組アイディ
ア〜市⺠ワークショップ結果より」というミニコラムを掲載して紹介した。 

 
＜開催概要＞ 

⽇ 時︓令和２年１０⽉２４⽇（⼟）１０︓００〜１２︓００ 
場 所︓萌え⽊ホール 
参加者︓公募による市⺠６名（男性 2 名、⼥性４名） 

 

＜当⽇のタイムスケジュール＞ 
○開会・挨拶（2 分） 
①話題提供、ルール説明（13 分） 
②グループ討議①「⼩⾦井市の未来の環境のためにできること」（30 分） 
③全体発表 （10 分） 
○休憩（5 分） 
④グループ討議②（20 分） 
⑤全体発表（5 分） 
○閉会（5 分） 

 

＜グループ意⾒交換〜全体発表の進め⽅＞ 
・３名ずつ２班に分かれて着席し、グループで討議を⾏った。 
・グループ討議のあとには全体発表の時間を設け、各班でどのような意⾒があったのか共有した。 
・グループ討議①では、話題提供で紹介した⼩⾦井市の環境を表す７つ分野（みどり、地下⽔・

湧⽔・河川、⽣物多様性、⽣活環境、景観、循環型社会、低炭素・気候変動・適応）について、
個⼈及び家族等の⾝近な⼈と既に実⾏していること、これからやってみたいことを考えて付箋
に記⼊してもらい、発表した。 

・グループ討議②では、グループ討議①でリストアップされた⾏動について、「学⽣・若者」「⼦
育て世代・働く世代」「シニア」「全世代」に分類してもらい、書き出した⾏動が全世代で実⾏
できるか確認してもらった。次に、⾏動の付箋が少ない世代について、どのような活動・取組
であれば参加してくれるか、どのような⾏動であれば全世代に実⾏してもらえるか、PR ⽅法
は何か、について班内で意⾒交換を⾏い、発表した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

グループ討議の様⼦（A 班） グループ討議の様⼦（B 班） 
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＜結果概要（主な意⾒）＞ 
・主な意⾒を抜粋して紹介する。 

 

グループ討議① 
・両班とも「みどり」「循環型社会」「低炭素・気候変動・適応」の分野の意⾒が多くあげられ、

「みどり」では各家庭における緑化活動、「循環型社会」ではマイバックの持参や分別、「低炭
素・気候変動・適応」では節電の実⾏や太陽光発電の利⽤、といった取組が⾒られた。 

既に実⾏している取組 
「みどり」︓農園ボランティア、庭⽊の植栽、農地を活⽤したイベント、ベランダ菜園等 
「循環型社会」︓⾷器リサイクル、⽣ごみのコンポスト、容器を減らすために⾃宅で料理する、

買いだめをしない等 
「低炭素・気候変動・適応」︓エアコンの利⽤抑制、太陽光発電の利⽤、LED の使⽤、移動は徒

歩で⾞はハイブリッドを使⽤等 

これから実⾏したい取組 
「みどり」︓屋敷林を活⽤した取組に参加したい、未活⽤の農地や公園内で市⺠農園をやる等 
「⽣物多様性」︓⼦ども（⼩学⽣ WS で認定した環境リーダー）が企画したイベントの実施、 

多世代を通した教育イベントの実施等 
「循環型社会」︓ごみ拾いのイベントをゲーム化し、楽しんで参加できるようする等 
（その他）︓焚⽕のイベントを通した、近隣のコミュニケーションを円滑にする取組等 

 
グループ討議② 

全世代に⾏動してもらうための取組アイディア 
・市⺠になじみのある野川や⽟川上⽔をもっと知る取組 
・公園を⾃分の庭のように感じて緑で遊べる空間にする 
・誰もが⼀度は⾏く新庁舎に屋上緑化や農園、農園カフェができないか…等 

興味の薄い学⽣・若者や時間のない働く世代を巻き込むためのアイディア 
・学⽣には⼦ども向けイベントでサポーター役を担ってもらう 
・⼦育て世代には⼦どもに環境意識を持たせることで親世代へ啓発する 
・在宅勤務が増えた働く世代には通勤時間を市のための活動にあててもらう 
・時間があるシニア層には環境活動の普及啓発のためのサポーター役に回ってもらう 

取組の PR ⽅法 
全世代向け︓市庁舎を活⽤して情報発信をする、マイボトルを携帯していれば気軽に給⽔でき

るような給⽔スポットの設置など、インフラ整備を進める 
学⽣・若者向け︓YouTube や SNS といったコンテンツを⽤いて注⽬を集める 
        情報収集しやすいような Wi-Fi スポットの導⼊促進 
シニア層︓市報から環境情報を伝える 
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（４）⼩学⽣ワークショップ 

●「こがねいの未来を守るのは君だ︕︕〜こがねい環境リーダーになろう〜」 
 （環境基本計画、みどりの基本計画で合同開催） 

＜⽬的＞ 
・環境クイズへの参加や環境⾏動チェックリストの作成等を通じて、⼩⾦井市の将来を担う⼩学

⽣に環境や緑への理解を深めてもらう。 
・作成した環境⾏動チェックリストや収集した意⾒を環境基本計画及びみどりの基本計画に反映

する。なお、得られた結果は、環境基本計画の中に「⼩学⽣の取組アイディア〜⼩学⽣ワーク
ショップ結果より」というミニコラムを掲載して紹介した。 

 
＜開催概要＞ 

⽇ 時︓令和２年９⽉２７⽇（⽇）１４︓００〜１６︓００ 
場 所︓萌え⽊ホールＡ会議室 
参加者︓親⼦１４組（⼦供︓１８名、保護者︓１４名、計︓３２名） 

 
＜当⽇のタイムスケジュール（当初予定）＞ 

○開会・挨拶（5 分） 
①アイスブレイク・導⼊ 〜環境クイズに挑戦しよう︕〜（15 分） 
②グループ意⾒交換〜環境のためにできることを考えてみよう︕〜（30 分） 
③全体発表 〜みんなで環境⾏動チェックリストを作ろう︕〜（20 分） 
○休憩（チェックリストの記⼊（取組状況のチェック））（15 分） 
④親⼦ワーク 〜こがねい環境リーダーとして活動計画を考えよう︕〜（10 分） 
⑤まとめ 〜市役所ではこんな計画を考えているよ〜（8 分） 
○閉会（2 分） 
○こがねい環境リーダー認定証の授与 
※当⽇、予定よりも①アイスブレイク・導⼊に時間を要したことか

ら、④親⼦ワークは⾃宅学習とし、時間を省略した。 
 

＜意⾒交換〜全体発表の進め⽅＞ 
・⼦ども５名ずつ 4 班に分かれて着席した（保護者も近くに着席）。 
・各班⻑（班内年⻑者）が、グループ意⾒交換時の進⾏役や全体発表時の発表者を務めた。 
・グループ意⾒交換では、アイスブレイクで話題とした「みどり」「ごみ」「エネルギー」をテー

マに、⾃分たちでできる環境に良い⾏動を考えてもらい、班内で発表した。 
・全体発表では「みどり」「ごみ」「エネルギー」のテーマ別に、各班で出た意⾒を発表・集約し、

環境⾏動チェックリストを作成した。 
・休憩時間には、取組状況チェックとして、全体発表で作成した『環境⾏動チェックリスト』に

対して参加者⾃⾝でシールを貼ってもらった。 
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＜結果概要＞ 
グループ意⾒交換 
・各班とも、1 つのテーマに偏ることなく満遍なく意⾒が出された。 
・１班、2 班、4 班では「ごみ」に対する意⾒が最も多く、3 班では「エネルギー」に対する意⾒

が最も多かった。 
・「みどり」については、⽊を植える、⽊を⼤切にする、⽣き物を育てる等の意⾒があった。 
・「ごみ」については、捨てないでもう⼀度使う、マイバックを持っていく、ごみを分別する、リ

サイクルする等の意⾒があった。 
・「エネルギー」については、電気をつけっぱなしにしない（必ず消す）、⾞の使⽤を減らす（⾃

転⾞を使う）、外が明るい時間は電気を使わない、地球にやさしい電気を使う等の意⾒があっ
た。 

全体発表・取組状況のチェック 
・「ごみ」については最も意⾒が多く 13 の⾏動、

次いで「エネルギー」は 11 の⾏動、最後に「み
どり」は 10 の⾏動をリストアップすることが
できた。 

・4 班すべてで共通した意⾒もあったが、1 つの
班でしか出されなかった意⾒もあり、各班の特
徴が反映された環境⾏動チェックリストが完成
した。 

・取組状況のチェック結果を⾒ると、⽇頃の⼼が
けの範囲で取り組める内容については、親⼦と
もに良く取り組めている。 

・しかし、「エネルギー」は、他のテーマに⽐べて
特別な施設や設備が必要であったり、光熱⽔費
に直結したりするなど、経済⾯での負担が発⽣
する内容も多いため、「できていない」に回答が
偏る取組が多くみられた。  
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６．環境指標・取組指標及び⽬標設定の考え⽅              

○計画推進の基盤づくり 

 指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
取組指標／環境教育・環境学習 
環境に関する体験・
啓発イベント 

3 回/年（R1 年度） 
※公⺠館主催の⾃然
観察会 2 回、クリー
ン野川作戦 1 回 

現状以上 各分野における⾃然観察会や普及啓発イベ
ントの合算値を現状値とし、各分野における
⽬標値の合算を本指標の⽬標値とした。 

環境に関する講座実
施回数 

27 回/年（R1 年度） 
※出張講座 24 回、
公⺠館講座 1 回、環
境楽習館講座 2 回 

現状以上 廃棄物分野については市内の全⼩学校で実
施しており、⼦どもへの学習機会は確保され
ているが、事業系ごみが新可燃ごみ処理施設
に搬⼊されていることを踏まえ、事業者等へ
の講座実施増を⽬標とした。また、みどりや
⽣物多様性の分野については公⺠館講座が
実施されている。これらの各分野の講座実施
回数の合算値を現状の数字とし、さらに⼩学
⽣向けの環境教育の機会を創出することも
⽬指すが、具体的な⽬標回数については、現
状以上とした。 

環境関連施設⾒学会 10 件/年（R1 年度） 現状以上 環境政策課の委託事業として環境施設⾒学
会（１回）を実施しており、ごみ処理施設の
⾒学会を⼩学校で実施（全⼩学校９校）して
いるため、合算値を現状値としている。可燃
ごみ処理施設が新設されたことも踏まえ、教
育機関等とも連携し、環境関連施設⾒学会の
件数増加を⽬標値とした。 

取組指標／環境活動 
こがねい市⺠活動団
体リスト「環境」分野
登録団体数 

14 団体（R2 年度） 現状以上 登録団体において⾼齢化等の問題が発⽣し
ているため、各主体への⽀援（集会施設、保
険、助成⾦等や市⺠活動を⽀援しているボラ
ンティア・市⺠活動センター及び市⺠協働⽀
援センター準備室についての情報提供等）を
継続実施することで活動を維持・活発化させ
ることを⽬標とし、現状以上とした。 

取組指標／情報発信・共有 
市報（⽉２回、計２４
回）等を⽤いた環境
に関する情報の提供
の強化 

ごみ特集号 
4 回/年（R2 年度） 
 

左記に加え、他分
野を含む特集号
の実施 1 回/年 

市報等を⽤いた環境情報の発信を強化する
ため、特集号等により環境情報に特化した
記事の発刊を⽬標とした。 

 

  



資−17 

○基本⽬標 1︓みどりを守り、つくり、育てる 

指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標 
緑被率 30.2% 

（R1 年度） 
28% ⽣産緑地の減少等想定される各種要因を考慮の上、調査を

開始した平成 10 年度以降の傾向から回帰モデルを作成
し、10 年後（令和 12 年度）の緑被⾯積及び緑被率を予測。
予測結果に緑被⾯積の創出・保全により確保可能な⾯積を
検討し、減少を抑制する⽅向で⽬標値を設定した。 
●緑被⾯積及び緑被率の予測 

●緑被⾯積の創出・保全により確保可能な⾯積の試算結果 

取組 

確保 
可能 
⾯積 
(ha) 

備考（試算条件等） 

【創出】 
開発指導要綱にお
ける中⾼層建築建
設に伴う公園・緑
地設置条項の強化
（設置⾯積増加） 

0.13 
・過去 10 年間(平成 19（2007）

-29（2017）年）における中⾼
層建築物の増加量より試算 

【創出】 
都市計画公園の 
整備 

2.80 
・今後 10 年間の都市計画公園

（都⽴公園含む）の整備予定⾯
積を合算 

【創出】 
開発指導要綱にお
ける中⼩規模開発
への緑化指導強化
（対象とする開発
⾏為の⾯積等要件
の緩和） 

5.38 

・他市事例を参考に、「敷地⾯積
200m2 以上の開発⾏為にお
いては、敷地⾯積 20%を緑化」
することを想定し、試算 

・本市における過去 10 年間の敷
地⾯積 200m2 以上の⼾数増
加量を調査し、試算 

【保全】 
環境配慮基準によ
る既存樹⽊の保全
割合の基準設定 

7.48 

・他市事例を参考に、「住居専⽤
地域及び住居地域における開
発⾏為時に既存樹⽊の 30％以
上を保全」することを想定し、
試算 

・過去 10 年間における住居専⽤
地域及び住居地域の緑被⾯積
の減少量を試算し、そのうち
30%を保全した場合の緑被⾯
積を試算 

【保全】 
⽣産緑地の特定⽣
産緑地指定に向け
た呼びかけ・広報
⽀援等 

4.18 

・⽣産緑地所有者に対する特定
⽣産緑地への意向確認調査に
て、回答が「検討中」と「未回
答」となっている⼈へは、今後、
普及啓発等により特定⽣産緑
地に指定できる⾒込みと仮定
し、その⾯積を集計 

19.96 約 20ha 
 

凡 例 令和元（2019）年度緑被⾯積 
（実績値）(ha） 

令和 12（2030）年度緑被⾯積 
（予測値）(ha） 

樹⽊・樹林地 ２０７.０５ １９２.３０（▲１４.７５） 
草地 ６５.６６ ６２.７６ （▲２.９０） 
農地 ６８.０７ ４１.５２（▲２６.５５） 
総計 ３４０.７９ ２９６.５９（▲４４.２０） 
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指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
み ど り の 豊
かさ（樹林、
街路樹、公園
等）に関する
満⾜度 

72% 
（R1 年度） 

80% 令和元年度の市⺠意識調査の満⾜度をもとに、施策の実施
により市⺠の満⾜度が向上し「市⺠全体の 8 割がみどりの
豊かさ」に満⾜している」ことを⽬標とした。 

取組指標／1.1 みどりの保全 
環 境 保 全 緑
地 制 度 に よ
る指定⾯積 

環境緑地︓ 
4.78ha 
（R1 年度） 

現状維持 制度の周知の進捗、制度の適⽤により保全できたみどりの
量の指標として設定した。⼤幅な増加は⾒込めないが、引
き続き環境保全緑地の指定を継続し保全を図ること、緑地
をできるだけ減らさないことが重要であると考え、現状維
持とした。 

保 存 樹 ⽊ の
指定状況 

保存樹⽊︓ 
842 本 
（R1 年度） 

現 状 よ り
増加 

制度の周知の進捗、保存樹⽊制度の適⽤により保全できた
みどりの量の指標として設定した。近年、⼤学等の保存樹
⽊指定が進んでおり、今後も指定拡⼤を図るため、現状よ
り増加とした。 

市⺠農園・体
験 型 市 ⺠ 農
園 箇 所 数 及
び⾯積（⺠営
を含む） 

市⺠農園︓ 
4 農園 
3,070.37 ㎡ 
体験型市⺠農園︓ 
2 農園 
4,489.46 ㎡ 
（R1 年度） 

現 状 よ り
増加 

農地の保全策のひとつとして、市⺠農園の運営及び⺠営に
よる体験農園の運営促進を施策として推進するため、みど
りの保全の指標として設定した。具体的な⾯積の想定は難
しいことから、現状より増加とした。 

取組指標／1.2 みどりの創出 
公園・緑地⾯
積 

85.73ha 
（H30 年度） 

現 状 よ り
増加 

公有地の緑化努⼒量の指標として設定した。 
公園の統廃合なども予定しているが、今後 10 年間で整備
予定の都市公園もあるため、現状より増加とした。 

取組指標／1.3 みどりをはぐくむ市⺠活動の促進 
都 市 公 園 整
備 に お け る
市 ⺠ 参 加 実
施の割合 

梶野公園、貫井
けやき公園で実
施 
（R1 年度まで） 

100% 市⺠参加の進み具合を図る指標として設定した。 
「⼩⾦井市公園等整備基本⽅針」では公園整備に市⺠が参
加しやすい機会づくりを⾏うとしており、整備を伴う場合
は必ず市⺠参加で検討することを⽬標とした。 
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○基本⽬標 2︓地下⽔・湧⽔・河川の⽔循環を回復する  

指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標 
市内の地下⽔位 過去 10 年間でほぼ⼀定 

（R1 年度まで） 
現状から低下しない 地下⽔位は⾬量に影響されるこ

とから、毎年同時期の⻑期的な
傾向で評価するものとした。 

湧⽔の⽔量 測定地点数︓5 地点 
全地点の合計︓960L/分 
（R1 年度） 

現状から減少しない 湧⽔量は⾬量に影響されること
から、毎年同時期の⻑期的な傾
向で評価するものとした。 

野川の⽔質 ①DO︓8.6〜9.1mg/L 
②BOD︓0.5mg/L 
（R1 年度） 

左記項⽬についてすべ
ての地点・回で河川⽔
質環境基準（A 類型相
当）※を達成 
※①7.5mg/L 以上、 

②2mg/L 以下 

⽣活環境保全上で維持すること
が望ましい環境基準とする。野
川には D 類型が設定されている
が、現状で A 類型相当であるた
め、これを維持することとした。 

湧⽔の⽔質 ①硝酸性窒素︓ 
5.27〜7.72mg/L 

②トリクロロエチレン 
③テトラクロロエチレン 
④1-1-1-トリクロロエタン 

②〜④定量下限値未満 
（R1 年度） 

左記項⽬についてすべ
ての地点・回で地下⽔
環境基準※を達成 
※①10mg/L、 

②0.01mg/L 以下、 
③0.01mg/L 以下、 
④1mg/L 以下 

湧⽔に関する⽔質基準はない
が、湧出部での採⽔測定である
ため地下⽔環境基準を適⽤し
た。 

取組指標／2.1 地下⽔・湧⽔の保全 
地下⽔・湧⽔等の
調査回数 

地下⽔位調査︓年 12 回 
地下⽔質調査︓年 4 回 
湧⽔⽔質調査（湧出量、
⽔質、⽔⽣⽣物）︓年 2 回 
野川⽔質調査︓年 2 回 
（R1 年度） 

調査頻度、地点数につ
いて現状維持⼜は拡充 

⽔環境モニタリングは今後も継
続が必要であり、頻度や地点は
多ければ詳細な実態把握が可能
だが、今後の予算措置が未定で
あり、必要最低限の⽔準として
左記の⽬標とした。 

⾬⽔浸透ますの設
置数（単年度） 

2,044 基（R1 年度） 毎年 2,000 基以上 過去 10 年間（平成 22〜令和元
年度）の実績（2,014〜2,560 基）
をふまえた⽬標値とした。 

透⽔性舗装の新規
導⼊量 

透⽔性アスファルト︓
53m2 

透⽔性インターロッキ
ン グ ブ ロ ッ ク ︓ 計
1,884m2 
（R1 年度） 

（設定しない） 単年度の実績予測が困難である
ため⽬標値は設定しないが、実
績値の把握は継続する。 

取組指標／2.2 河川環境の保全  
クリーン野川作戦
等河川環境の保全
に係る普及啓発イ
ベント・講座の実
施回数 

クリーン野川作戦等イ
ベント︓１回/年 
公⺠館講座︓1 回/年 
（R1 年度） 

現状以上 クリーン野川作戦や公⺠館講座
等について、頻度を増やすこと
が重要だが現時点で具体⽬標値
の設定が困難であるため、⽬標
上限を設定せず現状以上とし
た。 
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取組指標／2.3 ⽔資源の有効利⽤  
⾬ ⽔ 貯 留 施 設
（⾬⽔タンク）
設置基数（単年
度） 

2 件（R1 年度） 年間 10 件以上 過去 10 年間（平成 22〜令和元
年度）の実績（2〜23 件）をふま
えた⽬標値とした。 

市⺠ 1 ⼈あたり
配⽔量 

292L/（⼈・⽇） 
（H30 年度） 

現状より増えない ⽔資源の有効利⽤の観点で指標
として設定した。全国平均値
（297〜299L/（⼈・⽇）（平成 26
〜30 年度））と同⽔準であるた
め、現状より増加しないとした。 

震災対策⽤井⼾
数 

38 か所（R1 年度） 現状維持もしくは増加 1 か所でも増やす⽅が防災上重
要であるが、⽼朽化等により廃
⽌されていく可能性もあり、新
設ではなく既存井⼾の震災対策
⽤井⼾としての活⽤を重視する
ことから、現状維持もしくは増
加とした。 
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○基本⽬標 3︓都市の⽣物多様性を守り親しむ 

 指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標 
⽣物多様性の認
知度（意識調査） 

－ 75% 市⺠の 3/4 が⽣物多様性について知ってい
ることを⽬標とした。また、国の 2020 まで
の⽬標値 75%（平成 26 年実績は 46.4%）
も⽬安とした。 

⽣き物との親し
みやすさに関す
る満⾜度 

44.8% 
（R1 年度） 

55% 令和元年度の市⺠意識調査の⽣き物との親
しみやすさに関する満⾜度に関して、5〜6
年前と⽐べて「よくなった」という回答が
5%であった。10 年後には 10%が「よくな
った」と回答することを⽬指し、⽬標値を設
定した。 

取組指標／3.1 ⽣物多様性の保全 
⼩⾦井の⽣物リ
ストの作成 

－ 作成（令和 7 年度） 調査等により⽣物多様性の実態を把握した
成果を明確にするため、リストの作成を指
標に設定した。 

取組指標／3.2 ⾃然とのふれあいの推進 
⽣物多様性に関
す る 普 及 啓 発
（講座、活動、調
査等）の実施回
数 

市主催︓4 回 
※公⺠館における講
座 1 回、公⺠館主催の
⾃然観察会 2 回、クリ
ーン野川作戦におけ
る⾃然観察会等 1 回 
（R1 年度） 

市 主 催 の 普 及 啓
発︓5 回/年以上 
 

⽣物多様性の取組を推進するにあたって
は、まず⽣物多様性について知ってもらう
ことが重要であるため、普及啓発ができて
いるかどうかを測る指標として設定した。 
⽣物多様性は対象が幅広い分野であるが、
指標としてのわかりやすさ、把握のしやす
さを考慮し、「⽣物多様性」「外来種」「動植
物」をテーマとした市⺠向け講座・活動・調
査や「⾃然観察会」、⾃然再⽣事業に係る活
動を対象とした。 
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○基本⽬標 4︓安全・安⼼で健康に暮らせる⽣活環境を守る  

指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標  
⼤気環境基準
等の達成状況 

①⼆酸化窒素︓ 
達成（0.031ppm） 

②浮遊粒⼦状物質︓ 
達成（0.017mg/m3） 

③⼀酸化炭素︓ 
達成（0.1ppm） 

④ダイオキシン類︓ 
達成 
（0.015pg-TEQ/m3） 

（いずれも H29 年度） 

左記項⽬について環境基準
等※を達成 
※①１⽇平均値の 98%値が

0.04〜0.06ppmのゾーン
内⼜はそれ以下 

②１⽇平均値の 2%除外値
が 0.10mg/m3 以下 

③１⽇平均値の 2%除外値
が 10ppm 以下 

④1 ⽇平均値の年間算術平
均値が 0.6 TEQ/m3 以下 

⽣活環境保全の上で維持する
ことが望ましい⼤気環境基準
等の⻑期的評価とした。 
（なお、98％値とは、年間にわ
たる 1 時間値の 1 ⽇平均値の
⼩さい⽅から並べて 98%⽬に
相当するもの、2%除外値とは、
⾼い⽅から2%の範囲にあるも
のと定義される） 

道路交通騒⾳
に関する環境
基準の達成状
況 

五⽇市街道︓ 
昼夜間ともに達成 

⼩⾦井街道︓ 
昼夜間ともに達成 

連雀通り︓ 
昼夜間ともに達成 

新⼩⾦井街道︓ 
昼夜間ともに達成 

東⼋道路︓ 
昼夜間ともに達成 

（いずれも H29 年度） 

全地点で昼夜間ともに環境
基準を達成 
（5 地点とも昼間 70dB、夜
間 65dB） 

⽣活環境保全の上で維持する
ことが望ましい騒⾳環境基準
等とした。 

取組指標／4.1 ⼤気汚染や騒⾳などの公害発⽣源対策 
低排出ガス認
定⾞、電気⾃動
⾞、燃料電池⾃
動⾞、ハイブリ
ッド⾞、天然ガ
ス⾃動⾞の割
合 

■低排出ガス認定⾞ 
⼩型四輪貨物 48.4% 
⼩型四輪乗⽤ 79.3% 
⼩型乗合(29⼈以下) 36.7% 
普通貨物 35.2% 
普通乗合(30⼈以上) 33.3% 
普通乗⽤ 72.3% 
総計 73.8% 
■電気⾃動⾞ 

普通乗⽤︓0.2% 
■燃料電池⾃動⾞ 

普通乗⽤︓0.02% 
■ハイブリッド⾞（プラ
グインハイブリッド⾞含む） 
⼩型四輪貨物 0.004% 
⼩型四輪乗⽤ 8.7% 
普通乗⽤ 11.0% 
総計 19.7% 

■天然ガス⾃動⾞(CNG⾞) 
 該当なし 

※⼀般財団法⼈⾃動⾞検査
登録情報協会データによ
る。登録⾞両のうち、「使⽤
者住所」が⼩⾦井市のもの
を抽出し、普通乗⽤⾞、⼩型
四輪乗⽤⾞、普通貨物⾞、⼩
型四輪貨物⾞、トレーラ、普
通乗合⾞、⼩型乗合⾞につ
いて集計した。 

（設定しない） 「次世代⾃動⾞戦略」（平成 21
年 5 ⽉）における次世代⾃動⾞
（ハイブリッド⾃動⾞、電気⾃
動⾞、プラグイン・ハイブリッ
ド⾃動⾞、燃料電池⾃動⾞、ク
リーンディーゼル）の国内乗⽤
⾞の普及⽬標（2030 年度）が
50%〜70%である。次世代⾃
動⾞の普及は⼤気汚染対策と
しても有効であるため、この⽬
標を念頭におきつつ、現状を踏
まえて具体的な取組を検討・⾒
直していくため、取組指標とし
て設定した。脱炭素に向けた次
世代⾃動⾞に係る動きが今後
さらに変化することが想定さ
れることから、現時点で具体的
な⽬標は設定しない。今後、5
年ごとを⽬途に現状を把握し、
時点の国や都の⽬標と⽐較し
た上で、具体的な取組を⾒直し
ていく。 
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○基本⽬標 5︓美しく住み⼼地のよいまちを守る 

 指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標 
まちの美しさ（景
観、調和等）に関す
る市⺠満⾜度 

46％ 
（R1 年度） 

55％ 景観の良さについては個⼈差があるた
め、数値ではなく市⺠の満⾜度（個⼈が
思う景観の良さを満たしているか）を
指標とした。 
第 5 次基本構想・前期基本計画策定時
の意識調査では景観に係る質問事項が
無かったため、第３次環境基本計画策
定にあたって実施した市⺠アンケート
における「まちの美しさ（景観、調和
等）」の満⾜+やや満⾜の合計値を使⽤
した。 
⽬標については、不満と答えた 5.8％を
10 年後には取り込みたいとの思いと、
みどりの満⾜度の⽬標設定が⾼めであ
ることを踏まえ、景観の満⾜度は 10 年
後 10％増となる「55％」を⽬指した。 

取組指標／5.1 景観の保全・活⽤ 
⼩ ⾦ 井 市 ⽟ 川 上
⽔・⼩⾦井桜整備
状況 

「⽟川上⽔・⼩⾦
井桜整備活⽤計
画」に沿って整備
を推進 
（R2 年度） 

・サクラ緑陰に多様な
植物が⽣育している
こと 

・サクラ並⽊再⽣に要
する適切な補植を実
施していること 

⽬指す姿にむけて毎年整備を進めてい
るものの、国、都とも調整が必要となる
ことから、計画通りに整備を進めるこ
とを前提とし、⽟川上⽔・⼩⾦井桜整備
活⽤推進委員の視察で確認している事
項を⽬標とした。 

取組指標／5.2 美しいまちなみの維持 
環境美化サポータ
ー会員数 

308 名 
（R1 年度） 

410 名 会員の⾼齢化がすすみ、若い世代の呼
び込み等により、新たな会員を増やし
ながら新陳代謝を⾏う必要がある。 
現状値より約 100 名増加することを⽬
標とした。 
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○基本⽬標 6︓３R 推進で循環型のまちをつくる 

 指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標 
市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇あた
りの家庭系ごみ排
出量 

369g/⼈・⽇ 
（R1 年度） 

355g/⼈・⽇以下 ⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画（令和
2.年 3 ⽉）でめざす⽬標と整合。 
前計画では基準年度（平成 25 年）の 396 
g/⼈・⽇に対し、令和 6 年に 356 g/⼈・
⽇まで排出量を抑えることを⽬標として
いる。令和２年度の改訂では、令和 12 年
時点の⽬標として、前計画の⽬標値以下
で実効性の⾼い値として 355g/⼈・⽇が
設定されている。 

取組指標／6.1 発⽣抑制を最優先とした３R の推進 
⾷品ロス削減推進
協⼒店・事業所認定
店舗数 

11 店舗 
（R2 年度） 

20 店舗 令和 2 年度より実施された認定制度であ
り、今後の普及啓発のために具体的な数
値を設定すべく、年 1 店舗の増加を⽬標
に「20 店舗」とした。 
なお、事業系ごみが新可燃処理施設に運
搬され始めているため、今後組成調査の
結果を受けて、店舗当たりの⽣ごみ量の
算出等から事業系ごみの削減⽬標の検討
がすすむ可能性がある。 
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○基本⽬標７︓エネルギーを賢く使い、低炭素なまちをつくる 

 指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
環境指標 
市内の温室効果ガ
ス排出量 

341.0 千 t-CO2 
（2017（平成 29）
年度） 

2013（平成 25）年⽐ 
26.0%削減 
（260.6 千 t-CO2） 

2013（平成 25）年（温室効果ガス排出量
352.1 千 t-CO2）を基準年とし、以下の
考え⽅により算出している。 
①基準となる 2013 年の排出量（352.1
千 t-CO2） 
②今後追加的な対策を⾏わない場合（現

状維持ケース）の削減⾒込量（7.3 千 t-
CO2） 

③国等と連携して進める各種省エネルギ
ー対策による削減⾒込量（44.0 千 t-
CO2） 

④電気の CO2 排出係数の低減による削減
⾒込量（38.3 千 t-CO2） 

⑤市独⾃の取組による削減効果（2.0 千 t-
CO2） 

削減量＝②＋③＋④＋⑤＝91.5 千 t-CO2

⑥ 
削減率＝（②＋③＋④＋⑤）/①＝26.0% 
2030（令和 12）年度排出量＝①－⑥＝

260.6 千 t-CO2 
市内のエネルギ
ー消費量 

3,437TJ 
（2017（平成 29）
年度） 

2013（平成 25）年⽐ 
16.0%削減 
（2,863TJ） 

温室効果ガス排出量の削減⽬標及び「⻑
期エネルギー需給⾒通し」（経済産業省）
に⽰された 2030 年度における電気の
CO2 排出係数（0.37kg-CO2/kWh）を踏
まえて設定した。 

意識調査におけ
る「適応」の認知
度 

市⺠ 25.3％、事
業者 25.6％ 
（R1 年度） 

市⺠、事業者ともに
50%以上 

内閣府の平成 28 年度世論調査では、「知
っていた」とする者の割合が 47.5％（「内
容までよく知っていた」4.3％＋「⼤体知
っていた」43.2％）であるため、少なく
とも現状の全国レベルまで引き上げると
いう⽬標を設定した。 

取組指標／7.1 家庭・事業所における低炭素化の推進 
住宅⽤新エネル
ギー機器等補助
件数 

142 件 
（R1 年度） 

補助額相当の件数を達
成 

予算まで補助総額が達していないという
現状から、⼗分に制度を周知できており、
市⺠が導⼊を進めていることを確認する
ための指標、⽬標として設定した。 

省エネ改修に係
る減税制度の利
⽤件数 

1 件 
（R1 年度） 

累積件数が増加 制度が周知できており、利⽤されている
かどうかを確認するための指標として設
定した。 
省エネ改修は頻繁に実施されない可能性
もあることから、⽬標値を設定せず、累
積件数が増加とした。 

（仮称）省エネチ
ャレンジ事業参
加数 

－ 市⺠（事業者含む）
750 件 

市⺠及び事業者に対してエネルギー消費
の削減量に応じたインセンティブの付与
を⾏う新規制度を設⽴する。⽬標値につ
いては、10 年後の累積件数とする。 
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 指標名 現状 ⽬標 ⽬標設定の考え⽅ 
取組指標／7.3 気候変動適応策の推進 
クールスポット
創出状況 

３箇所 
（R2 年度まで） 

現状の箇所数以上 
 

実績を把握しやすい取組として指標を設
定した。クールスポットの内容や設置場
所、想定される効果、設置場所との協⼒
関係、予算等、今後検討すべきことが多
いものの、設置場所を増やしていくこと
が重要である。 
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７．計画案に対するパブリックコメントの実施概要             

（１）意⾒募集対象 

・市内に在住・在勤・在学する⽅ 
・市内に事務所や事業所を有する法⼈またはその他の団体 

（２）意⾒募集期間 

令和２年１２⽉４⽇（⾦）〜令和３年１⽉４⽇（⽉） 

（３）原案の配布・閲覧場所等 

・市所管の下記施設のほか、市の公式ホームページで公開した。 
○環境政策課（市役所第⼆庁舎４階） ○市役所第⼆庁舎１階受付 
○⼩⾦井市環境配慮住宅型研修施設  ○公⺠館各館 
○図書館本館            ○保健センター 
○総合体育館            ○栗⼭公園健康運動センター 
○婦⼈会館            ○東⼩⾦井駅開設記念会館 

・令和２年１２⽉１１⽇（⾦）〜令和３年１⽉４⽇（⽉）には、市役所第⼆庁舎１階に計画概要
パネルを展⽰した。 

・同時期にパブリックコメントを実施した⼩⾦井市みどりの基本計画、第２次⼩⾦井市地球温暖
化対策地域推進計画の概要パネル及びフォトコンテスト⼊賞作品とあわせて展⽰した。 

 

（４）意⾒の提出⽅法 

配布・閲覧場所に備え付け、または市公式ホームページからダウンロードした所定の提出⽤
紙に、住所・⽒名を明記し、直接、郵送（必着）、ファクシミリまたは電⼦メールで環境政策課
緑と公園係へ提出する⽅法とした。 

（５）検討結果の公表等 

寄せられたご意⾒等（原則として住所・⽒名を除く）及び検討結果とその理由については、
令和３年●⽉●⽇、市の公式ホームページに公表した。 

（６）実施結果（意⾒件数） 

提出者数は 11 名（団体）、38 件であった。  
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８．地下⽔湧⽔専⾨家会議の提⾔                     
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9．⽔収⽀推計の算定根拠                        

（１）推計対象とした⽔収⽀要素 

推計対象とした⽔収⽀要素は以下のとおりである。 
  

表- 1 推計対象とした⽔収⽀要素 
区分 記号 ⽔収⽀要素※1 内容（定義） 

家庭や事業所
の⽔利⽤※1 

A1 地下⽔揚⽔量（上⽔道） 市内の⽔道施設で地下⽔層から汲み
上げる⽔量 

A2 地下⽔揚⽔量（事業所） 市内の事業所が⾃らの井⼾から汲み
上げる⽔量 

A3 市外からの受⽔量 
（上⽔道） 

市外から供給される⽔量（多摩川や
利根川の河川⽔） 

A4 配⽔量 浄⽔場等の施設から出ていく⽔量 
A5 ⽔道管からの漏⽔量 

（地下浸透） 
地中埋設された⽔道管等より漏⽔し
地下へ浸透する⽔量 

A6 ⽔道給⽔量 漏⽔を考慮後、個⼈や事業所に給⽔
される量（＝A4－A5） 

降⾬や蒸発散 B1 降⾬量 市域の降⾬量 
B2 蒸発散量 市域の蒸発散量 
B3 有効降⾬量（地表⾯滞留） 地表⾯に滞留※2 し河川や下⽔道への

流出（D）⼜は地下浸透（C、E）する
⽔量（＝B1－B2） 

⾬⽔浸透施設 C1 浸透ますによる浸透量 浸透ますから地下⽔系へ浸透する⽔
量 

C2 浸透管による浸透量 浸透管（トレンチ）から地下⽔系へ浸
透する⽔量 

C3 浸透⼈孔による浸透量 浸透⼈孔（マンホール）から地下⽔系
へ浸透する⽔量 

地表⾯からの
流出・浸透 

D 地表⾯からの流出量 地表⾯から河川や下⽔道へ流出する
⽔量 

E 地表⾯からの地下浸透 地表⾯から地下⽔系へ浸透する⽔量
（ただし C を除く） 

市域外からの
流出⼊ 

F ⽟川上⽔からの浸透量 ⽟川上⽔から地下⽔系へ浸透する⽔
量※4 

下⽔※3 G1 下⽔のうち汚⽔量 家庭や事業所から下⽔道を経由して
下⽔処理場へ到達する⽔量 

G2 下⽔のうち⾬⽔量 下⽔処理場へ到達する下⽔量のうち
合流式下⽔道等から混⼊する⾬⽔の
量 

湧⽔ H 湧⽔からの湧出量 市域からの湧⽔湧出量 
※1 ⽔利⽤のうち地下⽔揚⽔量（個⼈等の浅井⼾）（従前記号︓B-d）は、データ⼊⼿困難であるためゼロとした。なお、

⽔収⽀全体への影響は⼩さいと考えられる。 
※2 「滞留」とは⻑時間地表⾯に留まるという意味ではなく、地表⾯から浸透⼜は流出する分という意味で使⽤。 
※3 下⽔道からの地下浸透量（従前記号︓C）は、所管課へのヒアリングをふまえゼロとした。 
※4 ⽟川上⽔は武蔵野台地の尾根部を⾛っていることから、⽟川上⽔と地表⾯との⽔収⽀は、⽟川上⽔からの地下浸透

のみ（地表部から上⽔への流出は⽣じない）と仮定した。 
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以下の要素は、流域等の⽔収⽀を考える上で重要なものであるが、推計に活⽤できるデータ
（観測データ、統計データ等）がないこと、簡易的な推計が困難であること等から、推計の対
象外とした。 

  
○市域を境界条件とした時の、地下⽔層を経由した隣接⾃治体との地下⽔移動量 

○河川や⽔路等（野川他）からの流⼊量・流出量※ 
※ただし、市域に降った⾬の地表⾯流出量分（D の⼀部）、⽟川上⽔からの浸透量（F）は推計対象としている。 

  

（２）各要素の推計⽅法 

各要素の推計⽅法を以下に⽰す。推計対象期間は、前計画における推計対象時期（平成 15
年）との連続性、全ての要素についての最新データの取得状況を踏まえ、平成 15 年度〜平成
29 年度とした。  

  
A1︓地下⽔揚⽔量（上⽔道） 

推計の考え⽅ ・市内において上⽔道⽤に地下⽔を揚⽔しており、東京都※1 から市へ
報告される地下⽔揚⽔量データを基に推計。 

推計式［m3/年］ ＝地下⽔揚⽔量（上⽔⽤）の⽇平均値※1［m3/⽇］×年間⽇数［⽇/
年］ 

※1 庁内データ「揚⽔量報告名簿」及び「地下⽔揚⽔報告書」より。なお、⽔道事業は平成 24 年度に東京都へ移管され
ており、元データは東京都で把握している。 

  

 
図- 1 地下⽔揚⽔量（上⽔⽤） 

  
A2︓地下⽔揚⽔量（事業所） 

推計の考え⽅ ・東京都※1 から本市へ報告される地下⽔揚⽔量データを基に推計。 
推計式［m3/年］ ＝Σ（各事業所における地下⽔揚⽔量の⽇平均値※1［m3/⽇］）×年間

⽇数［⽇/年］ 
※1 庁内データ「揚⽔量報告名簿」より。なお、⽔道事業は平成 24 年度に東京都へ移管されており、元データは東京

都で把握している。 
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図- 2 事業所等における地下⽔揚⽔量 

  
A3︓市外からの受⽔量（上⽔道） 

推計の考え⽅ ・配⽔量（A4）と地下⽔揚⽔量（A1）との差とした。 
・なお、表流⽔源としては多摩川⽔系と利根川⽔系がある。 

推計式［m3/年］ ＝市勢統計書「こがねいのとうけい」における「配⽔量」※1－〈A1︓
地下⽔揚⽔量（上⽔道）［m3/年］ 

※1 「配⽔量」は、市外からの「補給⽔量」と市内で汲み上げられる「地区⽔量」の合計。「地区⽔量」は概ね「地下⽔
揚⽔量（A1）」と⼀致する。 

  
A4︓配⽔量 

推計の考え⽅ ・市勢統計書「こがねいのとうけい」における「配⽔量※1」とした。 
推計式［m3/年］ ＝市勢統計書「こがねいのとうけい」における「配⽔量」［m3/年］ 

※1 「配⽔量」は、市外からの「補給⽔量」と市内で汲み上げられる「地区⽔量」の合計。 
  
A5︓⽔道管からの漏⽔量（地下浸透） 

推計の考え⽅ ・漏⽔率のデータ（東京都平均）をふまえ推計した。 
・漏⽔量は地下⽔系へ浸透するものとした。 

推計式［m3/年］ ＝〈A4︓配⽔量〉［m3/年］×漏⽔率※1 
※1 「東京都の漏⽔防⽌（平成 30 年度版）」（東京都）より設定した。なお、漏⽔率は 2〜5%（2003〜2017 年）の範

囲である。 
  
A6︓⽔道給⽔量 

推計の考え⽅ ・配⽔量（A4）から上⽔道漏⽔量（A5）を差し引いた。 
推計式［m3/年］ ＝〈A4︓配⽔量〉［m3/年］－〈A5︓⽔道管からの漏⽔量（地下浸

透）〉［m3/年］ 
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B1︓降⾬量 
推計の考え⽅ ・本市に最寄りの地域気象観測所である府中地域気象観測所のデータ

を使⽤した。 
推計式［m3/年］ ＝年間降⾬量［mm/年］×市域⾯積［km2］×1,000 

  

 
図- 3 年間降⾬量 

  
B2︓蒸発散量 

推計の考え⽅ ・Thornthwaite（ソーンスウェイト）法※1 を⽤いた。 
・また、蒸発散は主に⾃然的な⼟地利⽤⾯から⽣じると考えられる

が、本市域は蒸発散が⽣じにくい⼈⼯的⼟地利⽤が多いことをふま
え、⼟地利⽤割合をふまえた補正を⾏った。 

推計式［m3/年］ E＝K×Σ（Epi×Ni）×市域⾯積［km2］×1,000 
Epi＝0.533×D×（10×Ti／J）A …① 
J＝Σ（Ti／5）1.514 …② 
A＝0.000000675J＋0.0000771J2＋0.49293 …③ 

（上記①②③は Thornthwaite 法） 
E︓⼟地利⽤を考慮した蒸発散量［m3/年］ 
K︓⼟地利⽤を考慮した補正係数※2 
Epi︓i ⽉の蒸発散能［mm/⽇］ 
D︓可照時間（12 時間=1） 
Ni︓i ⽉の⽇数［⽇/⽉］ 
Ti︓⽉平均気温（i＝1〜12）［℃］ 

※1 可能蒸発散量は、Thornthwaite 法で 800〜870mm/年と推計された。 
※2 ⼟地利⽤を考慮した補正係数は、⾃然的な⼟地利⽤（表- 2 参照）の割合とした。なお、⼈⼯的な⼟地利⽤において

も蒸発散は⽣じるが、便宜的に単純化した。 
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※府中地域気象観測所のデータです。
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表- 2 （参考）⼟地利⽤の状況 

  
H14 H24 H29  

⾯積① 内訳 ⾯積 内訳 ⾯積② 内訳 ①/② 
総数※1 1,133 ― 1,132 ― 1,132 ― ― 

宅地 
建物等※2 569  50% 586  52% 594  52% 1.05  
庭等※2 115  10% 118  10% 120  11% 1.05  

未利⽤地 14  1% 14  1% 15  1% 1.10  
道路等 173  15% 182  16% 181  16% 1.05  
公園等 96  9% 99  9% 99  9% 1.03  
農⽤地 96  8% 76  7% 69  6% 0.72  
⽔⾯ 12  1% 13  1% 12  1% 1.00  
森林 15  1% 11  1% 10  1% 0.67  
原野 5  0% 3  0% 3  0% 0.54  
その他 39  3% 31  3% 29  3% 0.75  
⼈⼯的⼟地利⽤※ 794  70% 813  72% 819  72% 1.03  
⾃然的⼟地利⽤※ 339  30% 319  28% 314  28% 0.92  

※1 上記の H14 年度、H24 年度値、H29 年度値は「東京の⼟地利⽤（⼟地利⽤現況調査）」（東京都）に基づく。その
他の年（H15〜23 年度、H25〜H28 年度）は、これらを線形補完して値を設定した。 

※2 宅地については、「令和元年度みどりの実態調査報告書」を参考に、住宅⽤地における緑被地割合を設定し、「宅地
（建物）」と「宅地（庭等）」に区分した。 

※３ 「⼈⼯的な⼟地利⽤」と「⾃然的な⼟地利⽤」はそれぞれ以下の区分を含むものとして定義した。 
⼈⼯的な⼟地利⽤…宅地（建物）、未利⽤地、道路等、その他 
⾃然的な⼟地利⽤…宅地（庭等）、公園等、農⽤地、⽔⾯、森林、原野 

  

 
図- 4 蒸発散量 
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B3︓有効降⾬量 
推計の考え⽅ ・河川や下⽔道への流出⼜は地下浸透への配分を考える上で設定した

要素であり、降⾬量（B1）と蒸発散量（B2）の差分として定義し
た。 

推計式［m3/年］ ＝〈B1︓降⾬量〉［m3/年］－〈B2︓蒸発散量〉［m3/年］ 
  

 
※ 本推計では蒸発散量が降⾬量の 11〜18%となった。これについて、東京都市域を対象とする既往研究、例えば、「神

⽥川上流域における⼟地利⽤種別毎の蒸発散および地表⾯温度の推計」（古賀ら、⼟⽊学会論⽂集 Vol.71、No.5）
では、地表⾯温度や⼟壌⽔分量を考慮できるモデルを⽤いた蒸発散量計算を⾏い、降⾬量に対する蒸発散量の割合
を 15%と推計しており、本推計のこれを⼤きく逸脱していないため、推計結果を概ね妥当であると判断した。 

図- 5 蒸発散量と有効降⾬の関係  
  
C1︓浸透ますによる浸透量 

推計の考え⽅ ・浸透ますのこれまでの設置実績、「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基
準」における浸透ますの性能をふまえ推計した。 

・過去に設置された浸透ますは撤去されず能⼒を発揮するものと仮定
した。ただし⽬詰まり等による浸透能⼒の低下を考慮した。 

推計式［m3/年］ ＝〈B1︓年間降⾬量〉［mm/年］×1 基あたりの処理⾯積※1［m2/
基］×当該年における浸透ます設置基数の累計値［基］
×K1×K2×K3×10-6 

K1︓屋根等の損失を考慮した係数※2（＝0.9） 
K2︓浸透能⼒を超える豪⾬による損失を考慮した係数（＝Σ（浸透

ますの浸透能⼒※3 を超えない時間⾬量）÷B1） 
K3︓能⼒残存率（=0.7） 

※1 1 基あたりの処理⾯積は「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基準」及び市内施⼯実績をふまえ、丸形ます 300I 型の値
（降⾬強度 20mm/h 対応時）である 31［m2/基］を⼀律に設定した。 

※2 屋根等の損失を考慮した係数（K1）は「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基準」による。 
※3 浸透能⼒を超える豪⾬による損失を考慮した係数（K2）は、95〜100%（H15〜H29 年度）と算出された。 
※4 「⾬⽔浸透施設の整備促進に関する⼿引き案」（国⼟交通省、2010 年）より標準的な設置条件の値（0.7）を採⽤。 

   

238 258 244 242 246 240 240 247 239 234 241 232 236 237 230 

1,393 1,534 
1,086 

1,528 
1,086 

1,897 
1,292 1,400 1,279 1,301 1,450 1,578 1,418 1,280 1,430 

1,631 
1,792 

1,330 

1,770 

1,333 

2,138 

1,532 1,647 
1,518 1,536 

1,691 1,810 
1,654 

1,517 
1,660 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

蒸発散量と有効降⾬の関係(mm/年)
有効降⾬量 蒸発散量



資−37 

  

 
※ 計算に⽤いた推測累計値は、平成 15 年度末時点で約 4.6 万基、平成 29 年度時点で約 7.6 万基である。 

図- 6 ⾬⽔浸透ます設置基数  
  
C2︓浸透管による浸透量 

推計の考え⽅ ・「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基準」の参照、過去に設置された施設
の能⼒継続の仮定は、C1 と同様である。 

推計式［m3/年］ ＝〈B1︓年間降⾬量〉［mm/年］×単位⻑さあたりの処理⾯積※1

［m2/m］×当該年での浸透管設置延⻑の累計値［m］
×K1×K2×10-6 

（以下の K1、K2 は浸透ます（C1）に同じ） 
K1︓屋根等の損失を考慮した係数 
K2︓浸透能⼒を超える豪⾬による損失を考慮した係数 

※1 単位⻑さあたりの処理⾯積は「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基準」及び市内施⼯実績をふまえ、管径 150mm タイ
プの値である 21［m2/m］を⼀律に設定した。 

  

 
※ 計算に⽤いた推測累計値は、平成 15 年度時点で約 39km、平成 29 年度時点で約 54km である。 

図- 7 ⾬⽔浸透管（トレンチ）設置延⻑ 
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C3︓浸透⼈孔による浸透量 
推計の考え⽅ ・「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基準」の参照、過去に設置された施設

の能⼒継続の仮定は、C1 と同様である。 
推計式［m3/年］ ＝〈B1︓年間降⾬量〉［mm/年］×1 基あたりの処理⾯積※1［m2/

基］×当該年での浸透⼈孔設置基数の累計値［基］×K1×K2×10-6 
（以下の K1、K2 は浸透ます（C1）に同じ） 

K1︓屋根等の損失を考慮した係数 
K2︓浸浸透能⼒を超える豪⾬による損失を考慮した係数 

※1 1 基あたりの処理規模⾯積は「⼩⾦井市⾬⽔浸透施設の技術基準」及び市内施⼯実績をふまえ、883［m2/基］と⼀
律に設定した。 

  

 
※ 計算に⽤いた推測累計値は、平成 15 年度時点で 153 基、平成 29 年度時点で 230 基である。 

図- 8 ⾬⽔浸透⼈孔（マンホール）設置基数 

  
D︓地表⾯からの流出量（河川や下⽔道へ） 

推計の考え⽅ ・有効降⾬（B1）のうち、地表⾯を介して河川や下⽔へ流れ込む⽔量で
ある。⼟地利⽤をふまえた流出特性を考慮して推計した。 

・流出特性は、ピーク流量を求める合理式※1 で使われる流出係数の考
え⽅を参考とした。 

・また、浸透施設からの浸透量が、流出量の減少に寄与するものとした。 
推計式［m3/年］ ＝K×〈B3︓有効降⾬〉［m3/年］－〈C︓浸透施設による地下浸透量〉

［m3/年］ 
K︓流出特性を考慮した補正係数※2 

※1 合理式とは、河川や下⽔管等のピーク流量（m3/s）を推計するための式であり、降⾬強度（mm/h）、集⽔⾯積（km2）、
流出係数の積によって求められる。 

※2 流出特性を考慮した係数（K1）は、本市の⼟地利⽤割合と、合理式で使⽤される流出係数（⼟地利⽤毎に異なる値）
から市域全体の特性値として設定した。 

  
表- 3 （参考）流出特性を考慮した係数 

 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 
係数 0.67 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.69 0.69 0.69 0.69 0.69 0.69 

※  ⼟地利⽤区分に応じた流出係数は、「国⼟交通省河川砂防技術基準調査編」（平成 26 年 4 ⽉）を参考に以下のとお
りに設定した。 

   宅地（建物等）…0.9、宅地（庭等）…0.15、未利⽤地…0.8（不透⽔⾯と仮定）、道路等…0.85、公園等…0.15、
農⽤地…0.15、⽔⾯…1.0、森林…0.3、原野…0.2、その他…0.8（不透⽔⾯と仮定）  
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E︓地表⾯からの地下浸透（浸透施設からの浸透を除く） 
推計の考え⽅ ・有効降⾬量（B3）から、地表⾯からの流出量（D）と浸透施設に

よる地下浸透量（C）を差し引いた残りは、地下⽔系へ浸透するも
のとした。 

推計式［m3/年］ ＝〈B3︓有効降⾬〉［m3/年］－〈D︓地表⾯からの流出量〉［m3/年］
－〈C︓浸透施設による地下浸透量〉［m3/年］ 

  
F︓⽟川上⽔からの地表⾯からの地下浸透 

推計の考え⽅ ・前期計画の推計⽅法（平成 15 年）では、既存⽂献に基づく上下流の
2 地点間（放流⼝より 5km 地点〜10km 地点）の流量観測値の差と
⽟川上⽔の市域内通過距離等から、市域内で浸透する⽔量（平成 15
年値）を求めている。 

・これら観測値データの更新が困難であることから、浸透量は平成 15
年以降も変わらないものと仮定し、従前⽅法による平成 15 年値を適
⽤する。 

推計式［m3/年］ ＝360［m3/年］（平成 15 年推計値より不変） 
   
G1︓下⽔のうち汚⽔量 

推計の考え⽅ ・東京都から報告される下⽔処理量データ※1 を使⽤した。 
推計式［m3/年］ ＝下⽔処理量のうち汚⽔量※2［m3/年］ 

※1 本市の下⽔は 3 つの処理区（野川処理区、北多摩⼀号処理区、荒川右岸処理区）に分かれており、いずれも東京都
所管の施設で処理されるため、下⽔処理量等のデータは東京都からの提供となる。 

※2 提供データは東京都が案分計算（ただし案分の活動量（処理区域、⾯積等）は不明）したものであるが、⽔利⽤量
（A2＋A6）の推計値と概ね⼀致し、使⽤上問題ないと判断した。なお、汚⽔の混⼊割合は 6〜7 割である。 

   
G2︓下⽔のうち⾬⽔量 

推計の考え⽅ ・東京都から報告される下⽔処理量データ※1 を使⽤した。 
推計式［m3/年］ ＝下⽔処理量のうち⾬⽔量※2［m3/年］ 

※1 汚⽔量（G1）と同様、東京都から提供された値であり、全体の下⽔処理量を⾃治体⾯積等で案分した値である。 
※2 ⾬⽔の混⼊割合は 3〜4 割である。 
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図- 9 下⽔処理量と汚⽔（G1）⾬⽔（G2）の内訳 

  
H︓湧⽔からの湧出量 

推計の考え⽅ ・湧出量の測定データが存在する市内の湧⽔（5 か所）を対象とし、
測定値（2 回/年程度※）より推定した。 

・測定値が取得できない年度においては、その時点の最新値である
前年度値を適⽤しデータを補完した。 

推計式［m3/年］ ・測定値の平均値［L/分］×60［分/時間］×24［時間/⽇］×年間⽇
数［⽇/年］×10-6 

※ 測定時期は概ね 6 ⽉と 12 ⽉である。 

  

 
図- 10 市内 5 か所における湧⽔の湧出量 
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（３）⽔収⽀算出結果 

表- 4 ⽔収⽀の推計結果（平成 15 年（2003 年）〜平成 29 年（2017 年））［千 m3/年］  

区分 ⽔収⽀要素 
H15 
(ʼ03) 

H16 
(ʼ04) 

H17 
(ʼ05) 

H18 
(ʼ06) 

H19 
(ʼ07) 

H20 
(ʼ08) 

H21 
(ʼ09) 

H22 
(ʼ10) 

H23 
(ʼ11) 

H24 
(ʼ12) 

H25 
(ʼ13) 

H26 
(14ʼ) 

H27 
(ʼ15) 

H28 
(ʼ16) 

H29 
(ʼ17) 

家庭や事業
所の⽔利⽤ 

A1︓地下⽔揚⽔量（上⽔道） 8,671  8,491  8,631  8,984  8,526  8,403  7,857  7,360  6,071  4,901  3,823  2,772  5,368  5,132  2,263  
A2︓地下⽔揚⽔量（事業所） 493  551  465  427  410  395  379  300  305  307  292  280  253  252  296  
A3︓市外からの受⽔量（上⽔道） 4,113  3,781  4,370  3,725  3,871  3,787  4,500  5,010  6,258  7,795  9,010  9,296  7,387  7,632  10,593  
A4︓配⽔量 12,784  12,273  13,000  12,709  12,397  12,190  12,357  12,370  12,329  12,696  12,833  12,068  12,755  12,764  12,856  
A5︓⽔道管からの漏⽔量（地下浸透） 601  540  546  458  409  378  371  334  345  254  282  374  408  396  450  
A6︓⽔道給⽔量 12,183  11,733  12,454  12,252  11,988  11,812  11,986  12,036  11,984  12,442  12,551  11,694  12,346  12,368  12,406  
⽔利⽤量（A6＋A2） 12,677  12,284  12,919  12,678  12,398  12,208  12,365  12,336  12,289  12,748  12,843  11,974  12,600  12,620  12,702  

降⾬や蒸発
散 

B1︓降⾬量 18,479  20,303  15,069  20,054  15,097  24,218  17,358  18,655  17,199  17,397  19,159  20,502  18,740  17,188  18,808  
B2︓蒸発散量 2,700  2,927  2,764  2,745  2,790  2,724  2,716  2,796  2,705  2,653  2,731  2,624  2,672  2,681  2,605  
B3︓有効降⾬量 15,779  17,376  12,305  17,309  12,307  21,494  14,642  15,859  14,494  14,744  16,428  17,878  16,068  14,507  16,203  

⾬⽔浸透施
設 

浸透量（C1＋C2＋C3） 2,499  2,935  2,220  3,054  2,356  3,730  2,840  3,183  3,063  3,041  3,494  3,794  3,654  3,353  3,737  
C1︓浸透ますによる浸透量 1,542  1,794  1,368  1,897  1,473  2,341  1,770  1,986  1,923  1,917  2,216  2,413  2,324  2,145  2,404  
C2︓浸透管による浸透量 821  956  715  971  741  1,168  908  1,008  954  940  1,070  1,158  1,121  1,019  1,128  
C3︓浸透⼈孔による浸透量 136  185  138  185  142  220  161  188  186  184  208  223  208  188  206  

地 表 ⾯ 流
出・浸透 

D ︓地表⾯からの流出量 8,146  8,810  6,113  8,690  6,010  10,909  7,151  7,659  6,864  7,077  7,801  8,510  7,416  6,652  7,449  
E ︓地表⾯からの地下浸透 5,135  5,632  3,972  5,565  3,941  6,856  4,651  5,017  4,567  4,627  5,134  5,574  4,998  4,502  5,017  

市域外から
の流出⼊ 

F ︓⽟川上⽔からの浸透量 360  360  360  360  360  360  360  360  360  360  360  360  360  360  360  

下⽔ 
下⽔量（G1＋G2） 18,436  18,714  18,059  18,565  17,195  19,530  17,917  18,077  17,641  17,233  16,006  18,956  18,505  17,837  18,403  
G1︓下⽔のうち汚⽔量 12,439  12,649  12,512  12,424  12,402  12,337  12,245  12,354  12,067  12,043  10,518  12,446  12,365  12,164  12,200  
G2︓下⽔のうち⾬⽔量 5,997  6,065  5,548  6,141  4,792  7,194  5,672  5,723  5,574  5,190  5,488  6,510  6,140  5,673  6,203  

湧⽔ H︓湧⽔からの湧出量 603  604  603  603  603  680  539  589  552  554  524  536  444  559  416  
地下⽔系⽔
収⽀※2 

＝（A5＋C＋E+F）－（A2＋H） 7,498  8,311  6,031  8,408  6,054  10,248  7,303  8,005  7,477  7,421  8,454  9,286  8,723  7,800  8,852  

※1 端数処理の関係で合計値（1 の位）が合わないことがある。 
※2 〈A1︓地下⽔揚⽔量（上⽔道）〉は井⼾の汲み上げ位置が 150m 以深であり、湧⽔の⽔源としての地下⽔系には含めないことと仮定した。 
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表- 5 ⽔収⽀の推計結果（平成 15 年（2003 年）〜平成 29 年（2017 年））［mm/年］（市域⾯積で割った値）  

区分 ⽔収⽀要素 
2003 
(H15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 
(H18) 

2007 
(H19) 

2008 
(H20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

2012 
(H24) 

2013 
(H25) 

2014 
(H26) 

2015 
(H27) 

2016 
(H28) 

2017 
(H29) 

家庭や事業
所の⽔利⽤ 

A1︓地下⽔揚⽔量（上⽔道） 765  749  762  793  753  742  693  650  536  433  337  245  474  453  200  
A2︓地下⽔揚⽔量（事業所） 44  49  41  38  36  35  33  27  27  27  26  25  22  22  26  
A3︓市外からの受⽔量（上⽔道） 363  334  386  329  342  334  397  442  552  688  795  821  652  674  935  
A4︓配⽔量 1,128  1,083  1,147  1,122  1,094  1,076  1,091  1,092  1,088  1,121  1,133  1,065  1,126  1,127  1,135  
A5︓⽔道管からの漏⽔量（地下浸透） 53  48  48  40  36  33  33  29  30  22  25  33  36  35  40  
A6︓⽔道給⽔量 1,075  1,036  1,099  1,081  1,058  1,043  1,058  1,062  1,058  1,098  1,108  1,032  1,090  1,092  1,095  
⽔利⽤量（A6＋A2） 1,119  1,084  1,140  1,119  1,094  1,077  1,091  1,089  1,085  1,125  1,133  1,057  1,112  1,114  1,121  

降⾬や蒸発
散 

B1︓降⾬量 1,631  1,792  1,330  1,770  1,333  2,138  1,532  1,647  1,518  1,536  1,691  1,810  1,654  1,517  1,660  
B2︓蒸発散量 238  258  244  242  246  240  240  247  239  234  241  232  236  237  230  
B3︓有効降⾬量 1,393  1,534  1,086  1,528  1,086  1,897  1,292  1,400  1,279  1,301  1,450  1,578  1,418  1,280  1,430  

⾬⽔浸透施
設 

浸透量（C1＋C2＋C3） 221  259  196  270  208  329  251  281  270  268  308  335  322  296  330  
C1︓浸透ますによる浸透量 136  158  121  167  130  207  156  175  170  169  196  213  205  189  212  
C2︓浸透管による浸透量 72  84  63  86  65  103  80  89  84  83  94  102  99  90  100  
C3︓浸透⼈孔による浸透量 12  16  12  16  13  19  14  17  16  16  18  20  18  17  18  

地 表 ⾯ 流
出・浸透 

D ︓地表⾯からの流出量 719  778  540  767  530  963  631  676  606  625  689  751  655  587  657  
E ︓地表⾯からの地下浸透 453  497  351  491  348  605  411  443  403  408  453  492  441  397  443  

市域外から
の流出⼊ 

F ︓⽟川上⽔からの浸透量 32  32  32  32  32  32  32  32  32  32  32  32  32  32  32  

下⽔ 
下⽔量（G1＋G2） 1,627  1,652  1,594  1,639  1,518  1,724  1,581  1,595  1,557  1,521  1,413  1,673  1,633  1,574  1,624  
G1︓下⽔のうち汚⽔量 1,098  1,116  1,104  1,097  1,095  1,089  1,081  1,090  1,065  1,063  928  1,099  1,091  1,074  1,077  
G2︓下⽔のうち⾬⽔量 529  535  490  542  423  635  501  505  492  458  484  575  542  501  547  

湧⽔ H︓湧⽔からの湧出量 53  53  53  53  53  60  48  52  49  49  46  47  39  49  37  
地下⽔系の
⽔収⽀※2 

＝（A5＋C＋E+F）－（A2＋H） 662  734  532  742  534  904  645  707  660  655  746  820  770  688  781  

※1 端数処理の関係で合計値（1 の位）が合わないことがある。 
※2 〈A1︓地下⽔揚⽔量（上⽔道）〉は井⼾の汲み上げ位置が 150m 以深であり、湧⽔の⽔源としての地下⽔系には含めないことと仮定した。 
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10．⽤語解説                              
⽤語 解説 

BOD（⽣物化学的酸素
要求量） 

Biochemical OxygenDemand の略。⽔中に含まれている有機物を微⽣物が⼀
定の条件下で酸化・分解するために必要な酸素量のことで、環境基準では河川
の汚濁指標として採⽤されている。この値が⼤きいほど汚濁が著しいことにな
る。 

CoCo バス 
公共交通不便地域の解消や交通弱者への外出機会の提供等を⽬的とし、環境に
配慮した⾞輌を⽤いて、既存の路線バスを補完する形で平成 15 年 3 ⽉より運⾏
しているコミュニティバスのこと。 

COD（化学的酸素要求
量） 

Chemical Oxygendemand の略称。⽔中の有機物を化学的に分解する際に必要
な物質量の酸素量換算値。海域や湖沼の汚濁の度合いを⽰す代表的な指標で、
この数値が⼤きいほど⽔質が悪化していることになる。 

DO（溶存酸素量） 

Dissolved Oxygen の略称。⽔中に溶けている酸素のこと。溶存酸素は⽔の⾃
浄作⽤や⽔中の⽣物にとって不可⽋のものであり、溶存酸素量の変化は⽣態系
に⼤きな影響を及ぼす。汚染度の⾼い⽔中では消費される酸素量が多いため、
溶存する酸素量は少なくなる。 

HEMS（家庭のエネル
ギー管理システム） 

Home Energy Management System の略称。家庭の電⼒制御や家電製品等の
効率的な運転管理によって、エネルギー消費量の削減を図るシステム。エネル
ギー管理システムには、HEMS の他、ビルの管理システム（BEMS）やマンショ
ンの管理システム（MEMS）もあり、建物内の電⼒の計測、空調・照明等接続
機器の制御、電⼒需要ピークの制御等をを⾏う。 

IPCC 

国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panelon Climate 
Change）の略称。⼈為起源による気候変化、影響、適応及び緩和⽅策に関し、
科学的、技術的、社会経済学的な⾒地から包括的な評価を⾏うことを⽬的とし
て、1988 年に国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により設⽴さ
れた組織。世界の科学者が発表する論⽂や観測・予測データから科学的な分析
を⾏い、5〜6 年ごとに社会経済への影響、気候変動対策なども盛り込んだ評価
報告書を作成、公表する。特定のテーマに関する特別報告書や指針なども作
成、公表している。 

pH（⽔素イオン濃
度） 

溶液中の⽔素イオンの濃度を表す指数。pH７で中性、pH＜７で酸性、pH＞７
でアルカリ性となり、温泉などの特殊な例を除いて、河川⽔等の表流⽔は中性
付近の値を⽰す。⽔道⽤⽔として望ましい⽔質は pH6.5 以上 pH8.5 以下の範
囲とされている。 

ＰＭ2.5（微⼩粒⼦状
物質） 

⼤気中に浮遊する粒⼦状物質（ParticulateMatter）のうち、粒径 2.5 ㎛以下の
もの。浮遊粒⼦状物質（SPM︓10 ㎛以下の粒⼦）よりも⼩さいものを指す。Ｐ
Ｍ2.5 は⾮常に⼩さいため、肺の奥深くまで⼊りやすく、呼吸系・循環器系への
影響が懸念されている。 

PRTR 制度（化学物質
排出移動量届出 制
度） 

有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発⽣源(事業所）から、どれく
らい環境中（⼤気、⽔、⼟壌）に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて事
業所の外に運び出されたかというデータを把握・集計し、公表する仕組み。対
象となる化学物質を製造・使⽤・排出している事業者は、データを年 1 回都道
府県経由で国に報告し、国が集計･報告する。 

SDGs 

SustainableDevelopmentGoals（持続可能な開発⽬標）の略称。平成 27 年
（2015 年）9 ⽉の国連サミットで採択された 17 のゴール・169 のターゲット
から構成される令和 12 年（2030 年）までに持続可能でよりよい世界を⽬指す
ための国際⽬標。 
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⽤語 解説 

SS（浮遊物質・懸濁物
質） 

Suspended Solid の略称で、⽔中に浮遊する⼩粒状物の総称。プランクトンや
⽣体物の死骸、それに付着する微⽣物等の有機物及び泥粒等の無機物からな
る。懸濁物質量の変化は⽔中の照度に影響を及ぼし、数値が⼤きいほど汚濁が
著しいことを⽰す。 

3R Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）の３つ
のＲの総称。 

アダプトプログラム 
特定の公共財（道路、公園、河川など）について、地域住⺠等が「⾥親」とな
って、定期的に美化活動などの維持管理を⾏う制度。 
環境美化サポーター制度は、アダプトプログラムにあたる。 

⼀酸化炭素（CO） 

炭素を含む物質が不完全燃焼（⼗分な酸素が無い状態で燃えること）した際な
どに⽣じる無⾊、無臭の気体。⼈体に⼊るとヘモグロビンの酸素運搬作⽤を阻
害し、中枢・末梢神経の m ⿇痺症状を起こす原因となる。都市では、⾃動⾞排
ガス中に含まれるものがその⼤部分を占めていると考えられており、交通量の
多い道路や交差点付近において⾼濃度になる場合がみられる。 

⾬⽔浸透ます 

⾬⽔を集⽔し地中に浸透させるため、底⾯及び側⾯を砕⽯で充填した設備。⼩
⾦井市では、事業者と市の協⼒によって安くて効果のある独⾃のますを考案し
ており、さらに市⺠・事業者・市のパートナーシップで設置を進めてきた結
果、設置率は国内でも有数となっている。 

エコドライブ 
⾃動⾞の運転にあたって、アイドリングストップ、急発進・急加速の⾃粛、定
速⾛⾏、エンジンブレーキの活⽤、点検・整備の励⾏など、環境負荷の軽減に
配慮すること。 

環境マネジメントシス
テム 

組織（企業等）の活動や提供するサービスが環境に与える負荷を低減すること
を⽬的とし、環境保全に向けた取組を継続して改善していくための仕組み。環
境保全に関する⽅針や⽬標、計画等を定め、これを実⾏、記録し、その実施状
況を点検して⽅針等を⾒直す⼀連の⼿続きを定めている。 
国際標準化機構の ISO14001 規格や、環境省が策定したエコアクション 21 等
がある。 

環境⾏動指針 
環境基本計画に沿って市、市⺠及び事業者が、環境保全⾏動をとるための指
針。⼩⾦井市環境基本条例第 12 条に基づいて平成 19 年に策定された。本計画
の策定に伴い、令和 3 年 3 ⽉に全⾯改訂を⾏った。 

環境配慮指針 
⼩⾦井市まちづくり条例第 38 条に基づき、⽣活環境、⽂化的環境、⾃然的環境
及び地球環境の保全、回復及び創出を図るために配慮すべき事項について定め
られた指針。 

環境美化サポーター 環境美化に対する意識向上を図るため、⾝近な公共空間である公園、道路等の
環境美化活動について市⺠がボランティア活動を実施する制度。 

環境保全型農業 
化学肥料や農薬の使⽤を減らし、できるだけ環境負荷を低減するよう配慮した
持続可能な農業・農法のこと。たい肥を使った有機農業等が⼀般的に普及して
いる。 

環境保全実施計画 ⼩⾦井市環境基本条例第 11 条に基づき、⾏政が環境基本計画に沿って取り組む
施策事業を明らかにし、その実施状況を点検・評価するために策定する計画。 

環境報告書 
環境の状況、環境基本計画に基づいて実施された施策及びその他の取組の状況
を明らかにするため、⼩⾦井市環境基本条例第 22 条に基づき毎年作成・公表さ
れる報告書。 

外来種 ⼈為によって意図的・⾮意図的に本来の⽣息地・⽣育地の外から持ち込まれた
種のこと。 
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⽤語 解説 

崖線 
河川や海の浸⾷作⽤でできた崖地の連なり。⾃然の地形及び植⽣を残し、また
崖線下には多くの湧⽔があるなど、都内の区市町村界を越えて連続して存在す
る東京の緑の⾻格となっている。 

京都議定書 
平成 9（1997）年 12 ⽉京都で開催された COP3 で採択された気候変動枠組条
約の議定書で、平成 17（2005）年 2 ⽉に発効した。2008 年〜2012 年を第⼀
約束期間として、先進各国に温室効果ガスの削減数値⽬標が課せられた。 

光化学オキシダント
（Ox） 

⼤気中の窒素酸化物や炭化⽔素などが、⽇射を受けて起こす光化学反応によっ
て⽣成されるオゾン、アルデヒド等の⼆次的⼤気汚染物質群の総称。光化学オ
キシダントが⾼濃度になると、⽬や喉などの粘膜に影響を及ぼす。また、空気
中に⽩いモヤがかかった状態（光化学スモッグ）が発⽣する。 

⼩⾦井市の地下⽔及び
湧⽔を保全する条例 

⼩⾦井市の貴重な財産である地下⽔や湧⽔を保全するために、⼩⾦井市が制定
した条例（平成 17 年７⽉施⾏）。 

国分寺崖線 （はけ） 
⼩⾦井の市域を構成する武蔵野段丘と⽴川段丘を分ける急崖で、多摩川が武蔵
野段丘を削り取ってつくられた。崖線に沿って野川が流れ、緑が豊かで所々に
湧⽔もみられる。 

ごみゼロ化推進員 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の８に基づき、ごみの減量やまちの
美化などに向けた活動を⾏うため、市から委嘱を受けた、町会・⾃治会・事業
者などからの推薦や公募市⺠などで構成される。キャンペーンやイベントへの
参加、勉強会や研修会、ごみ分別やごみに関する相談など、幅広い活動を⾏っ
ている。 

コーディネート 様々な主体が、共通の⽬的を実現するために協⼒し合い、全体で⼤きな⼒が発
揮されるよう連絡・調整を⾏うこと。 

再⽣可能エネルギー 
太陽光や太陽熱、⽔⼒、⾵⼒、バイオマス（⽣物由来の資源）、地熱など、⼀
度利⽤しても⽐較的短期間に再⽣が可能であり、資源が枯渇しないエネルギー
のこと。 

在来種 従来からその地域に⾃然分布している動植物種（亜種や系統も含む）。 

市⺠農園 
余暇を利⽤して農業に親しめるよう、市が農家から農地を借り、農園として整
備し、市⺠の皆様に区画を貸すもの。利⽤者は、その区画内（12 平⽅メート
ル）に好きな野菜を栽培することができる。 

⾷品ロス 

⾷品由来の廃棄物のうち、本来⾷べられるにもかかわらず捨てられる⾷品のこ
と。消費・賞味期限切れによる廃棄、⾷べ残し、可⾷部の除去などが原因とな
る。⽇本の⾷品ロスは約 612 万 t（平成 29 年度）であり、そのうち事業系は約
328 万 t、家庭系が約 284 万 t である。 

⽣産緑地 

良好な都市環境を確保し、計画的な保全を図るために指定される農地のことで
あり、指定することで営農継続義務が⽣じる代わり、固定資産税の軽減措置等
を受けられる。指定期間は３０年で、指定期間経過後はいつでも買取申出が可
能となる。 

体験型市⺠農園 

市が開設する市⺠農園とは異なり、市による施設整備費と管理運営に助成と⽀
援を受けた上で、農家が開設するもの。農家が利⽤者に対して農業の講習会を
実施し、利⽤者はその講習会で学んだ内容に沿って、⾃分の区画で農作業を⾏
う。 
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地球温暖化 

⼆酸化炭素等の温室効果ガスの⼤気中の濃度が⾼まり、地表から放出される⾚
外線を吸収することにより、地表の温度が上がる現象を⾔う。海⾯の上昇や気
候の変化をもたらし、⼈類や⽣態系に悪影響を及ぼすことが懸念されている。
IPCC（国際気候変動に関する政府間パネル）第 5 次評価報告書（2013 年）で
は、⼈間活動が 20 世紀半ば以降に観測された温暖化の⽀配的な要因であった可
能性が極めて⾼い（可能性 95％以上）とされている。 

地産地消 

「地元で⽣産された農林畜⽔産物を地元で消費する」という意味で使われる。
地産地消が進めば、化学肥料や農薬の削減、新鮮で安全・安⼼な農産物の確
保、⾷料の遠距離輸送にともなうエネルギーの削減などの効果が期待される。
近年では、オンサイトで利⽤する再⽣可能エネルギーを取り上げて、エネルギ
ーの地産地消と呼ぶこともある。 

低公害⾞ 

⼤気汚染物質の排出や騒⾳の発⽣などが少ないなど、従来の⾃動⾞よりも環境
への負荷が少ない⾃動⾞の総称。現在実⽤段階にあるものは、燃料電池⾃動
⾞、電気⾃動⾞、天然ガス⾃動⾞、ハイブリッド⾃動⾞、プラグインハイブリ
ッド⾃動⾞、⽔素⾃動⾞、クリーンディーゼル⾃動⾞、⼤型ディーゼル貨物⾃
動⾞代替⾃動⾞、低排出ガス認定⾃動⾞の 9 種類である。 

低炭素社会 

経済発展を妨げることなく、温室効果ガスの排出を⼤幅に削減した社会（低炭
素社会）のこと。その具体的な⽅策として、省エネルギー等によるエネルギー
負荷の低減、再⽣可能エネルギーの導⼊などが挙げられる。さらに、温室効果
ガスの排出削減及び吸収や回収・再利⽤により排出量を実質ゼロとする「脱炭
素社会」を⽬指す動きが加速している。 

テトラクロロエチレン 

有機塩素系溶剤の⼀種。ドライクリーニングや⾦属・機械洗浄等に⽤いられ、
洗浄剤・溶剤として優れているが、地下⽔汚染などの原因物質となっている。
肝・腎機能低下を起こすなどの毒性があるが、⼈に対する発がん性は⼗分⽴証
されていない。⼤気・⽔・⼟壌について環境基準が設定され、⼤気汚染防⽌
法、⽔質汚濁防⽌法で排出が規制されている。 

特定外来⽣物 

外来⽣物（海外起源の外来種）のうち⽣態系、⼈の⽣命・⾝体、農林⽔産業へ
被害を及ぼすもの、⼜は及ぼすおそれがある⽣物で、156 種が指定されている
（令和 3 年 1 ⽉現在）。飼養、栽培、保管、運搬、輸⼊といった取扱いを外来
⽣物法で規制されている。 

特定外来⽣物 
海外起源の外来種で、⽣態系、⼈の⽣命・⾝体、農林⽔産業への被害を及ぼす
もの等の中から外来⽣物法で指定される⽣物外来⽣物法︓特定外来⽣物による
⽣態系等に係る被害の防⽌に関する法律 

⼆酸化窒素（NO2） 
⼤気汚染物質の⼀種で、⼯場の煙や⾃動⾞排気ガスなどに含まれて⼤気中に排
出される。⼆酸化窒素は⼈体に吸⼊されると肺深部に達し、肺⽔腫等の原因と
なる。 

燃料電池 ⽔素と空気中の酸素を反応させ、直接電気へ変換して発電するシステム。利⽤
の段階では⽔しか排出しない。 

ヒートアイランド（現
象） 

都市の気温が郊外よりも⾼くなる現象のこと。気温分布図において、⾼温域が
都市を中⼼に島のような形状に分布することから、このように呼ばれる。都市
化の進展による⼈⼯排熱の増加やコンクリート建物による蓄熱、地表⾯の⼈⼯
化などが原因で、夏季は猛暑⽇や熱帯夜の増加による熱中症等の健康被害、冬
季は植物の開花時期の変化などが懸念されている。 

ビオトープ 本来その地域に住む様々な野⽣の⽣物が⽣息し、⾃然の⽣態系が機能する空
間。森林、湖沼、⼲潟、⾥⼭、⽔⽥などのビオトープがある。 



 

資−47 

⽤語 解説 

フロン類 

フッ素と炭素の化合物で、CFC（クロロフルオロカーボン）、HCFC（ハイドロ
クロロフルオロカーボン）、HFC（ハイドロフルオロカーボン）などの種類が
ある。冷蔵庫等の冷媒やスプレーの噴射剤、半導体などの精密な部品の洗浄剤
などに広く⽤いられてきた。⼤気中に放出されてもそのまま蓄積され、オゾン
層を破壊する特定フロン（CFC・HCFC）については国際的に使⽤が禁⽌され、
我が国でも法令で回収・破壊が義務付けられている。また、フロン類は⼆酸化
炭素の数千倍から数万倍もの温室効果を持つが、本市では、⼆酸化炭素以外の
温室効果ガスで最も多いのが HFCs である。 

マイクロプラスチック 

漂流・漂着したプラスチックゴミが海岸での紫外線や⼤きな温度差による劣
化、海岸砂による摩耗などにより次第に細⽚化し、サイズが５mm を下回った
もののこと。動物プランクトンと同程度の⼤きさを持ったマイクロプラスチッ
クは、⿂類等による誤⾷され、付着していた有害物質が蓄積され、⾷物連鎖に
より⼈間の体内に⼊る可能性がある。海⿃が誤⾷した場合、消化器官に悪影響
を及ぼす可能性がある。 

名勝「⼩⾦井（サク
ラ）」 

⽟川上⽔の境橋から⼩平浄⽔場までの堤に植えられたヤマザクラ。江⼾時代か
ら広く知られており、国の名勝として指定を受けている。近年では、⽟川上⽔
の通⽔停⽌や⾃動⾞の排気ガスなどにより樹勢の衰えがみられ、市や市⺠団体
が保全に取り組んでいる。 

モニタリング ⼤気・⽔質・騒⾳・地盤沈下等の状況や、緑被・植⽣・⽣物等の状況など⽣態
系や⽣物環境を監視・調査すること。 

浴恩館 

昭和 3 年、京都御所で⾏われた昭和天皇即位⼤嘗祭の神職の更⾐所を、（財）
⽇本⻘年館が譲り受けて移築した建物。その後、全国の⻘年団の指導者層が集
まり、⼈間形成する講習所として機能し、昭和 48 年に⼩⾦井市が買い取って⻘
少年センターとして開館した。平成 5 年に、市の郷⼟資料を展⽰収蔵する⽂化
財センターとしてリニューアルしたのを機に、周辺を公園として整備して現在
に⾄っている。 

リサイクル 
廃棄物を回収し、再⽣利⽤すること。原料あるいは材料として循環利⽤するマ
テリアルリサイクル・ケミカルリサイクルや、循環利⽤できなくなったものを
燃焼させるなどしてエネルギー回収するサーマルリサイクルがある。 

リスクコミュニケーシ
ョン 

リスクに関する正確な情報を市⺠、事業者、⾏政等のすべての者が共有しなが
ら、互いに意思疎通を図ること。 

リデュース 製品をつくる時に使う資源の量を少なくすることや、ごみになるものはもらわ
ない・買わないなど廃棄物の発⽣を少なくすること。 

リユース 再使⽤のこと。⼀つの製品から形をあまり変えることなく、できる限り⻑く、
繰り返して使⽤すること。 

緑被率 緑被⾯積が市域に占める割合のこと。 

 

 

 



 

 

 
  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 3 次⼩⾦井市環境基本計画（案） 

令和 3 年 1 ⽉ 
 

連絡先︓⼩⾦井市環境部環境政策課 
住 所︓〒184-8504 東京都⼩⾦井市本町六丁⽬ 6 番 3 号 
ＴＥＬ︓042-387-9817 ／ ＦＡＸ︓042-383-6577 
E-mail︓s040199@koganei-shi.jp 
⼩⾦井市公式ホームページ http://www.city.koganei.lg.jp/ 



  

第 3 次⼩⾦井市環境基本計画 【概要版】 
  

   

 
 

 

   
（※イラストは現時点ではラフの段階のものである） 
  
 
 

⼩⾦井市 
  

 

▶▶▶将来のよい環境は、市⺠や事業者の皆さんと協働で守り・つくっていくものであり、その
めざすところを共有することが重要であるとの考えから、⼩⾦井の将来の環境の姿を
「緑・⽔・⽣きもの・⼈…わたしたちが⼼豊かにくらすまち⼩⾦井」と設定し、そのイメ
ージをイラストでわかりやすく⽰しました 

緑・⽔・⽣きもの・⼈ 
わたしたちが 

⼼豊かに 
くらすまち 

⼩⾦井 

資料５ 



緑・⽔・⽣きもの 

⼈ 

⼩⾦井市環境基本計画とは 
▶「⼩⾦井市環境基本条例」に基づき、⼩⾦井市の環境保全の⽬標や取組の⽅向性を定め、⾏政・市⺠・

事業者等のあらゆる主体が、環境保全に取り組んでいくための計画です。 
▶本市をとりまく社会情勢や、国などの環境⾏政の最新動向を考慮し、環境関連の個別計画や、関連す

る諸計画との整合を図りながら、改定しました。 

▶計画の期間は、令和 3 年度〜令和 12 年度の 10 年間です。 
  
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  

将来の環境像 
▶将来のよい環境は、市⺠や事業者の皆さんと協働で守り・つくっていくものであり、取組を進める市

⺠・事業者・市が、そのめざすところを共有することが重要です。 
▶このような考えから、本計画では、⼩⾦井の将来の環境の姿を「緑・⽔・⽣きもの・⼈…わたしたち

が⼼豊かにくらすまち⼩⾦井」と設定し、そのイメージをわかりやすく⽰しました。  
  
  

わたしたちが 

⼼豊かにくらすまち 

⼩⾦井の環境を構成する基本要素で、⼼豊か
に暮らす基盤であり、⽣物多様性や⾃然循環
を重視します 

緑・⽔・⽣きものから様々な恵みを享受してい
ることを⾃覚し、それらを保全・再⽣・創造し
ていきます 

⼩⾦井の環境を構成する基本要素で、⼼豊か
に暮らす基盤であり、⽣物多様性や⾃然循環
を重視します 

環境からの恵みを受け、環境を育むことによ
り、物質だけでなく⼼の豊かさを⼤切にしま
す。⾃然とふれあえる低炭素で循環型のライ
フスタイルを⽬指し、豊かに暮らしたいとい
う願いを実現できるまちにしていきます 

【参考】近年の環境⾏政を取り巻く動向 
・国内の地⽅⾃治体・企業・市⺠団体等により SDGs

（持続可能な開発⽬標）が積極的に推進されてお
り、SDGs と環境施策との関係を意識していく必
要があります。 

・気候変動に関し、世界共通の⻑期⽬標として、産
業⾰命前からの気温上昇を 2℃未満に保つととも
に 1.5℃に抑える努⼒を追求し、2050 年までに
CO2 排出実質ゼロとする「脱炭素社会※」を⽬指
す動きが加速しています。 

・⽣物多様性に関し、2050 年までに「⾃然と共⽣する世界」を実現するため、地⽅⾃治体には地
域の⾃然条件に応じて、⽣物多様性保全の社会的な浸透（主流化）が求められています。 

※ 脱炭素社会…温室効果ガス排出が実質的にゼロとなる社会 

出典︓国際連合広報センターホームページ 



計画の体系  
すべての施策を進める上で重要な「計画推進の基盤づくり」を位置づけ 

▶すべての環境施策を進める上で、環境教育・学習や主体間（市⺠・事業者・市）の連携・協働が重要
であるため、これらに関する項⽬を「計画推進の基盤づくり」として位置づけました。 

⇒ 詳しくは、本編「計画推進の基盤づくり」（●ページ）参照 

本市の持続可能な発展への貢献を SDGs で説明 
▶計画の推進が本市の持続可能な発展に貢献することをわかりやすく伝えるため、SDGs（持続可能な開

発⽬標）の 169 のターゲットを本市の社会・環境を踏まえた表現に“翻訳”した上で、基本⽬標と関連
性のある SDGs との関係を⽰しました。 

⇒ 詳しくは、本編「関連する SDGs」（●ページ他）参照 

環境の状態や取組の進捗を把握する指標を設定 
▶本市の環境がよりよい⽅向へ向かっているかどうかを把握・評価していくため、基本⽬標ごとに〈環

境指標〉を設定するとともに、主な取組の進捗を把握するための〈取組指標〉を設定しました。 
⇒ 詳しくは、本編「進⾏管理のための指標の設定」（●ページ他）参照 

  
基本⽬標等 基本施策 

計画推進の基盤づくり 

基盤 1 環境教育・環境学習 
▶学習の場・機会の創出 / 担い⼿の創出 

基盤 2 環境活動 
▶市⺠協働体制の強化 / 場・⼈材・情報のネットワーク化 

基盤 3 情報発信・共有 
▶効果的な情報発信 / 環境情報の共有 

 
基本⽬標 

1 
みどりを守り、 
つくり、育てる 

1.1 みどりの保全 
1.2 みどりの創出 
1.3 みどりをはぐくむ市⺠活動の促進 

基本⽬標 

2 
地下⽔・湧⽔・河川の 
⽔循環を回復する 

2.1 地下⽔・湧⽔の保全 
2.2 河川環境の保全 
2.3 ⽔資源の有効利⽤ 

基本⽬標 

3 
都市の⽣物多様性を
守り親しむ 

3.1 ⽣物多様性の保全 
3.2 ⾃然とのふれあいの推進 

基本⽬標 

4 

安全・安⼼で健康に 
暮らせる⽣活環境を 
守る 

4.1 ⼤気汚染や騒⾳などの公害発⽣源対策 
4.2 環境のモニタリングやコミュニケーション 

基本⽬標 

5 
美しく住み⼼地の 
よいまちを守る 

5.1 景観の保全・活⽤ 
5.2 美しいまちなみの維持 

基本⽬標 

6 
3R 推進で循環型の 
まちをつくる 

6.1 発⽣抑制を最優先とした３R の推進 
6.2 安全・安⼼・安定的な適正処理の推進 

基本⽬標 

7 
エネルギーを賢く 
使い、低炭素な 
まちをつくる 

7.1 家庭・事業所における低炭化の推進 
7.2 移動における低炭素化の推進 
7.3 気候変動適応策の推進 

   



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本⽬標ごとの取組  

基本⽬標1 みどりを守り、つくり、育てる 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜ 展開する取組 ＞ 

1.1 みどりの保全 
▶まちなかのみどりの保全 
▶農地の保全・活⽤ 

1.2 みどりの創出 
▶公園・緑地の創出・活⽤ 
▶みどりのまちなみの創出 

1.3 みどりをはぐくむ市⺠活動
の促進 

▶みどりを知り、親しむ機会の創出 
▶協働による活動の推進 

＜ 現状・課題 ＞ 
・国分寺崖線（はけ）、野川、

⽟川上⽔、公園、社寺林、屋
敷林、農地など様々なみどり
が存在し、環境・癒し・防災
などの多⾯的機能を発揮し
ています。 

・みどりの量を測る指標である
緑被率は減少傾向にありま
す。（平成 21 年度︓33.7%
⇒令和元年度︓30.2%） 

・現状のみどりの保全と新たな創出を両輪で進め、みどりの多
⾯的機能の維持・向上を図っていくことが重要です。 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 

環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 

緑被率※1 30.2% 28% 
緑の豊かさ（樹林地、街路樹、公園等）に関する満⾜度 71.8%※2 80% 

※1 樹⽊・樹林地、草地、農地の割合であり、市内のみどりの量を測る指標として設定 
※2 市⺠アンケート調査（令和元年度）において「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した割合 

基盤 1 環境教育・環境学習 
▶学習の場・機会の創出 
▶担い⼿の創出 

基盤 2 環境活動 
▶市⺠協働体制の強化 
▶場・⼈材・情報のネ

ットワーク化 

基盤 3 情報発信・共有 
▶効果的な情報発信 
▶環境情報の共有 

3 つの基盤施策とその波及イメージ 

野川のみどり 街なかのみどりである農地 

市⺠ボランティア 
による活動例 

樹⽊・樹林地 18%

草地 6%

農地 6%

裸地、駐
⾞場等

5%

その他(建物・
道路等) 
65%

緑被地等の割合(R1)

市域⾯積
1,130ha

*緑被地…樹林・草地・農地



基本⽬標2 地下⽔・湧⽔・河川の⽔循環を回復する  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本⽬標3 都市の⽣物多様性を守り親しむ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜ 展開する取組 ＞ 
2.1 地下⽔・湧⽔の保全 
▶地下⽔・湧⽔等のモニタリング 
▶住宅地等における⾬⽔浸透の促進 
▶開発事業等における地下⽔への影

響の未然防⽌ 
▶崖線をはじめ湧⽔源となるみどり

の保全 

2.2 河川環境の保全 
▶⽔質汚濁の発⽣防⽌ 
▶⽔辺に親しめる機会の充実 
▶流域単位での他⾃治体等との連携 

2.3 ⽔資源の有効利⽤ 
▶⽇常⽣活における⾬⽔利⽤や節⽔

の推進 
▶災害時における⽔資源の活⽤ 

＜ 現状・課題 ＞ 
・地下⽔位や、河川・地下⽔の

⽔質は安定しており、良好な
⽔環境が維持されています。 

・本市は以前より、住宅地等に
おける⾬⽔浸透ます（右）の
普及を進めており、全国的に
も認知されています。 

・また、⾬⽔が⼀度に河川へ流
出し⽔質悪化や増⽔となる
のを防ぐため、⾬を溜めて使
う取組も重要です。 

・年間降⾬量の約 4〜5 割※が、
⾃然被覆地や⾬⽔浸透施設
を介して地下⽔系へ浸透し、
隣接⾃治体も含めた⽔循環
の健全化に寄与しています。 

・農地等の宅地化や、⾬の降り⽅の変化もふまえ、引き続き⽔循
環・⽔環境の保全を進めることが重要です。 

※ 詳細は「地下⽔及び湧⽔の保全・利⽤に係る計画」の⽔収⽀推計を参照 

＜ 展開する取組 ＞ 
3.1 ⽣物多様性の保全 
▶⽣物多様性に関する実態の把握 
▶⽣き物の⽣息・⽣育環境の保全・

創出 
▶外来種対策の推進 

3.2⾃然とのふれあいの推進 
▶⾃然について知る機会の創出 
▶⾃然と親しめる機会の創出 

＜ 現状・課題 ＞ 
・市内には野川、国分寺崖線（はけ）、農地などの⾃然環境を基

盤とする⽣態系が成⽴していると考えられます。 
・野川や湧⽔の⽣きもの調査が⾏

われていますが、⽣きもの情報
の収集や発信が⼗分とはいえ
ず、⽣物多様性の全体像が把握
しづらい状況です。 

・⽣きものの実態把握や、⽣物多様
性への関⼼を⾼めるための取組
を進めていくことが重要です。 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 
環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 

⽣物多様性の認知度 ― 75% 
⽣き物との親しみやすさに関する満⾜度※ 44.8% 55% 

※ 市⺠アンケート調査（令和元年度）において「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した割合 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 
環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 

市内の地下⽔位 過去 10 年間でほぼ⼀定 現状から低下しない 
湧⽔の⽔量 全地点の合計※1︓870L/分 現状から減少しない 

野川の⽔質 DO︓8.6〜9.1mg/L 
BOD︓0.5mg/L 

全地点・回で河川⽔質環境基準
（A 類型相当）を達成 

湧⽔の⽔質※2 
硝酸性窒素︓5.27〜7.72mg/L 
トリクロロエチレン︓定量下限値未満 
テトラクロロエチレン︓定量下限値未満 等※ 

全ての地点・回で地下⽔環境基準
を達成 

※1 現状の地点数は 5 地点 
※2 項⽬は⼀部省略（詳細は本編参照） 

⾬⽔浸透ます（上） 
と⾬⽔タンク（右） 
の設置例 

湧⽔の底⽣⽣物調査 

蒸発散 14%

⾃然被覆から
の浸透 27%

⾬⽔浸透施設から
の浸透 20%

河川や下⽔道
への流出
40%

市域に降った⾬の⾏先(推計)

1,660mm/年
(H29)



基本⽬標4 安全・安⼼で健康に暮らせる⽣活環境を守る  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  

基本⽬標5 美しく住み⼼地のよいまちを守る  
 
  
 
 
 
 
 
  

＜ 展開する取組 ＞ 
4.1 ⼤気汚染や騒⾳などの公害

発⽣源対策 
▶事業活動等における公害の発⽣防

⽌ 
▶⾃動⾞由来の騒⾳や排気ガス等の

低減 
▶農薬・化学物質・その他の環境汚

染物質対策 

4.2 環境のモニタリングやコミュ
ニケーション 

▶⼤気汚染や騒⾳などの継続的な環
境モニタリングと情報発信 

▶安全・安⼼のための話し合いやル
ールづくり 

＜ 現状・課題 ＞ 
・⼤気質や騒⾳の測定結果は、環境基準を概ね満

⾜しており、良好な状態です。 
・毎年 50 件以上も報告される公害苦情は、典型

公害※より、⾳響機器、ペット、樹⽊の枝張な
ど⽣活由来のものが多い傾向にあります。 

・発⽣源対策に加え、住⺠の話し合いやルールづ
くりによる未然防⽌のための取組も重要です。 

※ ⼤気、騒⾳振動、⽔質汚濁、悪臭など 

＜ 展開する取組 ＞ 
5.1 景観の保全・活⽤ 
▶景観保全・創出に係る取組の実施 
▶景観資源を活⽤する取組の充実 

5.2 美しいまちなみの維持 
▶美しいまちなみの維持 
▶まちの魅⼒向上 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 

環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 
まちの美しさ（景観、調和等）に関する満⾜度※ 45.5% 55% 

※ 市⺠アンケート調査（令和元年度）において「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した割合 

＜ 現状・課題 ＞ 
・国分寺崖線（はけ）・野川・仙川のみどりや⽔辺、公園や散策路、

⽂化的価値のある⽟川上⽔や名勝「⼩⾦井（サクラ）」などは、
代表的な景観資源であり、未来へ引き継ぐことが⼤切です。 

・まちなかでは、環境美化サポーターとの協
働による美化活動など、美しいまちなみの
維持に努めていくことが重要です。 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 

環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 

⼤気環境基準等の達成状況 
⼆酸化窒素︓達成（0.016※1ppm） 
浮遊粒⼦状物質︓達成（0.043※1mg/m3） 等※2 

各項⽬について環境
基準等を達成 

道路交通騒⾳に関する環境
基準の達成状況※2 

①五⽇市街道・⼩⾦井街道・東⼋道路 
②連雀通り・新⼩⾦井街道 
→①…昼夜間ともに達成 ②…昼間のみ達成 

全地点で昼夜間とも
に環境基準を達成 

※1 平成 30 年 10 ⽉ 5 ⽇までの値（以降⽋測） 
※2 項⽬は⼀部省略（詳細は本編参照） 

⼤気環境調査 

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

H21 H23 H25 H27 H29

⼤気中⼆酸化窒素濃度(ppm)

*98%値である

環境基準︓0.06ppm以下

名勝 ⼩⾦井（サクラ） 野川公園のみどり（⾃然観察園） 
花壇ボランティア

による活動

建設作業 10%

⼀般 76%

不明 13%

苦情件数(発⽣源別,H27〜R1)

464件
(5年間)

*⼯場及び指定作業場は0.5%未満



基本⽬標6 ３R推進で循環型のまちをつくる  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

基本⽬標7 エネルギーを賢く使い、低炭素なまちをつくる  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

＜ 展開する取組 ＞ 

6.1 発⽣抑制を最優先とした 3R
の推進 

▶⽇常⽣活における３Rの徹底 
▶分別・減量を徹底する啓発活動の

強化 
▶事業活動における3Rの推進 

6.2 安全・安⼼・安定的な適正
処理の推進 

▶適切な処理・処分の推進 
▶廃棄物処理を⽀える体制の確⽴ 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 

環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 
市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇あたりの家庭系ごみ※排出量 369 g/(⼈・⽇) 355 g/(⼈・⽇)以下 

※ 家庭系ごみ…燃やすごみ、燃やさないごみ、プラスチックごみ、粗⼤ごみ、有害ごみ 

＜ 展開する取組 ＞ 
7.1 家庭・事業所における低炭

素化の推進 
▶建物の低炭素化の促進 
▶機器・設備の低炭素化の促進 
▶低炭素化につながる⾏動・活動の

普及促進 

7.2 移動における低炭素化の推
進 

▶交通⼿段の転換の促進 
▶⾃動⾞の低炭素化の促進 

7.3 気候変動適応策の推進 
▶気候変動適応に関する普及啓発 
▶気候変動による影響の把握 
▶暑熱対策の推進 
▶災害対策の推進 

＜ 現状・課題 ＞ 
・本市周辺の年平均気温は

上昇傾向です。近年は、集
中豪⾬や猛暑が毎年のよ
うに発⽣しています。 

・市の⼆酸化炭素排出量※は
近年減少傾向ですが、
「2050 年 脱炭素社会」
実現に向け⼀層の削減が
求められます。 

・特に排出量が多い家庭部
⾨では、家屋の低炭素化
などハード対策や、環境
負荷の少ない商品・サー
ビ ス を 選 ぶ 「 COOL 
CHOICE」が必要です。 

・また、集中豪⾬や猛暑など気候変動の影響に適応する取組も進
めていく必要があります。 

※ 本市では温室効果ガス排出量の⼤半が⼆酸化炭素 

＜ 環境指標及び⽬標 ＞ 
環境指標 現状（令和元年度） ⽬標（令和 12 年度） 

市内の温室効果ガス排出量 341 千 t-CO2※1 260.6 千 t-CO2 
（H25 年⽐ 26.0%削減） 

市内のエネルギー消費量 3,437 TJ※1 2,863 TJ 
（H25 年⽐ 16.0%削減） 

意識調査における「適応」の認知度※2 市⺠ 25.3％ 事業者 25.6％ 市⺠、事業者ともに 50%以上 
※1 平成 29 年度の値 
※2 地球温暖化対策地域推進計画改訂に係るアンケート調査（令和元年度）において「意味を含めて知っていた」と回答した割合 

＜ 現状・課題 ＞ 
・平成 18 年に「ごみ⾮常事態宣⾔」を出し、ごみ減量に積極

的に取り組んできました。1 ⼈当たりごみ排出量は全国平均
と⽐べてかなり少ない状況です※1。 

・新たな可燃ごみ施設※2 が供⽤開始になったものの、⼈⼝の増
加が予想されることから、引き続き 3R の推進が必要です。 

※1 同じ⼈⼝規模の⾃治体との⽐較では 1 位（平成 30 年度） 
※2 本市・⽇野市・国分寺市の共同処理のために設⽴した、浅川清流環境組合の可

燃ごみ処理施設（⽴地は⽇野市内） 

13
14
15
16
17

'88 '98 '08 '18

年平均気温(アメダス府中,℃)

918 

605 

0 500 1,000

全国平均

⼩⾦井市

1⼈1⽇あたりごみ排出量(g/⼈・⽇)

出典︓環境省（同省が定める算定⽅式による）

産業 6%

⺠⽣
家庭
53%

⺠⽣
業務
29%

運輸 11%
廃棄物 2%
CO2排出量の部⾨別内訳

312
千t-CO2

(H29)



計画の推進体制と進⾏管理  
▶「⼩⾦井市環境審議会」及び「環境基本計画推進本部（市）」により施策の進捗を点検・評価し、次

年度以降の展開につなげます。 
▶市⺠・市⺠団体・事業者・教育機関・市の各主体による連携・協働により取組を進めます（左下図）。 
▶環境の状態や取組進捗を把握する「指標」を設定して計画の進⾏管理を⾏い、「⼩⾦井市環境報告書」

により取組の進捗や各種調査結果を公表します。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〜 参加・体験してみませんか︖ 〜  
▶気軽に参加・体験できる環境保全の取組をいくつかご紹介します※。これ以外にも

様々な活動がありますので、さらに詳しく知りたい⽅は、ホームページで検索してい
ただくか、⼩⾦井市環境政策課までおたずねください。 

※ 令和３年●⽉現在の情報に基づくものです。 

問合せ先︓⼩⾦井市環境部環境政策課 環境係 
住  所︓〒184-8504 東京都⼩⾦井市本町六丁⽬６番３号 
 TEL︓042-387-9817 / FAX︓042-383-6577 / E-mail︓s040199@koganei-shi.jp 
 市ホームページ︓http://www.city.koganei.lg.jp 

第 3 次⼩⾦井市環境基本計画 
概要版 

（令和 3 年●⽉発⾏） 

クリーン野川作戦 
野川の清掃と⾃然観察を兼ね
た環境保全活動であり、毎年
200 名前後の参加があります 

こがねい環境フォーラム 
体験学習や環境保全等の団体
の活動紹介などを⾏ってお
り、団体同⼠の交流の場にも
なっています 

環境施設⾒学会 
⽇野市内に⽴地する３市共同
（⼩⾦井市、⽇野市・国分寺
市）の可燃ごみ処理施設です 

市 HP 等の
QR 

（予定） 
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将来にわたる安全・安⼼・安定的な廃棄物処理を念頭に、良好な環境を未来へ引き継ぐため、

⼤量⽣産、⼤量消費及び⼤量廃棄に⽀えられた社会経済・ライフスタイルを⾒直すことで、廃
棄物の発⽣抑制に努め、限りある資源の循環利⽤・有効利⽤を図り、環境への負荷の少ない持
続可能な循環型社会の形成に向けて 3R を推進する循環型都市「ごみゼロタウン⼩⾦井」を⽬
指します。 

＜関連する SDGs＞ 
関連するゴール 

 

⽬標 11︓包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する 
・これまでも市⺠の努⼒により進められてきたごみ減量や適切な分別、資源の循環利⽤・有効利⽤

がさらに進み、廃棄物が適切に処理されることで、持続可能な循環型社会を実現する 

 

⽬標 12︓持続可能な⽣産消費形態を確保する 
・3R を推進し、資源の循環利⽤や有効利⽤を進めることで、資源の枯渇を防ぎ、廃棄物を削減する 
・収穫、出荷、貯蔵、加⼯、包装、輸送、販売のすべての時点で⾷品ロス、⾷料の廃棄を減らす 
・⼀⼈ひとりのライフスタイルの⾒直しが持続可能な循環型社会の形成に寄与するという意識をもつ 

 
関連する計画▶▶▶⼩⾦井市⼀般廃棄物処理基本計画 

 
 

目指すべき環境の目標と施策の展開 

＜⽬指すべき環境の⽬標＞ 
環境指標 現状 ⽬標 

市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇あたりの家庭系
ごみ※排出量 

369g/（⼈・⽇）（令和元年度） 355g/（⼈・⽇）以下 

※家庭系ごみは、燃やすごみ、燃やさないごみ、プラスチックごみ、粗⼤ごみ、有害ごみのことです。 

＜施策の展開＞  
 

  

３R 推進で循環型のまちをつくる 基本目標６ 

基本⽬標 基本施策 施 策 

6．３R 推進で 
循 環 型 の ま ち
をつくる 

６.1 発⽣抑制を最優
先とした３R の
推進 

6.1.1 ⽇常⽣活における３R の徹底 

6.1.2 分別・減量を徹底する啓発活動
の強化 

６.2 安全・安⼼・ 
安定的な適正処
理の推進 

6.1.3 事業活動における３R の推進 

6.2.1 地域と連携した収集・運搬の推進 

6.2.2 適切な処理・処分の推進 

6.2.3 廃棄物処理を⽀える体制の確⽴ 

【参考資料２】

Administrator
ハイライト表示



４．基本目標ごとの施策及び取組 ●基本目標 6 
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現状・課題  

◆本市におけるごみ処理の変遷 
・本市では、⼆枚橋焼却場の⽼朽化に伴う焼却炉の停⽌のため、平成 18 年 10 ⽉にごみ⾮常事態を

宣⾔しました。平成 19 年 4 ⽉以降、燃やすごみの処理を多摩地域の⾃治体及び⼀部事務組合に依
頼してきましたが、令和 2 年 4 ⽉ 1 ⽇より⽇野市内に⽇野市・国分寺市・⼩⾦井市の 3 市で共同
処理を⾏う新たな可燃ごみ処理施設（管理︓浅川清流環境組合）が本格稼働しました。施設の周辺
住⺠をはじめとした⽇野市⺠及び関係者の負担を少しでも軽減するため、さらなるごみ減量及び資
源化に取り組む必要があります。 

・施設の⽼朽化等の影響から、再配置を進め適正処理の維持を図るため、「⼩⾦井市清掃関連施設整備
基本計画」（平成 30 年 3 ⽉）に基づき整備事業が進められており、不燃・粗⼤ごみ積替え・保管施
設と資源物処理施設については、それぞれ令和 3 年度、令和 6 年度中の稼働開始を⽬指していま
す。 

・収集されたごみは最終的に東京たま広域資源循環組合（本市を含む 25 市１町で構成）が管理する
最終処分場である、⼆ツ塚廃棄物広域処分場及び東京たまエコセメント化施設（焼却灰のセメント
化を実施）で処理されています。 

・不燃系ごみ（燃やさないごみ、プラスチックごみ、有害ごみ、粗⼤ごみ）については、⺠間処理施
設において資源化⼜は適正な処分を⾏っています。なお、⼆ツ塚廃棄物広域処分場では、平成 28
年度からは埋め⽴て処分量ゼロを継続しています。 

 
◆ごみの分別区分、収集の状況 

・本市では、家庭系ごみ及び資源について、燃やすごみ、プラスチックごみ、燃やさないごみ、有害
ごみ、資源物、粗⼤ごみの分別を基本として収集・処理しています。 

・燃やすごみ、プラスチックごみ、燃やさないごみについては⼩⾦井市家庭⽤指定収集袋による有料
収集、粗⼤ごみを除く有害ごみ、資源物は無料収集及
び回収を⾏っています。 

・事業系ごみについては、事業者⾃らの責任で適切に処
理することが原則となっており、市内の⼀般廃棄物収
集運搬業許可業者に依頼することとなっています。た
だし、1 ⽇平均 10kg 未満の事業者は、事業⽤指定収
集袋を使ってごみを出すことができます。 

・資源となるプラスチックごみ及び古紙・布は週 1 回
の収集とし、これまで燃やさないごみとして収集して
いた「くつ・かばん類」や、燃やすごみとして収集し
ていた「難再⽣古紙」は拠点回収を実施して、資源化
の取組を進めています。 

・⽣ごみは燃やすごみとして収集していますが、家庭⽤
電動⽣ごみ処理機（乾燥型）の利⽤者には、⽣ごみ乾
燥物の⼾別回収（無料）も実施しています。 
注）右記の他に、地域の実情に合わせて地域住⺠等の管理のも

と、拠点回収を実施している場合があります。 
 

  

表 3-4 ごみ収集区分と収集回数 


